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近 年 にお け る情 報 処 理 お よび 通 信 技術 の 急 速 な進 歩 に 伴 い,現 在 で は 社 会 の さ

ま ざま な分 野,局 面 に お い て情 報 化 の進 展 が み られ る。 しか し,こ の 中核 をな し

て い る コ ンピ ュ ー タ ・シ ス テ ムそ れ 自身 の 問 題 を考 えて み る と き,コ ン ピ ュー タ

の ハ ー ドウ ェ アにつ い て は,最 近 の 著 しい 技 術革 新 と生 産 性 の 向上 に よ り,コ ス

トパ フ ォー マ ンスの 向上 が み られ る もの の,ソ フ トウェ アにつ い て は,今 なお 旧

態 然 と した 方 法 で 開発 され てい る こ と,ま た,シ ス テ ムの大 規 模 化 ・複 雑 化 ・高

度化,さ らに は ニ ーズ の多 様 化 な どに よ って,ソ フ トウェ ア コス トの シ ス テ ム全

体 に 占 め る割 合 が一 段 と高 ま って きてい る。

この ため,信 頼 性 が 高 く,保 守 の しや す い ソフ トウェ アを い か に効 率 的 に,コ

ス トをか け ず に 開発 す るか が,コ ン ピュー タ ・ユ ーザ の 重 要 課題 とな って い る。

しか しなが ら,企 業 な どの情 報 処 理 部 門 の現 状 は,既 存 シ ス テ ムの 適 用 ・保 守

に多 くの 負 荷 が か か り,多 くの シス テ ムが バ ッグ ロ グと して放 置 され る こ とか ら,

エ ン ドユ ーザ の 情報 処 理 部 門 に対 す る期待 感 が 薄れ,パ ソコ ンを 初 め とす るOA

機 器 の導 入 に よ って ユ ー ザ 自身 が 問 題解 決 を図 ってい くな ど,情 報 処 理 部 門 に対

して,内 外 か ら さま ざ ま な イ ンパ ク トが 強 ま ってい る。 従 って,こ の よ うな状 況

か ら,ソ フ トウ ェア開 発 ・運 用 の 効 率化 を どの よ うに して確 立 す るか が急 務 で あ

る と考 え られ て い る。

本 調 査研 究 事 業 は,こ の よ うな観 点 か ら ソフ トウェア開発 経 費 ・工 数 の 削 減(生

産 性 の 向上),保 守 費 用 の 削 減,ソ フ トウ ェアの品 質 の 向上 を 目的 と して① 開発

計 画,② 開発,③ 運 用 ・保 守 の3つ の面 か らア ブP－ チ を行 い,そ れ ぞ れ の 内 容,

適用 で きる手 法 ・ツ ール お よび 各種 指標 な どに つい て調 査 研 究 を行 うもの で あ る。

今年 度 は,過 去2年 度 に渡 っ て実 施 した ソフ トウ ェアの 開 発 計 画段 階 お よび ソ

フ トウ ェア開発 段 階 の 調 査 研 究 成 果 を踏 ま え,ソ フ トウ ェアの運 用 ・保 守 段 階 を

中心 と して,コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザの 運用 ・保 守 の実 態 に基づ い て ソフ トウ ェア

運 用 ・保守 の 高度 化,効 率 化,運 用 方法,保 守 技術 ・ツ ール,ソ フ トウ ェアの 評

価 な どに つ い て調 査 研 究 を行 った。

各企 業 にお け る コ ンピ ュ ー タ利 用 は,企 業 の 実 態 に即 して 行 わ れ るべ き もの で

あ り,ま して や 最近 の情 報 機 器 の進 展 と相 い ま って情 報 処 理 の 形 態 も多 様化 して

お る こ とか ら,利 用形態 の いか ん に よ って一概 にそ の是 非 を評 価 す る こ とは で き

な い。 しか し,ソ フ トウェアの 開発 ・運 用 保守 にか か る諸 問 題 は 各 企 業 が 共通 して



抱 えている課題の一つであろ う。

本報告書が,こ の共通の課題 を解決す る上で,コ ンピュー タ ・ユーザに何 らか

の示唆 を与 えるもの とな り,ひ いては情報処理の発展 に寄与す ることになれば幸

いであると考 える。

なお,調 査研究 に当 ってご協力 をいただい た委員 ならびに関係各位 に深 く感謝

す るものである。

＼ 、

昭和61年3月
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概 要

本調査研究報告書は,ソ フ トウェア開発 ・運用 の高度化 ・効率化方法 に関す る

調査研究事業の最終年度 として,初 年度に実施 した ソフ トウェア開発 の計画段階,

2年 度 目に実施 した ソフ トウェアの開発段 階に引き続 き,ソ フ トウェアの運用 ・

保守 の段 階に焦点 をあてて実施 した結果 をと りまとめた ものであ る。

本報告書 の構成 は,つ ぎの とお りであ る。

1

9
●

3

44

5

6

ソ フ トウ ェアの 運 用 ・保 守 は,

る と,

上 が った製 品 の使 用(利 活用)の 段 階 とい った 関 係 にあ り,必 ず し も軌 を一 に し

が た い側 面 が あ るが,ソ フ トウ ェアの ラ イ フサ イ クルの 面か らは,開 発→ 運 用 ・

保 守→ 廃棄(処 分)ま で を1つ の サ イ クル と して と ら えられ てお り,ソ フ トウ ェ

アの 開 発 に お い て は,運 用 ・保守 の負 荷 をい か に軽 減す るこ とが で きる か に つ い

て も開発 設 計 段 階 にお い て十 分 配 慮 され な けれ ば な らな い。

ソ フ トウ ェアの 需要 に対 して,そ の供 給 が 不 足 して い る,い わ ゆ る ソフ トウ ェ

アの需 給 ギ ャ ップが 増大 してい る主 た る原 因は,ソ フ トウェ ア開発 要 員 の 不 足 の

ほ か,ソ フ トウ ェアの保 守(メ ンテナ ンス)作 業 に多 くの工 数 を費 して い る こ とが

指 摘 され てお り,保 守 コス トの低 減,保 守 作業 の効 率 化 な どが 大 きな課 題 と な っ

て い る ところ で あ る。

今 回,民 間企 業 の コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ600社 に対 して実 施 した ソ フ トウ ェ

アの 運 用 ・保 守 に 関す る ア ンケ ー ト調 査 にお い て も,過 去 に例 をみ な い ほ どの 高

い 回 答 率 とな って お り,こ の 問題 に 関 し,多 くの企 業(コ ンピ ュー タ ・ユ ーザ)

が 強 い 関 心 を持 って い る こ とを示 して い る。

今 年 度 の 報 告 書 にお い て は,運 用 ・保 守 の 高度 化 ・効率 化 に 関 し,ま ず,そ の

基 本 的 な考 え方 を示 した の ち,ソ フ トウェ アの運 用,保 守,評 価 の問 題 につ い て

順次 述 べ て い る。 これ らの うち,と くに 保 守 の 問 題 に つ い て 力 点 を 置 い て い

ソフ トウ ェ ア運 用 ・保守 の 高 度 化 ・効率 化 の考 え方

ソフ トウ ェ ア運 用 ・保守 の 現 状

ソフ トウ ェア運 用

ソフ トウ ェア保 守

ソフ トウ ェア評 価

ソフ トウ ェアの 今後 の課 題 と展 望

ソフ トウ ェアの 開発 にい た る まで の 工 程 か らみ

ソフ トウ ェアの 開発 まで が 製 品 の 製造 の段 階 で あ り,運 用 ・保 守 は,出 来



る。 また,こ の ほか,コ ンピュータ ・ユーザ(民 間企業)の 運用 ・保守の現状に

ついて も紹介す る とともに,ソ フ トウェアの今後の課題 について考察 しつつ,将

来展 望 を試み てい る。

本報告書の各章 ご との内容につ いて要約す ると,つ ぎの とお りである。

(Dソ フ トウェア運用 ・保守 の高度化 ・効率化の考 え方

この章は,本 報告書の総論 として位置づ け られ るもので,今 年度調査研究

の テーマであ る 「ソフ トウェアの運用 ・保守の高度化 ・効率化」 に関 し,そ

れが必要 とす る背 景 と運用 ・保守の各 々につい ての問題点 を述べ,こ れ らに

対処 してい くための基本的な考 え方を効率 化の観点か ら取 りまとめてい る。

す なわち,運 用 ・保守の高度化 ・効率化 を必要 とす る背景 として,開 発 プ

ロジェク トの パ ック ログの増大,組 織内におけ る情報 システムのイ ンフラス

トラクチ ャ化,ソ フ トウェア資産の増大,運 用 ・保守要員の増大 とモチベー

ション,組 織体制 な どの問題 をあげている。つぎに,運 用面での問題点 として,

システムの高度化,複 雑化 に伴 って発生す る問題,す なわち,通 信 と情報処

理の境界領域が不 明確 な傾 向が強 く問題領域の特定化が困難 とな ってきてい

ること,運 用 トラブルの発生 に対 して回復作業の複雑化が増大 してい ること,

'ど こまで をシステ ム的 にカバ ーす るのか採算 上の問題が あることな ど,ま た,

運用要員サ イ ドの問題点 として,運 用工程 の作業領域,す なわち,運 用 とい

'う名前の も とで さまざまな業務が実施 され てい るが
,必 ず しも同一 土俵上で

論 じられ ない ことか ら生 じる問題,運 用要 員の教育の困難性や ユーザサイ ド

ー の要 員問題,す なわち,稼 動中 に トラブルが発生 した場合の即時対応の困難

性 の問題 な ど,さ らに,保 守での問題点 として,保 守作 業の分類 に関す るも

の,保 守作業工程上での問題や保守業務が固有に持 ってい る問題点 について

論 じてい る。 そ して,こ れ らの問題 に対処 してい くための基 本的 な考 え方 と

して,運 用問題お よび保守 問題 の2つ に分 けて述べ てい る。す なわ ち,運 用

問題解決のための基本的 な考 え方 として,運 用の無人化 ・自動化 の推進,品

質管理の導入や評価の実施 を,ま た,保 守問題解決のため の基 本的な考 え方

として,標 準化の推進,ツ ールの活用,組 織体制の確立,管 理機能の強化,

要 員教育の充 実な どをあげてい る。 さ らに,運 用 ・保守の共通的な対策 とし

て,外 注政策の確立や システム監査の導入の必要性を述べてい る。

(2)ソ フ トウェア運 用 ・保守 の現状

ソフ トウェアの運用 ・保守 に関 し,そ の実態を把握す るため,民 間企業の



コンピュー タ ・ユーザ600社 を対象 に,郵 送調査および一部面接調査の 方

法 によ り実施 した ア ンケー ト調査結果(回 答企業165社.回 収率28%)

を もとに,ソ フ トウェアの運用につ いては運用基 準,シ ステ ム監査,安 全対

策,運 用の効率化対策 な どの現状 を,ま た,ソ フ トウ ェアの保守 については,

総工数 に占める保守作業の割合,保 守体制,外 注および保守対策 な どの現状

や ソフ トウェアの評価の問題につ いて取 りまとめたものである。

(3}ソ フ トウェアの運用

ソフ トウェアの運用の高度化 には,効 率性,信 頼性,安 全 性が充分考慮 さ

れ た運用 システムの確立が必要であ るこ とか ら,こ の章 では,ソ フ トウェア開

発 後の運用の基本 となる事項,す なわ ち,運 用組織体制,運 用基準 の設定,

安 全対策,シ ステム監査の実行につ いて概略 を論 じ,最 後に ソフ トウェア運

,用の効率化対策 について述べ てい る。
'まず

,運 用組織体制に関 しては,運 用部門の要員 と組織 について,シ ステ

ムの運 用形態や サー ビス形態 に即 した組織 作 りや要員管理(労 働環境,健 康

保持,目 標管理,外 部要員の活用),ジ ョブ ・ローテーシ ョン,要 員教 育の

必 要性 を述べ てい る。運用基準 に関 しては,運 用 に係わ る作業規定項 目,管

理 規定項 目お よび運用で使 われ る ドキ ュメ ン トについて紹介 してい る。

つぎに,安 全対策 に関 しては,シ ステムの運用 における問題の存在を紹 介

し,そ れ らに対す る具体的な方策お よび安全対策基準について述べてい る。

システ ム監査に関 しては,シ ステム監査の必要 性,監 査 内容,監 査の実行方

法,留 意事項 な どについて述べてい る。

さ らに,シ ステ ム運用の効率化 に関 しては,標 準化,機 械化の推進,外 部

資源の活用,ユ ーザ部門の活用 な どの方策 について述べている。

(4)ソ フ トウェア保守

この章では,は じめに,ソ フ トウェアの保守の基本的な概念 につ いて説 明

し,つ いで,保 守管理 の基本的事項,応 急/日 常保守作業の管理 につい て説

明 したの ち,外 注開発す る場合の留意点,保 守 に関す る技術 とツールにつ い

て述べ てい る。

㈲ ソフ トウェア評価

この章 におい ては,ま ず,「 評価 と改善 の枠組み 」 に お い て,評 価 を 開

発活動 の評価 と,完 成 した ソフ トウェアその ものの評価 に分けその コ ンセ プ

トを示 してい る。すなわち,開 発活動の評価 は,そ の結果 をつぎの開発 活動



に フィー ドバックさせ,よ り優 れた開発のや り方 を実現す るために行 うもので

あ るこ と,ま た,完 成 した ソフ トウェアその ものの評価は,そ の結果 に基づ

き,ソ フ トウェアその ものを改 良す る ことお よびその結果 を もた らした開発

活動 にその原因を探 り,よ り優れ た開発方法 を策定す ることが評価 の コ ンセ

プ トで あ り,評 価 の結果の フ ィー ドバ ック機能の重要性 を強調 してい る。

つぎに,生 産性の評価 と して,生 産性の尺度,生 産性 に影響 を与 える要 因

などについて,ま た,信 頼性 の評価 と して,評 価の観点,そ のための データ収

集の方法,分 析方法な どについて述べ てい る。

このほか,処 理効率の評価,使 い易 さの評価に関 しても記 述 している。

(6)ソ フ トウェアの今後の課題 と展望

ここでは,今 後の課題 として,シ フ トウェア要員に関す る課題(要 員確i保・

組織,教 育訓練),技 術 ・ツール に関す る課題(設 計技術,製 造技術,保 守

技 術,生 産管理,生 産設備,生 産支援 ツール),ソ フ トウェア品質評価 に関

す る課題(品 質の造 り込み と評価,デ ィグレー ドの防止)の3つ を ソフ トウ

ェアを取 りま く大 きな環境要素 として取 上げ てい る。

また,以 上 の課題 を解決す る技術,方 策 などとして,標 準化,再 利用技術,

ソフ トウェア ・パ ッケージ の 活 用,移 植 技 術,プ ロ トタ イ ピ ン グ,新 高 級 言語,

人 工 知能,ソ フ トウ ェアCAD/CAM,PWB,ソ フ トウ ェア ・テ ス ト,

開 発 組織,QC活 動,要 員 管 理 生 産 支 援 ツール な どに関 し展 望 を試 み て い る。
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1.ソ フ トウェア運 用 ・保 守 の 高度 化 ・高率 化 の考 え 方

11高 度化 ・効率化を必要とする背景

情報化の進展 とともに社会の さまざまな局 面にシステム化 ニーズが醸成 され,

しか もそれ らが次 々に新 らしい ニーズを要求 し,丁 度雪だるまが,ど ん どん雪

によ って大き くなるよ うに肥大化 してきている。 これ と同 じよ うに企業におい

ても,コ ンピュータ技術や ネ ッ トワー ク技術 の飛躍的な発展に よって,シ ス テ

ム化 ニーズは増大の一途 を辿 っている。 このよ うな状況下において,人 間だれ

しも,新 らしくて しか も創造的な開発業務の方 に 目が向け られが ちである。 し

かし,コ ンピュータ化の歴史 が長い企業では,多 くの蓄積 された ソフ トウェア資

産 を,長 期 にわた って運 用 ・保守 してお り,そ の上 さらに今後増大す る多 くの

ソフ トウェア資産 を運用 ・保守す るため には多 くの要員を投入 しなければな ら

な くなってい る。

この事は,つ ま り,運 用・保守段 階での生産性の低 くさが開発 プロジェク トや

保守要求に対す るバ ック ログ化 を助長 させ る要因 ともな ってい る。 そ こで本年

度は3ケ 年計画の総 決算 ともい うべ き運用 ・保守工程での生産性 を向上 させる

ため に,運 用 ・保守段階 の高度化 ・効率化について研究す ることとした もので

あ る。'

システムは開発 ニーズを凍結 した段階か ら陳腐化が始 まるといわれ るよ うに,

システムを取 り巻 く環境は常に変化 してい る。 この変化につ いていけな くな り,

必要 な情報 を提供出来な くな ると,そ の システムは廃棄 され ることになる。

そ こで多額 な投資 を して開発 した システムの ライフを出来 るだけ長期間化 し,

当初 目論んでいた 目的を常に最大 限発揮 出来 るよ うに修正を加 え,利 用者の必

要 とす る情報が提供出来 るよ うなシステムにす る必要がある。

っ ま り外部環境の変化を システ ムの なかに取 り込み,使 い勝手の良い システ

ムに レベル ア ップを してい くのが この運用 ・保守 段階の大 きな役割で もあ る。

しか も,こ の運用・保守工程は,日 常の業務活動の中で直接 エン ドユ ーザ との

対話が比較的多 く持たれ る工程 で もあるので,エ ン ドユーザに対す る対応いか

ん によっては,折 角高 まいな理想の下 に構築 され たシステムの評判 を落 と しか

ね ないので慎重 な対応が必要 とされ る工程でもある。また,こ の工程は開発作業

の よ うに一過性で事 が済む工程 でな く,シ ステムが完全 に陳腐化 して しまい,

廃棄 されるまでの長時間をめんど うをみ る必要があ る。そのため に開発段階にお
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いてい くら生産性が あが っても,運 用・保守段階で多 くの人手 を要す るよ うだ と

大 きな問題 とな って くる。費用面 に焦点 をあてて,シ ステムライ フ全体で どの

位 の割合 にな ってい るか研究 した プロジェク トがあ るので 参 考 まで に 掲げ る

(図 表1-1)

図表1-1大 規模 ソフ トウ ェアの ライ フサ イ クルで の 費 用比 率

コーディング

設計

仕様の確定

要求分析

モ ジ ュ ー ル テ ス ト

総 合テ ス ト

(メ リー ラン ド大 学 ビル コピ ッツの調 査)

'こ れで も分 るように保守費用が システ ムの ライ フサイ クル全費用の約7割 を

占めてお り,こ の運用 ・保守段階の生産性 向上 が,強 く望 まれ る理 由で もある。

このほか に,運 用・保守工程は さまざまな問題点 を持 っているので,そ れ らをつ

ぎの5つ の側面か ら眺め ることにす る。`

(1い つ ックログの増大

コン ピュー タの先進国で ある米国において も2～3年 のバ ックログがあ る

といおれているよ うに,日 本 において も相変 らず 大 きな問題 とな りつつある。

このバ ック ログ問題を 日本では,日 経 コンピュータが2回 にわた って調査 を

実施 してお り,非 常 に興味深 い調査結果 があ るので これを参考 にこの問題を

眺めてみ ることにす る。 アンケー ト調査 は,主 に東証一部上場 の企業を対象

に,1982年10月,1985年10月 の2回 に 分 け て実 施 され て い る。
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図 表1-2バ ック ログの 推 移

2～3年

20.9%

0～0.5

152%

0.5～1年

241%

2～3年

18.4%

0～0.5

150%

1～2年

30.2%

1～2年

32.5%

0.5～1年

24.7%

1982年10月 の ア ン ケ ー ト結 果 1985年10月 の ア ン ケ ー ト結 果

この ア ンケー ト調査結果は,各 企業の必死の努力にもかかわ らず,パ ック

ログ問題は,3年 経過 して もそれほ どの改善 がな されていない ことを示 して

い る。 しか も今後3年 でのバ ックログ問題は,そ れほ ど大巾な改善が期待 出

来 ない,変 わ らない,さ らに増 えるトとい った アンケー ト結果 を合計す る と約8

割弱が悲観的な予想を してい る。

つ ま りこの 事は,生 産性 向上のために色 々な方策(例 えば ツールの導入,

標 準化の導入etc)を 行 ったが,こ の ぺ}ス 以上 にシステム化要 求が増 加

し,相 変 らずバ ックログ化 してい る様 子を浮 き彫 りにしている。

この他の直接的 な方策 としては,人 的資源 の増強があ る。 しか し,一 般の

企業の場合,低 成長期 の時代にあ って かな りの減量経営を強 い られてお り,

それほ ど多 くの要員 を確 保す る こ とは困 難 に な ってきてい る。 アンケー ト

結果で もわずか ユT5.3%し か増加 してお らず,シ ステム化要求の案件の方が

は るか に多 く,バ ック ログ問題の解 消問題 にはそ れ ほ ど多 くを期 待 出来 な

い と思われ る。 この よ うな状況下におい てバ ックログを解消す るには,,従 来

の延長路線上の対策では,そ れほ ど多 くの事 を期待出来ず,し か も急激 な変

化で動いている社会環境 を考慮 に入れ ると,2～3年 間のバ ックログにな っ

てい るエ ンドユーザは,コ ンピュータ部門の対応 を待 ち切 れず に自分な りの対

策 を採 り出す のではないか と思われ る。 この よ うに なると,コ ンピュータ部

門の主導性は薄れ,か な り大きな ソフ トウェア上の混乱が発生す るのでは な

いか と思われ る。 この ような問題が発生す る前 に コンピュータ部 門は,し っ

か りとした計画 とフィロソフィとを持 って このバ ックログ問題 に対処 してい く
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必要が ある。 そのた めに,従 来 あ ま り手がつけ られてい なか った分野へ の研

究 を積極的に進 める必要がある。例 えば

① データベースの利用部門へ の解放

② コンピュータ部門への ソフ トウェア自動生産 システムの積極的導入

③ プロ トタイ ピングに よる ソフ トウェア開発の導入

④ 保守部門の生産性向上策の確立

な どが考 えられ る。又最近盛 んに提唱 されている情報センター(Information

CenterIC)な どは,ソ フ トウェア問題 を自部 門内部だけで解決 をはか ると

い った考 え方でな く,エ ン ドユーザ部門 をも巻 き込んで,ソ フ トウェア問題

を共通の問題 として,オ ープンに し,全 社員一丸 とな って対処 してい くとい

った考 え方である。 コ ンピュー タ部門 は,こ のよ うな動 きに対 して積極的に

支援 し,こ れ を上手に コン トロールす ることに よってバ ック ログ問題解決方

法の異な った糸 口が見出せ る可能性 もあるので大い に活用す るの も一つの方
'法 と思われ

る。

'(2)情 報 システムのイ ンフラス トラクチ
ャ化

最近の コ ンピュータ部門は,情 報 システム部あるいは システ ム部 とい った

名称に部門名を変更 してきているが,こ のことは,単 に名称 を変 更 した とい う

のではな く,こ の コ ンピュー タ部門に寄せ られ る役割や企業 内での部門 と し

ての位置づ けが変 って きた結果 として部門名称が変 って きた もの と思われ る。

コンピュータ部門の歴史は,経 理部門や会計部門の片隅に一つの係や担当

と して設置 され発展 し,現 在 では企業 での中枢 的な役割を果 た してい る部門

までに発展 してきてい る企業 もある。また,コ ンピュータ化の歴史 もまだ20～

30年 の歴史 しか存在 してい ないが,企 業の中で短期間の うちにこれほ ど急

激な変化を強い られた部 門は ない といわれ るほ ど,ま す ます その重要性が増

大 して きている。

アプ リケーシ ョンの内容 も,最 近 では省力化 を目的 とした業務処 理の機械

化 とい うよりは,む しろ戦略的 な経営 を行 うための基 本的な ツール として活用

されてお り,情 報 システム部 門の強力な支援 な しには企業経営が出来ないほ

ど,面 的な広が りと深化が行 われてお り情報 システムな しでは経営がな りた

たな くな ってきてい る。つま り,わ ず かな トラ ブルが,企 業の ライ ン活動を

麻痺 させ るほ どライ ン業務 に密着 して きてお り,こ の情報 システムの良否が

企業の競争力に大 きな影響力 を持 って きてい る。 また この情報 システムの 円
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滑な運用 ・保守業務 も同様 に重要 な役割を帯びてきている。 そのために生産

性や安全性,信 頼性が重要 な要件 ともな ってきてい る。

このよ うに情報 システムが,企 業活動のある種のインフラス トラクチャ化 し

て くると,ち よ っとした トラブルが企業 に莫大 な損害 を与 える可能性があ り,

情報 システムの運 用や保守作業 に ミスが発生 しないよ うに万全の体制 を敷 く

ことが重要になってきてい る。

そ こで運用工程 や保守 工程 の中で人力に依存 している作業 に対 しては品質

管理の考 え方や,作 業の品質 を高めるための チェ ック機構 を組み 込んだ り,

要員教育に十分 な注 意を払 う必要性が非常に高 まってきてい る。

(3)ソ フ トウェア資産 の増 大

日経 コンピュー タが1985年10月 に東商一部上場企業な どを対象に ア

ンケー ト調査を実施 してい るが,こ の ア ンケー ト結果 によると,一 社当 り平

均 約300万 ステ ップが ソフ トウェア資産 として蓄積 されてお り,し か も今

後 とも着実に蓄積 され てい く傾 向が見 られ る。 これに対 してそれ ほ ど多 くの

要員増強が得 られず限 られた要員で,こ の増大傾向にあ るソフ トウェア資産

を運用 ・保守 していか なければな らない苦悩 が浮 き彫 りに され ている。 また

要員問題では,バ ックログとの板ば さみ にあ って ソフ トウェア資産 が増加 し

たか らとい ってそれ ほ ど多 くの増強は期待出来ず,1人 の担当者 が運用 ・保

守 してい く量 は,年 々増大 してい くもの と思われ る。 このために も運用 ・保

守 の生産性 向上は必須要件 とな って きてい る。 しか も企業が蓄積 してい る ソ

フ トウェア資産 を1か ら開発 し直す と平均6.5年 の開発期 間が必要 になるで

あろ うと 日経 コンピュータの レポー トでは述べ てい るが,再 開発 にはこの よ

うに莫大な年月 を必要 としてお り,そ のためにもこの蓄積 され た ソフ トウェ

アを最新の状態 に して,い つで も利用出来るようにしてお くのが,こ の運用 ・

保守工程での重要な機 能の一つ でもある。さらにこの工程では 自然災害や人災

といった問題か らも,こ の ソフ トウェア資産を守 る義務が あ り,そ の ために多

額の投資や安全対策 を事前 に構 じておかなければ な らない。 また ソフ トウェ

アの中味である機能的 な面 について眺めても,そ の ソフ トウェアの置かれ て

い る環境 や ユ ーザ ニ ー ズは 常に変化 してお り,折 角開発 した ソフ トウェア

資産 を有効に活用す るた めには,こ の変化に矛戟 に対応出来 るよ うに してお

く必要があ る。蓄積 され てい る ソフ トウェア資産が,そ れほ ど多 くない時 に

は,運 用 ・保守 とい って も片手間 に対処が 出来たが,ソ フ トウ ェア資産が大

一5一



き くな って くると,し っか りとした組織体制 と管理が重要 とな って くる。

つ ま り大規模 な ソフ トウェア資産 も,し っか りした運 用 ・保守工程の管理

の手 に委 ねなければ,「 コンピュー タ,ソ フ トウェアが なければただの箱」

とな って しまい,折 角長い年月かけて開発 して きた ソフ トウェアも宝の持 ち

腐れ とな って しま う。 そ こで ソフ トウェア資産の規模が増大す るにつれて,

ます ます運 用 ・保守 工程 の確立 と,生 産性,信 頼性,安 全性 な どに十分 な注

意 を払 う必要 があ る。

(4)要 員の増大 とモ チベ ーシ ョン

運用要員は,ソ フ トウ ェア規模の増大の割 には,オ ンライ ン化や運用の 自

動化,省 力化のた めにそれほ ど大 きな増加は示 していない。

しか し,シ ステムが高度化,複 雑化 し,企 業 間 システ ムや分散処理が進展 し

て くると,シ ステ ム間の接点であるイ ンターフェイス部分が多 くな り,そ の

結果 と`しそ この部分 での円滑 な情報交換や調整,制 御のために徐 々に人手が

必要になってくるもの と思われ る。つま り,量 的 には幾分視点の異な った領域

での増加や,技 術力の高い質的 な増強 とい った両面が要請 され て くる。

一方,保 守要 員に関 して眺めてみ ると,ソ フ トウェア規模の増大 につれ て,

ぷ ご ドウェアの変更,社 会環境の変化,利 用者 ニーズの変化 とい った事態に

対処す るたあに,ソ フ トウェア規模 いかんに もよるが,新 規の開発が終 了 し

た段階か ら新 らし く保守担 当者を任命す る必 要があ る。 この よ うに して新規

の開発が終 了 し,そ の都度,新 らたな要員 を追 加 していか なければな らない

となる と保守要員が ます ます増大 して くるこ とになる。 しか し,片 一方では

開発 ニーズの増大があ り,こ れ に充 分な対応が とれず にバ ックログ化 となっ

てお り,こ れへの対処のために も保守要 員だけを増強 出来 ない。そのために

も保守業務の生産性 向上が大 きな命題 ともな ってきている。

また,一 般的 な人間の行動傾 向 として,新 らし くて創造性の高い開発業務

につぎたが る傾 向が あ り,そ れに反 して,他 人 の開発 したシステムの保守業

務につ きたが らない傾 向が ある。 その ために,運 用 ・保 守 要 員 には比 較 的

経験年数 の低い要 員や新人 が割 りふ られる場合が多い。その うえこの作業 に

従事 している要 員の心理状態 には,人 の嫌がってい る作業に従事 させ られ て

い るとい った考 え方 があ り,し か も,評 価面に関 して も開発業務 よ りも一段

と低 くみ られ,ち よっとした ミスで も大 き く扱われた りして,精 神的に安 ま

らない環境状態 にあ る。 さらに,保 守環境 を眺めてみ て も開発環境 と比較す
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る と生産性 向上のための ツールも十 分整備 してお らず相変 らず人海戦術的 な

人 手作業 に依存 してい る場合 が多い。

また,企 業 側の姿勢 として も,常 日頃運 用 ・保守 の重要性 を うた ってい る

割 には,運 用 ・保守要員の処遇 にその考 え方が十分反映 してお らず,理 屈 と

行動が全 く一致 してお らず運用 ・保守 要員のモチベーシ ョンを阻害す る要 因

ともな ってい ると考 えられ る。

前述 したよ うに保守作業 は人手 に委ね られ る部分が多 く,い か に して保 守

要 員にモチベーシ ・ンを持たせ て 作業 を行 わ せ るかが,保 守生産性の向上

に大 きな影響 力を持つ もの と思われ る。そ こで保守の重要性 を主張 してい る

企 業 として,そ の歌い文 句 どおりにスキルの 高い優秀 な要員を保守部門 に重点

配属 した り,評 価方法な どを変更す る とい った抜本的な改革をはか るこ とが

保守要員の モチベ ーシ ョンを高 くす る要因 にもな るので,企 業 としても十分

この点に配慮す る必要が ある。

㈲ 組 織体制

開発,運 用,保 守 に係わ る組織体制 については,色 々な所で アンケー ト調

査が実施 されてお り1,傾 向 として コンピュータ部門の規模,蓄 積 されてい る

ソフ トウェア規模 とい った規模の大 きさによって変化が現われてい る。

蓄積 され てい る ソフ トウェアの規模が 小 さい場合には,あ らゆる作業を一人
ざお ご ハ

の担 当者 あ るいは グループによって対処 して いる場 合が多 く,逆 に ソフ トウェ

ア規模が大 きい場合には,開 発,運 用,保 守が 明確 に分離 され てい る場合が

多い。

つま りコンピュー タ部門の歴史が浅 く,規 模 も小 さい場 合には,要 員 もそ

れほ ど多 くい る訳 でもな く一人の担 当者がすべての業務 を行わなければ な ら

ないのが実情である。 これ に対 して ソフ トウェア規模や要員規模 が大き くな

る と,生 産性 を向上 させ るため にそれぞれ の役割や機能 を明確化 し,そ れ を

分担 して行 うよ うになるのが一般的であ る。 このことは,組 織体制問題 を論

ず るには,ソ フ トウェア規模,要 員規模 とい った規模の問題 を無視 して議論 す

ことが 出来 ない ことを意味 してい る。 ただ し,規 模の ことを十分加味 して,

この問題 を考 える必要 があるがつぎの よ うなことにも十分 注意 を払 って組織

体制問題 を検討す る必要 がある。

① 個 人がい くら優秀で あ って も,出 来 る作業には限界があ り,注 意を払 え

る領域に も限界が ある。
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② 個人 にすべ てが委ね られ て仕事 を してい る場合,外 部か らのチ ェ ックが

ないかぎ りい くら意識が高 くても最終的 にはマ ンネ リに陥い り,規 則 も

十分遵守 され な くなる。

このことは,例 えば開発要 員が システム内容を十分熟知 してい るので,そ のま

ま運用 ・保守 を継続 させた方 が生産性 が高い とい う考 え方があ る。 確かに,

この方法は引継作業 を実施す る必要 もな く,し か も修正作業 も迅 速に出来 る

といったメ リットがあ る。しか し,長 期的 な視点か ら眺 めると,シ ス テムが属

人化 してしまい,シ ステ ムが持 ってい るさまざまな問題点が表面 に出ず に潜

在化 して しまい,あ る時期 に一度 に出て くるとい った問題 を含 くんでお り,

ローテーシ ョンも十分行 えず,人 員 の 有効 配 置 に も支 障をきたす とい った

問題 まで も出て くる。

そのためにも,一 過性 の狭 い視野 で物事 を判断す るのでな く,長 期的な観

点か らこの組織体制問題 を考 える必要が ある。比較的 コンピュー タ リゼーシ

ョンの長い歴史 を持 ってい る企業が設定 してい る機能分化 の方式 はそれな り

の意味 を持 ってい るので参考 にすべ きであ るが,し か し,企 業 にも独 自の文

化があるよ うに 自分 の企業の体質 に合 った独自の組織体制 を作 りあげ る必要

がある。

1.2運 用での問題 点

1.2.1運 用工程 の作業領域について

システムの ライフサイクルを眺 めてみ ると,新 らしくシステムを創造す る開

発工程 と,開 発終 了後そのシステムが廃棄 されるまでの運用工程 とに大 き く二

分 され る。 この2つ の工 程の 中で運用工程は,シ ステム化す るた めに色 々な

約束事を取 りつけて新 らしい システ ム環境 を構築す る開発工程 と比べ て,エ

ン ドユ ーザ と直 接 接 触す る期 間 が 長 い。 また運用領域には,か な り性格を

異に した作業が混在 している。 そ こで運用工程段階で発生す る保守作業 を除

いたすべ ての作業 を運用工程段 階の作業領域 とここでは定義す ることにす る。

この定義領域 を さらに細か く分類す る とつ ぎの よ うに分類出来 る。

① 狭義の運用:コ ンピュータを中心 に円滑 な運用をはたす ための業務

② 広義の運用:ア プ リケーシ ョン単位 の運用で,ユ ーザ との対 応窓 口を行

う業務

この広義 の運用 の中には,エ ン ドユ ーザ側 にい て実際の業務運 用 に携 わ っ
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ている要員 もい るが,こ こで は検討外にす る。 また コンピュータ部門の規模

が小 さい所では,一 人 で何ん役の業務 をこな しているが,生 産性 とい った観

点 か ら,運 用 ・保守 とい った機能分担を意識 して業務 を遂行す ることが重要

である。

つまり,高 度化 ・効率化 を 目指すためには,一 人 の要員が例 えあ らゆ る作業

を実施 していて も,作 業工程,作 業内容,作 業 目的 などを常に意識 しなが ら

作業 を行 ってい る と,問 題点や改善すべ き事柄 な どが 自然に明確 とな り,生

産性 向上 につ なが る とい った基本的な考 え方で,こ の運 用 ・保守 問題 を眺 め

てみた。 しか し,最 近 の ようにオフ コン,パ ソコンな どとい ったハー ドウェ

アの導入 が活発化 し,一 方 ソフ トウェア技術やネ ッ トワー ク技術 の高度化 に

よ って分散 処理が企業 の中に多 く採 り入れ られた りしてお り,運 用工程 も単

純 なパ ター ンだ けでは議論 出来な くな ってきている。その うえ,シ ステムの形

態 によっては,エ ン ドユーザ 自身が システム運用の中に,直 接参加す るケー

ス も出てお り,運 用領域や運用問題 をよ り一 層難 しくして きてい る。 このエ

ン ドユーザが直接的に運用す る場合,こ のエ ン ドユーザの運用領域 に対 して

は,操 作性や容易性 を高め るためにか な り注意が払われるよ うにな ってい る。

1.2.2シ ステムの高度 化 ・複雑化によ る問題点

情報処理技術 とネ ッ トワーク技術 を上手 く融合 させた大規模 システムが社

会の さまざまな局面に導入 され,利 便性に大 きな貢献 を してい る。 これ と同

様に企業 内システ ムで も企業 グルー プ,取 引先 を含 くんだ縦系列の高度で複

雑 な システムを作 り上げつつ ある。 このように複雑化 したシステムであればあ

るほ ど,ト ラブルが一 度発生す ると,ど の部分で トラブルが発生 したかの特

定化がなか なか出来ず,原 因究 明に多 くの時間 を要す る場合があ る。 また開

発 時点では,想 像 だに もしなかった よ うなシステムの利用の仕方 を したため

に システムダウ ンにつなが り大きな問題 になる とい った ケース もある。

このことは,開 発部門 が新 らしいものを創るとい った意欲だけに燃 え,実 際

に この システムを利用す る側の環境条件 を十分念頭に置か なか ったために発

生 した問題 と考 えられ る。 このよ うに システムが複雑化 し,対 象 領域が広域

化 して くると運用段階 での運用環境 を事前 に十分想定 して システ ムを構築 し

ない と思いが けない問題が運用段階 で発生 して くるので注意す る必要が ある。

又企業活動 の根幹 をなす よ うな高度化 した シス テムの場 合には,ト ラブル
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の発生 によって致命的な打撃 を受ける恐れが あるので,シ ステムダウンが長

期的 にな った場合 には,そ の システムな しで も十分対処可能 なよ うな仕組や

訓練 を十分構 じてお く必要 がある。勿論 この場合,採 算問題 を無視 しては考 え

られないが,そ の システムが企業 内で どの よ うな 位 置づ けにあるか とい っ

た リス クマネジメ ン ト的 な観点か らも十分検討 してお く必要が ある。

また,ト ラブルが発生すると,複 雑化 したシステムの場合 には,単 純 には正常

状態に復帰 させ るこ とが困難である。復帰作業 の過 程で ミスを行 って さらに

状況を悪化 させ るケースな どもあ り,出 来 るだけ復帰作業の 自動化 システ ム

な どを事前 に システムの 中に組み込んでお く必要がある。 しかし,こ のように

自動復帰的 な機能 を持 っていたと して も,最 終的 な判 断 業 務 を行 うの は運

用要員であ り,ま す ます運用要員の技術の高度化が要請 されて きてい る。

また,ト ラブル対処 のための作業指示 な どは運用マニュアル な どで十分 ドキ

ュメン ト化 してお く必要 が ある。しか し,こ の ドキュメン ト上だけでは十分表

現出来 ない よ うな事象が,シ ステムが高度化,複 雑化す る と一段 と増加 して

きてお り,こ れが運用 ノウハウとして運用要員 に蓄積 してい くので,今 後の

問題 として,こ の よ うに運 用ノウハ ウを豊富 に持 ち,し か も高度な技術力を

持 った要員の知識,能 力をいか にして他の要員に技術移転 してい くかが大 き

な課題で もある。,

1.2.3運 用要員 の問題

"1 .2.1"で 述べ たよ うに運用領域には,性 格 を異 に した色々な 業務が存

在 してい るに もかかわ らず運用 とい う名称 のもとで統一的 な業務 を遂行 して

い るよ うに考 えられ がちであ る。 しか しこの運用領域 には,非 常に単純なテー

プの出入庫 を管理す る ライブラ リアンか ら リソースの管理 とい った高度 な技

術力を必 要 とするような業 務までを含 くんでい る。そのためにこれ らの問題点 を

同一の土俵の も とで議論 で きないのでそれぞれの領 域毎に分 けて,代 表的な

問題点につい て眺 めてみ るこ とにす る。 それぞれの運用領域に どのよ うな運

用担 当者がい るか を図化 したのが,図 表1-3で あ る。
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図表1-3運 用担 当者の構成図

ラ イ ブ オ ペ

ラリア'レ 一 夕

緊

運 用企 リソース

画者 管理 者

セ ッ ト 基 本 ソ 運用システ

要 員 フ ト要 ム担当

貝

(1)狭 義の運用要員の問題

システムの高度化,複 雑化が進 むにつれ てシステムそめ ものの ブラ ック

ボ ックス化が進み,ト ラブルが発生 して も運用要員では十分 に原因がつか

み きれな くな ってきてい る。 しか も トラブル原因 も色 々な要素が絡み 合 っ

た結果 として発生 してくると,な お一層問題点が複雑化 し,従 来 の よ うに単

に コンピュータを運転す るだけの技術力 を持っているオペレータでは,対 処不

能 とな ってきている。 そのために新 ら しく回線監視員 とい った職 種が発生

し,エ ン ドユーザ と直接対応 し,そ れ と同時に コンピュータの動 きを常 に ウ

オ ッチ しなか ら,エ ン ドユーザに最新情報 を提供 し客先 の トラブル によ る

い らだ ちの解 消をはか るといった業務 を行 っている。

この要員 には業務運用を経験 した り,リ ソース管理,運 用企画,基 本 ソ

フ トな どの業務経験 を持 ったか な り高い技術力 を必要 としてい る。 この よ

うな要 員は,各 企業 にもそれほ ど多 くな く,オ ンライ ン化や ネ ッ トワー ク

システ ムの増大 によってます ます要求 され,そ の意味において狭義の運 用

要員の中で も回線監視がで きるよ うな高度な技術者の早期 の育成が 強 く要

請 されてい る。

1985年 の産業能率大学 のオ ンライ ンの導入実態調査に よると72%

の企業でオ ンライ ンが導入 され てお り,こ のた めにネ ッ トワーク運用 や オ

ンライ ン運用 と同時 にバ ッチ運用 の両面に精通 した運用要員を育成す る必

要が ある。
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そのために運用企画者や リソース管理 者は,バ ッチ業務や オ ンライ ン業

務での運用特性を十分熟知 してお く必要がある。

さらに前述 した回線監視員はエ ン ドユーザ とコ ンピュータとの接点 にあ

り,色 々な問題に即座 に対処 出来 る能力が必要 とされ,し か も苦情処理的

な窓 口業務 をも兼ねているので,従 来の運用要員 にはそれほ ど必要 とされ

なかった営業的なセンスを持 って いることも必要 とされ るよ うにな って きた。

つ ま りこの要員にはエ ン ドユーザの業務内容が ある程度理解で き,し かも

コ ンピュータ技術(特 に基本 ソフ トに近 い領域の技術),ソ フ トウェア技

術,ネ ッ トワーク技術 な どの高い技術力を持 ち,し か も営業 マ ン的なセ ン

ス とい ったか な りオール ラン ドな能力を持 った要員が必要 とされ 出してき

ている。 そのためには しっか りとした要 員に対す る育成計画 を確立す る必

要 がある。またこの回線監視は,か な り強い緊張 を強い られ たままで業務 を

遂行 しなければ な らず,精 神衛生的 な面での配慮 も今後重要 な課題 とな っ

て くる もの と思われ る。

(2)広 義の運用要員問題

ここでの作業は,エ ン ドユーザ と狭義の運用要員 との接点にあ って,業

務の運用計画をたて,そ れに沿 って正確 な,高 品質 の情報をエ ン ドユーザ

に提供す る役割を負 ってい る。 この場合 の運用要員の姿勢 としてエ ン ドユ

ーザ ー側に立 った物 の見方 をす る必要がある。そ うでない と,ト ラブルが

発生 して も,エ ン ドユーザ側の立場 にあま り目を配 らず に コンピュータ側

の問題 をあま りユーザ側が理解 できないような言葉を使 って,無 理や り納

得 させ られる傾向があ り,そ のためにエン ドユーザ側にい らだちや もや もや

が残 り,良 い関係 とな らない。そ こでユーザ側の立場 にた って,ユ ーザの理

解 し易い言葉で話 し,ユ ーザ側の痛みも十分理解できる運用要員が必要 とな

って くる。その意味では,ユ ーザ側の業務 内容 を運用面か ら熟知 し,コ ン

ピュータ,エ ン ドユーザ両面か ら発生す る トラブル を上手に さば きなが ら,

最終 的にはエ ン ドユーザの満足す る情報 を届ける役割 を負 ってお り,あ る

面では営業的なセ ンスも必要 とな って くる。

また,エ ンドユーザとの対応窓 口とい う点か ら,こ こでの対応いかん によ

っては,折 角多額の投資 を して開発 した システムの評判 を落 とす こ とにも

な りかねないので,そ の役割を十分 認識す る必要がある。 また運用環境 を

眺 めてみ ると,エ ン ドユーザ との窓 口とい うことでのス トレスがたま り易

く,し か もちよっとした ミスか らで も大問題が発生す る場合 もあ るので気
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が安 ま らない,そ の うえ上手 く運用 され て当 り前,悪 くい くと大 きな減点

になるとい った管理姿勢 に対す る不満 とい った ものが潜在化 してい る職場

で もある。

そ こで リラックス出来 るよ うな環境や雰囲気作 りが大切であ り,運 用業

務は比較的属人化 し易いが,ト ラブルが発生 した場合,一 人ですべて を対

処 させ るのではな くグループで対応 させ る方法 なども考 える必要が ある。

また,ト ラブルシューティングの時間 もかな り人 によって大きな開 きがあ

り,ト ラブル シューテ ィングの方法 なども十分整理分析 し,ノ ウハウ集の

形で取 りまとめてお く事 も技術 力の平準化 に効果があるので,運 用要員全

員をこの作業 に参加 させ一体感 を持 たせ ることも重要で ある。 この事は運

用要員の孤立感 をな くすためにも重要 と思われ る。 しか もこの作業は継続

的 に実施す ることが重要である。

(3)管 理 者の問題

ソフ ト工学 の考 え方の導入によ り,開 発工程ではか な りしっか りと した

工 程 分 け が 行 わ れ て い る(但 し工程 分けの基準 はレ 必ず しも統一化 され

てお らず企業 に よってはかな り異 なっているが)。 そのために管理,品 質

保証,生 産性 とい った側面にかな り大 きな効果 を発揮 している。 これ とは

対照的 なのが運 用工程で あって,こ こでは これ とい った工程分けが存在 し

てお らず(昭 和56年 にθ 日本情報 センター協会が実施 した アンケー ト調

査結果 に もあ るとお り),こ の分野の未発 達状況 を示 しているもの と思わ

れ る。 この工程 での作業の高度化 ・効率化 を達成す るためには,ど うして

も作業 手順 を明確 化 し,護 れでもが行 って も同 じ様な品質の作業結果 にな

るよ うな仕組 が必要 になると思われ る。

しか し,こ の工程を管理 してい る管理者 には一般的に言 って このよ うな

考 え方 を持 ってお らず,担 当者 まかせの うえに,単 に担 当者の上 に座 って

いる とい った色彩が強 い。あるいは トラブルが発生 した時に頭 を下げ に行

くのが管 理者の役割で あ り,こ れが唯一 の仕事 である とい った心得 違いの

管理者 さえもいる。

そ こで第一番 目に実施 しなけれぼ な らないのは管理者の意識改革が あ る。

これ と同時に ソフ ト工学的 な考 え方 を運用工 程 にも導入 し工程の 明確 化 と

それ に基づ いた しっか りとした管理の実施が大切である。 しか も品質 を運

用要員 の能力に依存す るのでな く品質管理的な手法を活用する必要があ る。

また,運 用作業 にも計 画性 を持 たせ,運 用要員 に依存 した受身的 な管理で な
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く能動的 な管理へ と管理 の方法 を転換す る必要が あると思われる。このこと

が運用要 員の技術力向上 につなが り,ひ いては管理者の管理能力の向上 へ

と発展 してい くと思われ るので,こ の基礎的事項の充実が重要 と思われ る。

また,情 報処理の世界は特殊な世界であり,そ こでの管理はか な り難 しい と

良 くいわれてい る。 しか し管理 とい った基本原則か ら眺めてみ ると他 の分

野での管理 とは基本は全 く同一 と思われ る。 しか るにこの分野での管理 者

の多 くが プログラ ミングやSEに 従事 していた者がある年限がた ったので

その中か ら適当な要員 を管理者 として登用す る場合が多い。そ のために十

分な管理者教育 も受け てお らず,し か も本来の管理者がいか なる役割 を果

たすべ きかの役割意識 を十分 に持 っていない場合が多 くそのために運用エ

程 に存在す る多 くの問題が未解決の まま放置 され てい る場 合が多い。

一般的 には管理者の役割 としてつぎの ような ことがいわれて いる。

① 部下の能力開発

② 職場の統率

③ 職場の革新

④ 部門間の協力

⑤ 業務の達成

⑥ 戦略への参画

これ らの役割は コンピュータ部門の管理者 にも十分適用 され る事柄で も

ある。そ こで これ らの役割が遂行 出来 るような管理者の育成 が今後 ます ま

す 重要 となって くる と思わ れる。

L3保 守での問題 点

多額の投資をかけて開発 した システ ムの延命化をはかるために,エ ン ドユ ー

ザ ニーズや システムの環境変化 を取 り込 んで,保 守作 業を長期間にわた って継

続 的に実施す る必要が あ った。 しか し,従 来の考 え方は,エ ン ドユーザ が持 って

いるシステム化 ニーズに対 して,い か に効率的,か つ,ト ラブルが無 いよ うに ス

マー トに開発するか とい った点 に力点が置かれ,保 守工程は,開 発 作業の後始

末的な立場 に置かれ てい た。 そのために保守部門が どれだけ苦 労 して開発の後

始末 を実施 しているかな どには全然気 にか けず,開 発部 門は作 るこ とだ けに専

念 してい る場合が多か った。

ところが,Boe㎞ が予測 した保守費用 コス トの増大,バ ックログ問題,ウ オ一
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タフ オールモデルに よる保守工 程の明確化 などによ って保守工程 の重要性がか

な り一般的 にも認識 されて きた。 この保守作業の宿命 として長期 間にわた って

システム機能 を維持 していかなければ な らないが,保 守期間が長期 にわた って

くると開発作業 に携わ らなか った要員 が新 らし く割 り振 られ るケースが多 くな

って きた。その結果,他 人が作 り込んだバ グを一生懸命お っかけ,問 題点の解

明に努力した りしている。 また,保 守作業で 良く発生す る緊急 を要す るバ グ修正

作業は,そ れほ ど十分 な検討期 間 をかけないままにシステムの修正 を実施 しなけ

ればな らない とい った保守業務個有の性格を持 っている。これらのことは,保 守

要員 自身が受身的 な仕事 を強い られ,主 導的,計 画的 な立場で作業 を遂行 でき

ず,あ る意味 ではか な りス トレスのたまる職場で もある。そのために出来 るこ

とな ら保守業務は避 けて,開 発業務だけをや っていきたい と考 えている要員が

多い。

そこで,こ こでは保守業務が持つ さまざまな問題点 を各工程毎に明確に し,

それ をいかなる方法で解決 してい くか が解 明できる よ うに整理 してみ た。

1.3.1保 守内容の分類

保守作業 に関す る 明確 な定 義 は な い が,Riggs(1969年)は,保 守

作業 をつぎのよ うに定義 してい る。 「コンピュータ・システムをゴーザの要求,

データ処理 を行 ううえでのい ろいろな操作,そ れ に付随 した事務処理的 な働

き,政 府や 他の行政機 関か らの外部的な要請 とい った もの と継続的に合致す

るよ うにす る一連 の作 業」。

しか しこの定義 は保 守業務 をかな り包括的,観 念的に表現 してい るので,

保守業務が持つ さま ざまな問題点が 明確 に浮 き彫 りに され ない。そ こで保守

業務の問題点 を,保 守作業の工程 に沿 って眺 めると同時に,問 題点の視 点を

次の2点 に絞 って眺めてみ ることにす る。

① 保守業務内容に焦 点 をあて,し か も作業実績 データの把握 とい った観点

か ら

② 保守工程 を明確化 し,そ れに対応 した管理の側面か ら

日本では,保 守作業 での体系化についてあま り十分 な検討がな され てい な

いので外国の例 を参考 に した。

◎Canningに よ る分類(1972年)

対象 プログラムを保守 しなければな らな くな った理 由に よって分類 し
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てい る

・ バ グに よ る修 正(プ ログ ラ ムが 動作 しな くな った)

・ プ ロ グラ ムが 間 違 った情 報 を作成 す るた め の 修 正(プ ロ グ ラムは 正

し く動 作 す るが,ア ウ トプ ッ トされ る情 報 が 正 し くな い た め)

・ 運 用 環 境 の 変 更 に よ る修 正(運 用環 境 が 変化 し,こ の 変化 に適応 す

るよ うに プ ログ ラ ムを 修正 す る)

・ 機 能 拡 張 や 最 適化 の た め の修 正(既 に開 発 済 の 機能 に
。 さ らに新 ら

しい機 能 を追 加 した り,削 除 す るた め)

◎Monneyに よ る分 類(1975年)

・ リペ ア(修 繕)

・ リビジ ョ ン(改 訂)

・ エ ンハ ンス メ ン ト(機 能 拡 張)

◎Boe㎞ によ る分 類(1976年)

・Softwareupdate(ソ フ トウ ェアの 機 能 上 の仕 様 を変 更 す る)

・Softwarerepair(ソ フ トウ ェアの 機能 は,そ の ま ま に して修

繕 を行 う作 業)

な どの分 類 が ある。 しか し,こ れ らは,分 類 上 の基 準 が必 ず しもは っき りし

て い ない の で,分 類 上 の基 準 に つい て眺 め てみ る。

① 原 因別 に よ る分 類

② 時 間経 過 に よ る分 類

③ 保守 対 象 物 に よ る分 類

な どが考 え られ る。 この 中 で,比 較 的 適切 で,日 本 で もか な り利 用 され て

い る分 類 と してSwanson(1976年)の 原 因 別 に よ る分類 が あ るの で,

これ を簡単 に紹 介 す る。また,こ こで は このSwansonの 分 類 に 沿 って問題 点

を整 理 してみ る こ とにす る。

④ 修 正保 守(Correctivemaintenance)

・ 処理 上 の欠 陥

・ 性能 上 の欠 陥

・ 製造 上 の 欠 陥

㊥ 適 応 保守(Adaptivemaintenance)

・ デ ー タ環境 の 変 化

・ 処 理 環 境 の 変 化
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◎ 完 全化 保 守(Perfectivemaintenance)

・ 処 理 の 非効 率

・ 機 能 の拡 張

・ 保守 性 の 向上

また,保 守 問題 を解 決 す るた め に,国 家 的 プ ロジ ェク トと して 推進 した 協

同 シス テ ム開発 ㈱ が,こ の プ ロジ ェ ク トを推 進 す るに先立 って実 施 した ア ン

ケー ト結 果 に よ る と(こ れ は基 本 的 にはSwansonの 分 類 をベ ー ス に してい

る)図 表1-4の よ うな結 果 が 出 て い る。

図表1-4保 守作業の分析

保 守 作 業 比 率

① 機 能 の追 加,変 更,削 除 59%

②機種OSな どの変更による変換作業 13%

③機能上の誤 り修正 11%

④性能改善 10%

⑤性能上の誤り修正 4%

⑥その他 3%

この よ うなデータを分 析す るこ とによ って,開 発段階での作業状態 を推測

でき,し かも,保 守業務のなかで どの よ うな タイ プの保守作業が多いかが把握で

きて,対 策 もたて易 くなる。つ ま り,こ の ように保守作業内容を多方面 か ら

分析 し,類 型化す ることによ って,ど の ようなツールを整備 した ら良いか ,

どのよ うな ドキ ュメ ン トを用意 しておけば 良いかな どの対策 をたてることが

出来 る。 この ような保守作業 に関す る各種の データベースを構築す ることが,

保守業務の高度化 ・効 率化へ の道 に通ず るもの として十分整備す る必要 が あ

る。現状 では,こ の ようなデータを整備 している企業は非常 に少 ない もの と

思 われ る。

1.3.2保 守作業上での問題点

保守作業 も運用工程 と同様 に人 に依存す る割合が高 く,保 守作業の なか に

は工程 とい った概念が全 く無 く,ど んぶ り勘定的に保守作業 と総称 してい る
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場合 が 多く,し かも,作 業計画 もあま りたてずになん とか期 日に間に合 うよ う

な形 で作業 を実施 してい る場 合が多い。

しか し,こ の作業を良く眺 めてみ る と,期 間的 には,長 期間必要 とす る もの

や短期間で済む ものや いろいろあ るが,開 発作業 と同 じよ うな工程 をふんで

保守業務 を行 っていることが分 る。

つ ま り,保 守作業が準 開発 とも称 され るよ うに,工 程的には開発作業 とか

な り酷似 してお り,ソ フ トウェア工学で提唱 してい る工程の概念 を導入 し易

い環境 にあ った。

ただし,作 業工程 が,開 発作業と非常に似いるとい った理 由だけか ら・開発

工程で の作業方法の考 え方が,そ の まま保守作業 にもあてはまるか とい えば,

そ うではな く,詳 細 レベルで はかな り異 な っているので,保 守作業での特性

(期 間的には短かい場合が多 いetc)な どを十分考慮 した独 自の方法論 を設

定す る必要 があ る。

例 えば,開 発作業の場合,無 の ものか ら新 らしく有の ものを作 り出す場合

が多 く,作 業姿勢 として も能動的である。 しか し保守業務の場合,対 象 とな

る ソフ トウェアが既 に存在 してお り,こ れ を無視 して作業を進 めることがで

きない。そのために作業上 いろいろな制約 を受 け,常 に受け身の立場で作業

せ ざるを得 ないのが保守作業 であ る。 この ことが保守作業 にさまざまな影響

を与 え,保 守作業固有の問題 も生れて くることにな る。

また,別 の特徴 として開発工程的な作業を保守作業では,極 端な例 として

数分 で実施 し,正 しい情報 をユーザに提供 しなければ ならない場合 があ る。

この場合で も,作 業 としては当然開発工程 の各 フェイズを次 々と頭の中で こ

な し,プ ログラムを修 正 し,コ ンピュータにかける といった一連の作業 が行

われ るが,作 業的 には工程 とい った考 えが存在 してお らず,ど んぶ り勘 定的

に頭の中で瞬時 にいろいろな ことが考 えられ実施 されて しま う。

しか し,い ずれ に しても保守要員は 内外からの問題点の指摘や新 らたな要請

に対 して,期 間 としての短期間 とい った問題はあ るが,保 守作業 を実施 して

い るので,下 記の作業工程 に沿 って問題 点を眺 めてみ ることにす る。 それ と

同時 に,保 守作業に大 きな影響 を与 えてい ると思われ る文書化作業 と管理業

務につ いて も眺 めてみ ることにす る。

① 分析作業

② 設計作業
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③ プログラ ミング

④ テス ト作業

⑤ 文書化作業

⑥ 管理作業

これ らの作業についてさ らに詳 しく分析 してみ ることにす る。

(1>分 析工程での問題

保守作業の中で もこの工程が一番 重要 な工程 であって,エ ン ドユーザ側

か らの機能追加要求や システム上の欠陥に対す る指摘な どをζの工程の段

階で しっか りと受 け止 め,そ の内容 を十分 分析 し,ど の プログラムに影響

を与 えるか,あ るいは どの プログラムに問題が あるか などとい った特定化

をはか る工程 であ る。 そのために ここでの分析が十分行われていない と,

以降の工程での作業が どんなに正確 に行われた としても,ユ ーザ側が必要

とす る情報 を提供で きな くなる。

しかも,修 正保守や適応保守の中 には,何 ん とい って も緊急性が大事で あ

るとい った要請が あ り,こ の場合には,そ れ ほ ど多 くの時間をこの工程に も

十分かけ られず,そ の結果か えって大 きな問題 に発展す るケース もある。

その意味 において,こ の工程での作業を効率的かつ正確に実施で きるか否

かが,こ の工 程での重要 な課題で もある。 その うえ分析作業を支援す るた

めのツールな ども十分整備 されてお らず,保 守要員の経験や技術力に非常

に依存 している工程でもある。そのために もす こ しでも保守要員の作業効率

を高めるよ うな ツール開発が この工程での重要 な課題 で もある。

また,こ こでの要員は,業 務知識や コンピュータ知識(ハ ー ドい ソフ ト両

方)を 持 ってい ることが強 く要請 されているが,現 状では,こ の種の タイ

プの要員が少 なく,早 急 な養成が望まれてい る問題 でもある。その うえ保守

作業は,創 造的でな く技術力の向上 がはかれな いとい った変な誤解が あ り,

保守要員への な り手が少な く,絶 体数的 にい っても要 員不足が発生 してお

り大きな問題 にな りつつ ある。

さらに,こ こでの重要な作業 に ドキュメント作 りがあ り・この ドキュメン ト

の量的な面での過 不足,内 容面での過不足が この分析作業に大 きな影響 を

与 えるので,バ ランスの とれた ドキ ュメ ン トの整備に心がけ る必要が あ る。

(2)設 計工程での問題

分析段階で の検討結果をベ ースに,い か に して開発 時の設計思想 を壊 さ
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ず に,ニ ーズを組み込み再 設計す るかが重要 な問題で もある。 そのために

この作業を担当す る要員 には,か な り高い ソフ トウェア技術力 を持 ってい

る必要が ある。 この設計 の仕 方いかんによ っては,作 り出 され るプログラ

ムに,効 率性 の面や保守性 の面 に大 きな影響力を持つ ことにな るので十分

注意す る必要が ある。 プログラムは一度その構造が くずれ 出す とつぎつぎ

に 自壊作用をお よぼす傾向があ り,し か も,こ れを もとに戻す ためには大

変 な努 力を必要 とす るので,1つ1つ の保守要求 を,設 計思想 を くずす こ

とな く設計す ることが ここでの重要 な課題 でもあ る。

また,継 続性の観点 か らは,再 設計の方針な どにつ いて ドキュメントの形

で残 してお くことが,次 回の保守に際 しても重要 な参考資料 ともなるので

必須の作業 ともい える。一般的には,こ の作業 は緊急 性 とい う隠れみの に

使われて,あ ま り残 ってい ないので,管 理者は これ らの作業結果 を ドキ ュ

メ ン ト・ベースに確認 してお くことが重要 な作業で もある。

(3)プ ログラ ミング工 程での問題

保守作業 は全般的 にい って,開 発作業のよ うに分 析者,設 計者,プ ログ

ラマな どとい った職能 分化が明確で な く,1人 で何 ん役 もこな してい る場

合が多い。しか も,開 発作 業での品質 を高めるために,開 発工 程での作業終

了毎に レビュー工程 を設定 して品質 を高めている。 これに対 して保守作業

の場合,緊 急性があれば,こ れが 「錦の御族」 とな り,保 守工 程での オー ソ

ドックスなや り方が無視 され,頭 の中だけで,分 析,設 計,な どが行われ,

い きな りプログラム修正作業が行 われる場 合が多い。 その うえ ドキュメ ン

トも不十分 なままに放置 されて しまい,最 終的 には護 れか らも見 向きもさ

れずに倉庫 に仕舞い込 まれて しま うことになる。

その結 果開発段階 で 十 分 検 討 し設 計 され たプ ログラム構造が どん どん

破壊 され,つ ぎはぎだ らけの非構造 の プログラムとな り保守の生産性が ど

ん どん低下す ることにな る。 その うえ,こ の保守作業 を担 当す る要 員 が,

技術的 にはそれほ ど高 くな く,プ ログラムの劣化に一層 の拍車がかけ られ,

保守生産性 を阻害す る悪盾環 の原 因 ともな っている。

また プログラ ミング作業は,プ ログラマの個性がか な り入 り込む作業で

あるので,開 発工程 では,か な り厳格な標準化が設定 され,遵 守 させる方

向で作業が進め られ てい るが,保 守作業での標準化が かな り遅れてお り出

来上 って くるプ ログラム品質にはか な りバ ラツキがあ り,長 期的なスパ ン
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か ら眺 めると保守 作業の ダーテ ィ化 を一層助長 させ ることになるので,今

後はこの プ・グラ ミング段 階を始め として,そ れぞれ の工程での標準化が

重要 な課題にな って くるもの と思われ る。

(4)テ ス ト工程 での問題

この工程 は保守作業結果 の最終的 な品質を保 証す る ことにあ る。対象案

件が正 しく処理 され てい ることを確認するのは当然の こととして,こ の工

程で重要な ことは,プ ログラミング段階 でいろいろ と作業 した結果 が予想外

の個所(設 計段階での検討 ミス,プ ログラムの修正 ミスな どに よって発生 し

た)に 影響を与 えていないかを確認す ることであ る。急いで作業 を実施 し,

部分的 な確認 しかしなか ったために,実 際の本番 になった段階で,今 までは

正常 に動いていた部分に影響 をお よぼ し,大 きな問題 になる場合 もあるの

で,こ の工程 では細心 のチ ェ ックを実施す る必要 があ る。

しかし,開 発段階での テス ト工程ほ ど多くの時 間を保守作業のテス ト工程

ではかけ られ ないので,シ ステム修正や プログラム修正に よる余波 を どの

よ うに効率的 にチ ェ ックす るかが テス ト工程 での生産性向上や品質 向上へ

の重要 な課題 となる。 しか もこの作業 自身は,か な り保守 要員の経験や勘

が働 く作業領域で もあるので,こ の よ うな トラブル事例 集を作 り,保 守要

員の教育な どに利用す ることによって効果を 発揮す るもの と期待 され る。

また,こ のテス ト工程で良くおかす ミス としてテス トデータの問題がある。

つま り,本 番データが手近かにあるために,安 易な発想 で本番 データを使 い

が ちであ るが,本 番 データであ るがゆ えに,必 ず しも発生 しうるあ らゆ る

ケースに触れ たデー タが存在 してい る訳でない。 そのため に本番 データを

使 う場合 には,そ の点 を十分認識 した うえで,目 的 を持 った使い方 をす る

必要がある。 また この テス トデータを上手に作 るこ とが,テ ス ト工程での

作業効率や品質 を向上 させ ることになるので,テ ス トデー タ ・ジ ェネ レー

タな どとい った ツール を上手に使 うこ とも,こ の工程 では大切 な作業で も

あ る。

㈲ 文書化作業の問題

保守作業の中で必ず問題 として提起 され る作業 に文書化作業が ある。 こ

の作業 は,保 守作業の なかで もその重要性 について関係者間 でも十分認識

され てい るに もかかわ らず,実 際 には,文 書化作業が等 閑視 されてい る場

合が多い。 そのために問題 が発生 し,あ わて て対処す るとい った ことが繰
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り返 され ているのが実情 である。 また保守業 務に従事 している要員の中に

は,極 端 な例で はあるが,か な り多数 を占めていて 「ドキ ュメ ン ト無用論」

を唱 え,プ ログラム ・ジ ャーナル さえあれば 十分だ とも主張す るものもい

る。 保守業務は長期間 にわ たって継続 され るとい う特徴点 か ら眺めてみ る

と,こ のことは一過 性の対処 であって,保 守業 務の本質を十分理解 していな

い,視 野 の狭い考 え方 で もある。 しか もプログラム ・ジャーナルさえあれ

ば とい った議論 は,保 守 作業の属人化 を出来 るだけ回避 したい とい う方 向

性 に対 して,全 く逆 の属人化 を助長 させ ることになるので,文 書化作業 は,

勿論程度問題 はあ るが,十 分 に実施す る必要性があ る。 また別 の問題 とし

て ドキュメ ン トが最新 状態 になっていないので安心 して利用出来 ない とい

った不平 をこぼ してい る場合が あるが,こ れは最終的 には 自分 自身が常に

文 書化作業を着実に実施 していれば,そ んな問題 は発生 しないはずである

し,保 守業 務のルールとしてこの作業が確立 してい ないとこの ような問題 が

発生 して くる。 つ ま り緊急を要す る業務が多 くてついつい ドキ ュメ ン トを

更新 しなか ったため に,最 新 状態の プ ログラムと ドキ ュメ ン ト内容 とが不

一致を起 こ して くる大 きな原因 ともなってい る
。 しか しこの緊急性 を必要

とする保守業務 は,前 述 した協 同システム開発 ㈱ の アンケー ト調査 によれば,

機能上の誤 りの修 正作業が11%,性 能上の誤 り修正 が4%と な ってお り2

割にも達 していない。それに対 して機能の追加,変 更,削 除が6割 も占めて

お り,緊 急性 を要する保 守業務がそれほ ど多くな く,作 業 に十分計画性 をも

たせ,か つ ドキュメン ト化作業 も実施 し得る状態 ではないか と思われる。要

は適切 な ドキュメントが どん なものであるかは っき りしない ことと ドキ ュメ

ントを作成するように訓練 され てない ことが問題の ようであ る。また管理者

自身 も,担 当者 の言をそのまま信用 して ドキ ュメ ン ト作業の不十分 さに対

してある種 のあ きらめを持 っていたが,文 書化 に対 して 明確 な方針 を持 つ

必要がある。このことが,泥 くさくなかなか生産性 が向上 しない作業 を着実

に向上 させる重要 な手段 の1つ と思われ る。 この場合,ど の よ うな ドキ ュ

メ ン トが保守 業務 に有効な働 きをす るか を十分研究 し,そ れ を習慣的に行

うよ うな仕組み作 りも重 要であ る。

(6)管 理者の問題

開発工程段階 で作業 した結果(こ れが意図的であ るに しろ,無 意識的 で

あ るに しろ)が そのまま保守工程に持 ち込 まれ,問 題が発生すれば,保 守
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要員の責任 におい て保守工 程の中で対処 していかなければ な らない。 つ ま

り開発工程段階の不具合がすべて持 ち込 まれ ることになる。このことに対 し,

一般的に管理者は無関心で担当者 まかせにす る場合が多い
。

しか しこれでは問題点は一向に改善 されないので,管 理者は積極的に こ

れ らの問題 に突込んで問題 解決にあたることが重要である。 しか も,保 守

管理者は,開 発済 と して ティクオーバ され る ソフ トウェアを保守の立場か

ら全体像 を眺 めることがで きる立場 にある。つ まりどこに問題点 があり,開

発サイドで十分解 決 しなければならない問題を放置 して保守工程 にパスさせ

ているな ど,ソ フ トウェアにまつわるあらゆる問題点を見ることがで き,ソ フ

トウェア問題の解決 をはか る提案がで きる立場 にある。そこで積極的 に開発

部門に問題点な どを フィー ドバ ックす る必要が ある。この ことが保守問題

解決に対す る重要 な役割 を果たす ことになるので,管 理者は問題点 を担 当

者 まかせ に しないで,こ の問題 に積極的 に参与 してい く必要が ある。

また,保 守作業 を担当者 まかせに している限 りでは,そ れほ ど大 巾な生産

性 向上は望めず個人 の持 ってい る能 力に よって生産性や品質が 左右 され て

しま うことになるので,管 理者は,保 守業務が どの ように行われ,し か も,

いか なる保守要求などが多いかなどを保守情報データベースとして保持 し,要

員計画,作 業計 画な どの計画 をたてる時に積 極的に活用 してい く必要が あ

る。 この意味 におい て保守業務の中でも管理者が持つ役割 は重要であ り,

管理者が活躍 出来 る領域はか な り広い もの と思われ る。

さらに緊急度 の高い保守要求に対 しても,担 当者 まかせ にす るのでな く,

積極 的に参与 し,何 故 そのよ うな問題が発生 したか,そ れ を解決す るため

に どの位の人間が,ど の位 の工数 を必要 とす るかなどの データを しっか り

と把握す る必要 があ る。 これ らの問題点 を発生の都度,確 実に解 明 しこれ

らを着実 に積み 重ね ることが,保 守問題 の解決 と生産性 を向上 させ ること

になる。

つ ま り保守作業での管理項 目を明確に し,そ れ らを出来 るだけ定量的 に

把握 す るよ うに心がけ,保 守情報 のデータベ ースの充実化 をはかる ことが,

今後の重要 な課題 になる ものと思われ る◎
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1.3.3保 守作業固有の問題点

(1)シ ステムの陳腐 化

現在,一 般的に行われてい る方法論か らシステ ム開発 とシステム環境 を

眺 めてみ ると,シ ステ ム環境は常に変化 しているのに対 して システム開発

の立場では,シ ステ ム化 ニーズや環境 とい った システム環境 を意識的に一

時期止めて開発 を進 める方法 をとっている。 その ために ここに大 きな シス

テムを陳腐化 させ る原 因を含 くむことになる。

つま り現在行われ ているシステム開発の方法論では システム化 ニーズを

持 ってい る利用者の要求仕様 を開発時点の ある時期に フィ ックスする必要

があ る。そのため に開発期間が長期化すればす るほ ど,要 求仕様を凍結 し

た時点か ら開発完 了時点 までの期間が長期間化 し,そ の間 にシステム環境や

システム化 ニーズに も変化が発生 し,シ ステムの移行過程 においてシステ

ム修正 を実施 しなければな らない とい った事象が発生す る。 このよ うにシ

ステム環境や システ ム化 ニーズは絶 えず変化 してお り,シ ステ ムの陳腐化

を避け るために も,保 守段階の重要 な作業 と して,い かに迅速 にシステム

修正 を実施す るか である。

その うえ最近 のよ うにシステ ム規模が大 きくな り,利 用者 層も拡大 して

くるとシステ ムに対す る修正要求は一段 と多 くなる傾 向がある。 それに対

して保守要 員はそれほ ど多 くを期待 出来る状況 にない。そのために開発案

件のバ ックログのみ な らず保守要求案件 のパ ックログ化を助長 し,今 後大

きな問題 に発展す る可能性がある。 この意味 において保守作業の生産性 を

向上 させ システムの陳腐化 を防止す ることが,今 後の重要 な課題 にな って

くるもの と思われ る。

しか も,ソ フトウェアの性質上,環 境変化 に対応 した保守 を正確に実施 し

ておかない と,全 く使い物にな らな くな って しま うので,保 守要求や環境

変化の情報が スムー ズにパス され,シ ステ ムの保守が行われ る仕組を確立

してお く必要が ある。

それに対 してハー ドウェアの場合は,法 的 に償却年限が決 まっていた り,

あるいは,年 限が経過す ると錆が出た り,型 が古 くな った り,性 能が落 ち

た り,故 障 しが ちにな った りして,何 ん とな く感覚的 にシステム ライ フが

きてい ることが分 って くる性質がある。

これに反 して,ソ フトウェアの場合には,保 守要 員が しっか りとした保守 を
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やっている限 りには システムライフがきた と明言出来るだけの材料がなく,い

つ まで も保守 し続け ることになる。 その結果保守費用が増大 して くる こと

になる。 ソフ トウェア保守での問題 として,ど のよ うな評価基準で,新 ら

しい ソフ トウェアに置 き換 えるべ きかが決定 出来ない点である。 そのため

に十数年前の システムが相変 らず動 いていて,そ の システムか ら出力 され

るア ウ トプ ッ トが何ん とな くエ ン ドユーザに届け られ机の上 に放置 され る

とい った事態 も発生す ることになる。

そ こで保守作業での迅速 な対応 と同時に システムの陳腐化基準 を明確 に

し,い か なる状態 になつ た時 に新 シス テムに置 き換 えるべ きかを判断す る

評価工程 を運用工程 の中 に しっか りと確立 し,シ ステ ムの ライ フサイ クル

を通 した システムの経 歴管理を確立 してお く必要がある。

② 要 員問題

① モチベーシ ョン

八一 ツバ ーグは ピッバ ーグ地 方の知識労働者(会 計士
,エ ンジニア)

を対象にいかなる要 因が仕事 を遂行す る上 での動機づけ になるかの 研究

を行 ってい る。彼の説 によると知識労働者が仕事 に満足 を感 じるの は,

や る気 とい った意欲 を増進 させ る促進要因 とや る気の低下を防止す る歯

止めの役割 をす る衛生要 因 とがあ る。

④ 促進要因:仕 事 の達成,達 成に対す る評価,仕 事 に対す る責任,昇

進 な ど

◎ 衛生要因:会 社 の経営政策,管 理 ・監督 の仕方,対 人関係,作 業条

件 な ど

これ らの中で,特 に衛生要因 は,不 満足感 を一時的 に防止す るが ,し

か しこれ は必ず しも長期的 な動機づ けにつなが らない要 因 として位置づ

けてい る。

そ こで この八 一ツバ ー グの理論 をベースに保守要 員の置かれてい る状

況 を眺 めてみ る と,企 業側がい くら保守 業務の重要性 を力説 した と して

も,企 業側が無意識的 にとってい る開発業務への傾斜度 を保守要員 は敏

感に感 じとって しまい,二 義的 な効果 しか持 っていない衛生要因 まで も

駄 目に して しまってい るのが実情で ある。

つ ま り保守要員のモチベーシ ョン問題 を解決す るためには,ま ず第一

番 目に不満足 感を助長 させてい る衛生要 因 を しっか りと充足 させ ること
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が重要 であ り,そ れ と同時 にモチベ ーシ ョンを非常に高め るといわれ て

い る促進要因(例 えば仕事の達成 に対す る評価を公平に行 うこ と)を 高

めるよ うな施策を うっ こ とが,保 守要員の モチベーシ ョン問題 を大 き く

解決す る基礎的 な手段 と思われ る。

また マズローは,「 人間を行動 にか りたて るもの」 と して要求 の5段 階

説 を唱 えてい る。 この中でマズ ローは,「 人間は護れ しも人か ら認 め ら

れたい,人 か らほめ られたい」 とい う欲求が強 く,こ れ をかな えられ る

と人間は,非 常 にや る気 を出 して働 くと してい る。 この説をか りるな ら

ば,保 守要員で も開発要 員 と同様 に 自己の行 った仕事に対 して も十分 な

評価を して もらいたい と思 っているに もかかわ らず,保 守要員が行 う作

業 に対 しては,比 較的 に冷淡で,「 うま くい ってあた りまえ下手す る と,

徹底的に文句を言われ る」 とい った行動 を管理者 にとられ る場合が 多か

った。このことは第4の 要求である 「自我尊重 の欲求」 を とことん傷 つけ

るこ とにな り,大 き くモチベ ーシ ョンを阻害 していたこ とにな る。 この

問題の解決は,前 述 した よ うに保守要員の行 う業務に対 して,開 発業務

よ りも比重 を高 くした評価 を行い,彼 らの行 う作業 自体 を 日の当 る場所

に引き出 してや ることが重要であ る。参考までにマズローの要求5段 階説

を図表1-5に 掲げ る。

図表1-5マ ズ ロー の欲 求5段 階 説

〈
第5段 階 自己実現の欲求

一
第4段 階 自我尊重の欲求

② ローテーシ ・ン

保守業務 には,ソ フ トウェア,ハ ー ドウェアに関す る高度 な技術や知

識 が必要 とされてい る。 しか し実際 には,技 術力のあま り高 くな く,し

か も業務知識に乏 しい,比 較 的若い人が振 り向け られ る場合が多い。 そ

こで,一 人前 の保守要員 にするために長期間 をかけOJTで 教育す る場合
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が多い。 その結果投 入当初は,ミ スが頻発 し問題 になる ケースが多 い。

この ように保守業務 を習得 させ るのにOJTが 重要 な手段 として採用 さ

れている割には,開 発要 員の教育ほ どには,保 守要員の教育 には,い か

なる体系 で,い かなる教 育をす るかが 明確にな っていない。

そのためにモチベ ーシ ョン問題 の部分 的な解決を兼ね て,開 発要 員を

その まま保守要 員 として残 こし,そ こに新 らたな経験の浅い要員を投入

してOJT的 に教育す る場合が多い。

この よ うに保守 要員を一人前にす るには,か な りの年月 を必要 とす る

ので,一 旦保守要員 と して養成 して しま うと,管 理者 は リス クを恐 れて,

システム規模が大 き くなれぼなるほ ど,核 にな る保守要員 の ローテーシ

ョンには消極的 とな る傾 向が強い。

この ローテ～シ ョン問題を解決す るた めに,何 よ りも大事 なこ とは,

保守技術の 明確化 と保守要員育成のための カ リキュラムを確立 し計画的

な教育が必須条件 と思われ る。さらに,こ れに加 えて,保 守業務 に必要な

業務知識の吸収 を計画的 に実施 してお く必要があ る。

つまり,管 理者が安心 して ローテーシ ョンに踏み切れ るような仕組み を

企業の中で組織的 に確立 してお くことが,ロ ーテーシ ョン問題 を解決す

る鍵 となるもの と思 われ る。

1.4運 用 ・保守の高度化 のため の基本 的な考え方

L4.1運 用問題解決 のための基本 的な考え方

運用 とい う作 業は,一 般的 には軽 く考 えが ちであ り,し か もこの考 え方 の

背後 には,運 用は単純 な作業 であ って,そ れほ どたい した技術力 は必要 と し

ないであ ろ うとい う考 え方 が隠 されているた めと思われる。このことは,確 か

にある一面では,そ う考 えて も良い業務 もある。 しか し前述 した よ うに運 用

業務の領域は,か な り巾広 く,し か も最近 ではかな り技術力を必要 とす る領

域 も出現 してお り,運 用問題はそれほ ど簡単 には考 えられな くな ってきてい

る。

つまり,昔 の情報 システムは,省 力化を主 目的 に した現状 の処理 の置 き換 え

的 なシステ ムが多か った。 それ に反 して,最 近 の システムは,規 模的に も大

き く,複 雑化 してお り,全 く新 らしい システムの創造 とな ってい る場合 が多

い。 この よ うに システ ムが持つ優劣や情報 システ ム部 門の体 力が,そ の まま
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企業の競争 力を左右す る とい った ように,企 業経営の中枢 的な役 割を果たす

よ うになって きてい る。 そのためにシステム運用上の トラブルが企業の死活

問題 にまでに発 展す る要素 を含 くんでお り,そ れだけ一層運用効率が高 く,

信頼性,安 全性 の面に十分注意が払われた運用 を要請 されて きている。

その うえ従来の システムでは,対 象範囲が 自社 内だ けに とどまってい る場

合が多かった。ところが,最 近 の著 る しい ソフトウェア/ハ ー ドウェア技術 ,ネ ッ

トワーク技術の進展 によって,企 業間 システム,あ るいは垂 直統合的な流通

システムな どに よって,色 々な企業の要員が 同一 システ ムの運用 に関係 した

り,色 々な階層の人 が運用 要員 として システムの系 の中に とり込 まれ てきて

いる。 この場合・ システムの内容がい くら複雑 であ ってもシステム運用の安

全性,信 頼性 を増加 させ るた めに出来 るだけ運用 の現場は シ ンプルにす る必

要があ る。

その一方,コ ンピュータ室内部の運用を考 える場合,バ ッチ主体型 の運用

か,オ ンライ ン主体型の運用かによって解決方法が異な る。 オ ンライ ン主体

型の運用の場合には,自 動化 をシステム自体の なかでかな り構 えているので,

省力化がかな りはか られてい るが,こ の場合 とい えども,バ ッチ処理業務 を

オ ンライ ン化 の支援作 業 として夜間な どに稼 動 させ る必要が あ り,こ の部分

の効率化が大 きな課題 とな ってい る。

そこで運用の高度化 ・効率化 をはか るための基本的な考 え方であるつぎの

項 目につ いて詳細 に検討 してみ る。

① 運用の無人化,自 動化

② 品質管理の導入

③ 評価の実施

(1)運 用の無人化,自 動化

無人化 を達成す るための一つの手段 として,シ ステ ムのオ ンライ ン化が

あ り,し か もユ ーザの利便性 とい う観点か らます ますオンライ ン・アプリケー

ション・システムは拡大の一 途を辿 ってい る。一般的にオ ンライン・システム

は,そ の設計思想 としてセ ンター ・マシ ン側での人手 の介入 を出来るだ け

排除す るとい った考 え方 で構築 されてお り,そ の意味 において運 用の効率

化 ・高度化にかな り役立 っている。

しか し,オ ンライン・システムが企業の中にかな り浸透 してい って も,オ ン

ライン・システムを隠で支 えているシステムと して バッチ・システムが相変 ら
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ず残 ってお り,し か も業 務内容に よっては,オ ンライ ン・システムよ りもバ

ッチ・システムの方が,は るかに採 算的に も良い場合が あるので,バ ッチ処

理 自体 の割合はかな り低 下 してい くものの,今 後かな りの部分残 ってい く

もの と思われ る。

そ こでこの人手を比較的 多 く必要 とす るバ ッチ ・システム運用 に対 して,

人間で しか作業 出来 ない領域 を残 して,他 を出来 るだけ機械化す るよ うに,

自動化,無 人化の考 え方が運用工程の色々な所 に導入 され てきてい る。

この無人化,自 動 化を進 めるた めには,コ ンピュータ室の業務分析や,

対象 となるアプ リケー シ ョンの1/0要 件 を分析 し,事 前に業務処理 の標

準化を実施 してお く必要が ある。

つ ま り無人化や 自動化 を推進す るためにはエ ン ド・ユーザや開発要 員を

省 くめて,運 用問題 を十分認識 させて,標 準的な運用方法に対す る コ ンセ

ンサ スを得てお く必要が ある。

また運用領域 とい うのは,非 常に泥 くさく自動化用の各種 のハー ドウェ

ア,ソ フ トウェアを導入 したか らといって,大 巾な省力化が達成 出来 るの

ではな くて,し っか りと した方針 の もとでステ ップ ・バ イ ・ステ ップ方式

で運用要員 を新 らしい環境 に徐 々に慣れ させ なが ら,着 実 に レベル ア ップ

をはか ってい く方法が大 きな混乱 な しに実現出来てい くもの と思われ る。

この 自動化,無 人化 をはか る場合の一般的 な手順 としてつ ぎの よ うな方法

が考 えられ るが,運 用要員 の技術的な レベル,エ ン ドユーザの システ ム化

レベル,ハ ー ドウェア環境 な どといった環境を十分認識 して,自 社の環境

に合致 した手順 を確立す る必要 がある。

① 運用環境 の整備:業 務運営の標準化,例 外処理のル ール化 な ど

② 省力化を 目的 としたハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの導入:MSS,L

Pオ ー トカ ッター,ソ フ トウェアの導入 な ど

③ 防災,障 害管理の確立:障 害パ トロール機,障 害情報 の 自動収集 な ど

④ リス ター ト機能の確立:自 動IPLな ど

⑤ 網管理の確立 と自動化IPL 、の作成:自 動運転用の プロ トコル,停 止

予告 な ど

⑥ 統合化:最 終的 には無人 化を指 向する。 しか し,こ の場合 といえども

算について十 分考慮す る必要 があ る(人 間 を直接残 してお いた方が良

い場合 もある)
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(2)品 質管理の導入

運用作業 の場合,比 較的個人的な作業活動が 多 く,ど うして も運用 ノウ

ハ ウが個人 に蓄積 し,属 人化す る傾向があ る。 そのために管理者の参画が

困難 とな り,個 人 にまかせがちにな って しま う。 その結果個人の能力や性

格が運用作業 に大 きな影響 を与 えて しまい,ケ ア レス ミスが頻発 した り,

同 じよ うな誤 りを繰 り返 しておか した りして,大 きな問題 にまで発展す る場

合があ る。

そ こで運用作業 に も品質管理の考 え方 を適用 し,安 全性,信 頼性,正 確

性 とい った運 用品質 に関係深い要素の高度化 をはか る必要が ある。つ ま り

運用作 業 とい った個 人的な色彩の強い作業に対 して,工 程分けの概念 を導

入 し,そ れぞれの工程 でいかなる作業 を実施す るか を明確 に し,そ の作業

目的は何か,他 工程 との関連は どうか,工 程 内での順序づ けは ど うか など

を明確に し,し か もそれぞれの工程 内の作業 を実施す るにあたって も,計

画,実 施,評 価 とい ったデ ミングサ ークルを廻 し,最 終的にはよ り質の高

い運用が出来 る仕組 を構 築す る必要が ある。

また,運 用工程 を明確 に し,し か もPDCAと い ったデ ミングサ ークル

を廻す こ とによって管理者 もこの運用 業務 に参 与す る ことがで き,徐 々に

運用品質 を高め るよ うに管理の側面を強化 してい くことが出来 るよ うにな

って くる。 勿論,運 用工程 の中には遂 次処理 的な作業ばか りが ある訳で も

な く,ど ち らの作業 を先 行 しても構 わない作業 も多 い。 しか も同時期 に併

行的 に実施 しなければな らない作業 も存 在 している。 この場合 は,と に角,

理論的根拠が ないので,感 覚的 に決定 して もそれほ ど問題はない。要は,

作業 の位置づ けや 目的が 明確にな っていれば良 く,あ ま り細か い レベルに

こだわ って議論 を してい ると,運 用品質 をいかに して高 めるか とい う本来

の 目的 を見失 う恐れがあ るので,あ る程度のみ き りが必要 とな って くる。

このよ うに して作 られた運用工程,PDCAを 廻転 させ るための仕組み,

運用情報 のデー タベースの構築 な どを活用す ることによ って人手で行 って

いる運用領域の運用 品質が徐 々に高 ま り,こ れが完全に業務の中に根づ く

ことに よ り運用 の高度化 ・効率化が達成 出来 る もの と思われ る。

(3)評 価 の実施

ソフ トウェアの品質 を高め るために,開 発工程 では,工 程の終了段 階毎

に レビューを実 施 し,出 来 るだけ次工程 に問題を持 ち越 さない よ うな努力

一30一



を行 っている。運 用工 程 で も この よ うな考 え方 を採 用 して,運 用に よっ

て作 り出 され る情報の品質 を高め るために品質管理の考 え方 の導入 を進 め

た。

しかし,こ れ らの考 え方は開発,運 用に しろ出来上 って運用 されてい るア

プリケーション・システ ムが 当然 有効なシステムで あるとい った前提で議論

が展 開 され ていて,こ のアプリケーション ・システムが 本当に有効であるか

否かにつ いては触れていない。

そ こでち ょっと議論の視点 を変 えて,ア プ リケーション・システムの 有効

性に関す る評価 について眺 めてみ ることにす る。つま りここで述べ ている

評価 とは,運 用段階 にあ る ソフ トウェアが実際 に利用者 に役立 ってい るか

否かを探 るための ものである。

従来 の システムは,ど ち らか とい うとコンピュータ部門主導型で作 られ

てお り,し か も多額の投資の割 にはそれほ ど実効が上が っていないのでは

ないか と経営者 も内心 判然 としないなが らもシステム化の推進に承認 を与

えてきていたのが一般的 な姿ではないか と思われ る。

しかし,最 近のように戦略的な情報 システ ムが経営の中枢 の中に入 り込ん

で くる と,今 までの ように良 く分 らないので コンピュータ部門にまかせてお

けば良い とい った考 え方の経 営では,経 営が成 り立 っていかな くなって き

てい る。 そのために経営者の方 も提案 された システムが企業経営 の運営の

.中で どれだけの効果 を発揮 してい るか を知 りたい とい った要望が強 くな っ

ている。つ ま り,経 営者側 も開発後の評価実施 にかな り強い関心 を持つよ

うになってお り,そ の うえこの評価 を実施す ることによって,ど こに問題

点が あ り,そ れを解決す るには ど うした ら良いかな どが 明確 にな り,こ れ

が開発部門の ノウハ ウとして蓄積 され,技 術力向上の源泉 とな って くる。

これ らの情報 を開発部 門にフ ィー ドバ ックし次回の開発に役立 てるこ とが

出来 るので,こ の評価工程は,シ ステムの ライ フサイクル論の中でも重要

な役割 を果たす ことになる。

評価作業の実施にあた って重要 なことは,評 価工程 を ソフ トウェアの ラ

イ フサイ クルの中に 明確に位置づ けて,こ れ を一過性的 に実施す るので な

く継続的 に実施す ることである。確かに評価方法 に対す る方法論が確立 し

てお らず,評 価の実施 はかな り難か しいのが実情であるが,自 社 の環境条

件 に合 った方法論 を策定 し,試 行錯誤的に実施 し,と にか く評価作業 自体
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を定着化 させることが重要である。また,運 用段階では各種の情報 を収集す

ることができ,こ の評価工程 では,運 用情 報のデータベースを多方面 にわ

た って分析,検 討 し,管 理や改善のために活用す る必要があ る。 また この

場合,大 事な ことは,構 築 されてい るデータベースは必ずオ ープ ンに し関

連部門 にフ ィー ドバ ックしてや る仕組 を作 ることが重要で ある。

1.4.2保 守問題解決 のための基本 的な考 え方

開発の生産性 を向上 させ るために,古 くか らさまざまな試みが なされ,新

しい技術や考 え方が導入 されて いる。 しか し,そ のわ りには,ま だ まだ不十

分な点 が開発に必 要な各種の技術 に散在 している。 とはい うものの,開 発問

題 に関 してはかな りの研究開発がな され,か な り充 実化 されて きている と思

われ る。 これ に比べ て保守環境 は,開 発環境の ようにほ とん ど整備 され体系

化 されていないのが実状 である。例 えば市販 ツールに してもほ とん どが開発

用 ツールであ って,保 守 用 ツールはそれほ ど提供 されていない。

この ことは,ソ フ トウェアの開発工 程に対 して 目が注がれ,保 守工程 にはそ

れほ ど目が 向け られ なか ったため と思 われ る。 しか しソフ トウェアの ライ フ

サイ クル全体を通 しての コス トを眺 めてみ た時 に,保 守 コス トが全体 の費用

の6割 を占めてい る とい った論文が公表 され るにおよんで,保 守 の生産性 向

上の必要性が強 く叫ばれ るよ うにな ってきた。

我が国で もこの保守問題 の重要性 に着 目して,昭 和56年 か ら5ケ 年計画

で ソフ トウェア保守技術開発 計画(SMEF)プ ロジェク トが通商産業省支

援の もとに協 同システム開発 ㈱を中心 に進め られ てい る。

この プロジェク トの 目的が,保 守のた めの実践的,工 学的方法論お よび総

合的な保守支援 環境の構築技術 を確立することとしてお り,そ の中で保守技術

の確立,各 種の保守支援 ツールの提供,保 守環境の整備な どが重要 なテーマ

とな ってい る。 このSMEFプ ロジェク トによって,多 くの注 目が保守工程

に注がれ,保 守 問題におけ るさまざまな問題が解決 されてい くもの と思われ

る。

この場合,単 に保守工程だけの生産 性向上を狙 うのでな く,開 発 段階か ら

保守工程 までを含んだ,ラ イフサイクル全体の生産性向上 をはか る必要があ る。

本来,上 流工程 で しっか りとした作業が実施 されていれば,保 守工 程でそ

れほ ど多 くの問題 点は発生 してこないはずであるが,し か し現実には,開 発
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段階での問題点がそ の まま保守工程に持ち込 まれ る場合が多い。

そこで保守問題 を検討す るには,理 想論 をベースに検討す るのでな く,現

状 をある程度是認 した上で,保 守問題の解決 に取 り組む必要 がある。そのた

めに開発段階で と られ る生産性向上 などと基本的には同様のつぎの諸施策 を

保守工程 で も採用す る必要がある。

① 標準化の推進 と教育の充実

② ツールの活用

③ 組織体制の確立

④ 管理機能 の強化

これ らの施策 につい て順次概説す る。

(1)標 準化 の推進 と教 育の充実

緊急 を要す る作業 の発生に よって,保 守作業の実行過程 では,工 程 とい

った概念が全 く打 ち捨て られ,ど んぶ り勘定的に作業が行 われ る場合が多

いo

しか し,保 守作業を原因別に分 けた統計資料 を眺めてみ る と保守作業全体

の中で,緊 急性 を要す る作 業は,わ つか2割 に しかす ぎない。 このこ とは ,

保守作業 の属人 化を利用 して,保 守要員が保守作業 の緊急性 をイメージ化

させ標準化ル ール として設定 されている基準 を遵守 しない理由づ けに悪 用

してい るき らいが ある。

すべての作業 に対 して絶体 に標準化ルールを守 るべ きだ とい った固定的

な考 え方に固執 している訳ではないが,原 因別作業量の統計資料 か ら保守

作業を分析 してみ る と,標 準化に沿 った作業 を実施す る時 間的 な余裕は十

分ある と考 えられ る。
ノ

しかし,現 実には,標 準化 ルールがあま り遵守 され ていないのが実情で あ

り,こ の ことが さらに保守生産性の向上を阻害す る大 きな要 因ともなって

いる。

そのために保守工程 での標準化推進の重要 なキーポイ ン トは保守要員の

意識改革 と思われ る。 また この意識改革 と同時 に,標 準化 を遵守 しなけれ

ばつぎの作業工程 に進 めない とい った仕か けを作 ることも重 要な課題で も

あ る。

また,保 守工程の標準化 のなかで一番遵守 され ない作業の1つ として,

文書化作業が あるが,最 近 では,ド キュメン トの 自動生成 ツールな どが市

販 され省力化がはかれ るよ うにな っている。 しか し,こ こで 大事な ことは,
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保守用の ドキ ュメ ン トと して何が一番有効な働 きをす るか を じっ くり見定

めることであ る。 それ によって,市 販の ツールを採用 するか,自 社独 自で

開発す るかの意思決定 を行 う必要があ る。 また,さ らに保守 用 ドキ ュメ ン

トとして どの程度が必要であ るかを自社の技術 レベルな どを参考に して設

定する必要があ る。

つぎに,保 守 段階での標準 化推進での重要 な作業項 目につ いて記す と,

① 担 当者教育

② 保守支援 ツールの整備

③ 標準化ル ール を遵守 させ るための仕 かけ

④ 標準化遵守状況 のチ ェック

などがある。

(2)ツ ールの活用

前 述 した 日本の 国家的 プロジェク トであ るSMEFプ ロジ ェ ク トで は

ツールの体系 をつ ぎのよ うに設定 して開発 を進 めてい る。

① 性能評価支援系 ツール:性 能モ ニタ リング,信 頼 性分析,性 能余波分

析 な ど

② 分析支援系 ツール:要 求分析,ソ ースプ ログラム分析 など

③ 変更支援系 ツール:再 構造化,コ ー ドオーデ ィター,コ ー ドコンパレー

ターな ど

④ テス ト支援系:テ ス トデータの生成,管 理,テ ス ト結果分析 な ど

⑤ 文書化支援系 ツール:保 守作業用 ドキ ュメ ン ト,プ ログラム ドキ ュメ

ン トな ど

⑥ 変換支援系 ツール:プ ログラム変換,フ ァイル変換 な ど

⑦ 管理支援系 ツール:製 品監査,配 布管理,改 訂管理 な ど

この プ ロジェク トでの これ らの ツールは,あ くまで も保守支援 ワークス

テ ーシ ョン上 におけ るツール群 として持つべ き機能 を一覧表の形式に取 り

まとめた ものであ る。 また これ ら個 々の ツールは,独 立 のパ ッケージとし

て存在す るので な く,オ ンライ ン会 話型での保守環境 におい てそれぞれの

ツールを単純化 して ツールキ ッ トの形で保持 していて,必 要な時 にそれ ら

の ツールを適 当に組み合せ て,よ り複雑 な作業が実行 出来 るよ うな仕組 に

してい る。 これが完成 した段階では ツール として もかな り使い易 い もの に

なると思われ る。
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現在市販 され てい る多 くの保守用 ツールは,保 守段階で大 きな問題 とな

ってい る ドキ ュメ ン トを自動作成す る ツールが多い。 つ ま りこの事 は,考

え方の発想 を逆 に して,保 守作業 の実行中に十分 な ドキ ュメ ン トを作成す

る余裕がない な らば,保 守作業終 了後 ソース プログラムか ら逆 に ドキ ュメ

ントを自動生成 させ ることに よって大巾な ドキ ュメ ン ト化作業 の軽減化 を

はか ることを 目的 と してい る。 この種の ツールの需要 が高 く,そ れ に対応

してメーカ各社か らつぎの よ うな ツールが開発,販 売 され てい る。例 えば

COBOL用 と して 日立 ソフ トウェアエ ンジニア リング㈱のHIDOC,富

士通㈱のSNOTE,日 本電気㈱ のCOBOL/SDA,FORTRAN用 とし

てCRCのSUFORTな どがある。

一般的 にい って
,ツ ールの活用 は当該業務の生産性向上 に大 きな貢献 を

す るが,こ れ には大 きな前提条件が あって,自 社の環境 に十分 マ ッチす る

ことが必要 とな って くる。 しか も保守環境 は開発環境 と同様 に各社毎にか

な り異 なってい るので,自 社環境 にマ ッチす るツールを選択す ることが重

要である。

あ るいは,自 社の保 守工程の中で どこの工程が一番問題で あるか を明確

化 し,自 社の保守環境 に合致 した ツールを開発 し,活 用す るこ とも重要 で

ある。

その うえツールを購 入 した り,開 発す る場合単にある工程だ けの省力化

を 目的 にす るのでな く,保 守工程全体 を見透 し,全 体的 な生産性 向上 につ

ながるよ うな ツールにす る必要があ る。 しか しその中で,特 に保守作業で

は,作 業結果が直ちに本番作業 に影響をお よぼす場合が多 いの で,作 業結

果の品質 を保証す るよ うな,分 析支援系や テス ト支援系 な どの ツールの提

供が強 く要望 され てい る。

(3)組 織体制の確立

日本 システ ミックス㈱が,昭 和59年 に実施 した ア ンケー ト調査 によると,

開発部門 と保守 部門の分 離状態はつ ぎのよ うになっている。
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システ ム開発 を担 当す るグルー プと別組織 にな ってい る

18社18%

システム開発 を担 当す るグループと別組織 になっていない

79社79%

そ の 他3社3%

100社100%

また システ ムの保守 を担 当す るグル ープに対 して組織的な面 でどのよ う

な方法で改善 してい くかの ア ンケー ト調査 を実施 してい る。

'来 方 向

組織体制 現 状 将 来

保守と開発を分離する

保守と開発を一本化する

18%

79%

34%

31%

つ ま り,現 時点では開発 グル ープと保守 グル ープがそれほ ど明確に分離

されていないが,今 後の方 向性 としては開発 と保守 を分離す る傾 向を示 し

てい る。 しか しこれだけか らでは,開 発 グル ープと保守 グル ープの分離が,

コンピュータ部門の生産性 向上につ なが るか否かは明確ではない。

ただ し,一 般的には,ソ フ トウェア規模が大 き くなって くる と,分 離 し

て保守業務 を専 問的 に行 った方が要員の効率的 な活用 とい う観点か ら考 え

ると望ま しい方 向 とい える。 また,保 守 グルー プを独立 させることによ っ

て保守問題 で発生す る諸 々の問題が保守部門 自身 にふ りかか る問題 として,

保守の生産性 向上 に真剣に取 り組 まざるを得 な くな って くる。

さらに重要 な ことは,開 発部門と保守部門 を明確に分離 したあ と,両 部門

の コ ミュニケ ーシ ョンをどのよ うに緊密 に し,協 力体制 を築いてい くか で

ある。 良 く発生す る事象 と して両部門の分離 によ って,セ クシ ・ナ リズム

が台頭 し開発 された システムが色 々な問題 を含 くんでいるために宙ぶ らり

んにな って,ど ち らの部門が保守す るか不明確 なまま開発担当者が苦労す

るとい った ケース もあ る。 この場合は,明 らか に自部門のエ ゴのみ をぶつ

ける結果発生す る問題であ って,コ ンピュー タ部門全体 の生産性向上 とい
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う視点 にたてば,自 か ら解決 出来 る問題で あって,そ の意味では開発 部門

と保守部門 との間 の情報 をスムーズにパスさせ る仕組み の構築が重要 とな

って くる。

(4)管 理機能 の強化

ソフ トウェア開発 は,同 一人 あるいは同一 チームによって,保 守期 間に

比較す ると比較的短期間で 開発が行 われ る。 これ に対 して ソフ トウェアの

保守期間は段 々と長期間化 し,そ の間には,担 当者が 変わ った り,大 巾な

修正が加 えられた りして,開 発段 階での ソフ トウェアと大 巾に機能面で異

な った りして くる。 この よ うに ソフ トウェア環境は流動的で あ り,し か も

この ソフ トウェアの持つ機能 レベル を継続的 に維持 あるいは レベル ア ップ

していかなければ な らない。そのために,ソ フ トウェアの保守 を担 当者 ま

かせにす るのでな く,管 理 とい う側面か らしっか りと管理 を実施す る必要

性が生 じて くる。

つま り,保 守作業 自体 の性格上か な り保守担 当者だけの クローズ ドな世

界で対処可能であ るが,こ の場合,保 守要員の能力がそのまま作業結果 に

現われ,信 頼性,効 率性 に直接影響をお よぼす ことにな る。 そ こで要 員に

出来 るだけ依存 しないで,あ る程度均質 な作業結果になるよ うな仕組みが

組織上 必要 とな り,し か も,適 切かつ きめの細かい管理が要請 されて きた。

また,当 該 ソフトウェアに対す る保守作業の長期間化 は,保 守要員の記憶

の不正確 さを増大 させ,そ の うえ担当者の ローテーシ ョンに よる技術移転

の減少化を招 き、効率性 を低下 させ ることになる。 この よ うな問題 の解 決

手段の1つ に文書化が あ り,保 守担 当者 の作業の中で遵 守 され に くい この

文書化を しっか りと した管理業 務のなか に組み込む必要があ る。

つま り保守業務の効率 性,信 頼性 ,正 確性 を向上 させ るためには,つ ぎ

の ような管理業務 を継続的 に実施,強 化 してい く必要があ る。

① 保守作業その ものの管理

② 保守工程 の管理

③ 受入れ検査

④ 改訂管理(ド キ ュメ ン ト,ソ フ トウェア)

これ と同時 に重要 なこ とは,保 守工程 にかかわる各種の情報 を収集 し,

蓄積 してお く必要 があ る。 この デー タベ ースを十分分析 し問題 点 を明確 に
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し,そ れ らの情報 を開発部 門や運用部 門に フ ィー ドバ ックしてやることが,

保守部門 だけの効率化 にとどま らず,ソ フ トウェアの ライフサイ クル全体

を見透 した,高 度化 ・効率化につなが るので,今 後 この保守業務に関連す

る保守用 のデー タベースの充実が大 きな課題にな って くるもの と思われ る。

1.4.3運 用 ・保 守 の 共 通 的 な 対策

情 報 化 の進 展 に つれ て,ソ フ トウ ェア ニ ー ズは 増 大 の 一途 を辿 って い る。

しか し これ に対 して,こ の需 要 を消化 す べ き開 発 部 門 の 生 産性 は,そ れ ほ ど

の 向上 を示 して い な い。 この よ うな状 況 を踏 ま え通 商 産 業 省 では1990年 に

は,約60万 人 の ソフ トウ ェア技 術 者が 不足 す るだ ろ う と予 測 してい る。 こ

の ソフ トウェ ア ・ク ライ シ ス と呼 ば れ る大 巾 な需 要 と供 給 の ギ ャ ップを埋 め

るべ き 国家 的 な プ ロジ ェ ク トと して ソフ トウ ェ ア生 産 工 業化 シ ステ ム(通 称

シ グマ ・プ ロジ ェ ク ト)が 昭和60年 度 か ら5ケ 年 計 画 で 開始 され た。 この

よ うに ソフ トウ ェア産 業 全 体 で 眺 め てみ て も,ソ フ トウ ェ ア技 術 者 の不 足 は,

か な り深 刻 な問 題 とな って お り,一 般 企 業 の 場 合 には も っ と悩 み が 深 い。 こ

れ を解 消 す る方 策 と して,従 来 か ら外 注化 が 行 わ れ て きた 。 しか し従 来 の外

注化業務は,自 社 要 員 の比 較 的 や りた が らない業務や・一時に多人数の要

員 を必要 とす る場合の業務な どを外注化す るのが一般的 な姿であ った。

これ に対 して外注先 自身 も需要の増大 に対応 して,仕 事の遂 行をとおして出

来 るだけ良い成果が 自社に蓄積 出来 るよ うな仕事 を選 ぶ とい った,仕 事の選

択の時代 にな ってお り,外 注化 も必ず しも簡単ではな くな ってきている。 ま

た,こ のよ うな需 要 と供給 のアンバランスのなかで,バ ックログを解消す るた

めには多 くの ソフ トウェアを出来 るだけ短期間で 開発 していかなければな ら

ず,開 発 され る ソフ トウェアの品質面に粗製濫造 的な面が見 られ,一 方今後

ます ます高度化 ・複雑化 し,社 会活動の あらゆ る局面に重要な役割を果 たす

ソフ トウェア開発 を しな ければな らない とい った方向性 との間 に,あ る種 の

自己予盾が生 じてきてい る。そ こでこの予盾 を出来 るだけ正 しい方向にただ

し,高 品質 で信頼性 の高 い ソフ トウェアを提供 出来 るよ うにす るための1つ

の手段 として シス テム監査 がある。 この保守工程 だけで な くソフ トウェアの

ライ フサ イクル全体 を通 した品質保証 をす るために,最 近では シス テム監査

に注 目が置かれ,通 商産業省の認定試験の なか にこの システム監査が と り入

れ られ るよ うにな ってきてお り,し か も金融業 では,か な りの企業が システ
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ム監査 を実施す るよ うになってきてい る。

また,保 守や運用業 務の生産性向上 を従来 と全 く異 なった アプローチで解

決 をはか ってい るケースが ある。

つ ま り,コ ンピュー タ部門 の要員増がそれほ ど期待できず,例 え増 員 した

と して も開発要員に振 り向け られ る場合が多 く,そ のために保守業 務 自体 に

もバ ック ログ化す る傾 向が 出てきてい る。そ こで,こ れを解消す るため に コ

ンピュータ部門は,プ ロしか出来 ないよ うなスキルの高い業務だけ に特化 し,

エ ン ドユーザでも十分使 えるよ うな ツールや環境を整備,提 供 し,他 の業務

を出来 るだけエ ン ドユーザ 自身に肩代 りして もらい,企 業全体の ソフ トウェ

アに対す る処理能 力(開 発,運 用,保 守,コ ンサルテ ィング)を 全体 と して

向上 させ るような方策 を採用す るよ うになって きた。

そ こで,運 用 ・保守業務の共通的 な効率化対策 の 中で 今 後比 較 的 重 要 に

な ってくると思われるつきめ3種 類 の方策について概説するこ とにす る。

① 外注政策の確立

② システム監査の導入

③ICの 導入 と4GLの 導入

(1)外 注政策の確立t

前述 した よ うに ソフ トウェア技術者の不足はかな り深刻化 してお り,従

来のよ うに自社要員の下働 き的な作業だけを発注す るよ うな方法 は採 れな

くな ると思われ る。 しか も傾向 として下働 き的 な作業であ る単純作 業な ど

は,ツ ールの導入や 自動化 な どに よつて段 々と減少 してきてお り,領 域 と

して もか な り狭ば ま って きてい る。そのために運用工程や保守 工程で もか

な り高度 な判断力がいる作業や技術 力のいる作業領域が人手作業 として残

るよ うになる。

そのために受注者 側 も単 に経験の浅い要員 を派遣す るとい ったや り方で

は,発 注先 の需要 を満足す るこ とがで きな くな り,要 員 に対す る自社内で

の十分な教 育の実施や,長 期的 な視点にた った育成計画などが必須に な っ

て くるもの と思われ る。

一方発注者側は,供 給側の能力を十分評価出来るだけの体制や技術力 を確

立す る必要 がある。 このためには,発 注者側 も従来 よ りもま して要員の 育

成計画や人事 ローテーシ ョン計画を綿密 に確立す る必要が ある。 これ らの

計画 を踏 まえて,自 社では ソフ トウェアに関連す る業務(開 発,運 用,保
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守,コ ンサルテ ィング,管 理,企 画 な ど)の なか で どの機能 を受け持 ち,

どの業務を外注 に委かせ る とい った機能面か らの分業化政策 とい った外注

政 策を確立す る必要がある。

これ によ って外注先は,こ れ らの機能分担 と保有 してい る要 員の技術力

な どを勘案 して どこに魅力があるかな どを判断 して,よ り前 向きなパー ト

ナーとして参 画出来 るよ うな仕組み を期待 して くるもの と思われ る。

そ こで発注者側 も,責 任範囲 を明確に し,仕 様書や契約条件な どを明示

して発 注す る必要があ る。つまり,こ のような仕組みを作ることが発注側や外

注 側の技術力 を高める ことにな り,ひ い ては外注先 も含 くんだ全体 として

の ソフ トウ ェアに係る生産性の向上 につなが ってい くもの と思われ る。

② システム監査の導入

㊥ 日本情 報処理 開発協会発行の システム監査基準解説書の中で システ ム

監査についてつ ぎの よ うに述べてい る。'「システム監査 は監査対象か ら独

立 した監査 人が情報 システ ムを総合的に点検,評 価 し関係者に助言,勧 告

す るもので あ り,セ キ ュ リテ ィ対策の実効性 を担保 し,費 用効果の高い セ

キ ュリテ ィ対策 を可能 にす る上で極めて有効な手段である」 としている。

また,さ らに 「システム監査は情報システムの品質 を保証 し,か つ経営の観点

か らみ て,十 分効率的 であるかを評価す る機 能 を担 うもので あ る 」とし

てい る。 ここで も述べ られているよ うにシス テム監査の重要 なポイ ン トは,

監査対象か ら独立 した監査人が監査 を実施す る点 である。

つ まり,従 来は経営者 があまりコンピュータ業務 内容 を理解 出来ないため

に,あ る程度 コンピュータ部門 に"委 せ ておけ"的 な放任主義 の結果,か な り

閉鎖的 な世界 を作 り出 し,一 般の人 々を近づ けに くい場所 に して しま った。

そのために,し っか りと した管理の習慣が 出来ず担 当者まかせにな りが ちで

あった。このことが属人化傾 向を助長 させ,品 質面がなおざ りに され る結果

とな って しまった。

しか し,経 営に密着 した情報 システ ムが構築 され るよ うにな って くる と,

コ ンピュータ部門の位置づ けがかな り高ま り,経 営 の中枢機能 を果たす よ

うになって きた。 この結果,従 来 の ように コンピュ ー タ部門 が ブ ラ ック

ボ ックス的な存在 ではあ り得 な くな り,企 業経営 の中心 に引き出され,コ

ンピュータ部門 自体の活動に企 業全体か らの注 目を浴び るようにな って き

た。
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そ こで,コ ンピュータ部門の アクティビティを詳 しく監査 し,し か も,情 報

システムを よ り有効なシス テムにす るために システム監査の手法が導入 さ

れ るよ うにな ってきた。 特に運用や保守工程 では,日 常 の忙 しさを理 由に

本来や るべ き手続 きを踏 まず に作業 を実施 してい る場合が多 く,こ の事 が

結果 として最終的に品質や生産性 の向上に悪影響をお よぼ し,信 頼性や安

全性 を低下 させ る原因ともなるので,第 三者 に よる システム監査が
,こ れ

bの 問題点 の歯止め防止の有効な手段にな るもの と思われ る。 アメ リカで

は既に1981年 か らシステム監査の試験制度 が プライベー トであるが導

入 され てお り,し か も発注先の契約条件の中 にシステ ム監査の実施 を義 務

づけ てい る企業 もあ り,今 後一般企業や情報産業を含 くめて システム監査

の実施が 日常的な ものにな って くると思われ る。

(3)情 報セ ンター(IC)と 第4世 代言語 の導 入 とい った組織体制の変化

前述 した よ うに,開 発 ニーズや保守 ニーズの増加によ って,開 発や 保守

のためのバ ックログが2～3年 に もなって くる と,エ ン ドユ ーザ 自身が そ

んなに長期 間待 ってい られな くな り,コ ンピュータ部門の手を借 りず に自

分 自身 で何ん らか の対策 をとるよ うにな って きた。そのなか の1つ がパ ソ

コンの導入 であ り自分たちで積極的に プログラムを作 り
,自 分の必要 とす

る情報 を自分の手で作 るよ うにな ってきた。 この場合 ,問 題 となるのは,

コンピュータ部門 とい った何十年の経験を持 った プロの手か ら統制がはず

され て くると,初 期 の段階で コンピュータ部 門が散 々経験 してきたいろい

ろな問題 をエ ン ドユーザ 自身が味 わ うこ とにな る。

これでは企業体 と しては必ず しも効率的 でないので,エ ン ドユーザ 自身^

が 自分の手で 自分の必要 とす る情報 を作 りた い とい う要望 をあ る程度満た

しなが ら,一 方 では コンピュータ部門の コントロール下 に置 くための仕かけ

として,情 報 セ ンターとい う組織 を コンピュー タ部門の他に設置 して,運

用・保守,開 発 を含 め た生産 能 力の 増 強 策 が 導入 され る よ うにな って

きた。 この情報 セ ンターの役割は,あ くまで も コンサルテ ィングに特化 し,

エ ン ドユーザが 自分 自身の手で開発 ,運 用,保 守業務を実施す るように指

導す る役 割 を負 っている。'

このように,エ ンドユーザが 自分自身の手で開発,運 用・保守す る場合,コ ン

ピュータ部門 に依頼 して開発す るよ り,か な り少 ない要求で満足 す る傾 向

があ る。 その うえ,エ ン ドユーザの要求 を自分 自身で解決す るために,木
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目の細かい開発が出来,効 率面か らい ってもかな り高い生産性 を発揮 す る

ことが 出来 る。

つ ま り,コ ンピュータ部門だけでは,も はや対処不可能 にな って きた こ

の段階 において,エ ン ドユーザ部門 をもこのよ うな情報処理 のなか に取 り

込む ことによって,か な りの情報処理作業をエ ン ドユーザ 自身に移管でき

るようにな り,し か も,あ る程度組織的 な対応が 出来 るために,ソ フトウェ

ア問題に対す る コン トロールが出来る とい った一石二鳥的 なメ リッ トを持

ってい る。

ただし,こ の場合 といえども単に組織 として情報センターを設 置す れば事足

りるとい う訳 にはいかず,こ の部 門の運営 を円滑 にす るためには,コ ンピ

ュータ部門の十分 な強力 と第4世 代言語 といわれ るよ うな ツール を整備,

提供す ることが必須条件 とな って くる。

これ と同時に ツールの利用や運用方法に対す る教育を何ん度 も根気 良 く

繰 り返 して実施す る必要 があ る。新人や ローテーシ ョンによって職場の構

成員は変化 してお り,少 こ しで も手抜 きをす ると折角の ツール も台無 しと

なるので,継 続的 に教育 をす ることが この よ うな仕組み を定着 させ る重要

な要 件 ともなるので,イ ンス トラクターの養成 と同時 に継続的 な教育実施

が今後の重要課題 とな って くる。
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2.ソ フ トウ ェ ア 運 用 ・保 守 の 現 状

この 章 で は システム運 用 ・保 守 の現 状 をみ る た め に,コ ンピ ュー タ ・ユ ーザの コ

ン ピュ ー タ部 門 にお け るシ ス テ ム運 用 ・保 守 の 現 状 と課題 につ い て,調 査 結 果 に

基 づ い て述 べ る こ と とす る。

調査 は ア ンケ ー ト調査,企 業 へ の 訪 問 ヒア リング に よ った 。 ア ンケ ー ト調 査 は

コ ンピ ュ ータ ・ユ ーザ600社 を対 象 に60年9月1日 か ら10月18日 まで の期 間 で 行

な い,165社(回 収 率28%)よ り回答 を得 た。 ただ し個 々の 項 目につ い て

は 回答 数 が異 な るの で,そ の数 字 を各 図表 に示 した。 訪 問 ヒア リ ングは 調 査 終 了

後,そ の補 足 調 査 と して ア ンケ ー ト回答 企 業 の 中か ら選 ん で 実施 した。

2.1ソ フ トウ ェア運用について

2.1.1コ ンピ ュー タ部門の規模 について

(1)平 均要員数(60年8月1日 現在の状況)

コンピュータ部門の要員 については派遣要員が男子社員 の約半 分を占め

てい る。 また運用担 当者 について も同 じ比率 を占めてい る。一方運用担 当

者が コンピュータ部 門の要員に 占める比率 について も約半分 と,そ の役割

は大 きな比率 を占めていることがわか る。(図 表2-1)

図 表2-1平 均 要 員 数

区 分

社 員
(人)

派遣 社員

.(入)'

合'計

(人)

派遣 社 員が
占める割台(%)

男 女 男 女 ・男 女 男1 女

コンピュータ 部 門

の 要 員
59.9 24.1 25.6 5.2 85.5 29.3 29.9 17.7

運 用 担 当 者 29.3 10.5 15.9 3.0 45.2 13.5 35.2 22.2

運用担当者が占
める割合(%) 48.9 43.6 62.1 57.7 52.9 46.1 一 一

(2)要 員 数 の 分 布

要 員 数 の 分 布 をみ る と,ま ず,コ ンピュータ部 門 の要 員数 か ら述べ る と

11人 ～20人 が全 体165社 の うち37社(22.4%)で 一－aS多 く,次

に21人 ～30人 が22社(13%)と な って い る。 全 体 の54.3%が1
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人 ～40人 の範 囲 に入 って い る。 一 方派 遣 要 員 か らみ る と,1人 ～10人

が比 率 と して は 断然 多 く,67社(40,6%)を 占め てい る。 この 他 は1

人 ～20人 が17社(10.3%)程 あ るほか は 殆 ん どバ ラつ い て お り,外

部 要 員 につ い て は10人 どま り,多 くて も20人 どま りとい う企 業 が約 半

分 を 占め て い る事 が わ か る。(図 表2-2)

図 表2-2要 員数 の 分 布(コ ンピ ュー タ部門)

区 分 社 員 派 遣 区 分 社 員 派 遣

1～10人

11～20

21～30

31～40

41～50

51～60

61～70

71～80

15社(9.1%)

37(22.4)

22(13.0)

17(10.3)

10(6ユ)

7(4、2)

10(6.1)

5(3.0)

67社(40.6%)

17(10.3)

5(3.0)

6(36)

6(3.6)

4(2.4)

2(1.2)

0(0.0)

81～90人

91～100

101～150

1・51以 上

5社(3%)

3(1.8)

13(7.9)

21(12.7)

0社(0%)

1(0.6)

6(3.6)

7(42)

0人

無回答

一

一

12(7.3)

32(19.3)

合 計 151(100) 151(100)

つ ぎ に,運 用担当のみ に限 って 同 じよ うにみ る と,次 の 図表2-3に 示す

よ うにな る。傾 向 と して は 社 員 に つ い て は1～10人 が60社(36.40/O,

11～20人 が27社(16.4%)で,両 方 で 全 体 の52.8%を 占 めて い

る。 派 遣 につ い てみ て もほぼ 同様 な傾 向 を示 し,1～10人 が60社(3

6.4%),11～20人 が18社(10.9%)で,両 方 で全 体 の47.3%

を 占め て い る。
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図表2-3要 員数の分布(運 用担当)

区 分 社 員 派 遣 区 分 社 員 派 遣

1～10人

11～20

21～30

31～40

41～50

51～60

61～70

71～80

60社(36.4%)

27(16.4

15(9.1

16(9、7

9(5.5

2(1.2

3(1.8

3(1.8

)

)

)

)

)

)

)

60社(36.4%)

18(10.9

2(1.2

6(36

3(18

5(30

4(2.4

1(0.6

)

)

)

)

)

)

)

1

81～90人

91～100

101～150

151以 上

2社(1.2%)

5(3.0)

6(3.6)

8(4.8)

1社(α6%)

0(0・0)

2(1.2)

3(1.8)

0人

無回答

5(3.0)

4(2.4)

19(11.5)

41(24.9)

1

合 計 165(100) 165(100)

(3)運 用 担 当者 の ロ ーテ ー シ ョン状 況

運用 担 当者 の ロー テ ーシ ョンは図表2-4に 示 す よ うに全 体 の65%が

行 って い る と答 え てい る。

図表2-4運 用 担 当者 の ローテ ーシ ョ ン状 況

区 分 件 数 割 合

行 って い る 106 65.0 %・

行 ってい ない 57 35.0

N=163

2.1.2運 用 基 準 に つ い て

設 定 して い る運 用 基 準 につ い てみ る と,名 前 の つ け 方 の規 定9'5L1%,オ

ペ レー シ ョン手 順 を規 定85 .2%,ジ ョブの 運 用を 規 定88.3%,'媒 体 ・フ

ァイル の管 理 を規 定84.6%な どは比 較 的 多 くの ユ ーザ で 実 施 され て い る。

一 方 比較 的 実 施 が 少 な い項 目と しては ,メ ンテ ナ ンス方 法 の 規 定47.5%や

稼 動 実績 の 収 支 管 理 の規 定41.4%な どで あ る。 全 般 と して は比 較 的運 用規

準 は 整備 推 進 され て い る とい えよ う。(図 表2-5)
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図 表2-5運 用 基 準 に つ い て

設 定 し て い る 運 用 基 準 件数 割合%

名 前(利 用識 別名 ・ファイル名 ・プログラム名等)の 付 け方を 規定 して い る。 154 95.1

ジ ョブの運 用(ジ ョブ制 御 言語 ・ジ・ブ入出力ジ ョブの実 行等)を 規定 してい る。 143 88.3

オペ レーシ ョン手順 を 規 定 してい る。 138 85.2

媒体 ・フ ァイル の 管理 を規 定 してい る。 137 84.6

運 用形態 ・運 用時 間 を規 定 して い る。 130 80.2

プ ログ ラムの 管理 方 法 を規 定 してい る。 128 79.0

スケジュー リング ・手続 き等 を規 定 して い る。 118 72.8

ドキ ュメ ン ト管 理 を規 定 して い る。 117 72.2

各 資 源(CPU,メ モリ,周 辺 装 置,フ ァイル等)の 配 分 や 限度 を規 定 してい る。 106 65.4

利 用 者管 理(機 密保 護 アクセス権 パスワー ド等)を 規定 して い る。 106 65.4

本番受入れ基準を規定 している。 83 51.2

メ ンテ ナ ジス 方法 を規 定 して い る。 77 47.5

稼動実績の収支管理を規定 している。 67 41.4

その他 2 1.2

N・=162

2.1.3シ ス テ ム監 査 に っ い て

シス テ ム監査 は 比較 的未 実 施 の ユ ーザ ーが 多 い。.図表2-6が ア ンケ ー ト

調査 の 結 果 で あ る。 これ に よる と全 く行 って い な いユ ーザ ーが43.1%と 全

体 の半 分 近 くを 占 め て い る。 シス テ ム監 査 は 将 来必 要 だ とす る回 答 も67.5

%を 占 め,い ず れ に して も今 後 の 大 きな課 題 で あ る。、なお 社 内 の 専 門家 が定

期 的 に監 査 レて い るユ ーザ が10.6%と な って お り,.次 第 に定 着 を しつ つ あ

る とい え る。
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図 表2-6シ ス テ ム 監 査 に つ い て

項 目 件 数 割合%

外 部 の コンサルタン ト(専 門 家)が 定期 的 に監 査 して い る。 14 8.8

内部(社 員)の 専門家が定期的に監査 している。 17 10.6

外部の専門家が不定期に監査している。 24 15.0

内部の専門家が不定期に監査 している。 20 12.5

シス テ ム監 査 は全 く行 って い ない。 69 43.1

シス テ ム監 査 は将 来必 要 と思 うo 108 67.5

シス テ ム監 査 は必 要 と思 わ な い。 3 1.9

N=160

2.1.4安 全対策に ついて

(1)通 商産業 省の安全対策基準 について

通 商産 業省 の安全対策基準 の認定 を受けてい るのが11.3%と な ってお

り,あ とは受けていない ものが大部分 を占めてい る。受けてい ない理 由 と

しては 「必要 を感 じない」 が39.4%と 一番多 く,ま た これ と殆ん ど同 じ

割合で 「実施 にはお金 が か か りす ぎ る 」38%が あ る。 ま た 「知 らな

か った」が10.6%も ある点 も考慮する と,今 後一層PRし 徹底 してい く

必 要性が感 じられる。(図 表2-7)

図表2-7通 商産業省の安全対策基準 実施状況

・

通商産業省の安全対策基準の認定を受けている 18件 11.3%

〃 受 けて い ない 142 88.7

N=160

受 け て い ない 理 由 件 数 割合%

必要 を 感 じて い ない 。 56 39.4

実 施 に はお金 が かか りす ぎ る。 54 38.0

知 らなか った。 15 10.6

その他 17 12.0

N=142
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(2)現 在安全対策で最 も不安に感 じている点 について

一番不安が高いのは災害対策で あ り,こ れ については約半分の45.6%

が何 らか の不安 を感 じている。つぎは障害対策26.3%,機 密保護21.9

%と な ってい る。(図 表2-8)

図表2-8現 在 安全対策 上で最 も不安 に感 じている点

項 目 件 数 割合%

災 害 対 策 73 45.6

障 害 対 策 42 26.3

機 密 保 護 35 21.9

防 犯 対 策 16 10.0

そ の 他 26 16.3

N=160

2.L5運 用 の効率化について

(1)適 用 してい る効率化対策

運用管理の面では比較的効率化対 策が進んでお り稼 動状態 の収集 ・把握

は134社(83%)と 一番多 く実施 してお り,ま た資源利用状況の管理

も112社(69%)と な ってい る。つ ぎに運用体 制の面ではオ ンライ ン

化お よび外 注の活 用がすすんでいる。標準化の面につい ては操作,ス ケジ

ュー リング,ジ ョブ内容の標準化が比較的進んでい る。教育の面では要員

教育 について108社(670/o)が 実 施 してお り,ま たエ ン ドユーザ教育

について71社(44%)が 実施 している。 自動化 ・無人化 については比

較的 少な く,ジ ョブの起動,ス ケジ ュール以外 はまだ対策が進んでいない。

(図 表2-9)
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図 表2-9運 用 の 効 率 化 対 策

適用 している効率化対策 10203040 50%60 70 8090

自
動
化
●

無
人
化

ジ ヨブ の起 動

・118(73)

・108(67)

183(51%)

172(44)ス ケ ジ ュー ル

操 作 `49(30)

障害回復処理 123(14)

配 布 `20(12)

標

準

化

操 作

ス ケ ジ ュー ル

・80(49)
`

ジ ョ ブ 内 容

配 布 139(24)

障 害 回 復 123(14)

運
用

体
制

オ ン ライ ン化 1130(80)

外注の活用 `96(59)

エ ン ドユ ーザ の活用 、
160(37)

連管

用理
、

稼動状態の収集 ・把握

資源利用状況の管理

1134(83)

1112(69)

1108(67)教

育

要 員 教 育

171(44)エ ン ドユ ーザ教 育

N==162

その他運用 を効率化す るために とられてい る方策 として,若 干なが らつ

ぎのよ うなものがみ られた。'.

・利用部門で シス テム詳細設計お よび メ ンテナ ンス作業 を行 えるような

体制

・作業指示 書の標準化の徹底

・本番 ファイル と開発 ファイルの分割

・開発 ・保守 ・運用3機 能の組織 ,役 割の明確 な分 離
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(2)重 要視 してい る効率化対策

重要視す る面か らみ る と自動化 ・無人化では障害 回復処理,操 作などが

多 く,標 準化 では障害 回復処理,教 育ではエ ン ドユ ーザ教 育な どが重要視

されてい る。運用体制,運 用管理 な どは現在実施済 が多 いた め,ほ とん ど

重要視 されていない。(図 表2-10)

図表2-10重 要視 している効率化対策

重要視 している効率化対策 10 20304050%60 70 80 90

目
動
化

繰
入
化

障害回復処理

・

`63(39%)

操 作 147(29)

139(24)

133(20)

123(14)

配 布

ス ケ ジ ュー ル

ジ 。ブ の起 動

標

準

化

障 害 回 復 160(37)

142(26)

134(21)

130(19)

121(13)

ジ ョ ブ 内 容

ス ケ ジ ュー ル

操 作

配 布

運
用
体
制

エ ン ドユ ーザ ー の活 用 147(29)

`24(15)

130(19)

120(12)

外 注 の 活用

オ ンライ ン化 __一27(12)

管運用
理

資源利用状況の管理

稼動状態の収集 ・把握

教

育

エ ン ドユ ー ザ ー 教 育 160(37)

`41(25)要 員 教 育

N;162

(3)将 来適用 したい効率化対策

将来適用 したい対策 としては 自動化 ・無人 化が多い。また運用体制 とし

てはエ ン ドユーザの活用,さ らに,教 育についてもエ ン ドユーザ教育が将来

適用 したい と希 望 してい る。(図 表2-11)
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図表2-11将 来適用 したい効率化対策

将来適用 したい効率化対策 1020 30 40 50% 60 70 80 90

自
動
化
●

無
人
化

配 布 151(32%)

148(30)

、

操 作

ス ケ ジ ュ ー ル 143(27)

ジ ョブの起 動 `43(27)

138(24)

132(20)

障害回復処理

標

準

化

配 布 116(10)

障 害 回 復 116(10)

ジ ョ ブ 内 容 113(8)

ス ケ ジ ュー ル コ7(4)

コ5(3)操 作

運

用
体

制

エ ン ドユ ー ザ ーの 活用

外 注 の活 用 __」16(10)

コ6(4)

コ6(4)

コ5(3)

オ ンライ ン化

管運
'資源利用状況の管理

現用 稼動状態の収集 ・把握

教

育

エ ン ドユ ーザ ー教 育 123(14)

=コ9(6)要 員 教 育

N=162・

(4)現 在 の 運用 状況 につ い て

コ ン ピュ ータ稼 動 時 間 か らみ る と,1時 間 ～15時 間(1日 当 り)が 一

番 多 く31.9%と な ってい る。1～20時 間 が25.6%,1～24時 間 も

25.60/・ で,比 較 的 長 時 間使 われ てい る。(図 表2-12)
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図表2-12コ ン ピュ ー タ稼 動時 間

コ ン ピ ュー タ稼動 時 間/日 件数 割合%

1～5時 間 3 1.9

～10〃 24 15.0

～15" 51 31.9

～20〃 41 25.6

～24" 41 25.6

平 均 稼 動時 間13,5時 間

N=160

オ ペ レー シ ョ ンの 体制 か らみ る と二 直体 制,一 直体 制,三 直 体 制 の3つ

が ほぼ 同 じ比 率 とな って い る。 また オ ペ レー シ ョ ンは2人 で 行 うの が 多い 。

(図 表2-13)

図 表2-13ナ ペ レ ー シ ョ ン体 制

オ ペ レ ー シ ョ ン 体 制 件数 割合%

一直体制 49 30.4

二直体制 53 32.9

三直体制 44 27.3

オ ペ レー シ ョ ン は1人 で 行 う。 24 14.9

オ ペ レ ー シ ョ ンは2人 で 行 う。 59 36.6

オ ペ レー シ ョ ン は 〔3～5〕 人 で 行 う。 25 15.5

〃 〔6～10〕 〃 10 6.2

その他 10 6.2

N=161

コ ンピュータの利用時 間帯でみ るとプ ログラム開発は殆ん どが昼間に実

施されてい る。 テス ト作業 もほぼ 同様 に昼間が多 い。一方 フ ァイルのセー

ブな どは夜間に実施 され る比率が高い。(図 表2-14)
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図 表2-14コ ン ビ=z.一 夕 利 用 の 時 間 帯

作 業 1020 30 4050%60 7080 90

プ ログ ラム開 発

1

一41(25)
ヨ4(3)

、ll,l!、1、5(,)

1141(87

一61(37)
テス ト作 業 116ほ0}

ぶ8(5)

ll川1川 州lllll細川138(23)

本翻 として組込む作業
揚物W微W幽,3謝51)11P(11)

110.6

llll川州川11111川1川lllill川llll42(26)

稼 動 中 の プ ログ ラム の変 更

1106(65)
一66(41)

ご、麟

ファ イ ル の セ ー ブ

145(28)
、82(50)〉一 聯算

ぴZ,16U6

162
(99%)

(藷難ダ163

(5)運 用全般 についての問題点,意 見

今 まで述べて きた質問項 目以外 に運用全般 につ いての意見を求めた結果

つぎの図表2-15の よ うな意見があ った。
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図表2-15運 用全般 についての問題点,意 見

オペ レー シ ョンを100%外 注 したが,障 害 時の対 応 や 社員 の能 力低 下 が心 配。

オ ン ライ ン業 務 の拡大 に と もない 稼動 時間 帯 の拡 大 が望 まれ て い る。 早朝 化休 日稼 動

を やが て実施 す る。 省 力化,勤 務 条件 の改 善 を 目的 と して 自動起 動 自動終 了 を は じめ と

してM/Tハ ン ド リング,用 紙 ハ ン ドリングの 省人 化 を行 い たい。

24H×365日 稼 動の ため,ト ラブ ・塒 の 対処 が 大変 であ る。

大 規 模 ネ ッ トワー クの ため 元障 害 問題判 別 に 時 間を要 す る。

`

2.2ソ フ トウ ェアの保守 について

2.2.1保 守作業 の割合 および内訳

(1)職 種別 割合

職 種別 の総工数 の中で保守作業が 占める割 合をみ ると,SEお よび プロ

グラマについては保守の比率が高 く,平 均53.8%に もな ってい る。特に

全体 の38%の ユーザは総工数の70%以 上 を保守 作業 に向けてお り,こ

のこ とがバ ックログを累増 させる原因の一つであ ることを示 してい る。一

方管理者 および オペ レータについては保守の比率が低 くな っているが,管

理者で さえも41%の 人が保守作業 に10%占 有 されている。(図 表2-

16)

図表2-16職 種別の総工数 の中で保守 作業の 占める割合

割合(件数)
職 種 10% 20 30 40 50 60 70 80 90 100 平 均

SE及 び プ ログ ラマ 11 9 21 15 15 23 26 10 15 6 53.8

オ ペ レ ー タ 51 25 13 2 1 3 1 2 1 1 13.1

管 理 者 62 27 10 6 2 2 4 1 0 0 138

N=151

(2)保 守の種類別 内訳

保 守の種類 か らみ ると完全 化保守の割合が高 くな っている。 この値は平

均53.3%で ある。修理保守お よび適応保守は比較的少 ない。(図表2-17)



図表2-17保 守の種類別内訳の割合

、

割合(件数)
保守の種

10% 20 30 40 50 60 70 80 90 100 平 均

修理保守 71 32 19 5 7 6 2 3 1 1 21.4

適応保守 71 24 10 7 7 5 3 4 1 0 19.0

完全化保守 14 13 13 11 18 15 24 17 18 4 53.3

その他 27 3 3 2 1 0 1 0 1 1 4.4

N=147

(3)工 程 別 の作 業 工 程 の 割合

保 守 作 業 の工 程 別 割 合 か らみ る と,プ ロ グ ラムの修 正,プ ログ ラ ムの 追

跡,プ ロ グ ラムの テ ス トな どが 保守 の比 率 が 高 くな ってい る。 逆 に ドキ ュ

メ ン トの 作 成,ド キ ュメ ン トの 調査 で は 比 較 的 作 業工 程 が 少 な くな って い

る。(図 表2-18)

図表2-18工 程 別の作業工程の割合

割合(件数)
作業工程

10% 20 30 40 50 60 70 80 90 100 平 均

ドキ ュメ ン トを 調べ る 77 31 21 10 3 2 0 0 0 0 16.9

ドキ ュメ ン トを 作成 す る 86 40 13 2 0 0 0 0 0 0 127

プ ログ ラムを追 跡 す る 40 45 37 14 6 2 5 0 0 0 23.9

プ ログ ラムを 修 正 す る 36 53 39 11 6 5 0 2 0 '0 22.3

プ ログ ラム のテ ス トを行 う 43 52 42 9 5 1 0 0 0 0 214

N=152

2.2.2保 守 体 制 の現 状 に つ いて

(1)プ ロ グ ラ ム保 守 の実 施者

プ ロ グ ラ ム保 守 を誰 がや る か に?い て は 「プ ロ グ ラムを開 発 した社 員 が

保 守 を行 う」 が 一 番 多 く5&90/・ で あ った。 また 「そ の時 点 で 余力の あ る

社 員 が ドキ ュ メ ン トを見 て行 う」 が40.4%あ った 。 複数 回 答 が 可能 な の

で い くつ か の方 法 を併 用 してい る ユ ーザ も多 い。 保 守 専 門要 員(社 員)が

全 て の保 守 を行 ってい る場合 も25.2%あ った。 メ ー カ ー と共 同 開発 の プ
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ログ ラムにつ い ては 何 等 か の形 で メ ー カーが保 守 に参 画 して い るの が29 .

4%あ った 。(図 表2-19)

図 表2-19プ ログ ラム保守 の実 施者 につ い て

項 目 件 数 割合%

保守専門要員(社 員)が 全ての保守を行っている。 41 25.2

そ の プ ロ グ ラムの 開発 を手 が け た社 員 が保 守 も行 って い る。 96 58.9

その時 点 で 余力 のあ る社 員 が ドキ ュメ ン ト等を見 なが ら保 守 を行 ってい る。 66 40.4

そ の プ ロ グ ラム等 を 作成 した メ ーカ 等 に 全て 任 せて い る。' 11 6.7

その プ ログ ラム等 を 作成 した メ ー カ等 と共同 で行 って い るが,作 業 は主 に

社 員 が 行 ってい る。
20 12.3

そ の プ ログ ラム等 を 作成 した メ ー カ等 と共同 で 行 って い るが,作 業 は主 に

メー カ側が 行 って い る。 17 10.4

その他 18 11.0

N=163

(2)保 守の方針の現状

部門にシステム保守 に関す る方針 が50%以 上 はあると答 えている。 な

い と答 えたのは34%で ある。 方針 があると答 えた場 合,責 任 と義務が明

示 され てい る場合は39%で,明 示 され ていない場合は20%と な ってい

る。 また プログラムを修正す るか,再 度新 しく書 き直すかの判定 のガイ ド

ライ ンについては約80%が ない と答 えている。 また応 用 ソフ トの変更の

ために関係部 門に費用 を請求す る手順 についても,確 立 され ている と答 え

た割合は30%に 満た ない。ただ管理者が方針 の実施にあた り口頭 と行 動

の両方で努力 してい るか どうか とい う点では50%以 上が 「努力 している」,

と答 えてい る点,ま た 「部 内の予算の一部 を保守用 ツ ールの開発や購入 の

ために充 当している」,が 約50%を 占めるな ど,保 守に関する認識は高

ま りつつある。(図 表2-20)
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図表2-20保 守の方針 の現状

項 目 1020304050%60708090

部 門 に シ ステ ム保 守 に関 す る 方針 が あ る。

85(55%)

53(34)
一…-17(11)

方針 が あ る場 合,そ れ に は それ ぞれ の責 任 と義 務 が

明示 され て い る。

60(39)

31(20)

64(41)

上位 の管理 者 は方針 の施行 に あた り,口 頭 と行 動 の

両 方 で努 力 して い る。

186(56)

19(12)

50(32)

プ ログ ラム を修正 す るか,再 度新 し く書 き直す か の

判定 の ガ イ ドライ ンはあ る。

22(14)

119(77)

一ー一・14(9)

"〃

保 守 の予 算 は ゼ ロベ ー ス に な って お り毎 年 の保

守 を正 当化 で きる。

45(29)

60(39)
50(32)

保守の予算化は保守の型(例 保守,改 造)ご とに

行 われ てい る。
〉

31(20)

80(52)

44(28)

応用ソフトの変更の際,関 係部門に費用を請求する

手順が確立されている。
A

36(23)

95(61)

一・・一一一24(16)

部 門 の予 算 の一 部 は,保 守用 ツー ルの 開発 や 購入 の

ため に あて られて い る。

72(46)・

一46(30)

-37(24)

(
る

い

あ

な

一一ーーー一一どちらでもない

(3)保 守 体制 の 現 状

「シス テ ム保 守 を 管 理 す るた め の組 織 を持 ってい る」 と答 えてい るの が

40%強,「 作 られ て い な い」 が50%強 とな って お り,保 守 の組 織づ く

りは進行途上に あるとい える。つ ぎに部内にエ ラー分析者 または保守分 析

者 は20%強 しか設 置 して い な い。 また 保守 管理 者 は プ ログ ラムの すべ て

の ア クテ ィ ビテ ィに つ い て50%以 上 が 「知 ってい ない 」 と答 え てい る。

この よ うな こ とか ら,保 守 につ い て は い まだ 体 制づ く りが進 ん で い ない と

い えよ う。(図 表2-21)
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図表2-21保 守 体 制 の 現 状

項 目
1020304050%6070

シス テ ム保 守 を管理 す る ため の組 織 がつ くられ て い る。
64(42%)

78(51)

一一一10(7)

部 門 内に エ ラー分析 者 または保 守 分析 者 が設 け られ て

い るo

33(22)

96(63)
一ーーー一一23(15)

上位 の 管理 者 は シス テ ム保 守 の管理 が うま くい って い

るか 否か を定 期 的 に チ ェ ック してい る。

74(49)

59(39)

・一一一一・19(12)

保 守 管理 者 は プ ログ ラム のす べ て の ア クテ ィビテ ィに

つい て知 って い る。

30(20)

86(57)
36(23)

イ

N=152

(4)保 守 の ライ フ サ イ クル の現 状

保 守 の ラ イ フ サ イ クル とい う概 念 は あ ま り一般 ユ ー ザ ーに 浸透 してお ら

ず,71%が この概 念 を使 ってい ない 。 また 「管理 上 の チ ェ ックポ イ ン ト

が 保 守 の ラ イ フサ イ クル の 中 に含 まれ てい る」,が10%以 下,同 時 に

「ライ フサ イ クルの 中 に チ ェ ッ クポイ ン トは 実際 上 使 わ れ て い る」 な ども

10%以 下 とな って い る。(図 表2-22)

図表2-22保 守 の ライ フサ イ クル の現 状

項 目
1020304050%6070

保 守 の ライ フサ イク ル とい う概 念 は使 わ れて い な い。

・102

36(25)(71%)

-6(4)

保 守 の ライ フサ イク ル に は十 分な 管理 上 の チ ェ ック

ポイ ン トが 含 まれ て い る。

一12(8)

84(58)

48(34)

ライ フサ イクル 中の チ ェ ック ポ イ ン トは実 際 に使 わ

れ てい る。

一12(8)

80(56)

52(36)

応 急 の処理 が な され た時,速 や かに ライ フサ イク ル

上の手 続 きに戻 る よ うに な って い る。

18(12)

73(51)

・一 53(37)

N=144
、
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(5)保 守 の手順 ・手続 きの現状

保守 の手順 ・手続 きの方法が確立 しているか どうか について ア ンケー ト

結果 を分析 してみ る。 「ソフ トウェアの変更要求の提出 と承認の正式な手

順が設定 されてい る」 が約80%,「 口頭で変更要求が示 された場合文書

を改 めて書 くようにな ってい る」 が80%で ある。 「プ ログラム/デ ータ

が変更 された時,必 ず文書 も更新す るよ うな手順が確立 されてい る」 も6

0%以 上 とな ってい る。一方実施状況が比較的少ないのは 「必要 なデ ータ

を収集 し分析するよ うな手順が確立 され ている」,ま た 「保守作業の際,

どの コマ ン ドを使 って行 うかの指示 を示 した作業手順が ある」,お よび

「変更の際,分 析者/プ ログラマが他に与 える影響 を調べ ることを強制す

る手順があ る」な どであ るが,全 般的に手続 き ・手順 の確立は不充分であ

るとい える。(図 表2-23)
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図表2-23保 守の手続 き ・手順の現状

項 目
1020304050%607080

不必要 な ら プロ グ ラム を ソ ース コー ドの ライブ ラ リ

か ら消 す手 順が 確 立 されて い る。

103(65%)

42(26)

・一ー一14(9)

プロ グ ラマが名 前 付 の規 則 に従 って い るか否 か を確

め る手順 が 確立 され て い る。

82(52)

54(34)
… …23(14)

エ ラー が発 見 され た 時,他 の シス テム に も共通 な影

警 を与 え るか否 か を 調 べ る手順 が あ る。

58(36)

76(48)

・一一ー一一25(16)

保 守 作業 と対 象 ソ フ トウ ェアか ら必 要 な デ ー タを収

集 し,分 析 す るよ うな手 順 が確立 され て い る。

32(20)

92(58)

35(22)

ソ フ トウ ェア変 更要 求 の 提 出 と承認 の正式 な手順 が

設定 され てい る。

,124(7⑨

24(15)

一一11(7)

オー ソ ライ ズ され た ロー ドモジュールのみ が実 行 可能

にな る よ うな手順 が 確 立 されて い る。

84(53)

50(31)

一一ー一25(16)
.

口頭 で変 更要 求 が示 され た場 合,文 書 を 改め て書 く

よ うに な ってい る。

1

127(80)
23(14)

…9(6)

保 守 作業 の 際,ど の コマ ン ドを使 って行 うか の指 示

を 示 した作業 手 順 が あ る。

25(16)
　'99(62)

一一一 一ー一一35(22)

システ ム分析 者/プ ログ ラムか ら の変 更要 求 はユ ー

ザの それ と同 じ変 更 管理 手 順 を 踏む ようになっている。

80(50)

54(34)

一ー一一一一25(16)

プログ ラム/デ ータが変 更 され た 時,必 ず 文書 も更 新

す る よ うな 手順 が 確立 され て い る。

107(67)

45(28)

・-7(5)

変 更 に 際 し,そ れ に よ って影 響 を受 け る人 や グル ー

プに対 し通 告 を す る手順 が あ る。

97(61)

40(25)

一一ー一一22(14)

保守 作 業 の間 バ ックア ップの ソース コrド を保 管 して

お くこと を強 い る手 順 が あ る。

82(52)

56(35)

一一一一21(13)

不必 要 に な った プログラムをその時 点 で コードモジュー

ルの ライブ ラリか ら消去 す る手順 が 確立 され て い る。

79(50)

57(36)

一ーー一一23(14)

変 更の 際,分 析 者/プ ロ グ ラマが 他 に与 え る影 響 を

調 べ る こと を強制 す る手 順 が あ る。

27(17)
101(63)

31(20)

N=159
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(6)そ の 他

変 更 の 際,「 ロー ドモ ジ ューノし・レベル での 変 更が 不 可 能 」 が 約600/o,

「保 守 活 動 に 対 し統 計 が採 られ て い ない 」,「 保 守 は型 ご と に分 類 され て

行 わ れ て い な い」 な どが500/・ 以 上 を越 えて い る。 一 方 「プ ログ ラムは 必

要 に 応 じて保 護 され て い る」 に つ い て は80%以 上が 保 護 され て い る と回

答 してお り,ソ フ トウ ェ アの保 護 に関 心 が 高 い こ とを示 して い る。

(図 表2-24)

図表2-24そ の 他 の 実 施 事 項

項 目 1020304050%60708090

プ ロ グ ラム は必要 に応 じて保 護 され てい る。
127(83%)

24(16)

・2(1)

保 守 は型 ごとに 分類 され て 行 われ て い る。

45(29)

79(51)
・一… … ・29(19)

保 守 活 動 に対 し統計 が採 られ て い る(例 ・頻 度,型,

フ連 グ ラム工 数,テ ス トケ ース数 等)

55(36)
・79(52)

一一・19(12)

変 更 の 際,ロ ー ドモ ジ ュー ル ・レベル での 変 更 が 可

能 で あ る。

42(27)

90(59)

…21(14)

複 数 バ ー ジ ョンの プ ログ ラムを識 別 す る(と が で き

る よ うに な って い る。

57(37)

71(47)

一… 一一25(16)

N=153

2.2.3ソ フ トウ ェア開発 の外注お よび将来 の保守の対 策

ソフ トウェア開発 を外注す る場合の対策 としては,(1)外 注先に対 して保 守

性 を重視 した プ ログラ ミングを注文す る,(2)問 題発生時の連絡先が常 に明確

にな ってい る,(3)契 約 時における明確化の 項 目として①か し担保責任②保守

に対す る保証期間③無償保守 の範 囲な どを約50%が 実施 してい る。 一方

(1)問題発生 時に外注先に提示す るデ ィフィカルテ ィ ・レポ ー ト(エ ラーの苦

情書)の 書 き方 が決 ってい る。(2)保守が可能な ように外 注先が社 員に教育す

ることを義務づ けてい る。(3)運 用後 しば らくは外注先のSEに 常駐 して もら

ってい るな どは,実 施 されてい る比率 が小 さい もの とな っている。

(図 表.2-25)
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図 表2-25ソ フ トウ ェ ア を外 注 す る場 合 の 対策

外注先に対 して保守性を重視したプログラミングを注
文 している。

問題発生時の連絡先が常に明確になっている。

契約時に保守に関する保証期間を明確にしている。

契約時にか し担保責任を明確にしている。

契約時に無償で保守する範囲を明確に している。

保守用のマニ ュアル説明書を作成してもらうようにし
ているo

運用開始後しばらくは外注先のSEに 常駐 してもらっ
ているo

社員に対 し保守が可能なように外注先が教育するよう
に義務づけている。

問題発生時に外注先に提示するディラィカルティ・レポ
ート(エラーの苦情書)の 書き方が決っている。

その他

、020304050%60708090

20(16)

20(16)

68(54%)

67(53)

N=126

2.2.4ソ フ トウ ェア保守に係 る現状の問題点

(1)要 員の問題

ソフ トウェア保守 に関す る要員の問題は保守要員の交替で ある。 きわめ

て深 刻 と答 えた ものが14.30/o,か な り深刻が30.4%,やx深 刻が24.

8%で 合計で69.5%が 深刻な問題 として とらえられている。 また保守要

員 の数について も 「きわ めて深刻」は&1%で は あるが 「やx深 刻」 と答

えた もの は36.60/・ と多い。保守要員の技術 レベルおよび保守要員の動機

づ けについ ては深刻な問題 では ない とす る傾向が強い。(図 表2-26)
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図 表2-26要 員 の 問 題

問 題 点
きわめて

深 刻

か な り

深 刻
やや深刻

問題では
あるが深
刻ではない

全然問題

な い

保守要員の交替 23

%

14.3 49

%

304 40

%

248 35

%

21.7 10

%

62

保守要員の技術 レベル 4 2.5 32 199 48 29.8 55 34.2 21 130

保守要員の数 13 8.1 40 24.8 59 36.6 51 31.7 6 3.7

保守要員への過度の負荷 5 3.1 32 19.9 53 329 55 34.2 11 6.8

保守要員の動機づけ 2 1.2 20 12.4 44 27.3 63 39.1 19 11.8

N=161

(2)エ ン ドユ ーザ 関 連 の 問 題 題

エ ン ドユ ーザ に 関 し て は 約 半 数 が 問 題 と して とら えて い る。 特 に大 き

い の は エ ン ドユ ー ザ 組 織 の 交替 で あ り,こ れ は 「極 め て 深 刻」 とす るの

が5.1%,「 かな り深 刻 」 が12.70/o,「 や や 深 刻 」 が23.6%と な って

い る。 また 「エ ン ドユ ーザ が 応 用 シ ス テ ムを理 解 して い な い」 とい う点 も

問 題 と して あげ られ て い る。(図 表2-27)

図表2-27エ ン ドユ ーザ 関連 の 問 題

問 題 点
きわめて

深 刻

か な り

深 刻
やや深刻

問題では
あるが深
刻で1曲い

全 然

問題ない

エ ン ドユ ーザが応 用 シス テ ム に興

味 を もって いな い
4

%

2.5 17

%

10.8 35

%

22.3 69

%

43.9 29
%

18.5

エ ン ドユ ーザが 応用 シス テ ム を理

解 してい な い
6 3.8 27 17.2 47 29.9 57 363 17 10.8

エ ン ドユ ーザの非 現 実 的期 待 3 1.9 24 15.3 41 26.1 64 40.8 20 12.7

エ ン ドユ ー ザの トレ ー ニ ン グ 不 足 3 1.9 24 15.3 58 369 57 363 10 6.4

エ ン ドユー ザ組織 の 交 替 8 5.1 20 12.7 37 23.6 66 420 18 1L5

N=157

(3)応 用 シス テ ム関連 の 問 題

応 用 シ ス テ ムの 問 題 と しては まず システ ム設 計 文書 の 品質 の 問 題 が と り

上 げ られ てい る。 「極 め て深 刻」 が5.1%,「 か な り深 刻」 が15.8%,
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「やx深 刻」 が34.2%と,深 刻な問題 として とらえられ る比率が50%

を越 えてい る。 この他の問題は比較的深刻 でない とい う位置づけ とな って

い る。(図 表2-28)

図表2-28応 用 シス テ ム関連 の 問題

問 題 点
きわめて

深 刻

か な り

深 刻
やや深刻

問題では
あるが深
刻ではない

全 然

問題ない

システム設計文書の品質 8

%

5.1 25

%

158 54

%

34.2 61

%

38.6 9

%

5.7

システム開発時の品質管理 2 1.3 30 19.0 44 27.8 68 43.0 13 8.2

シス テ ムの動 作 エ ラー 2 1.3 14 8.9 38 24.1 76 48.1 21 13.3

シス テ ム ・プ ログ ラムの ス トレー

ジ上 の制 約
1 α6 11 7.0 27 17.1 64 4α5 48 30.4

シス テ ム ・プ ログ ラム の処 理 時 間

上の制 約
3 1.9 14 8.9 37 23.4 66 41.8 32 20.3

N=158

(4)そ の他 の 問 題 点

保 守 に関 す る問 題 点 と して は まず 第1に 保 守 作 業 の 効 率 が悪 い 点 で あ り,

「か な り深 刻 」 が23.30/o,「 やs深 刻」 が30.8%で あ る。 「きわ めて

深 刻」 の4.4%を 加 える と,'深 刻 な問 題 と して と ら えるの が58.5'o/oと な

ってい る二 また 保 守工 数 の見 積 りの 問題 も深刻 で あ り,シ ス テム拡 張へ の

ユ ーザか らの 要 求 も問 題 と して と らえ られ て い る。 比 較 的 問題 点 と して少

な い のは ハ ー ドウ ェア/OSの 信 頼 性 や そ の変 更 とい った 面 で あ り,こ の

面 で は少 しず つ 問題 は 排 除 されつ つ あ る こ とを示 して い る。(図 表2-29)
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図表2-29ソ フ トウ ェア保 守 に 係 る その他 の問 題 点

問 題 点
きわめて

深 刻

か な り

深 刻
やや深刻

問題では
あるが深
刻ではない

全 然

問題ない

ハ ー ドウェア/OS等 の変 更 7

%

44 16

%

10ユ 38

%

23.9 68

%

42.8 26

%

164

システム拡 張への ユーザからの要 求 2 1.3 33 20.8 53 33.3 52 32.7 17 10.7

保守工数の見積 り 5 3.1 23 14.5 50 31.4 61 38.4 10 6.3

保守作業の効率 7 4.4 37 23.3 49 30.8 57 35.8 4 2.5

予算上の制約 7 4.4 17 10.7 43 27.0 58 36.5 24 15.1

ハー ドウェア/OSの 信頼 性 2 1.3 1 α6 19 11.9 75 47.2 54 34.0

N=159

2.3ソ フ トウ エア の評 価 に つ い て

2.3.1開 発 され た ソ フ トウ ェア の評 価

開発 され た ソフ トウ ェアの評 価 を行 って い るか ど うか につ い てみ る と,

「評価 を行 って いな い」 が多 く44.4%,「 評 価 を行6'て い る」 の が1'1.9

%と な って い る。(図 表2-30)'

つ ぎ に評 価 を行 ってい な い理 由 をみ る と,一 番 多い 理 由 が 「評 価 の 方 法 お

よび項 目の設 定 が 困 難 で あ るか ら」 で66.7%,つ ぎに 「評価 は困 難 」 と

「評価 部 門 が ない 」 が それ ぞ れ29.2%と な って い る。(図 表2-31)

図表2-30ソ フ トウ ェアの評 価 の実 施 状 況

評 価 を行 って い る 19件 11.7%

部分的に評価を行っている 71 43.8

評価 を行 って い ない 72 44.4 N=162

図表2-31評 価 を 行 って い ない 理 由

評価の方法および項目の設定が困難であるから 48件 66.7%

ソ フ トウェア の評価 は非 常 に困 難 であ るか ら 21 29.2

評価部門がないから 21 29.2

評価 しても意味がないから 8 11.1

そ の 他 2 2.8 N=72
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2.3.2・ 評 価 の体 制

評 価 の体 制 と して 「ユ ーザ部 門 が 評 価 す る」 が 一 番 多 く50%と な ってい

る。 つ ぎ に多 い の が 「ソフ トウェ ア開 発 部 門 内の 特別 な グル ー プ」 で42%,

「運用 部 門 内の 特別 な グル ー プ」 が30%と な って い る。(図 表2-32)

図表2-32評 価 の 体 制

評 価 体 制 10 20 30 40 50%6070 80

ユ ーザ部 門 145(50%)

138(42)ソ フトウェア開 発部 門 内 の特別 な グループ

」27(30)運用部門内の特別なグループ

コ5(6)

コ4(4)

]1(1)

特別な委員会

独立の評価部門(例 えば監査部門で)

外部機関に依頼する

N==90

2.3.3開 発完 了 時 点 での 報 告 書 の作 成

報 告 書 の 作 成 につ い ては 「必ず 作 成 してい る」 が430/・,「 作成 す る場合

もあ る」 が36%と な って い るが,「 全 く作 成 しな い」 が21%あ り,今 後

の課 題 とな って い る。(図 表2-33)

図表2-33.開 発完 了時点での報告書作成状況

状 況 10 20 30 40 50%

必ず作成 している

作成する場合もある

全く作成しない

169(43%)

158(36)

133(21)

N==160

つ ぎ に報 告 書 の 記載 項 目をみ る と,「 プ ログ ラム本数 」 が 一 番 多 く94%

以 上 が 記載 してい る。 つ ぎ に 「総 作 業工 数 」 「プ ロ グラ ムの サ イ ズ」 「工 程

別 作 業 工数 」 な どを半数 以上 が 記 載 して い る。 一 方 プ ログ ラム中 のrGOTO

文 の 比率 」 を記 載 して い る の は1件 のみ 事例 が あ り,「 テ ス トカバ レージ 率1

「プ ログ ラム中 の コメ ン ト率 」 「原 因 別 バ グ数 」 な どが極 く少 ない。 「テ ス
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ト項 目数 」 「ドキ ュ メ ン ト枚 数 」 「レ ビュ ーで の指 摘 事 項数 」 「シ ス テ ムテ

ス トで の 発 見 バ グ数 」 な どは 比較 的記 載 され る 回数 が 多 い。(図 表2-34)

図表2-34報 告 書 の 記 載 項 目

プ ロ グ ラ ム 本 数

総 作 業 工 数

プ ロ グ ラ ム サ イ ズ

工 程 別 作 業 工 数

テ ス ト 項 目 数

ドキ ュ メ ン ト枚 数

レビ ューでの 指摘 事 項数

シス テ ムテ ス トで の 発見 バ グ数

運 用 テ ス トで の 発 見 バ グ数

結 合 テス トでの 発 見 パ グ数

単 体 テス トで の 発 見 バ グ数

原 国 別 バ グ 数

プ ログ ラム 中の コメ ン ト率

テ ス トカ バ レージ率

プ ログ ラム 中のGOTO文 率

そ の 他

14(11)

13(10)

7(6)

5(4)

4(3)

1(1)

8(6)

50%60

N=127

2.3.4運 用開始後の ソフ トヴ ェア評価法

運用開始後におけ るソフ トウェアの評価方法 については,「 評価す ること

はほ とん どない」 とい う回答が31%で,「 何 らか の形で意見 を聞 く」のが

66%と な ってい る。 この内訳 として 「利用者の意 見を聞 く会 を定期的に開

催す る」のが30%,残 り36%が 「改善提案制度 のよ うなル ー トで利用者

の意見 を聞 く」 とい う回答で あ った。(図 表2-35)
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図表2-35運 用 開始 後 の ソフ トウ ェア評 価 方 法

評 価 方 法 10 20 3040 %50

そ の

改善提案製度のようなルー トで利用者の意見を聞く

評価することはほとんどない

利用者の意見を聞く会を定期的に開催する

他

157(36%)

149(31)

148(30)

コ16(10)

N==160

2.3.5生 産性 に つい て の評 価 状 況

生 産 性 につ い て の 評価 状 況 をみ る と 「ほ とん ど評 価 して い な い」 が30.4

%で,「 常 に評 価 して い る」 が12.4%と な ってお り,「 評 価す る場 合 もあ

る」 が57.1%で,今 後 は評 価 を 行 うユ ーザ がふ えて い くもの と思 わ れ る。

(図 表2-36)

図表2-36生 産性についての評価状況

常に評価している 20件 12.4%

評価する場合もある 92 57.1

ほ とんど 評価 しな い 49 30.4

N=161

つ ぎ に生 産 性 の基 準値 に っ い てみ る と90.3%が 「基 準 値 が な い」 と答 え

てお り,「 基 準値 を も って い る」 がわ ず か9.70/・ で あ る。(図 表2-37)

図表2-37生 産性の基準値 について

あ る 15件 9.7%

な い 139 90.3

N=154

また プ ロ グ ラム改 造 の場 合 の生 産 性 の基 準 値 に つい てみ る と,「 改造 の場

合 の基 準 値 を持 ってい る」 ユ ーザ は 少 な く,5.1%に 過 ぎ ない 。

(図 表2-38)

一70一



図 表2-38プ ロ グ ラム の改 造 の場 合 の基 準 値 につ い て

あ る, 8件 5.1%

な い 149 94.9

N==157

基準値があると答 えた場合の基準値 の内容をつぎの図表2-39で 示す。

図表2-39プ ログラムの改造の場 合の生産性の基準値

プ ログ ラム の組 み 方(標 準 か 非標 準),1/0の 増減 数,修 正 内容 に よ り標準 化 して あ る

ス テ ップ数 を計 算 し,1ス テ ップ当 りの標 準時 間 をか けて 求 め る。

さ らに プ ログ ラ ム再 利 用の 場 合 の 基 準値 につ い て は 「持 っ てい る上 ユ ーザ

が3.2%と ほ とん どが 持 ってい ない こ と を示 して い る。(図 表2-40)

図表2-40プ ログラム再利用の場合の基準値について

あ る 5件 3.2%

な い 150 96.8

N=155

再利用の場合の基準値 があ ると答 えた中でその基準値 の内容 を示 した もの

をつぎの図表2-41に あげ る。

図表2-41プ ログラム再利用の場合の基準値の 内容

プ ログ ラム の再 利 用 の場 合 の基 準 値

機能が等 しい場合

シス テ ム総 ス テ ップ数 一 正 味 製造 ステ ップ数
流 用化 率 …・… … シ ス テ ム 総 ス テ

ッ プ 数

STEP/時 間
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2.3.6プ ログ ラム 開発 の規 模 の表 示

プ ロ グ ラム開 発 の規 模 を示す もの と して どの よ うな もの を ベ ース に して い

るか をみ る と,圧 倒 的 に 多 い のは 「開発 ステ ッ プ数 」 で あ り,89%が これ

を 用い てい る。 「入 出力 帳票 数 を使 って い る」 は24%,「 標 準機 能 一 覧表

よ り算 出 して い る」 は ご く少 な く6%,以 上3つ に入 らない 「他 の方 法 を用

い る」 が12%で あ る。(図 表2-42)

図表2-42プ ログラム開発の規模 を表わす ものについて

規模を表わすもの 1020 30 40 %50 60 70 80 90

開発ステ ップ数

入出力帳票数

標準機能一覧より算出

そ の 他

1

138(24)

142(89%)

=コ9(6)

119(12)

N=160

2.3.7生 産性 に影響を与 える要因について

生産性に影響 を与 える要因についてみ ると一番大 きな影響 を持つ と思われ

る ものが 「設計者の能力」で86%が これ をあげている。つ ぎに 「プPグ ラ

マの能力」 「プロダク トの複雑 さ」 がそれぞれ50%程 度とな ってお り,つ

づ いて 「同様 なア プ リケーシ ョンの経験 の度合」,「 開発作業環境」 などで

ある。少 ない もの としては 「デ ータベ ースのサイズ」 「主記憶の制約」rO

Sの 安定度」 な どで ある。(図 表2-43)
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図表2-43生 産性に影響 を与 える要因について

設 計 者の 能 力

プ ロ グ ラマの能 力

プ ロダ ク トの複 雑 さ

同 様 な アプ リケーシ ョンの 経験 の度 合

開 発 作業 環 境

生 産 技術(ス トラクチ ャー トプ ログラ ミング
の技 法等)

要 求 され る ソ フ トウェアの 信頼 性

使 用 ツー ル(ソ フ トウェアCAD等)

プ ロジェク ト・メンバーのDBMS,OSの 経験

プログラム開 発時 の コンピュータ ・ターンア

ラウン ドタイム

使用 され るプログラム 言 語 の経 験

シ ス テ ムに課 せ られ た 実行 時 間 の制 約

主 記憶 の制 約

DBMSやOSの 変更 頻 度(OSが 安定 して

い るか)

デ ータ ベ ース の サ イズ

36(22)

34(21)

27(17)

19(12)

17(11)

16(10)

6(4)

4(3)

4(3)

50%60

82(51)

140(86%)

N=162

また生産性以外の評価法 についてみ ると 「レス ポンスタイム」(応 答時間)

が一番 多 く77%,次 に 「処理能力」(単 位時 間当 りの処理件数)'が43%

とな ってお り,そ の他の項 目につい ては比率は非常に少 ない。(図 表2-44)

図表2-44生 産性 以外の評価方 法について

評 価 項 目 102030 4050%60
.

70 80

レスポンスタイム(応 答 時 間)

処 理 能 力(単 位 時間 当 りの 処理 件 数)

発 見パグ数(単 位ステップ数当 りの発 見パグ数)

プ ロ グ ラムの主 記憶 使 用料

その他

1104(77%)
、

158(43)

119(14)

コ10(7)

コ6(1)

N=135
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2.3.8'ア プ リケー シ ョンプ ログ ラ ム の使 い 易 さに つい て の評価

ア プ リケ ー シ ョ ンプ ロ グラ ムの使 い易 さにつ い て の評 価 をみ る と,ま ず,

「信 頼 性 が 高 い」 こ とを69%が あげ て い る。 つ ぎ に 「短 時 間 で理解で きる」

こ とを52%が,「 応 答 時 間 が短 か い」こ とを37%が あ げ て い る。 また 「少

な い コマ ン ドで 多 くの機 能 が 果 せ る」 が17%,「 親 しみ 易 い」 が15%な

どとな って い る。(図 表2-45)

図表2-45ア プ リケ ーシ ョン プ ロ グラ ムの使 い 易 さに

つ い て の 評価

評 価 項 目 102030 40 50%60 70

信頼 性 が高 い

単 時間 で理 解 で き る

応 答 時間 が 短 い

少ないコマ ン ドでさまざまな ことができる

親 しみ 易 い

メニ ュー方式で機能が制約 されている

そ の他

1109(69%)

1毘(52)

158(37)

126(17)

124(15)

119(12)

]1(1)

N==157

最後に評価につい て どう考 えてい るか については 「重視す る」が470/・,

「物に よっては重視す ることもあ る」が30%と なってお り・ 「なん ともい え

ない」 「あま り重視 しない」 は両方で50/・ に過ぎず,評 価が重要事項 である

こ とは認識 され ている。(図 表2-46)

図表2-46評 価 について ど う考 えてい るか

考 え 方 1。2。3。4。5。%

非 常 に重 視 す る

重視 す る

今 と変 わ りない

あ まり重 視 しない

物によっては重視す ることもある

な ん と もいえ ない

その他

113(8%)

173(47)

117(11)

]2(1)

147(30)

コ6(4)

]1(1)

N=:157
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2.4ソ フ トウ ェア運 用 ・保 守 の 問 題 点 と今後 の課 題 に つ い て

2.4.1ソ フ トウ ェア運 用 ・保 守 に 関 す る問 題 点

ソ フ トウ ェ ア運用 ・保 守 に関す る問 題 点 に つい て ア ンケ ー トした 結 果 を っ

ぎ の 図表2-47に 示 す 。

図 表2-47ソ フ トウ:1ア 運 用 ・保 守 に関 す る問題 点

主 な 問 題 点
1020 3040 50%60 70 80 90

要 員 不足

ドキ ュメ ン トの 不備

標 準 化 がな され て い ない ・難 しい

要 員 の ローテーシ ョンが難 しい

、

要 員 の教 育 ・育 成 が難 しい

保 守 作 業 に おい て変 更 項 目の洗 い 出 し,現 行

シス テ ム機 能 へ の影 響 判断,テ ス トデ ー タ作

成等 が 困 難(大 規模 シス テ ム ほど)

保 守 ち運用 に対 す る理 解 不 足

保 守 作 業 量 ・コス トの増 大

118(26%)

112(17)

111(16)

18(12)

17(10)

17(10)

16(9)

コ5(7)

N=69

上図に示 した以外 の問題点についてはつ ぎに示す諸点が あげ られている。

・全 てが今後の課題 とな っている

・ノウハ ウが個人に帰属 し,シ ステム部門全体 の財産にな りてい ない

・開発者 と運用者 との引き継ぎが悪い

・開発担 当者が保守作業 に携わ っているため,新 規 システム開発が計画 ど

お り進 まない

・システム監査,安 全 対策

・障害対策

・意 図す るtoolが まだ実現 してい ない

・現在使 用 していない言語の保守が困難

・テス ト環 境

・新技術 の調 査導入
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2.4.2ツ フ トウ ェア連 用 ・保 守 に 関 し期 待す る新技 術

ソ フ トウ ェ ア運用 ・保 守 に関 し期待 す る新 技 術 に つい て の ア ンケ ー トの 回

答 を つ ぎの 図 表2-48に 示 す。

図 表2-48ソ フ トウ ェア運 用 ・保 守 に 関 し期 待 す る 新技 術

ソ フ ト ウ ェ ア 運 用 ・保 守 に 関 し 期 待 す る 新 技 術 件数

プ ログ ラ ミングの 自動 化技 術(保 守 も含 めた) 5

ドキ ュメ ンテ ー シ ョン作 成 の 自動化 技 術 、 5

ソ フ トウ ェアCAD(AIに よ る) 4

デ ー タ デ ィ ク シ ョ ナ リソ フ トウ ェ ア め 開 発 3

RDB
2

非手続言語(日 本語での表現方法、) 2

他 言語 へ の 自動 変換 プ ログ ラム
1

生 産 性 向 上 ツ ー ル(exNECのSEA/1・etc) 、

1

自動 運行 シ ステ ム 1

プ ログ ラム解 析 ・修 正 支 援 プ ログ ラム 1

テ ス トシ ミ ュ レー シ ョ ン ツ ー ル
1

プ ロ グ ラ マ ー ズ ワ ー ク ベ ン チ ツ ー ル 1

上図表以外にはつ ぎの よ うな意見が あ った。

・種 々の ツールが出 され てい るが,い つれ も高価で あ り,電 算資源 を使いす

ぎる,ま たは,サ ービスレベルに影響する程 負荷が高い。現 在開発 されてい る

ものを もっと安価 に簡便な操作で使 用できる様改良されてい くべ きである

・期待す る新技術は特 に見当 らない。 ソフ ト開発時 に仕 かけ(開 発 ツール)を

用意 し,徹 底 して標準化す る以外に ない と考 える
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3.ソ フ ト ウ ェ ア 運 用

システムの大規模化,複 雑化に伴 い,ソ フ トウ ェア運用の高度化 もまた重要 な

課題 とな ってい る。

ソフ トウェア運用の高度化 には,効 率性,信 頼性,安 全性が充分考慮 され た運

用の仕組の確立が望まれ る。

この章では,ソ フ トウェア開発後の運用 の基本 となる事項す なわち運用組織体制,

運用基準 の設定,シ ステム監査の実行,安 全対策 についての概略を紹介 し最後 の

効率化対策 につい て述べ る こととす る。

3.1運 用要 員と組織

コンピュー タ部門での組織体制は,開 発部門,運 用部門,そ して保守部 門が

大きな作業単位であ るが,実 際の組織 は共通 して存在 した り,さ らに別 な観点

(利 用部門 毎,シ ステ ム別,職 務別 な ど)か ら分かれている。

そ して,そ れぞれが抱 えてい る問題 は,昔 も今 も,部 門を共通 して,

① 要 員不足(特 に保守要員に顕著)

② スキル不足

③ ノウハ ウの蓄積 と継承

④ ローテ ーシ 。ン

⑤ 運用技術の特殊性

⑥ 主に忙 しさか らくる問題

な どがみ られ る。

3.L1利 用形 態 と運 用 体 制

シ ステ ムの 利用/運 用 形態 が,オ ン ライ ン化 され た こ と,大 規模 に 集 中 化

され た り,逆 に 分 散化 の方 向 へ進 む ケース もあ る。システムの利 用者 低 辺 は増

々拡 大 して お り,端 末 機,パ ソ コ ン,ワ ー クス テ ー シ ョンな どの 密 着 した機

器 が 広 く設 置 され てい る。 さ らに,こ れだ け,多 様 化,複 雑化 して き て い る

シ ス テ ムに 一 握 災害 が ふ りか か った り,障 害 が 発 生 した場 合,そ の影 響 も重

大 な こ とに な って きて い る。

この よ うな状 況 に 合 った運 用形 態 や,サ ー ビス を考 えてい か な け れ ば な ら

ない 。

一79一



詳 し くは,3.2運 用基 準 で 述 べ て い る。

3.1.2要 員管理

ここでは,コ ンピュー タや ソフ トウェアの運用要員に対す る管 理 について

考 えてみ る。

運用要 員の管理 では,特 に 目標管理 と一体化 された内容で行われ るこ とが

望ま しい。

(1)労 働環境

コ ンピュータ自体の適用範囲が拡大 して きてお り,そ れ に伴 ない,運 用

時間数 も同 じよ うに増加 している。 このよ うな状況か ら,オ ペ レータな ど

の運用担当者に とっても,長 時間残業や,交 代勤務体制が必要 にな る。

要員の対応 は,簡 単かつ早 急には出来ないため,自 動化/無 人化運用へ

の要求 も強 まるであろ う。

② 健康 の保持

夜 間作業や長時間作業が続いた場 合の健康管理 には注意が払われ ていな

けれぼ な らない。

また,VDT(デ ィス プレイ画面)を 長時間,見 つめなが ら作業す る場

合には,適 当な休憩 と時間数 の上限 を設け るべ きで あ り,反 射防止対策 な

ども積極 的に取 り入れ る。

VDT作 業の労働安全対策 の事例 を紹介す る。(別 に作業環境,定 期検

診について も定 めてい る。)

① 連続作業1時 間 につ き,10-15分 間程度の休止時間(労 働省)

②1日 最長4時 間以 内。50分 毎に10分 以上の休憩(総 評),1時 間

毎 に15分 の休止(同 盟)

③ 連続2時 間作業後15分 休憩(ア メ リカ)

③ 目標管理

運用部 門では,新 しい業務 の導 入や現在稼動 してい るシステムの運 用 ・

改善 作業 が絶 えず発 生 して くるので,担 当者で も,新 しい技術や知識の収

得 に は 機 会 を 与 える こ と,自 己啓発へ の手助け をす ることが必要であ る。

(4)外 部要員の活用

要員不足や労働環境の悪化,経 費 の節 約,外 部 ローテーシ ョンの問題 な

どの理 由か ら外部要 員の導入 を真剣 に考 え,ま た導入 してい る企業 が多い。
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これ は,最 近 の ア ン ケー トや,各 種 の 調査 で 共通 して い える こ とで あ る。

3.L3ジ ョブ ・ロー テ ー シ ョン

担 当す る職 務 を変 え る こ とに よ り,組 織 や 個 人 の活 性 化 は か な り図れ る。

コ ン ピ ュー タ部 門 で は,そ の 知 識や 技 術 が 特殊 で あ る との 解 釈 か ら,ジ ョ

ブ ・ローテーシ ョンに つ い て は,部 門 内 に とど ま って い た り,行 わ れ て も少 数

で あ った り して い る。

しか し,最 近 で は,業 務 知 識 に 詳 し い こ とが シ ステ ムの開 発 や 運 用担 当

者 に 求 め られ る能 力 や 知 識 で あ る と考 え られ て きて い る。 つ ま り,コ ン ピュ

ー タ専 門 の知 識 よ りも業 務 知識 のほ うが ,開 発/運 用担 当者 に と って大 切 で

あ る との認 識 に な っ て き てい る。

この ことは,よ り効 率 良 く,効 果的 な シス テ ムを開 発す る た め に も,コ ンピ

ュー タ関連 部 門 と,他 の実 務や ス タ ッフ部 門 との人 的 交 流 が定 期 的 に 積 極 的

に行わ れ る必要 が あ る。

コ ンピ ュ ー タ部 門 内で の,よ り上 級 の職 務 へ の ローテ ー シ ョンは も とよ り

大 切 で あ るが,外 部 との ロー テ ー シ ョン,そ れ も 出来 る 限 り入 社 後 早 い 時 期

に定 期 的,か つ 意 識 的 に慣 習化 され る よ うにす べ き であ る。

で は,ソ フ トウ ェ アの運 用 か ら見 た ジ ョブ ・ローテーシ ョンにつ い て考 えて

み る。,

ソフ トウ ェア の運 用 ・保 守 要 員 に と って,既 に 出来 上 が って い る プ ロ グ ラ

ムを運 用 し,保 守 して い くこ とは,新 規 開 発 に比 べ る と,比 較 的 単 調 か つ 目

標 が 見 つ け に くい 作 業 で あ る。 教 育 面 で の対 処 は 別 途必 要 と して,や は り,

同 じ作 業 を長 期 間担 当 させ る こ とな く,内 部/外 部 との ロー テ ー シ ョ ンを積

極的 に推 し進 め なけ れ ば な らない 。

そ の場 合,問 題 とな る主 な点 は,

① 運 用 や 障 害 発 生 時 の対 応 力が 弱 体 化 する と考 えられるため 引継 ぎが 難 しい

② 専 門 の知 識 が 必 要 で あ り,資 料 として残 され てい な い た め,引 継 ぎ が難

か しい

③ 他 部 門 とは 独 立 した 人事体 系 に な って い る

④ 上 司が 移 る こ とに抵 抗 して い る

な どで あ るが,い ず れ の項 目 ・内容 と も,ジ ョブ ・ロー テ ー シ ョンの重 要
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性かちみ て,不 可能 な理 由ではない。

3.1.4要 員教育

コンピニータ・システム,ソ フ トウェアを効率よ く,確 実 に運用 してい くに

は,運 用を担 当す る要 員,保 守 を担 当す る要員に も,必 要 な知識が要求 され,

それ らは経験 だけでは身 につか ない ことも多 く,ま た満足 のい くスキルを持

つまで には長い期 間や個人差が生 じて しま う。

開発部門やエ ン ドユ ーザ も含 めて,コ ンピュータ・シス テ ムに関連 している

人 々に対す る,効 果 的,計 画的 な教育体制や カ リキ ュラムは是非 とも検討 さ

れ,用 意 されなければな らない。

社内で独 自の コースを設 ける ことが,実 務 とも結びついた り,実 機で訓練

で きるため,大 変 効果的であ るが,社 外や メーカ ・デ ィーラ主催 の講習会を

有効に活用す ることも必要になる。

(1)教 育項 目

各職能(管 理者,シ ステムエ ンジニア,プ ログラマ,オ ペ レータな どに

も分けれる。)毎 に教育項 目や習得 目標の設定 を行 う。 また,利 用者や開

発者,運 用/操 作者 な ど,立 場 によっても相応 に必要 な教育項 目があげ ら

れ る。特に,前 述 した ジ ョブ ・ローテーシ ョンの問題 もか らみ,向 上心や

好奇心 をわきた たせ る魅 力ある教育 コース,厳 しくて も実績 と評価の高い

教育 コースな ど,特 徴 を もった 内容 も盛 り込 まれている ことが必要である。

(2)教 育手段

職場教育,企 業 ・組織 内教育,外 部教育 な どに分け られ るが,さ らに付

け加 えて,自 主的 な研修,グ ルー プ研究会や勉強会,自 己学習,他 システ

ムの視察,発 表 会 ・講演会への参加,国 家試験 ・資格試験への受験 な ども

重要な教育 ・育成手段で ある。

さらに検討 してほ しい ことは,教 える側になる機会 を是非作 ってほ しい

'点である
。

3.2運 用基 準

ソフ トウ ェアの運 用 に 際 して,ま ず 必 要 な こ とは,運 用 組 織,運 用基 準 を き

め,し っか りした運 用 体 制 を 整 え る こ とが 大切 で あ る。
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本項では,ソ フ トウェア開発後の運用に係わ る作業規定項 目,管 理 規定項 目

お よび運用で使われ る ドキ ュメ ン トの紹介を行 う。

3.2.1運 用基準とは

システム開発お よび システムの運用 を円滑に,ミ スな く実施す るために取

り決め る基準 のことであ り,運 用の責任範囲お よび システムの効率的な運用

を行 うための管理項 目と管理 方法 を明確にす るものである。

運用基準 の中味は運 用体制,作 業基準,管 理基準お よび,運 用のための ド

キ ュメン トよ り構成 される。

運用基準の決定は,運 用時 の操作性,処 理効率,シ ステム全体の スル ープ

ット効率 に大 きな影響 を与 える。運用基準設定 にあた っては以下の ことを留

意す る必要がある。

① 運用の し易 さ

② 利用部門へのサ ー ビス向上へ の寄与

③ ミス防止への役立 ち

④ 無人化 ・自動化の方向への整合性

3.2.2運 用基 準 の 種類

ソフ トウ ェア開発 後 の 運 用 業 務 の 流れ は 図表3-1に 示 す とお りで あ り,こ

れ らの運 用 業 務 に合 わ せ て,運 用 基 準 が設 定 され る。

(1)運 用 全 般

コ ンピ ュー タ資 源 の有 効 活 用 と利 用 部門 の サ ー ビス の 向上 にむ け て
,コ

ンピュータ ・システム全 体 の運 用 方 法 を 明確iにす る こ とを 目的 と してい る。

上記 に盛 り込 む事 項 は 以 下 の とお りで あ る。

① 運 用形 態

オ ンライ ン,TSS,バ ッチな どの タス クの 割 当 て方 法 を 明確 化 す る。

② 稼 動 時 間

オ ンライ ン,TSS,バ ッチ ご とにサ ー ビス稼 動 時 間 を 明確 化 す る。

休 日にお け る稼 動 時 間 も 明確化 す る。

③ 資源 配 分

コ ン ピ ュー タ資 源 の シ ョブへ の割 当て方 法 を 明確 化す る。

④ シス テ ム全体 の運 用体 制
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システム全体運用のための体制を明確化す る。

図表3-1運 用工程

新 規 業 務 移 管

実績管理 課金管理 システム・オペレーション改善管理 利用者管理

④ 現在稼動 中の業務 システムを円滑に運用す るための利用部門,運 用

部門 に対す る調整窓 口の明確化

◎ ソフ トウェア開発後の本番移行 のために窓 口の 明確化

6ス ケジ=一 ラーの明確化

◎ ハ ー ドな ど資源管理者の 明確化

㊤ 運用支援 ツールの開発 な ど,オ ペ レーシ ョン効率化のための運用サ

ポー ト部隊 の明確化

6一 直,二 直な どのオペ レーシ ョン体制の 明確化

② 新規業務 移管

本番移管 後の システ ム運用が正 しく行 われ るように,本 番実施に先がけて
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行わ れ る 本番 移 行 審 査 の 手順,審 査 項 目,審 査 ドキ ュメ ン トな どを 明確 に

す る こ とを 目的 と してい る。 上 記 に盛込 む 事 項 は以 下 の とお りで あ る。

① 審 査 項 目

本番 移 行 に 際 し,具 体 的 に何 を審 査 した ら良い か を明確 にす る。 審 査

の ポ イ ン トとな る事 項 は 以 下 の とお りで あ る。

④ 審 査 に必 要 な ドキ ュメ ン トはそ ろ って い るか

◎ ス ケ ジ ュール,資 源 の 利 用 方法,ト ラ ブル の対 応 方 法 な ど,コ ン ピ

ュー タ運 用 の基 準 に合 致 して い るか

◎ 運 用 の 自動 化,'無 人化 の方 向 に逆 行 して い ない か

② 審 査 ドキ ュ メ ン ト

審 査 に伴 って,シ ス テ ム担 当 者 か ら提 出 され る ドキ ュメ ン トは 以 下 の

とお りで あ る。

④ 新 規 業 務 移 管 審 査 依 頼 書

業 務 名,本 番 開 始 時 期,ス ケ ジ ュー ル,ト ラブル 対 応 な どが 記 入 さ

れ て い る。

◎ 開 発 ドキ ュメ ン トの 運 用 部分

◎ 運 用 に必 要 な ドキ ュメ ン ト

JCLリ ス ト,配 布 ガイ ドジ 新 規 作成 フ ァイ ル情 報 記 入 シ ー ト,リ

ラ ン対 応 手 順 書,テ ス ト結 果報 告 書 な ど。

③ 審 査 方法,時 期,体 制 な ど

上 記 の 各 項 目につ い て,い つ,誰 が,ど の よ うな手 続 き で管 理 して い

くか を 明 確 にす る。 こ こで は最低 限,手 続 書 お よび,本 番 化 の規 定 書 を

作成 す る必 要 が あ る。

(3)ス ケ ジ ュ ー リン グ

ス ケ ジ ュ ール もれ,デ ー タ未着 に よ る混 乱,ス ケ ジ ュール 遅 れ な どを防

止 し,ス ケ ジ ュ ール の平 滑 化,効 率 化 を は かれ る よ うに,ス ケ ジ三 一 ルの

立 案 方 法,変 更 方法,作 成 す べ き ドキ ュメ ン トを 明確 にす る こ とを 目的 と

してい る。 上 記 に 盛込 む事 項 は以 下 の とお りで あ る。

① ス ケ ジ ュール 立 案 要件

ス ケジ ュー リン グに必 要 な要 因 を 明確 にす る。

④ ス ケ ジ ュー リン グ期 間

ス ケジ ュー リン グ対 象 とす る期 間 を 明確 にす る。
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◎ 使用予定業務 の明確化

本番稼動の業務 および テス トなど本番業務以外での コンピュータ使

用予定 を明確 にす る。 この明確化の中には以下の項 目を含む。

日を

明砲 こす る。

② ドキ ュ メ ン ト

ス ケ ジ ュ ー リン グに必 要 な参 照 ドキ ュメ ン トと作 成 す べ き ドキ ュメ ン

トを明 確 にす る。

④ 参 照 ドキ ュメ ン ト

業 務 ご との 標 準 処 理 日程表,イ ン プ ッ トデ ー ター 覧表,ア ウ トプ ッ

トデ ー ター 覧 表 な ど。

◎ 作 成 す べ き ドキ キ ュメ ン ト

週 単 位 また は 月 単位 の 稼動 計 画 表 を作 成 す る。

③ スケ ジ ュール立 案 方法

上記 の 立 案要 件,参 照 ドキ ュメ ン トに基 づ き,稼 動 計 画 表 を 作 成 す る

手 順 を 明確 にす る。

こ こで 留意 す べ き事 項 は業 務 の 優 先 度,多 重 度,ス ケ ジ ュール の 平準

化 な どに つい て充 分 考 慮 してお くこ とで あ る。

(4)オ ペ レー シ ョン

オペ レー シ ョンが 正 確 に,か つ 迅 速 に行 える よ うに,オ ペ レー シ ョンの

準 備 作 業,オ ペ レー シ ョン作 業,オ ペ レー シ ョ ンの事 後 作 業 に つい て,作

業 手 続 き,方 法,ド キ ュメ ン トを 明確 にす る こ とを 目的 と して い る。

① オ ペ レー シ ョン準 備 作 業

当 日の オペ レー シ ョ ンを中 心 と した作 業 予定 の立 案 方 法,媒 体,デ ー

タ の 取 り扱 い 方 法,オ ペ レー シ ョン実 行 時 に トラ ブル が 発生 した場 合

の対 処 方 法,シ ス テ ム ・端 末 ・周辺 装 置 の 立 ち上 げ 方 法 を 明確 化 す る。

② オ ペ レー シ ョン作 業

・ 入 力 デ ー タ作 成 時 期

出 力 の納 期

・ 処理 時 間

処理 順 序

◎ コ ンピ ュ ー タ稼 動 日の 明確化

休 日,祭 日,PＬMな どで コ ンビ=一 タを使 用 で きな い 時 間,
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オペ レー シ ョン時 の順 守 事 項,注 意 事項 を 明確化 す る。

④ コ ンソール な ど コンピュータ ・システ ムの稼 動状 況 の監 視 方 法

◎ コ ン ソール,ハ ー ドウ ェ アの操 作方 法

◎ 異 常 時 の 対応 方 法(リ カバ リー方法,緊 急 時 の連 絡 方 法 な ど)

◎ フ ァイル,媒 体 の 取 り扱 い方 法

③ オペ レー シ ョン事 後 作 業

オペ レー シ ョンの 事 後処 理 と しては,ジ ョブ実行 状 況 の確 認 ,出 力帳

票 ・デ ー タの送 付,媒 体保 管,シ ス テ ム ・端 末 ・周辺 装置 の停 止 業 務 が

あ り,こ れ らにつ い て の確 認 方 法,手 続 きを 明確化 す る。 オ ペ レー シ ョ

ン終 了後 の確 認 事 項 は 以下 の とお りで あ る。

④ 予 定 ジ ョブの 終 了確 認

◎ 出 力帳 票 ・出 力 フ ァイル の確 認

◎ 出力 デ ー タの送 付 状 況 の確 認

◎ 媒 体 の 安全 性 の確 認

㊥ シ ステ ムの停 止 状 況 の確 認

④ ドキ ュ メ ン ト

これ らオ ペ レー シ ョン業 務 の 基 本 とな る オ ペ レー シ ョンマ ニ ュア ル の

構 成 要 素 につ い て 列挙 す る と,

④ 各 種 機 器 の操 作 法

◎ 電 源 のON/OFF

◎ 空 調 管 理

◎ 障 害,災 害発 生 時 の 対応'

㊥ コ ンソ ール シー トの取 り扱 い

㊦ オ ペ レー タ コマ ン ドの取 り扱 い

㊦ 入 出 力 デ ー タの 取 り扱 い

⑦ シス テ ムの 立 ち上 げ,終 了 方 法

⑨ オ ペ レー シ ョンの 準備 作 業

⑦ 媒 体 の取 り扱 い ・

な どで あ る。

(5)コ ン ピ ュー タ使 用

本 番 稼 動 以 外 の 業 務 で コ ン ピュ ー タを使 用 す る場合 の 基 準 を 明確 にす る

こと を 目的 と して お り,オ ペ レー タへ の テ ス ト依 頼運 用 基準,TSS運 用
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基 準,緊 急 時 の マ シ ン使 用運 用基 準,利 用 部 門 使 用運 用 基 準 な どが あ る。

① テ ス ト依頼 運 用基 準

オ ペ レー タに依 頼 して,テ ス トを 実行 して も ら う場 合 の基 準 で,ジ ョ

ブ実 行 ク ラス,ジ ョブ名の ふ り方,実 行 時 間 フ ァイル な ど資 源 の 使 用方

法,ラ イ ブ ラ リーの使 用 方 法,実 行 結 果 の 配布 方 法 を 明確 化 した もの で

あ る。

②TSS運 用 基 準

TSS端 末 機 よ り,プ ログ ラマ ーが コ ン ピ ュー タを使 用す る場 合 の基

準 で,TSSの サ ポ ー ト時 間,機 密 保 護 方 法,ジ ョブの 実 行 方 法 な どに

つ い て 明確 化 した も ので あ る。

③ マ シ ン使 用 運 用基 準

完全 な マ シ ン室 の ク ロー ズ制 を しい て い な い コ ン ピュ ー タ部 門 で,プ

ロ グラマ ーが,緊 急 時 に コ ン ピ ュー タを使 用す る場 合 の 基準 で,マ シ ン

室 の 入 室 手順,サ ポ ー ト時 間,フ ァイ ル,媒 体 な どの 利 用 方法,ジ ョブ

の実 行 ク ラス な ど,ジ ョブの実 行 方法 につ い て 明確 化 した もの で あ る。

④ 利 用 部 門使 用運 用 基 準

利 用 部 門 の 人 が コ ン ピ ュー タを 使 用す る場 合 の,テ ス トオ ー ダ,TS

S,マ シ ン使 用 お よび 利 用 手 続 き につ い て利 用者 の 制 限,フ ァイル の提

供 な どの運 用 方 法 を 明確 化 した も ので あ る。

⑤ ドキ ュメ ン ト

③ か ら③ まで の コンピュータの使 用形 態 にあわ せ て,各 々 コ ンピ ュー タ

使 用 申 し込み 書 が 必 要 と な るが,こ こでは テ ス ト依 頼 とTSS利 用 の場

合 の ドキ ュメ ン トにつ い て紹 介す る。

④ テ ス ト依 頼 書

依 頼 者 名,業 務 名,処 理 予 想 時 間,必 要 資 源,他 業 務 との 関連 な ど

を 記入 した もの で あ る。

◎ マ シ ン使 用 申請 書

TSSで マ シ ンを使 用す る場 合 に オ ペ レー タにあ らか じめ必 要 な資

源 を準備 して も ら うた め の 申請 書 で,依 頼者 名,業 務 名,マ シ ン使 用

日時,必 要 資 源(使 用 ソ フ ト,デ ー タセ ッ ト,媒 体 な ど)を 記 入 した

もの で あ る。

(6)フ ァイル管 理
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フ ァイル の スペ ー スの 有効 活 用,フ ァイル の 障 害,破 壊 防 止,1/0環

境 の維 持 ・向 上 をは か れ るよ うに フ ァイル の 管 理 方法 を 明確 化す る こ とを

目的 と して い る。

① フ ァイル 作 成 基 準

新 規 業 務 な どで フ ァイルが 新 た に作 成 され る場合 の フ ァイル 新 設 の 手

続 き方 法 と作 成 基 準 を 明確 化す る。

④ 手 続 き

この手 続 き は 申請 手順 と申請 内 容 の審 査 方法 を 明確 にす る もの で,

審 査 時 の ポ イ ン トと して は,媒 体 の確 保 に 問題 が な い か,他 の シ ス テ

ムへ の影 響 は な い のか,フ ァイ ル作成 基 準 に合 致 して い るのか な どが

あ げ られ る。

◎ 作成 基 準

フ ァイ ル の命 令 方法,ボ リウムの 割 当 て 方法,ス ペ ー スパ ラ メー タ

の 指定 方 法,カ タ ログ方 法,用 途 別 の保 存 期 限 な どに つ い て の基 準 を

明確 化 す る。

② フ ァイ ル の 保管 規 定

フ ァイ ル の 利 用 目的,保 管 目的,フ ァイ ル の ボ リウム,重 要 性 を考 慮

して,保 管媒 体,保 管 場所 な どを 明確 化す る 。 また 世 代 フ ァイル につ い

て何 世 代 まで保 管す るか の基 準 も明確 化す る 。

③ フ ァイル の スペ ー ス管 理 規 定

この スペ ー ス管 理 規 定 は スペ ー スの有 効 活 用 と フ ァイ ル の オ ーバ ー フ

ロー防 止 の た め に,フ ァイル の増 加状 況,各 フ ァイル ご との スペ ー ス状

況 な どの フ ァイ ル の現 状 把握 とそ の 対策 方 法,保 存 期 限 を過 ぎ た り,必

要 以 上 に ス ペ ー スを と った り,そ の 他 デ ー タ作 成 基 準 か らはず れ た基 準

外 フ ァイ ル の 削 除 方 法,フ ァイ ルの コ ング レ ス方法 を 明確 化す る。

④ フ ァイ ル の機 密 保 護規 定

フ ァイ ル の ア クセ スに対 し,フ ァイル 更新,フ ァイ ル参 照 を可 能 とす

る範 囲 を 規 定 す る と共 に,機 密 保護 の方 法 を 明確化 す る。

⑤ フ ァイル の 災害,障 害 対策 規 定

災害,ハ ー ドウ ェア障 害,オ ペ レー シ ョン ミス な どに よ りフ ァイ ルが

破壊 され ない よ うに,ま た 破壊 され て も対 応 が で き る よ うな バ ックア ッ

プ体 制 を 明確 化 す る。 破 壊 対策 と して は二 重 保 管,デ ィス クボ リウ ムセ
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一 ブ
,磁 気 フ ァイ ル の プ ロテ ク トリングの 取 りは ず しな どが考 え られ る。

フ ァイ ル の 重 要性.リ カバ リー に許 容 され る期 間 .オ ンライ ン,ま た

は,バ ッチ フ ァイ ル な ど フ ァイ ルの 種 類 ご とに 障 害 対 策 規定 を設 定 す る

必要 が あ る。

⑥ ボ リウム の割 り当 て基 準

フ ァイル の 使 用 目的,1/0環 境,ス ペ ー ス の空 き状 況 に よ り,ボ リ

ウムの割 り当 て方 法 を 明確 化す る。

⑦ フ ァイル の 利 用 規 定

複数 ア プ リケ ー シ ョンか ら,同 一 フ ァイ ル を共 用 す る場 合,コ ンテ ン

シ ョンや,間 違 った 更 新 が行 なわ れ ない よ うにす る使 用 制 限 ,オ ンライ

ンフ ァイル に 対 す るオ ンライ ン稼 動 中 の オ ンライ ン以 外 で の ファイル使 用

制 限,本 番 フ ァイ ル の テ ス トでの 使 用制 限 な ど を 明確化 す る。

(7)プ ロ グラ ム管 理

開発 され た プ ログ ラ ムの粉 失,破 壊 を防 止 し,必 要 な 時 に必 要 な プロ グ

ラ ムが 正 し く使 える よ うに,ラ イ ブ ラ リの利 用 方 法,プ ロ グ ラ ムの登 録 ,

メ ンテナ ンス の方 法,プ ロ グ ラムの バ ックア ップ方 法 を 明確 にす る こ とを

目的 と して い る。

① ライ ブ ラ リ規 定

ライ ブ ラ リの 種 類,利 用 方 法,格 納 媒体 に つ い て 明確 化 す る。

② メ ンテ ナ ンス規 定

プ ロ グ ラムの 名 前 のつ け 方,プ ロ グラ ムの登 録 ,変 更,削 除 を行 う場

合 の手 続 き方 法,登 録 す べ き ライ ブ ラ リ,変 更時 の世 代 管 理,実 施 時 期

な どを 明確化 す る。

③ バ ックア ップ規 定

誰 が,い つ,ど の プ ロ グラ ム ・ライ ブ ラ リー を ど うい う方法 で,ど の

媒 体 にバ ック ア ップ を と るか を 明確 化す る。

(8)実 績 管 理

処 理 時 間 の短 縮,作 業 時 間 の平 準 化,リ ス ポ ンス タイ ムの 向 上,リ ラ ン

時 間 の減 少 な ど コ ンピ ュー タの安 定 稼 動が は か れ る よ うに,セ ンターお よ

び端 末 の 運用 状 況,オ ペ レー シ ョン状 況 を的 確 に把 握 し,運 用 上 の問 題 点

の解 決 を はか る こ とを 目的 と して,実 績 デ ー タの 管 理 項 目,収 集 方法 ,評

価 方 法 を規 定 した もの で あ る。
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① 実績 デー タの管理 項 目

実績 デー タの管理 項 目としては以下の項 目があげ られ る。

④

◎

◎

◎

㊥

㊦

㊦

ジ ョブ ご との稼 動 状況(CPU使 用 時 間,エ ラ ツ プス タイ ムな ど)

ジ ョブ ご との資 源 の使 用 状 況(CPU,メ モ リ,1/0な ど)

ジ ョブ ご との多 重 度状 況,待 ち状 況

ジ ョブ ご との1/0デ ー タ量

回線 の 負荷 状 況

端 末 機 の 稼動 状 況

トラ ブル 状況(端 末機,セ ンター,ソ フ トウ ェア)

② 実 績 デ ー タの評 価 方 法

各 実 績 デ ー タの 収 集 よ り,各 資 源 の 使 用 率 の高 い と ころ,リ ス ポ ンス

タイ ムの悪 い とこ ろ,資 源 利 用 に 片寄 りの あ る ところ,ジ ョブ待 ち状 況

の 多 い と ころ,1/0回 数 の 多 い周 辺 装 置 な どを把 握 し,そ の原 因 を見

つ け出 し,資 源 の 増 設,ジ ョブの組 合 せ の 変更,フ ァイ ル ボ リウムの 位

置替 え,ソ フ トウ ェア の修 正 に よる改 善 な どを行 う。

実績 管 理 の運 用 に際 し て は デ ー タ収 集,分 析 の ため の ツー ルの 導 入 が ポイ

ン トとな る。

(9)利 用 者管 理

コ ンピ ュ ー タ業 務 の 拡 大 ,オ ン ライ ンシス テ ムの普 及,コ ン ピ ュー タ

利 用 の 大衆 化 が 進 む につ れ,フ ァイル の破 壊,デ ー タの紛 失 ・改 ざん ・

漏 えい,コ ン ピ ュー タ資 源 の過 大 使 用 な どは コンピュータ ・システ ムの 運

営 に大 き な混 乱 を招 く と共 に,コ ンピ ュー タ費 用 の増 大 を もた らす 。 以

下 の 事 項 を 明確 化 し,上 記事 項 が 発 生す る の を防止 す る こ とを 目的 と し

てい る。

①

②

③

④

プ ロ グ ラム開 発,ジ ョブの実 行 な どの コ ンピ ュー タ利 用 規 定

コ ン ピ ュー タ室 の 入 退 室規 定

フ ァイル の 提 供 規 定

シス テ ムの 利 用 者 登 録 規定(セ ンタ利 用 者 コ ー ド,端 末 機 利 用 者 コ

ー ド)

⑤ 入出力データの管理規定

⑥ 利 用部門への課 金規定

脚 課金管理
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利用者へ の システ ム運用経費の公平な課 金 を 目的 として,課 金情報の収

集方法 と費用の配賦方法 を明確にす るもので,課 金の基礎情報 としては,

以下の ものがあげ られ る。

①

②

③

④

⑤

⑥

ジ ョブ別 の エ ラ ッ プス タイ ム

ジ ョブご と のCPU時 間

ジ ョブご との イ ン プ ッ トデ ー タ件 数

出 力 ペ ー ジ数

ジ ョブご との媒 体 利 用 スペ ー ス

利 用 者 ご との端 末機 利 用 台数

しか しなが ら,利 用者別 ジ ョブ別 に正確な情報を収集す るには多大 な工

数がかか り,仮 に細か く集めた ところで,労 多 くして,そ れ程の効果は期待

出来 ない。ある程度の公平感が確保 出来れば,デ ータ収集 が容易で,配 賦計

どお りに復 旧 させ なけれぼな らない。

3.3安 全対 策 、

コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムが,社 会 や,企 業,組 織 に と って,そ の 中枢 部 分 に

あ り,重 要 な 役 割 りを に な っ て い る ケ ー ス が 多 く な っ て い る 。,個人 に と っ

て も,そ の 恩 恵 を 受 身 で得 る ので は な く,生 活 に 密 着 した形 で か か わ り合 って

い る最近 で は,コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムが 災害 や 事 故 に よ って機 能 を 止 めた り,

異 常 な動 作 をす る こ とは 許 され ない 状況 に あ り,例 えそ の よ うな事 態 に お ちい

った 場合 は,す み や か にか つ完 全 に元 どお りに復 旧 させ な けれ ぼ な らない 。

個 々の シス テ ム に よ って,要 求 され る度 合 い は ま ち ま ちで あ り,追 って,そ

の こ とに つい て述 べ てい くが,以 前 は 専 門 家 だ け が 叫 け んで い た シ ステ ムの安

全 対 策 の重 要 性 が,広 く利 用 者 まで も含 めて 声 高 く求 め られ てい る。

3.3.1シ ステ ム へ の 脅 威

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの運 用 に お け る 災害 を考 える と,そ れ らは 以下 の

4つ に分 類 す る こ とが で き る。$

① 自然 に よ る 災害(火 災,地 震,雷,風 水害 な ど)

② 環境 異 常 や 設 備 ・機 器 の 不 良 に よ る災 害(温 度,湿 度,塵,電 源 ・空 調

の 異 常,漏 水,ノ イズ,通 信 回線 異 常,鼠 害 な ど)

③ 人 為 的 災害(窃 盗,詐 欺,破 壊活 動 な ど)
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④ コンピュータ自体 の問題か らくる障害(ハ ー ドウェア機器の障害,ソ フ

トウェアの ミス,操 作 ミス)

また,コ ンピュータシステムの運用に とって脅威 とな ってい るこれ らの災

害が,具 体 的に影響 をお よぼ してい る対象が存在 してお り,そ れ らを守 る対

策が講 じられなければな らない。

① 運用要 員

② データ(重 要性,機 密性,再 生 不能 な ど)

③ 記録媒体

④ ハー ドウエア

⑤ ソフ トウ ェア

⑥ 通信系統

⑦ 付帯設備

⑧ システムの利用者

安全対策 を考 えるためには,こ れ らのシステムを正常 に運用す ることを脅

かす 原因を十分 に洗い出 して,そ の発生頻度や可能性,発 生 した場合の影響

度 を十分 に分析 して把握 してお く必要が ある。 これ によって,効 果的,効 率

的な安全対策 の検討が可能 となる。 ∴ ム,

図 表3-2コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム へ の 脅 威

人為的災害

予 防 策 ・検知 策'応 急策 ・復 旧策

《z㍑:声 害
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3.3.2シ ステムの安全対策

危険 の洗い出 しと定量的 な分析 ・把握 が出来た後は,安 全度 についての分

析 も行い,具 体 的な安全対策 の選択 を行 う必要が ある。 また,そ の段階では

効果の度合い とともに,効 率面や コス ト面へ の影響 も同時 に検討 されなけれ

ばな らない。

以下 に,シ ステ ム運用設計時点で考 慮すべ き安全対策 につい て,運 用中に

考 えなければな らない安全対策面の各種項 目について述べ る。

(1)安 全度の分析

システムに対す る脅威 につい て,具 体的 に出来 る限 り定量的 に分析 した

ことに対応 して,シ ステ ムの安全性についても具体的かつ定量的 な分析を

行 うよ うに したい。

定量的な分析 ・調査 を行 うには,チ ェ ック リス トを詳か く作 ることであ

る。

チ ェック リス トは,新 らたに作 っても良い し,行 政 面で の ガイ ドライ ン

として発表 されてい るもの(下 記参照)を 利用 した り,コ ンピュータ ・メ

Lカ や施設関係の企業,関 連す る提供 マニュアルなどを参考 にす ることも

可能 である。

① 通商産業省 ・電 子計算機 システム安全対策基準(3.3.3に て簡単に

紹介)

・システム監査技術者試験

② 郵 政 省 ・デー タ通信 ネ ッ トワーク安全 ・信頼性基準

③ 大 蔵 省 ・金融機械 システムの安全対策

④ 警 察 庁 ・コンピュータ ・システム安全対策研究会(情 報 システ

ム安全対策指針)

(2)安 全対策の選択

対策 の実施に よって,ど こまでの安全 を達成すれば よいのかを明 らか に

す る必要が ある。

この安全 目標の設定 にっいては,個 々の脅威 に対 して,許 容で きない危

険 と許容で きる危険,ま た,対 策 の有効性 につい て検討 し,具 体的対策 を

選択す る。

① 災害対策(地 震対 策,火 災対策,災 害発生時の対策,発 生後の対策,

復 旧対策)



② 環境 ・設備対策(温 度,湿 度,空 調設備,塵,電 源,静 電気 ノイズ,

塩害,鼠 な どへ の対策,発 生時対策,復 旧対策)

③ 人為的災害 対策(防 犯対策,機 密保護,不 正 ア クセス防止対策,破 壊

活動への対 策,発 生時 対策,発 生後対策)

④ ハ ー ドウェア障害対策(ハ ー ドウェアの保全,二 重化対策,オ ンライ

ン対策,発 生時対策,復 旧対策)

⑤ ソフ トウ ェア障害対策(障 害原因究 明支援機能,障 害 の検 出/通 知 と

対応策,復 旧対策)

⑥ 媒体障害対策(予 備系保有,二 重化,内 容の保全,復 旧対策)

⑦ 操作 ミス対策(ス キル ア ップ,モ ラル向上,記 録,健 康管理)

(3)安 全対策導入 と効果

選択 された安全対策 と見送 られた安全対策 も含めて,実 施 の優先度,コ

ス トな ども加味 した実施範 囲を決め る必要があ る。

対策の中には,同 種 同一の機能 によっても同等の効果 が得 られ るもの,

別 々の対策 を二重,三 重 に講 じることによ って,よ り万全 な対策 とす る場

合 も検討す る。

特に安全対策は,そ の機能 が役立つことがない ことが望 まれ,か つ珍 ら

しい事であ るため,一 般に無駄な対策であ り,経 費 である と思われ易いた

め,日 常的な啓蒙活動や認識 を高めること(教 育,訓 練,改 善案検討な ど)

を忘れてはな らない。

(4)安 全対策 の維持改善

新技術の開発や導 入,確i信 的犯罪か らの防護,定 常的 な監査 と評価,そ

して,こ れ らの ことか ら要求 としてあげ られ て くる改善策への検討 と実行

を絶 えず行 ってい る体制が敷かれなければ な らない。

㈲ 安全対策 と人間関係

安全対策 を高度化,高 コス ト化 してい る原因は,人 間対策 の部分が大 き

い,自 然災害や環境 ・設備災害,障 害対策 などは,未 だ高い費用 を要す る

・ ケースも有 るが
,確i実 な 解 決方 法が あ った り,解 決方向に向か うことが

できる。 しか し,人 間の問題(人 為的災害)に ついては,こ れ らとは違 っ

た性格 をもった災害であ り,ま た安全対策 も難か しい とい える。

人間の悪意や 不注意 を防 ぐための対策を考 えた場合 の問題点は,安 全対

策の究極的 な問題 点で もあるとい っても過言ではない。 そのために も,人
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間関係や要員管理 を円滑 にしてい ることは,そ れだけで も安全対策の ウェ

イ トを大 き く軽減す ることになる場合 も多い。

3.3.3安 全対策基準

コンピュー タ ・システ ムの安全対策基準 として,通 商産業省が策定 し公表

してい る内容 を紹介す る。

基準は,対 策 内容ご とに,最 高度の安全性,信 頼性 が必要 とされ るシステ

ムにおいて実施す ることが望ま しい対策 としての強化基準(A基 準),一 般

にシズテムを運用す る上での最低限の安全性,信 頼性 を確認す るために不可

欠 と考 えられ る対策 と しての基本基準(C基 準),こ れ らの中間的 な対策 と

しての標準基準(B基 準)の3段 階 に分類 されてい る。

対策の具体的 な内容 は,設 備面の対策(152項 目),技 術面の対策(13

項 目),運 用管理面 の対策(63項 目)に 分け られ てい る。

(1)設 備基準(152項 目)1

コ ンピュータ ・システム,コ ンピュー タ室,デ ータ保管室 などを火災・

地震 な どの 自然災害,不 法 侵入者に よる破壊行為な どのあ らゆ る危険か ら

物理的 に保護す るための対策である。

1建 物

1.立 地お よび環境

2.建 物の位置,周 囲,利 用形態

3.構 造

4.開 口部(出 入 口,窓,非 常 口な ど)

5.内 装等

皿 電子計 算機 室お よびデ ータ等保管室

1.位 置お よび配置 等

2.開 白部

3.構 造内装等

4.設 備't"

5.什 器,備 品 等

皿 電源室お よび空気 調和機械室

1.位 置お よび配置

2.開 口部



3.構 造

4.設 備

IV電 源設 備

V空 気 調 和設 備

W監 視 制 御

(2)技 術 基 準(13項 目)

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの安 全 性,信 頼 性 な どの向 上 を シ ステ ム 自身 に

お い て ハ ー ドウ ェア的,ソ フ トウ ェ ア的 に解決 す るた め の 対策 で あ る。

1信 頼 性 向 上機 能

(代 替 機 器,縮 退 ・再 構 成機 能,障 害 検 出 ・切 り分 け 機能,リ ス ター

ト機 能,復 旧機 能 な ど)

llデ ー タ保 護 ・不正 使 用 防 止機 能

(パ ス ワー ド,識 別 機 能,ア クセ ス制 御 機 能,暗 号 化,監 視 ・記 録 機

能,不 正使 用 ・更新 防 止 機 能 な ど)

(3)運 用基 準(63項 目)'^

コ ン ピュー タ ・シ ステ ムの 運 用 管 理 な どを充 実 させ る こ とに よ り,シ ス

テ ムの安 全 性,信 頼 性 な どの 向上 を図 るた め の対 策 で あ る。

1管 理 体 制

皿 入 退管 理

1.入 館 ・入 室 資格 の 付与

2.入 退館 管 理

3.入 退室 管 理

皿 コ ンピ ュ ー タ ・シ ス テ ムの運 用管 理

1.標 準化

2.運 転 お よび 確 認

3.管 理

IVデ ー タお よび プ ロ グ ラム(ド キ ュメ ン トを含 む)の 保 管 管 理

V電 源設 備,空 気調 和設 備,防 災設 備 お よび 防 犯 設 備 の管 理

sw監 視

皿 外 部委 託

Vl皿 教 育訓 練 等

α シ ステ ム監 査
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3.4シ ス テム 監 査

大 規 模 ソ フ トウ ェアの開 発,通 信 の 高 度利 用 な ど,コ ンピ ュー タの 利 用 は高

度 化,複 雑 化,か つ 広範 囲 に利 用 され,コ ンピュータ利 用が もた らす 影響 が 非 常

に大 き くな って きて い る。 これ に つれ て,シ ス テ ム監 査へ の関 心 も高 ま って き

てい る。 当委 員 会 が 実 施 した 「ソフ トウ ェア開 発 ・運 用 の高 度 化 ・効 率 化 方 法

に 関す る ア ンケ ー ト調査 」 で も,「 シス テ ム監査 を必 要 と思 わ ない 」 と答 えた

企 業 は160社 中 わ ず か3件(1.9%)で あ った。

本 項 で は シ ステ ム監 査 の実 行 に焦 点 を あ て て,シ ス テ ム監 査 の必 要 性,監 査

内容,実 行 方 法,実 行上 の 留 意 事項 に つ い て述 べ る。

3.4.1シ ステム監査 の定義

システム監査の定義 については,我 が国では統一見解が定 まっていないの

で,こ こでは(財)日 本情報処理 開発協会が76年 に提唱 した もの と,通 商産

業省が84年 に出 した産業構造審議会情報産業部会で答申 した定義 につい て

紹介す る。

前者は 「システム監査 とは,監 査対 象か ら独立 した客観的な立場 で,コ ン

ピュータを中心 とす る情報処理 システ ムを総合的 に点検,評 価 し,関 係者に

助言 ・勧 告す ることを言い,そ の有効利用の促進 と弊害 の除去 とを同時 に追

求 して,シ ステムの健全化をはかるものである」 と定義 してい る。

後者は 「システ ム監査は,コ ンピュータ ・システムの効率性,信 頼性,安

全性を確保 す るため,監 査対象か ら独立 した監査人(シ ステム監査人)が 一

定の基 準(シ ステ ム監査基準)に 基づ いて,コ ンピュータ ・システ ムを総合

的に点検 ・評価 し,関 係者 に助言 ・勧告す るものであ る」 と定義 し,よ り具

体的に システ ムの効率性,信 頼性,安 全性 の3つ の確保 の観点か ら,シ ステ

ム監査 を実行す る よう促 している。

3.4.2シ ス テ ム監 査 の実 行

(1)シ ステ ム監 査 の対 象 部 門

情 報 シ ス テ ム部 門,デ ー タ発 生 部 門,デ ー タ入 力部 門,ア ウ トプ ッ トの

活 用 部 門 す べ て を対 象 とす る。 オ ンライ ンシス テム,分 散 処 理 シ ス テ ムの

普 及 に よ り,情 報 シス テ ム部 門 の み の シ ステ ム監 査 で は,運 用 の 効 率 性,

信 頼 性,安 全性 を確 認 す るの は 困 難 にな って き てい る。
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② シス テ ム監 査 の 対 象 業 務

通 商 産 業 省 よ り85年1月 に 出 され た シ ス テ ム監 査 基 準 に よれ ば,シ

ス テ ム監 査 の対 象 業 務 は コ ンピ ュー タ ・シ ス テ ムの企 画段 階,開 発 段 階,

運 用段 階 のす べ て を対 象 と して い る。

各 々の段 階 にお け る シ ステ ム監 査 の ポ イ ン トと監 査 対 象業 務 は以 下 の

とお りで あ る。

① シス テ ム企 画 段 階 は,全 社 的 な立 場 か ら,コ ンピ ュ ー タ ・シス テ ム

をい か に管 理,運 営 して い くか とい う観 点 か ら監 査 が な され,以 下 の

各 々の業 務 につ い て,シ ステ ム監 査 が実 行 され る。

●

●

●

経営方針

組織計画

要員計画

監査計画"

評価計画

② システムの開発段階は採算性,信 頼性,安 全性,生 産性,運 用性の

幅広い観点か ら監査 され,運 用段階に入 ってか らの効率性,信 頼性,

安全性が確保 され るよ うにす る。以下の各 々の業務 につい て,シ ステ

ム監査が実行 され る。

●

(3)シ ステム監査実施基準

システム監査の実施基準につい ては,業 務全般につい ての一般基準 とシ

ステ ムの品質 に適用す る品質基準 とがあ る。

一般基準

・ 予 備 設 計

基 本 設 計

・ 詳 細 設 計

・ プ ロ グラ ミング

● シ ス ァ ム ァ ス ト

③ シ ス テ ムの運 用 段 階 は安 全 性,信 頼 性,機 密 性 の 観 点 か ら監 査 され,

以 下 の各 々の業 務 につ い て,シ ステ ム監 査 が 実行 され る。

入 力 プ ロセ ス(現 場 処 理,セ ンタ処 理)

オペ レー シ ョ ン(マ シ ンオペ レーシ ョン,ラ イ ブ ラ リ)

出力 プ ロセ ス(端 末 出 力,セ ンタ出 力)
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・ 準拠性

・ 採算性

・ 適時性

・ 生産性

品質基準

・ 安全性

・ 信頼性

・ 機密性

システ ム監査 の実 施基準 と対 象業務の関係を示す と図表3-3の よ うに

なる。

図表3-3シ ステム監査の実 施基準 と対象業務

システム監査の内容

対象業務の範囲

シ ス テ ム 監 査 の 実 施 基 準

一 般 基 準 品 質 基 準

撒 採算性 灘 熾 挫 櫟 機密性

企

画

レ

ベ

ル

経'営 方 針 ○ .◎ ◎ 、

組 織 計 画 ◎ ○

要 員 計 画 ◎ ○

監 査 計 画 ○ ○ ○

評 価 計 画 ○ ◎ ◎

開

発

レ

ベ

ル

予 備 設 計 ◎ ◎ ○

基 本 設 計 ○ ○ ○

詳 細 設 計 ○ ○ ◎ ◎

プ ロ グ ラ ミ ン グ ○ ◎ ◎ ◎

シ ス テ ム テ ・ス ト ○ ◎

運

用

レ

ベ
・

ル

入 力

プ ロセ ン

現 場 処 理 ○ ◎

セ ン タ 処 理 ○ ○ ○ ○ ◎

オ ペ レ ー

シ ョン

マシンオペ レー ション ○ ○ ○ ◎ ○

ラ イ ブ ラ リ ○ ◎ ○ ○

出 力

プ ロセス
出 力 管 理 ○ ○ ◎

◎ 最 も重 要 ○ 重要

(出 典:コ ン ピュー タ運 用 管 理入 門(NEC))
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具体的に システム監査 を実施す る時 は② の対象業務の項でのべ た対象業務

の各項 日ごとに監査実施 内容を示 したチ ェ ック リス トを作成 してお くと良

い。通商産業省のシステム監査基準 にお ける実施基準では企画業務で22

項 目,開 発業務で31項 目,運 用業務 で52項 目に分 けてい る。

3.4.3シ ステム監査実施上 の留意点

前節で システム監査 の実施方法についてのべ てきたが,本 節では効果 的な

システム監査 を行 うための留意点について述べ る。

(1)ト ップ ・マネージメ ン トの理解

日本では,シ ステム監査を実施 してい る会社が少 な く,こ の普及のた め

には まず トップ・マネージメントにシステ ム監査の重要性を十分 に認識 して

も らうことが重要 なこ ととなる。 トップ ・マネージメン トの理解 な くして

は,効 果的な システム監査はまず実行 され ない。

② システム監査人の養成

システム監査に取 り組 も うとす る場合,ま ず最初に壁 にぶつかるのは,

システム監査人がいない とい うことであ る。 システム監査人は,監 査技 術

の他にデー タ処理 システムの仕組や システム開発 に関す る知識を有 してい

ることが最低限必要 となる。 この監 査人 の養成 には監査技術の習得 よ りも,

コンピュータ関連知識 の習得 に時間を と られ る傾 向があ るため,コ ンピ ュ

ータ専門家に監査教育を実施す る。

(3)シ ステム開発過程の標準化

システム監査を企画業務,開 発業務,運 用業務すべてに実行する場合 には・

システム開発過程 の標準化が なされ てい ない と,監 査 ポイ ン ト,監 査 タイ

ミングが不 明確にな り,効 果的な監査 の実行が不可能 になる場合が多 くな

る。従 って,開 発工程,ド キ ュメ ン トを標 準化 し,シ ステ ム監査人が容易

に介入できるよ うにす ることが大切であ る。

(4)シ ステム監査対象業務の明確化

システム監査 を企画業務,開 発業務,運 用業務を どのよ うな業務 に細分

化 して実施す るかはその企業,そ の企業 の環境条件,コ ンピュータの活用

状況,運 用形態 で変 って くる。そこで どの程度に細分化 した ら良いかを決定

す る必要が ある。

⑤ システム監査への期待の明確化
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効率性,信 頼性,安 全性のすべての分野 に重点をおいて行 うのか,特 定の

分野 において システム監査を実施す るか は,そ の企業の システム監 査人の

育成状況,ま た重要性 の位置づ けにおい て決 めてい くのが 良い。始めか ら

すべ ての分野 について行 うにはか な りの体制整備が必要 となる。それよりも

とにか く一 歩一歩システム監査 の実 施に向けて歩 きだす ことが重要である。

(6)シ ステム監 査の実施主体

システム監 査の実施主体は,企 業内にシステム監査人 を養成す るのが究

極的 には好 ましいが,過 渡期的には外部へ依頼 して監査 を実施す るとい う

方策 も考 えられ る。

(7)シ ステム監査人の所属部門

システム監査人の所属部門は コンピュー タ部門か ら独立 してい ることが

望 ま しい と思われるが,以 下の よ うなパ ター ンが考 えられ る。

① 監査室な どコンピュー タ部門か ら独立

② コンピ ュータ部 門に属す る

③ 監査部門か らの派遣

3.5シ ステム運用の効率化

ハ ー ドウェアの性能 向上,低 価格化,シ ステ ム機能の充実 によ って,大 規模

システ ムはもとよ り,小 規模 なシステムにおいて も,ぼ う大 なデー タや ソフ ト

ウェア資産 を抱 えている。 さらに,開 発 した くて も着手できないでい る要求(バ

ックログ)も 依然 と して大量 である。

また,多 様化 された処理形態や大量の業務 処理要 求にも対応 していかなけれ

ばな らないのに,運 用要 員不足や スキル不足な どの 原因か ら思 うよ うに解決で

きない状態 にある6

そ して,今 後 これ らの状況 が好転 してい く見込 みがないばか りか,端 末機や

パ ソコ ンの急激 な普及に よって,エ ン ドユーザが拡大 してきたため さらに悪化

してい くと予測 され てい る。

この ような状況下では,何 らかの手 を打 っていかなければ事態は深刻化 して

い く一方であるが,要 員増強 とい った直接的 な手が昨今の企業環境では望 めな

くな って きてお り,運 用の効率化や省 力化 によ って乗 り切 らなければな らない。

自動運転,さ らには運用 を無人で行 い,夜 間 も運用出来れば省力化 と処理能

力 の実質的向上が 図れ る し,運 用業務 の一部 に外部 の力を活用す ることも考 え
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られ る。 エ ン ドユーザ機能 を充実 させ ることによ って,直 接 システムの運用を

まかせ られれば運用部門への負荷 も軽 くなる。運用方式の標準化や基準化は,

運用効率化 に大 き く寄与す るし,ミ スの根絶 にも役立つ。 これ ら運 用効率化の

具体的方策 につい て以下 に説 明す る。

3.5.1利 用者部 門の活用

システムを運 用 してい く作業や,改 善 ・修復,最 適化 とい った システム保

守作業は,本 来 システ ムの利用者のた めの作業で あ り,そ の利用者か ら要求

され て作業す る一時的 な作業 も多い。であ るな らば,よ り利用者に近い とこ

ろでシステ ムの運 用作業 が可能であれば運用部 門に とっては効率化が,利 用

者 に とっても同様に効 果的な作業 と,要 求に対す る速い回答が得 られ るはず

である。

つ ま り,運 用部門に まかせ っき りの システム運 用方式で は,運 用関連部 門

の軽量化が図れず,利 用者に とって もシステム改 良の可能性 に乏 しい陳腐化

したシステムにな って しま う恐れ さえある。

(1)エ ン ドユ ーザ機 能の充実

エ ン ドユーザ機能 に も種 々あるが,ど の よ うな機能 システムに どう適用

す るかは,開 発工程での問題 として,運 用面か ら考 えた場合 は,積 極 的に

導入され ることが望 ま しい。

最近の エ ン ドユーザ機能は,単 に会話的,簡 易的であるば か りでな く,

手続 き型や一括処理機能 も有 してお り,専 用の プログラムを開発す る場合

と変 らない まで にな ってきている。

エ ン ドユーザへの 負担増や教育の充実,機 密保護 などについて考慮 して

おかなければ な らない点 も多いのでやみ くもに導入す ることには注意が必

要であるが,是 非検討すべ きである。

(2)オ ンライ ン化 の推進

エ ン ドユ ーザ機能 の実現 も,オ ンライ ン処理が基本 にな っているのが普

通であ る。

最近の コ ンピュータ ・システムでは,小 型の コンピュータ ・システ ムや

オフィスコンピュータの レベルで もオ ンライ ン処理機能 は当 り前 にな って き

てお り,即 時 処理要 求の有無は別 として,一 括処理方式 であ ったと して も,

何 らかの箇 所で オ ンライ ン処理 との連結 を考 えるべ きである。(例 えば,
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入力データの生成,結 果の入手,マ スタファイルの保守 管理,処 理の実行

要求 など)

それに よって,得 られ るメ リットは単純 なバ ッチ処理で あ った としても,

利用者,運 用保 守部門双方に とって大 きい。

資源管理や障害対策 については,バ ッチ処理方式 よ りも念入 りに行 う必

要があるの で注意 しなければな らない。

得 られ る メ リッ トの幾つかについ てあげてみ るとつ ぎの とお りで ある。

① ターンアラ ウン ドタイムの短縮

② 運 用要 員への 負荷 の軽減

③ 利用者部 門では システ ムが身近かにな り,認 識が高 くなる

④ 入力 ミスや処理要 求の ミスが直 ちに現われ るため少な くな ってい く

⑤ 運用部門 との関係 が親密 にな り,理 解 も高 まる

(3)プ ログラムの汎 用性,操 作の簡易化,運 用部 内での作業 として,作 業量

が多く,時 間がかかって いるの にあまり着 目され てい ない作業項 目がある。

それは,利 用者か ら要求 される突発的,か つ}一 時的 な作業である。具

体的には以下の よ うな項 目をあげることができる。

① 決 め られていない形式,も しくは分か らないデー タを運用 システムへ

の入力 データにな らないか

② 外部か ら入手 した デー タを読み,か つ標 準的な フ ァイルに変換 したい

③ 出力様式 を一時的 に変 えられないか

④ 処理 内容の一部 を変 えたい,

⑤ 操作法や結果 の内容 がわか らない 等 々

これ らの要 求が システ ムに対す る根本的な問題であ るな ら,保 守作業 と

して保守部 門や 開発部門が取 り組 まなければ ならないが,一 時的であ り,か

つ,緊 急性 を伴 う場合が多いため,ど うして も運 用部門が相談にの り,対

処 して しま うことにな る。

このよ うな要求 をよ く分析す ると,似 た内容や パ ターンが多い ことか ら

何 らかの対 応策(こ とわ るな ら簡易であるが)を 考 える ことによ って運用

の効率化 にもなるで あろ う。

例 えば,デ ー タ入力に関す る要求では,フ ァイルの形態や記録形式,フ

ォーマ ッ ト情報,デ ータのチ ェ ック機能,編 集機能,加 工機能 とい った こ

とが多 く,こ れ らの処理 が汎用的,か つ,適 用性の 高い処理 プ ログラムが
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存在すれば,し か もその運 用が簡単,か つ,会 話的な操作で処理で きる よ

うにな っていれば,運 用部 門が頭 を悩 ます ことも少な くなるであ ろ う。

処理方式 について も,結 果出力につい ても同様にあらか じめ決 めた形式

しか対処で きない作 り付 けの プログラムではな く,パ ラメータに よって運

用的 に柔軟に変更で き,そ の パター ンも汎用性が考慮 された形式であれ ば,

こうい った要求の一部 は迅速 に簡単に対処で きるであろ う。

自つ か ら開発 しな くて も,メ ーカや ソフ トウェアハ ウスにて開発 され流

通 され てい る ソフ トウェアを活用す ることによ っても同様 の効果が得 られ

るであろ う。

汎用性や簡易性 を追 い求めた場合,汎 用的な機能の分析 の難か しさや,

開発工数の増加が考 えられ るが,そ の必要性や メ リッ トを十分 に説 明 し,

開発部門や利用部門の理解を得なければ な.らない。

特に,過 去の事例や,汎 用性 に対す る要求は運用老の立場で整理 し,か

つ説得性 のある資料 を用意 しなければ な らない。1

3.5.2運 用効 率 化 へ の 方 策

ソ フ トウ ェア運 用 の うち,特 に コ ンピ ュー タ側 か らみ た,運 用 の効 率 化,

省 力化 対策 につ い て考 えてみ た 。

具体 的 に は,運 用 の 標 準 化 ・統 一化,運 用 の 自動 化,運 用 の 無 人 化,そ し

て,運 用 上 の 各種 情 報 を記 録 ・分 析す る こ との 重 要 性 につ い て述 べ てい る。

これ らの 方 策 は,図 表3-4に 表 わ した よ うに段 階 を追 って進 めて い くこ

とが 望 ま しい 。

図表3-4運 用 効 率化 へ の ア プ ローチ

運用の
無人化
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(1)運 用実績 の管理 と反映

運用の効率化を図るための基礎 データを集 め る必要 がある。特に運用状況

の継続的 な監視 と記録,各 資源の利用度,利 用者の特性 な ど,広 範 囲に,

詳 細か つ信頼性 の高い デー タを収集 したい。

これ らのデ ータを整理 し分析す ることに よって,運 用方式か ら,シ ステ

ム自体,ソ フ トウェア内部の問題まで,運 用効率 を妨 げている要因を根 こ

そぎ洗い出 し,か つその改善策を講 じた り,他 部門へ提言す ることができ

る。

(2)運 用の標 準化 ・統 一化

運用効率化のためには,方 策が決 まってい た としても,利 用者や開発部

門に対 して説得力のあ る説 明が 必要 で あ る(通 常,こ れ らの部門 とは,

表面的 な利害 が相反す る関係にな りやす い)。

また,シ ステムや運用 ソフ トウェアが持 つ機能 を十分 に理解 し,効 果的

な運用 をす るには,一 般的な知識だけではま った く不充分である。広 い分

野 に渡 っての,高 度 でかつ勝れた知識 と能力 を有 した運用担 当者が求め ら

れ てい る。

しか し,こ のよ うな要員は,移 動 しやす く,ま た養成す るにも時間 ・経

験 と費 用が かかる。

そ こで,運 用要 員の技能 に依存す ることな く,質 に左右 されずに均一 な

運用サ ー ビスと効果 を保証 され るよ うに しなければ ならない。

そのためには,ド キ ュメン トの統一化,運 用作業 の標準化を図ることで

ある。

標準化 ・統一化のね らいは以下の点にあ り,運 用だけでな く開発か ら運

用保守 まで広 く効果的である。

① 保守 の安易化

② 運営管理上 の効果

③ ソフ トウ ェア開発期間の短縮

④ ソフ トウ ェア信頼性の向上

⑤ ソフ トウ ェアに対す る理解 と認識 レベルの統一

⑥ 教育期 間の短縮

(3)自 動化 ・省 力化 の推進

先に述べ た,標 準化 ・統一化 については,あ くまで も取 り決め,ド キ ュ
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メ ン ト上の記 述であ り,個 人の受 け止め方 によって差が生 じて くる。 この

問題 を解 決す るため,方 式論や ツールの導入を図ることにな る。

特 に運 用に対す るツールでは,自 動化機能 が中心で あ り,こ れ によ って

標準化 され統一化 された利用者サ ー ビスと運用が行われ る。

① 利用者 プ ログラム/ジ ・ブ情報の管理 フ ァイルか らの取 り出 し

② ジ ョブスケジ ュー リングの 自動化

③ コ ンピュータ運転 の自動化

④ 運 用実績 と予定 の管理 と通知

⑤ 処理結果の分類 と配布

⑥ 媒 体,格 納棚,消 耗品の管理

⑦ ソフ トウェア資産の管理

⑧ 各種管理情報の 自動収集 と記録

⑨ ジ ・ブ,プ ログラムのパ ター ン化 と自動生成

⑩ システムサ ービス状況の 自動把握 と通知

(4)無 人化の推進

無人運転実現 のた めには,先 の標準化,統 一化の定着,自 動化で の運用

内容の把 握 と分析が十分であることと,利 用者 プ ログラムや システム制御

プログラムでの配慮,そ して設備関係に も改造が必要 とな る。

無人化を指向す るには,以 下 の点が基本的な条件 となる。

① 操 作員の介 入が 不要であること。 また プログラム自体の品質が十 分保

証で きる内容であ り,障 害発生 に対 しても十分な対策が なされ てい る

② ハ ー ドウ ェアや基 本 ソフ トウェアについて も品質が保証で きる

③ 緊急事態発生 の検 出機構 と発生時の対応処置機能を有 している こと

④ 無人運転 を行 うパ ッケージが利用で きること

⑤ 基本 ソフ トウェア,ハ ー ドウェア,施 設面 において対応す る機能,装

置 な どの導入 ・改 良が可能である こと

㈲ 自動/無 人運用 ツール

自動/無 人運用 ツールを 自社で開発す る ケースも多いが,最 近では市販

され てい るツールに も適用性が高 く,ま た,ハ ー ドウェアや オペ レーテ ィン

グシステム との連携 もよく取 られた ものがあるため,多 額 の費用をかけ て

開発 しな くても済む。 図表3-5に 代表 的な ツールについて紹介す る。
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図表3-5自 動/無 人 運 転 用 パ ッケー ジ一 覧表

分類 パ ッ ケ ー ジ 名 提 供/販 売等 の 会 社 名

FIPS 日 本 電 気 ㈱
自運

動用 HOPSSO ㈱ 日 立 製 作 所

連管 RECS 日 本 ユ ニ パ ッ ク ㈱

転理

用用
TASS 富 士 通 ㈱

ソ ツ A-AUTO ㈱ ソ フ ト ウ ェア ・エ ー ジ ・オ ブ ・フ ァ ー イ ー ス ト

|| DSS ㈱ 協 栄 計 算 セ ン タ
ノレノレ

CS2 ㈱ デ ー タ エ レ ク ト ロ ニ ク ス

無 監

人 税

AOS

AOF

日 本 電 気 ㈱

富 士 通 ㈱
運 用

転 ソ

、し

AOM

AUTOZAP

㈱ 日 立 製 作 所

三 菱 電 機 ㈱

3.5.3外 部 資 源 の活 用

要 員 不足,費 用,ロ ーテ ー シ ョン問 題,そ して 労働 条件 な どの 問題 を解 消

させ るた め,外 部 の ソフ トウ ェア会 社 か らサ ー ビスを受 け て い る ケ ースが 多

い 。 ア ンケー トか らで も,コ ンピ ュ ー タ部 内で は73.3%,運 用 部 門 に 限 って

も63.6%の 企 業 が 外 部要 員 を活 用 してい る。

また,外 部 資 源 と して は.要 員 だ け で な く,ソ フ トウ ェア 自体 も対 象 と し

て考 慮 した い。 プ ロ グラ ム を作 らな け れ ば,保 守 も不要 とな るわ け で,信 頼

性 と汎 用 性 の 高い ソ フ トウ ェアを 積 極 的 に導 入 す る こ と も運 用の 効 率 化 に 役

立 つ 。

(1)外 部 要 員 の活 用

シス テ ムの 運 用 にお い て,問 題 と な りやす い点 の一 つ と して,要 員 不 足

が あ る。

要 員 不足 を解 決す る た め に,現 状 の多 くは,直 接外 部 にそ の 不 足 してい

る部 分 を補 充 す る こ とを行 って い る が,メ リッ トの裏 に,多 くの 問 題点 を

抱 えてい る こ と も忘 れ て は な らない 。

(メ リッ ト)

① 要 員 不 足 の解 消

② 運 用 経 費 の軽 減
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③ ジ ョブ ローテーシ ョン問題か ら離れ る

④ 要員の固定化,専 任化によ り,運 用技術が 向上す る

⑤ 障害時,異 常時の対応に も経験 と技術 に裏付 けされた信頼性が ある

⑥ 処理の ピー ク時や時間外な ど労働条件 の悪化 にも対応 が とれる

(デ メ リッ ト)

① 機密保護i対策 に特別注意を払わ なければ な らない

② 運用技術が社内 に蓄積 されない

③ 担 当者が止 めたとき混乱 が生 じる

④ 管理体制が不 明確 になる

⑤ 運 用担 当者 は,全 社的視野や他部門 まで も考慮 した行動は とらない

② 外部 ソフ トウェアの活用

外部 で開発 され た ソフ トウェアパ ッケージを活用す ることは,シ ステム

開発や保守作業 におい て大 きな効果が得 られ るが,運 用 に際 して も同様 に

効果的な手段で ある。

しか し,こ の場合,む やみに流用す るのでは利 用者 の理解が得 られず,

改造要 求や機能追加 の要求 を出 され て,結 局新規 開発す ることにな ってし

ま う。

ソフ トウェアの流通 を高めることの重要性が 叫けばれ てきていなが ら,

い ま一歩活発化 しない理 由の多 くが,要 求 してい る仕様 に合わ ない(若 干

である ことが多い)と か,最 適化す るた めの改 造要求や ソース コー ドの公

開が許 され ない とい った点で ある。

この問題 は重要 であ り,双 方に とっても安易に妥協 できる問題ではない

が,今 日のバ ック ログ拡大,要 員不足,保 守工 数の増大 を考 えた場合,あ

る程度の使 いず らさ,手 間の増加,出 力様式の不満な どが許容で きる範 囲

であ るか,ソ フ トウェアパ ッケージの活用に よ って得 られる効果の程 度は

どうかを真 剣 に,か つ積極的に検討すべ きである。

一方,提 供す る側(社 内部 門間で もソフ トウ ェアの流用は良 くあるため,

すべ ての ソフ トウ ェア開発では,提 供す る立場 にな りうる)に おいて も,

特定の システム中心 にまず考 え,そ こに汎用性 を加味 したや り方 で開発 さ

れた ソフ トウ ェアを流通化す るのではな く,設 計 当初か ら,流 通性 を十分

に検討 し,汎 用性 ・柔軟性 を高める機能を余分 に加 えた ソフ トウェア開発

をす るべ きで ある。そ のため,開 発工数,期 間の増加や,対 象 システムに
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最適化 され ていない ソフ トウェアに見 えた として も,不 満 を持つ利用者の

理解を求める努力 と説得,そ して決断 をしなければ な らない。

3.5.4開 発段 階で の 運 用 効 率 化 対 策

これ まで 述べ て き た シ ステ ム運 用 の効 率 化 対策 は,運 用 部 門 で 処 理 で き

る方 策 が 主 で あ ったが,シ ス テ ム 開 発 段 階 で 考 慮 し て お くこ とに よ り,運

用効 率 化 に 大 き く寄 与 す る対 策 も多 くあ る。

こ こで は,そ れ らに つ い て特 に効 果 的 で あ り,こ れ か らの ソ フ トウ ェ ア開

発 段 階 で是 非 と も検 討 して ほ しい 項 目につ い て説 明す る。

(1)ド キ ュメ ンテ ー シ ョ ン

シス テ ム開発 時 点 で は,ソ フ トウ ェア関 係 の ドキ ュメ ン トだ けで な く,

運 用関 係 の ドキ ュメ ン トにつ い て も用 意 され る よ うに した い 。

通常 の運 用 マ ニ ュア ルや操 作 マ ニ ュアル だ け で な く,緊 急 時 マ ニ ュアル,

障 害時 マ ニ ュアル,復 旧や バ ッ クア ップ用 マ ニ ュ アル な どの ドキ ュ メ ン ト

を体 系 付 け て作 成 す べ き で あ る。

(2)デ ー タ中心 型 シ ス テ ムの構 築

今 まで は,処 理(プ ロセス)中 心 で あ り,プ ロ グ ラ ム中心 で あ った シ ステ

ムの 開 発 方法 を,改 め る動 きが 活 発 に な って きて い る。

それ は,デ ー タ中心 型 の シス テ ム開発 と称 し,デ ー タベ ー スを中 核 と し

て,デ ー タの構 造 や 関 連性,デ ー タの利 用/管 理 の 面 か ら シ ステ ムを 構築

してい く方 法 で あ り,特 に 大規 模 な シ ステ ムで は,従 来 シ ス テ ムを壊 わ し

て まで 推 進 しな け れ ば な らな い状 況 に きてい る。

この デ ー タ中 心 型 シ ス テ ムの運 用 に際 して は,運 用 部 門 に対 して重 要 な

役 割 りが 課 せ られ て い る(デ ー タ管 理 情報 の充 実,サ ー ビス性 の チ ェ ッ

ク,情 報 構 造 の 変 化 へ の対 応,実 績把 握 と評価,予 測,各 種 要 求へ の対 応

な ど)。

これ で は,運 用 の効 率化 ど ころか,負 荷 拡 大 にな って しま うが,こ の項

で強 調 した い点 は,直 接 的 な運 用維 持 作業 の効 率 化 で は な く,シ ステ ム全

体 の運 用 が 効果 的 に 行 わ れ る こ とを重 要 視 しな けれ ば な らな い 。 この ケ ー

スで も,デ ー タ中 心 型 シ ス テ ムで は,シ ステ ムの運 用が 大 変 重 要 に な る こ

とか ら,運 用 部 門 や 運 用 担 当者 の モチ ベ ー シ ョ ンや地 位 向上 に役 立 ち,ど

ち らか とい えば 軽 視 され て きた部 分 へ の 見直 しに よ って 意識 の 高揚,ス キ
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ルの向上,そ れが ミスの減少や効 率化意欲の高 ま りとな って反映す ことも

期待で きる。

(3)標 準化

運用に際 して,各 システム間の運 用システムに統一性 がなか った場 合,

利用者や 開発者が想像す る以上 に問題 となる。

利用者や 開発担 当者は,一 部 のシステムに対 してのみ担 当す るこ とが普

通であ るため,他 の システムとの共通性や相違 はほ とん ど気 にな らない。

システム開発に際 しては,運 用 シ ス テ ムで,特 に他 システム との統一

性,関 連性 をふ まえた開発 が行われ なければ な らない。

そ して,運 用部門 も,積 極的 に意見や要望 を出す必要が ある。

(4)汎 用化 ・流用化の推進

"3
.5.1利 用者部門の活用"で も述べたよ うに,シ ステム開発 時に汎

用性,流 用性について十 分な検討 と,積 極的 な取 り組みが行われ ることに

よって,運 用段階での効率化 にも結びついて くる。

㈲ 簡易言語,エ ン ドユ ーザ言語の活用

システムの運用 に当 って,対 象 プ ログラムを調べ た り,内 容 を解折す る

ことは,保 守部門はもちろん,運 用部門でも良 く要求 される作業 であ る

(利 用者か らの問合せ,相 談,ト ラブル時の処置依頼 など)。

この場合,そ の都度保守担 当や開発担 当者へ依頼 してい るよ うでは スム

ーズな運用はできても
,利 用者か らの信頼は薄れて しまう。

このための努 力は別 に して,ソ フ トウェア自体 が簡易言語や エ ン ドユ ー

ザ言語で記述 され ていた とした ら,利 用者 自身で解決で きる ケース も多い

と思われ ることと,運 用担当者に とって も対応 しやすい システ ムにな って

い ることであろ う。

(6)入 力 ・出力方式の改善

運用 システムの入力/出 力方式については,利 用者に とって最善 の方式

が とられてい なければ な らないが,運 用 に際 して も効率的な方法 を取 り入

れ るように したい。

例 えば,

① カー ドレス

② ペ ーパ レス

③ 大 容量 の ファイル を用意 し,磁 気 テープな どのハ ン ドリング削減
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④ オ ー プ ン入 出 力 方 式 に よ る利 用 者 直接 操 作

⑤ オ ー トカ ッ タ

⑥ メー ル機 能

・⑦ ス プー リン グ機 能 に よ る入 出力 方 式 の 改 善(オ フ ライ ンに よる デ ー タ

入 力修 正 可,デ ー タの 一 元管 理,装 置 専 有 時 間 短縮 な ど)

(7)コ ー ドの 統－

t¶(2)
,デ ー タ中 心型 シス テ ムの開 発"で も重 要 な テ ーマ に な るはず で あ

るが,コ ー ドの 統一 は,小 規 模 な シ ステ ム開 発 に おい て も検 討 をお ろ そか

にす る こ とは で き ない 。

コ ー ドの 設 計 で は,一 面 的 な検 討 だ け で な く,他 シス テ ムや 今後 開発 が

予 測 され る シ ス テ ム に対 して も考 慮 に入 れ た設 計 が必 要 で あ る。

一 旦
,コ ー ドが くい 違 った まま シ ス テ ムの 運 用 が 開始 され た 場合,デ ー

タの 利活 用 は もち ろん,シ ス テ ムの結 合 の 必 要 が 生 じた場 合,コ ー ドの 統

一 の た め の 適合 化 作業 や ,ソ フ トウ ェアや デ ー タの 修 正作 業 は 想像 以 上 に

大 き な工数 と問 題 を表 面化 させ る。
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4.ソ フ トウ ェ ア 保 守

アンケ ー ト調査結果によれば,SEお よび プ ログラマは平均54%の 工数 を保

守 にあててい る。 コンピュータ部門 が抱 えるバ ック ログは年々増加の一途をた ど

ってお り,今 後保守の重要性 はます ます高 まるもの と予想 され るが,保 守の体制

や手続,保 守 を考慮 した開発,な どについ てまだ不十分 なところが多い。

この章では,は じめに保守の基本的概念 にふれ,保 守管理の基本事項の説 明を

してか ら,応 急/日 常保守作業の管理 を説 明す る。そのあと外注開発す る場合の

留意点,そ して保守に関す る技術 とツールにふれ る。

4
・

4

・

ソ フ トウ ェ ア 保 守 の 基 本 的 な 概 念

.1保 守 の タ イ プ

ソ フ ト ウ ェ ア は 開 発 さ れ て か ら 廃 棄 さ れ る ま で い ろ い ろ な 変 更 を 加 え ら れ

る 。 そ の 全 て の 変 更 を 保 守(メ ン テ ナ ン ス)と い う。

保 守 を す る に は そ の タ イ プ を 識 別 す る こ と が ま ず 大 切 で あ る 。 保 守 す る 対

象,保 守 の 理 由,お よ び 保 守 の タ イ ミ ン グ(時 間)に よ っ て つ ぎ の よ う に 分

類 で き る 。,、

(1)対 象 に よ る 分 類

・ デ ー タ/プ ロ グ ラ ム 保 守(data/programmaintenance)

・ ドキ ュ メ ン ト保 守(documentfilemaintenance)

・ シ ス テ ム 保 守(systemsmaintenance)

(2)理 由 に よ る 分 類

・修 理 保 守(COrreCtiVemaintenanCe)

・適 応 保 守(adaptivemaintenance)

・完 全 化 保 守(perfectivemaintenance)

(3)時 間 に よ る 分 類L

・計 画 保 守(scheduledmaintenance)

・予 防 保 守(preventivemaintenance)

・応 急 保 守(emergencymaintenance)

・遅 れ 保 守(deferredmaintenance)

つ ぎ に 簡 単 に 説 明 す る 。
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(1)対 象に よる分類

① デ ータ/プ ログラム保守

デ ータ(フ ァイルや デ ータベ ース)や プ ログラムを変 更す る場合であ

る。

② ドキ ュメ ン ト保守

ソフ トウェアに関連す る仕様書,設 計書やユ ーザ用 マニ ュアルな どの

ドキ ュメン トを変更す る場合で,デ ータや プログラムの変更 に伴 って行

われ る。

③ システ ム保守

操 作方法,運 用手続 な ど,シ ステム全体に関わ る変 更である。

(2)理 由に よる分類

① 修理保守

システムを運用す る うえで検 出 されたさまざまなエラーを修 正す るこ

とをい う。

② 適応保守

コンピュータのハ ・一ドウ ェアや オペ レーテ ィングシステムの急速な変

化,あ るいは応用 ソフ トウェアが最初 に開発 された ときか らの システム

環境の変化に適応す るための変更作業で ある。

③ 完全化保守

応用 ソフ トウェアが使われ るにつれて,新 しい要求や機能の変更,シ

ステ ム全体 についての改善要求 な どが ユーザから提 出され る。 これを満

たす変更作業 をさす。

(3)時 間に よる分類

① 計画保守

予定 された期 日に計画的に ソフ トウェアの変更を行 う場合 であ る。

② 予防保守

将 来保守が容易になるよ うに,信 頼性を高めるために,あ るいは将来

の改善を見込 して ソフ トウェアを変更す る場 合で ある。

③ 応急保守

システム運 用中 に発生 す るエ ラ ーに対 し,特 に応急 処置 を必 要 とす る

場合 に行われ る変更で ある。

④ 遅れ保守
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ソフ トウェアの変更が必要であるけれ ども,急 がない場合 あ るいは コ

ンピュータ資源が直 ちに十分に利用で きない場合に,後 で変更 を行 うこ

とである。

なお,ア ンケー ト調査では理 由に よる分類の保守の種類 をきいてみ たが,

完全化保守が過半数 を占め,そ の他修理保守 と適応保守がそれぞれ2割 であ

った。

4.|.2ソ フ トウ ェア の保 守 性

ソフ トウェ アの保 守 性 とは,保 守 が 容 易 にで き るよ
.うに 考慮 され てい るか

ど うか を さす。Boehmに よれ ば ソフ トウ ェアの 品質 は 図表4-1の よ うな

一種 の階 層 構 造 を な して い る。

図表4-1ソ フ トウ ェ アの 品 質特 性(Boehnt)

構造性

簡潔性

明瞭性

拡張性
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これによれば,保 守容易性 を持つ ソフ トウェアは,理 解の しやす さ,テ ス

トの しやす さ,変 更の しやす さとい う品質性 を持つ。

さらにこれ らは,つ ぎの よ うな特性 に影響 され る。 プログラムの内外 に対

し,記 号,用 語,表 示法が統一 され矛盾がない こと(無 矛盾 性),プ ログラ

ムの動作状況 を どの程度 まで観察できるか(計 測性),機 能や装置 を選択 し

て どの程度 自由に使用で きるか(ア クセス可能性),入 出力の形式や 内容が ど

の程度使いやす く統一 されてい るか(伝 達性),プ ログラム自身が どの程度,

その 目的,仮 定条件,入 力 ・出力,要 素,改 訂版 の記号 などを一 目瞭然の形

に記述 してい るか(自 己記述性),ま た変更修 正な どが局所的にすむ ように,

プログラムの構造化 がなされてい るか(構 造性),不 要 な情報は省き,有 用

なものだけが コ ンパ ク トに納 め られてい るか(簡 潔性),プ ログラムが読み

やすいか(明 瞭性),拡 張 しやすいか(拡 張性)な どである。

ソフ トウェアの保守を論 じる場合にはこれだけでは十分でない。たとえば

ドキ ュメ ン ドか らの観点 も必要で ある。 ここでは宮本が提 唱 してい る要求仕

様書の品質尺 度 モデル を図表4-2に 示す。
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図表4-2要 求仕様 書の品質尺 度(宮 本)

要求仕様

品質

これ らの特性の うち,重 要 な もの をつぎに説 明す る。

(1)実 現 可能性

要 求仕様 に対 し,少 くとも1つ 以上の設計代替案があ りうるとき,実 現

可能性 がある とい う。解析的実現可能性(仕 様を満足す るアル ゴ リズムが

存在す る)と,実 際的実現可能性(処 理時間的に可能 なアル ゴリズム,デ

ー タ ・プ ロセ ッサ,ソ フ トウェア設計があるか)と がある。

② 必要性

仕様 書に記述 されてい る要 求項 目は,も とも との原始要求の 目的に一致

してい なけれ ぼな らない。各仕様が原始 目的 に寄与 してい るとき,そ の仕
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様 は必要性 にもとず いてい るとい う。

(3)追 跡可能性

仕様の各部分 が,も ともとの原始要求か らの関係や,仕 様 に記述 された

要 求項 目への関係を追跡で きるよ うにな っていれば,要 求の全体像や関連

の把握,さ ま ざまなチェ ックな どが しやすい。

(4)形 式性

仕様 に形式性がある ことは,意 図 された事柄が正 しく表現 され てい るこ

と(正 当性)と 密接 に関係 してい る。不正な記述は多 くの場合,自 然言語

の ような非形式的言語を使 うことによ って もた らされる。 システム開発,

保守 のもと とな る要求仕様は,正 確 な情報伝達 のために形式性 を持たねば

な らない。 テス ト容易性や 自動処理性 にと って も必要で ある。

(5)設 計 との独立性

要求定 義は特定の設計案を導 くもの であ ってはな らない。 問題 を記述す

る際,最 適な解決案を選択で きる余地 を残すために,解 決案 とは独立 であ

るべ きである。

(6)適 応性

要求仕 様 自体,適 応性が高 くなければな らない。つま り,仕 様 自体設計

と独立 してお り,モ ジュラ リティが備わ っていること,さ らに,シ ステム

機 能の他 に性能 信頼性,保 守性,融 通性な ども記述 され てい ることが必

要 である。

(7)自 動 処理性

仕様の記述,検 証を助 け るのに,ど の程度機械処理で きるか,と い うこ

とで ある。

(8)拡 張性

要求仕様が どの程度容易 に拡張で きるか,と い う性質で ある。 ソフ トウ

ェアの ライ フサ イクルが長い場 合,当 初の要 求仕様が拡張変更 され ること

はよ くあ り,こ の ような場合に拡張が容易にできる必要が ある。

4.2ソ フ トウ ェア 保 守 管理 の 基 本

4.2.1保 守 の方 針

ソフ トウ ェアの 保守 を効 率 よ く行 うた め には,コ ン ピ ュー タ部 門 と して ソ

フ トウ ェ ア保 守 に対 す る方 針 を 明確 に して おか ね ば な らない。 ア ンケ ー ト調
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査では,過 半数の部門で保守に関す る方針が あ り,管 理者はその実施 に努力

してい る実態がみ られ る。

保守作業上の方針は管理者 レベルを中心 として 作られ,保 守全体 を作業担

当者,担 当部署,関 係文書,手 続 き,技 法,ツ ール,設 備な どの観点か ら規

制 し,方 向づけ る。方針作 りのための基準 として,つ ぎの ような項 目があげ

られ る。

(1)保 守 の容易 な ソフ トウェアを開発す るよ うな方 向づ けをす る こと

(2)保 守 作業 を支援す るために コンピュータ運用の手続 きを設 ける こと

(3)ソ フ トウェアの変更要求を承認す るか却下す るか判断する基準が あるこ

と

(4)複 数 の応用 ソフ トウェアに共通 なエ ラーが発生 しない ように,情 報 の提

供 を行 うもので あること

(5)徹 底 した テス トを強制す るものであること

⑥ 保守 の際に必要 な文書の標準化を指示す るもの であること

⑦ ユ ーザ との関 係を重視 した ものであること

(8)方 針 の実施 にあた って上位管理者の強力な支援が得 られ る ものであるこ

と

(9)保 守の作業 におい ては,新 システムの開発に必要 な能力 と同等かそれ以

上の能力が必要 とされ ることを明示 していること

⑩ 保守作業遂行 の業績 に対 し,新 システム開発 と同等かそれ以上の評価

(給 与上の報酬 な ど)を 保証す るものであること

従来,保 守は開発 よ りや さしい仕事で あると考 えられ てきた。 あま り計画

的 でな くて もよ く,専 門的知識や技術 もそれほ ど必要 でな く,管 理者の指示

も重 要 で は な い と思 わ れて きた。 したが って,保 守 は 「新入社員の仕事」

とい う通念が あった。 しか し,現 在は新規の開発 に比べ て保守の 占める割合

は大き く,開 発 よ りも面倒 な保守の仕事 はめず らしくない。実際,保 守を行

うには システムの全体 にわた って深 く突 っ込んで調べ なければ な らず,最 初

の開発者 の考 え方 を十分 に理解 した うえで システムの再構成を しなければ な

らない。 その よ うな意味で,保 守は 「専門家の仕事」 と考 えるべ きである。

4.2.2現 状分析 の方法

保守の作業 を管理 し,体 系的な保守 を行 うためには,保 守の現状を知 らね
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ばな らない。つま り,コ ン ピュータ部門における保守の現状 を知 り,そ の う

えで保守の方針 を定め,後 で詳 しく説 明す る体系的 な保守 を目指すべ きであ

る。

現状分析は 図表4-3の ように5つ の ステ ップか ら成 ってい る。

図 表4-3現 状 分 析 の ス テ ッ プ

1分 析 方 法 の 検 討1
1

シス テム ・エ ンジニ ア/プ ログ ラマ
へ の通知

i

1デ ー タ の 収 集1

1
1デ ー タ の 分 析1

1
1と る べ き 対 応 策 の 決 定1

それ ぞれ の ス テ ッ プを以 下 に述 べ る。

(1)分 析 方 法 の 検 討

一 般 的 に ソ フ トウェ ア保 守 にみ られ る問題 と,そ の うち個 々の コ ンピュ

ー タ部 門 で 特 に 困 って い る問題 とを調 べ て ,分 析 の対 象 を絞 る。 た とえば,

ドキ ュメ ンテ ー シ ョンの 問 題,プ ログ ラ ミング言語 の問 題,コ ーデ ィ ング

基準 の 問 題,要 員 の 問 題,管 理 の問 題,技 術 の問 題 な どが あげ られ る。

(2)シ ス テ ム エ ンジ ニ ア/プ ログ ラマへ の通 知

信 頼性 の あ る情 報 を 得 る た めに,保 守 の 担 当 者 の理 解 と協 力 を得 な けれ

ば な らない 。 理 解 して も ら う点 と して,

① ソフ トウ ェ ア保 守 に多 くの 設 備 ・資 源 を費 してい る こ と

② 非 体 系 的 な 保 守 作 業 は,シ ス テ ム エ ンジニ ア/プ ロ グラマ に 無理 や 無

駄 を もた ら して い る こ と

③ エ ン ドユ ーザか らよ りよい保 守 の 強 い 要望 が あ る こ と

④ 保 守作 業 に用 い る ツ ール ・技 術 や 手続 きに ま だ ま だ 改善 の 余 地 が あ る

こ と

⑤ コ ンピ ュ ー タ部 門 と して,保 守 作業 を改 善 した い と望 んで い る こ と
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⑥ 保守作業の担 当者か ら,エ ン ドユ ーザのサ ー ビ入 レベルを維持 しなが

ら,保 守 をや りやす くす るための提案 を期待 している こと ・

⑦ 保守の現状を改善す るために,現 状の正確 な情報 が必要 なこ と

⑧ 実際の保守担当者で あるシステムエ ンジニア/プ ログラマのみが信頼

のおけるデータを提供 しえる こと

⑨ 結果的には各個人の保守作業環境 を改善す るための定量 的デ ータと共

に,各 個人の協力が必要である こと

⑩ デ ータ収集はで きるだけ短 時間で簡単に実施 したい こ と

⑪ 集 め られたデ ータは保 守環境の改善 にのみ使用 し,人 事考課 には用い

ない こと

な どがあ る。

(3)デ ータの収集

実際の データの収集にあた っては,定 型化 された標準 フォーマ ッ トが あ

れば よい。 これ には ワープ ロな どの コンピュータの文書 ファイルを利用す

る とよい。

標準 フォーマ ッ トに記入すべ き主 な項 目としてつ ぎの よ うなものがあ る。

① 応用 ソフ トウェア名

② 変更番号

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

型;「 修理保守」,

変更名

受付 日付

変更要求 日付

運用開始 日付

保守区分;

「適応保守」,「 完全化保守」の タイ プ別

「デ ー タ/プ ログ ラ ム保 守 」,「 ドキ ュメ ン ト保 守 」,

「シス テ ム保 守 」 の 区分 と,「 計 画保 守 」,「 予 防保 守 」,「 応 急保 守 」

「遅 れ 保守 」 の 区 分

⑨ 工数(予 定 と実 績)

⑩ 変 更 要 求元;ユ ーザ の保 守 担 当 者 に限 らず 「法 的 規 制」 な ど もあ り う

る

⑪ 重要 度(プ ライ オ リテ ィ)

デ ー タ調査 票 は で き るだ け すみ や か に(翌 日な ど)集 め る。
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(4)デ ータの分 析

収集 されたデ ータは,ス テ ップ1で の分析対象に したが って分析す る。

一般 的に考 える分析 として,

① 応 用 システ ムご との保守 状況

② カテ ゴ リご との保守状況

③ 変更作業の工数 による保守状況

④ 型 ごとの保 守状況

⑤ 変更の要求元による保守 状況

⑥ 重要度に よる保守状況

⑦ 変更の重要 度 と変更作業の工数 との関係

⑧,新 規要求 と変更作業工数 との関 係

⑨ 拡張変更 と変更作業工数 との関 係

⑩ 変更数の分布

⑪ 変更 作業工数の分布

⑫ 予定工数 と実績 との比較

(5)と るべ き対応策の決定

分析結果 をもとにとるべ き対応策 を決定す る。基本的につ ぎの3つ が あ

る。

① 対応策 を とらない

現状 のままで よい と判断 され るが,当 面は修正の必要がない と判断 さ

れ る場 合。

② 詳細 な調査 を実施する

③ 変 更作業 を始 める

これ までの調査分析で問題点が 明確 に把握 され,変 更に着手す ること

が 決定 された場 合。

4.3応 急 保 守

コ ンピ ュ ータの 運 用 中 に は さま ざま な障 害 が発 生 す る。 大別 す る とハ ー ドウ

ェ アが 原 因 の もの,オ ペ レー シ ョ ンの ミス が 原 因 の もの(エ ン ドユ ーザ,オ ペ

レータ),そ して ソフ トウ ェア(OS,応 用 ソフ トウ ェア)が 原因 の もの が あ

る。

い ず れ に して もそ の と きは応 急 の 処置 を施 し,す み や か に運用 を再 開 しなけ
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れば な らない。

この節では応用 ソフ トウェアの障害 に対す る応急保守作業 について述べる。

4.3.1応 急保守 の特徴 と管理 の方針

(1)応 急保守 の特徴

応急 保守はそ の緊急性 のた めに,日 常の保守 に比べ,つ ぎの よ うな特徴

を持つ。

① 管理者やユ ーザの正式 の承認 を得ず に保守 を始 めることがあ る

② 形式的手続 を後回 しとして作業を先行 させ ることが ある

③ 障害の程度 によ ってはすべての コンピュータ運用スケジュールに優先 し

て作業 を進 めることがある

この ような緊急性 を有す る応急保守作 業については,あ らか じめ応急保

守 の対象 となる緊急性 の度合 を設定 しておかねばな らない。 これ は各企業

の運用方法 に関係 して定め られ ることだが,一 般 には 「24時 間以内」に

何 らかの処置(復 旧,回 避な ど)を す る必要 がある もの を表す こ とが多い。

(2)応 急保守のための管理方針

管理方針 には

・障害の文 書化

・設備 ・資源の優先的使用

・修正の許可

・方針 にもとず く手続きの徹底

・応急的処置か ら正式処置への移行

とい った項 目があげ られる。

以下簡単 に説 明す る。

① 障害 の文書化

緊急事態が生 じた場合は,復 旧が第一 で文書化は後回 しにされがちで

ある。 その ため,つ ぎの ような項 目につい て検討す べきである。

・保守担 当者が障害 を復旧す る前に,必 要 な文書化の範 囲

・保守管理者の レ ビュ ーの復 旧作業前 の必要性

・文書化 の 目的の 明確化

② 設備 ・資源の優先的使用

緊急性 を有す るために優 先的使用によ って復 旧を図 る。
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・応急的保守に使用可能 な設備 ・資源

・その使用基準

・不正 使用 を防 ぐ手段

・使用 のための許 可手続 き

③ 修正の許可

・許可 な しで修正作業 を開始す る範囲

・許可 を与 える者

・許可判断す る人 がいない場合の処置

・文書以外(電 話連絡 な ど)の 手続 き

④ 方針 に もとず く手続 きの徹底

・手続 きの強制の限度

・手続 きが守 られ ない場合の処置

・例外事項について

⑤ 応急 処置か ら正式 処置への 移行

応急保守はあ くまで も臨時 の処置であ り,早 め に正式処置へ移す必要

があ る。 この ときつぎの ような項 目を検討する。

・応急処置の保持手続 き

・正式処置 に移行 す るまでの仮運用期間の限定

・正式処置の検証

4.3.2応 急保 守での担当者の役割

前項で定めた方針に従い,障 害 発生の緊急事態に対処で きるよ う,コ ンピ

ュータの運用にかかわ る担 当者についてその役割 をあ らか じめ決 めてお く必

要がある。

(1)コ ンピュータ部門 の管理者の役割

:部 門の応急的保守の方針策 定

・方針の実施

・応急的保守 のための設備 ・資源の優先 的使用 に関す る管理

(2)オ ペ レータの役割

実際に コンピュータ室で オペ レーシ ョンに携れ るので,運 用 には注意が

必要で ある。通常 コンピュータ室 にはつぎの点 について記 され た障害処理

のマニュアルが整備 されてい る。
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・障害発生 時の状況 の記録

・障 害の解決 に必要 な情報(ダ ンプ リス トな ど)の 保持

(3)コ ンピュータ運用 管理者の役割

・応急保守のための関係者を召集す る

・保守 のために必 要 な情報が集 め られてい るか確認す る

・設備 ・資源の優 先的使用の許可 と管理

(4)保 守担 当者の役 割

・障害の原因の追 求

・応急的処置 作業

・応急的処置か ら正式処理への移行

(5)エ ン ドユ ーザの役 割

障害 によ って直接影響 を うけ るのはエ ン ドユ ーザである。 そのために,

・障害や 問題点の発見 に努め

障害 が復 旧 したあ とは,

・応急処置の結果の承認

を行 う。

4.3.3応 急保守の管理手続 き

管理の方針 に従 って応急保守 を遂行す るための管理手続 きを設 定 しなけれ

ば な らない。 これ は保守 を管理する文書の書式 と手順(マ ニュアル)を 設定

す ることになる。

応急保守 の管理手続 きと しては,

・関係者への連絡

・OS特 権命令の使用

・デ ータ保持

・障害の記録

・承認手続 き

・作業 コン トロール

・応急的処置 か ら正式処置への移行

な どを含む。

(1)関 係者への連絡

あ らか じめ障害 の発生 にそな えて,関 係者への連絡 ・召集体制 を整 えて
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お く必要 がある。 これ は応用 システ ム毎に作成 され,関 係者へ連絡する緊

急度合の条件,連 絡 先(シ ステ ム保守担 当,エ ン ドユ ーザ,メ ーカ,ソ フ

トウェアハ ウス)の リス トと連絡体 制などがわか るようにな っていなけれ

ば な らない。

(2)OS特 権命令 の使用

OSに は特別 な場 合に対処で きるよ うに,機 械語 レベルの変更機能,パ

ス ワー ド制御の変 更,シ ステム起動 ・停止 ・再開,な どについ て特権命令

を持 ってい る。 しか し使い方 を一歩誤る と重大 な事態 となるため,そ の使

用 には細心 の注意 が必要 である。 ここでは,使 用のための許可条件,使 用

可能者,使 用機 能の範囲,使 用許可手続,使 用記録,な どに関 して基準 を

作成 してお く必要 が ある。

(3)デ ータ保持

コンピュータ室 の オペ レータは,障 害発生 にそな えて あらか じめ とるべ

き手段 について十分 に教育 ・訓練 されているはずで ある。後の プログラム

の デバ ッグのための基礎資料 として,障 害発生時の さまざまな データを保

持 し収集 しておか ねば な らない。 そのために データ保持の チェ ック リス ト

を作成 してお くとよいだろ う。

④ 障害 の記録

障害が発生 した場 合,定 め られた書式 に従 って障 害の状況 を記録 してお

く必要が ある。 記録 すべ き項 目と しては,状 況の記録 として,

・システム名

・発生年月 日

・障害発生 内容

・障害 の影 響度

な どを記録 し,復 旧のための処置 として,

・応急処置に要す る時間 と資源の推定 ∴

・応急 処置の リス ク

・今後の運用へ の提案

な どを含む。

(5)承 認手続 き

障害 を記録 した調査票 をもとに,実 際に修正す るか どうかの判断が下 さ

れる。 もちろん さ らに詳細 な分析 を必要 とす る場 合 もあろ う。
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(6)作 業 コ ン トロール

応急 的保守 の管理上大切なのは,

・承認 済み 変更作業 の監視

・未承認 変更の禁止

である。 前者につ いては,作 業に連番 をふ って識別 し,作 業 を監視すれば

よい。後者につい ては ささい な変更 と担当者がみ な してい る場 合などに承

認 されてない変更を行 うことがある。 これを禁止す るために管理方針 の徹

底 を図 る必要がある。

(7)応 急的処置か ら正式処 置への移行

応急保守は あ くまで も一時的な ものである。そ のままに してお くともと

の システムは次第にゆがんだ形に変形 され,ま す ます保守 しに くい もの と

な って しま う。従 って応 急処置のあ と必 らず正式 処置の要求 を起 こす よう

に しておけば よい。

4.4日 常保 守 の 管 理

4.4.1ソ フ トウ ェ ア保 守 の ライ フサイ クル

ソフ トウェ ア開 発 に お け る ライ フサ イ クル とい う考 え方 は よ く知 られ て い

る。

「ソ フ トウ ェア 開発 ・運 用 の 高 度化 ・効率 化 方 法 に関す る調査 研 究報 告 書

(1)一 開発 計 画」((財)日 本 情報 処 理 開発 協 会,昭 和59年3月)で は 図 表

4-4の よ うに な って い るo

1図 表4-4ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 ラ イ フ サ イ ク ル

要 求 定 義 段 階

1

1設 言+段 階'

1

プ ・ グ … グ 段 階1

1

1テ ス ・ 段 階1
1

運 用 ・ 保 守 段 階
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この ライ フサ イ クルの基本的な考 え方は,ソ フ トウェアの特徴である不可

視性 をいか に して可視性のあ るものに して品質や進捗状況 を管 理す るかにあ

る。 つま りソフ トウェアを開発す る段階をい くつかの工程に分 け,各 工程 の

作 業のア ウ トプッ トと しての ドキ ュメ ン トを作成 して開発 作業 の確実な進捗

を管理するのに利 用 している。

ソフ トウェアの保守 で もライ フサイ クルの考 え方を と り入れ て,図 表4-

,5の よ うに5つ の段階に分 けることがで きる
。

図表4-5ソ フ トウェ ア保 守 ライ フサ イ クル

ア ンケー ト調査 による と,保 守の ライフサイ クル とい う概念 はほ とん ど使

われていないが,こ の よ うな工程に分 けて管理す る ことが大切であ る。

つ ぎに,各 段階 を簡単 に説 明する。

(1)変 更要求定義

ソフ トウェアの保守要求 を型 ごとに記録す る段階 である。 また実際 に変

更するか どうかや,変 更の工数見積 り,作 業す る担 当者 などをきめる。

(2)変 更要求分析

変更要求 を詳細 に分析 し,コ ス ト効果な どを考慮 して,変 更作業 を実際

に進めるか どうか決定す る。

(3)再 設計 ・再 コーディ ング

変更のため に再設計 ・再 コーデ ィングを行 う。

(4)テ ス ト

変 更が正 しく実施 され たこと,シ ステムは正確 に機能す ることな どをテ

ス トす る。 また変更 に伴 って運用手続 きにも変 更が ある場合 にはユ ーザ に
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対 す る再 トレーニ ングが 行 わ れ る。

(5)運 用

変 更 され た ソフ トウ ェ アを 正 式 の運 用 に 移 し,新 た な問 題 が 生 じない よ

うに監 視 す る。

以 下,各 段 階 で と くに詳 し く述 べ る。

4.4.2変 更要 求定 義

この 段 階 の 作業 の 流 れ を図示 す る と,図 表4-6の よ うに4つ の ス テ ッフ

か ら成 る。

図表4-6変 更 要 求定 義 の 作 業 の流 れ

変 更 ニ ー ズ の 識 別

1

変 更 ニ ー ズ の 文 書 化

1

変 更 ニ ー ズ の 分 析

1

責 任 者 の 決 定

(1)変 更 ニー ズの識 別

変 更 ニ ーズに は,エ ラ ーば か りで な く,新 規 の要 求,機 能 の拡 張 の要 求

な どが あ る。 これ らの ニ ーズ を正 確 に識 別 す る手順 を整 えて おか ね ば な ら

ない 。

変 更 ニー ズに はつ ぎ の よ うな もの が あ る。

① エ ラー

・オペ レー シ ョ ン ・エ ラ ー

・イ ンタ ー フ ェイ ス ・エ ラー

・フ ロ クフ ム ・エ ラ ー

・ア ータ ・エ ラ ー

② 新 規 要求

・入 出力 変 更

・処 理 機 能 変 更

③ 拡 張 要 求
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・機能拡 張

・操 作性 改善

・品質改善

④ 法的 ニ ーズ

・税法規 の変更

・医療関 係法規の変 更

② 変更 ニーズの文書化

変更 ニーズが識別 されたな らば,そ の ニーズが正確 に文書化 されて記録

されねぼ な らない。変更 ニーズはエ ン ドユ ーザか らばか りでな く,シ ステ

ムの担 当者か ら も起 こ りうる。 エ ン ドユーザが記述すべ き主要な項 目と し

ては,

・現 システムの問題点

・変更 ニーズ

・変更完 了期限

・プライオ リテ ィ.

な どがあ り,シ ステム担当者用 と しては,

・現 システムの問題点

・変更 ニーズ

・影響範 囲

な どがある。

③ 変 更 ニーズの分析

ここでは エ ラーの原因の分析,あ るいは新 規要 求な どに応 えるための修

正箇所 の分析 な どを行 うため,シ ステム全体 を熟 知 してい る者が行 うべ き

である。

分析作業は,図 表4-7の7段 階で実施す る とよい。
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図 表4-7変 更 ニ ーズ の分 析

1状 酬 報の収集1

既知

1

1情 報 の 整 ∋
1

@知 のニーズ・の比較〉

新規

已 規ニーズの搬 分司
1
1

1原因/徽 策の仮説の設定1
1

1仮 説 の テ ス ・1
1

1文 書 化1

① 状況情報の収集

ニ ーズに関す る情報 をで きるだけ集め る。

② 情報の整理

収集 された さま ざまな情報を整理 して,有 用な構造 を見い出す。

③ 既知 の ニ ーズ との比較

同 じよ うな変更 ニーズは過去 に発生 してい ることも多い。既知の ニー

ズを調べ ることも有効で ある。

④ 新規 ニーズの調査分析

過 去に似 たよ うな変更 ニーズがなか った場合,新 しい変更 ニーズなの

で慎 重に調査 分析 しなければならない。

⑤ 原因/解 決策の仮説の設定

考 えられ るい くつかの原因や解決策に関 し,仮 説 をたてる。、

⑥ 仮説 のテス ト

仮説 をテス トして,正 しいことを検証す る。

⑦ 文書化

調査分析の最終 結果 として,原 因や新規要 求などを実現するための修

正箇所 を文書化 してお く。

一133一



(4)責 任者の決定

変更 ニーズを正確 に効率 よ く実現す る責任者 を決定す る。

4.4.3変 更 要 求分 析 段 階

この 段階 の作 業 は 図表4-8の よ うに7つ の ス テ ップか ら成 る。

図表4-8変 更要求分 析の作業の流れ

(1)解 決策の決定

このステ ップでは,前 の段 階で示 された一応 の解決策を レビューして決

定 し,応 用 システム内の影響 範囲を文書化す る。詳 しくはつぎの4部 分 に

分け られ る。

・解決策 と影響範囲の識別

・データの変更 の文書化

・プログラムの変更の文書 化

・他の変 更の文書化

① 解決策 と影響範 囲の識別

解決策が決定 されたな らば,応 用 システムの どの部分 に影響す るか識

別す る必要が ある。 そ の た め に は 仕様 書,設 計書,マ ニ ュアルな どの

ドキ ュメ ン トを レビューす るのみ な らず,ユ ーザや オペ レータにイ ンタ
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ビューす ることも必要 である。

② データの変更 の文書化

処理 プ ロセスのみ の変更な らば影響 は小 さいが,デ ータ・(ファイルや

データベ ース)の 変 更 の場 合 影 響 範 囲 は広 い。 一 貫性,理 解性,信 頼

性 に注意 してデ ータ変更について文書化 され るべ きである。

③ プログラムの変 更の文書化

デ ータ変 更の場合 は多 くの プログラムの変更 をひきおこす 。厳密な保

守 管理 のためには 個 々の プログラムの変 更の記述 を文書化 しておかねば

な らない。

④ その他 の変 更の文書化

デ ータや プ ログラム以外に も,支 援 システムの変更や運用 手続 き(エ

ン ドユ ーザ,オ ペ レータ)の 変更な どがあ り,こ れ らの変更について も

文書 してお くことが必要である。

(2)他 シス テムへ の影響分析

変 更に ともな って,影 響す る他の応用 システム とその イ ンパ ク トを調べ

なければな らない。 直接 イ ンターフェイスを持つ システムばか りで な く,

一見無関係にみ えるシステムを注意 しなければ な らない。

影響 範囲は文書 化 して,関 連 す るシステムの担 当者 に通知す る準備 を し

てお く。

(3)変 更の通知

他の システムへ影 響す る場合は,影 響す る変更箇所 を関連 システムの担

当者 に通知す る手順 を決 めてお く必 要がある。

(4)費 用/効 果の分 析

法律 の改正に伴 う変更のように,費 用に関係 な く必ず変 更す る場合 もある

が,一 般 には変更の費用 と効果 を分析 して実際に変更す るか どうか決める

ことになる。

直接的 な費用 の削減につながる場合は効果の算定 を しやす いが,間 接的

な効果は算定がむず か しい。

(5)変 更の承認検討

実際 に変更作業 をす るか どうか の判断 を,ユ ーザの責任で行 う。

(6)代 替案 の検討

最初の解決策 が承 認 されないこ ともある。 その ときユ ーザは代替案 の提
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案を要求す る必要が あ る。

(7)作 業優先順位 の設定

承認 された変更については,ふ つ う,作 業の優 先順位 を設定す る。先着順

や,個 々の作業 を逐一検討す る方法,グ ル ープ分 けによる優 先順 位の決定

な どの設定法が考 え られ る。

4.4.4再 設計 ・再 コー デ ィン グ段 階

こ の段 階 の 作業 は つ ぎ の 図 の よ うに6つ の ステ ッ プか らな る。

図表4-9再 設 計 ・再 コ ーデ ィ ングの 作 業 の 流 れ

1 変 更 作 業 の 計 画 立 案

1

プ ロ グ ラ ム ・デ ー タ へ の ア ク セ ス

1

変 更 完 了 基 準 の 設 定

1

変 更 の 実 施

1

変 更 分 の テ .ス ト

1

変 更 の 文 書 化

この段階で留意すべ きことは,新 規 開発の ときとちが って修正の対象 とな

るシス テムが運用 され てい ることだろ う。現行の運用 が業務 に与 える影響 を

把握 し,現 行 システムで変更t'F業中の業務 をどの よ うに進 めるか,検 討 して

おかねばな らない。

(1)変 更作業の計画立案

小 さな変更作業の場合は詳 しい計画はい らない だろ うが,長 期にわた る

変更作業の場 合は詳 しい計画 を立 てる必要が ある。

(2)プ ログラム ・デ ータへの アクセス

プログラムや デ ータへは保守担当者 とい えども保守 作業の期間中のみ ア

クセスが許可 され るべ きであ る。
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(3)変 更完 了基 準の設定

変更作業が完了 したか どうか判断するための基準 をあ らか じめ定 めてお

く。基準 の内容 にはつ ぎの ような ものがある。`

① 機能 の達成

ユ ーザ要 望の機 能が達成 されてい るか。

② 波及効果の回避

変更が,変 更の対象 となっていない部分に悪 い影 響 を与 えてい ないか。

③ 負荷

特 に重い負荷の 下で正 しく稼動す るか。

④ 性能

費用/効 果 に見合 う性能が 実現 されているか。

④ 変 更の実施

この ステ ップには,詳 細なシステム設計,プ ・グラム設計,そ れに コー

デ ィ ングが含 まれ る。 このステ ップのポイ ン トはつぎの とお りであ る。

① 変更する変数 はで きるだけ少な くす る

② 共通 モジュールを変更す るときは,そ れ を呼んでい るモ ジュールを全

部調べ る

③1個 のモジ ュールのみ で使用 され る変数 を変更す る場合 は,そ のモジ

ュールで参照 され る他の変数 が変更の影響 を うけるか ど うか調べ る

④ 複数 のモジ ュールで使用 され る変数を変 更す る場合は,そ の変数 を参

照す るモジ ュールを全部調べる

⑤ 一度 に複数の変更 を実施す る場合は,変 更 の小 さいモ ジュールか ら順

に変 更 し,変 更の波及効果 をみ きわめる

(5)変 更分のテ ス ト

変 更対象に もとつ いて行 う個 々の テス トと,各 モ ジュール をシステムに

再統合す る際に行 う回帰 テス トを組み合わせて行 うのが よい。

(6)変 更の文書化

この段階で行 われ た変更は,き ちん と文書化 してお く必要が ある。

4.4.5テ ス ト段 階

この 段 階 の 作業 は 図 表4-10の よ うに5つ の ス テ ップか ら成 って い る。
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図表4-10テ ス トの作 業 の 流 れ

＼

応用システムの
再修正

こ こではユーザが 中心 となる承認 テス トが実施 され る。

(1)テ ス ト計画の作成

新規 開発の テス トとはち が って,保 守の場合 は短期 間に変更点に集中 し

てテス トを行 う。

..テス ト計画には テス トの 目的,テ ス ト方法,テ ス トに よる期待 され る結

、果 を含 む。 さらに変 更によ り,変 更 されない部分 が意 図 しなか った動 きを

しないか どう'か確認す る回帰 テス トも行われる。 さらに複数の システムに

関 係す る変 更な らば,シ ステム間のテス トも計画 しなけれぼ な らない。

(2)テ ス トデ ータの 作成

開発時に作 成 された テス トデ ータが利用で きることも多い。新規の部分

の テス トには新 しい テス トデ ータが必要 になる。 また新規開発の ときとち

が って現在の運 用環境 を利用できる場合 もある。

(3)承 認 テス トの実施

ユーザが中心 とな って実施 され,保 守チ ームはユ ーザを助け る。保守担

当者が用意す るチ ェ ック リス トに従 って,実 際 の運用環境 に近い条件の下

で テス トを実施す る。

④ 変更の承認

基本的には開発 時 と同 じ要領で ある。変更要求 に合 った システムにな っ

ていれば,承 認 され る。承認 の責任は システム担 当者でな く,主 にユーザ
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に あ る こ とを忘 れ て は な らない 。

(5)応 用 シス テ ムの再 修 正

テス トの結 果,承 認 で き ない 部 分 が あ った 場 合 は,応 用 シ ス テ ムの修 正

をや り直 し,テ ス トをや り直 す 。

4.4.6運 用 段 階

この段 階 の作 業 は 図 表4-11の よ うに6つ の ス テ ップか ら成 って い る。

図表4-11運 用の作業の流れ

変更分の
運用への取り込み

問 題 あ り か

YES

第1段 階 へ

戻 る

(1)運 用再開の計画

運用を再開す るに当 っては,一 時的 にシステムをダウンさせて新 システ

ムに移行 し,運 用 を開始す るこ とになる。 この とき,フ ァイルや データに

影響す る場合には回復の手続 きが 必要 とな る。

(2)変 更分の運用へ の取 り込み

承認 テス トに よ リユ ーザの承認 を得たな らば,正 式の運用に移 され る。

この とき変更の履歴 を応用 システ ムご とに記録 してお くことが望ま しい。

また変更の実施につい ては 口頭でな く文書で通知すべ きで ある。
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(3)旧 版 の削除

新 しい版が入れ られた ときは,古 い版は削除 されるべ きだが,新 版にい

くらかで も不安があれば,安 全のため に旧版 も しば らく保存 しておいた方

がよいだ ろ う。

(4)新 システムの稼動

新 システムは,ユ ーザや オペ レータの操 作手順の変更が あればその変更

も行われた上で稼 動を開始す る。

(5)運 用監視

新規開発の場合 と同様,稼 動直後 に問題が発生す ることが多い。 システ

ムの処理結果のチ ェ ックが しば らくは必要である。

⑥ 文書化

チ ェックの結果問題 がある場合は,文 書化 してこれ までの保守過程 の最

初に戻 る。

4.5外 注す る場合 の保守に関す る考慮点

コンピュータ部 門では,シ ステム開発段階か らさまざまな局面 で外注の活用

が図 られてい る。工数や要員 の不足,あ るいはスキル ・経験の不足か ら外注を

利 用す ることが 多い。外注の形態 には業務委託(一 括外 注)お よび外部要員が

ある。

とくに,ソ フ トウェア開発を外注 した場合 に問題 とな るのは,ソ ース プログラ

ムの保守性 と保守 に関す る契約である。

4.5.1外 注 先 に示 す コー デ ィン グ基 準

外 注 先 に ソフ トウ ェアの 開 発 を委 託 した場 合,プ ログ ラ ミングを外 注 先 の

自 由 に任 せ る と,運 用 開 始 後 に保 守 に入 ってか ら プ ログ ラム を見 て も理 解 で

きな い こ とが多 い。

従 って 各 企 業 が 独 自に コーデ ィ ング基 準 を作 って,外 注先 に遵 守 させ る こ

とが 必 要 で ある。 ア ンケ ー ト調 査 で も,外 注 先 に対 して保 守 性 を重 視 した プ

ログラ ミン グを注 文 してい る と ころ が 過 半 数 あ る。

ここでは,そ のよ うな コ ーデ ィ ン グ基 準 の 一 例(COBOLの 場 合)を 示す 。

(1)変 数 名は,そ の 物理 的 あ るい は,機 能 的 属 性 を うま く表現 した もの とす

る。
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⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

ω

02

03

(2)手 続 き名は,処 理 内容 を適切に表現 した もの とする。

(3)プ ログラムの各モジ ュールの最初 には,つ ぎの記述を行 う,見 出 しブロ

ックを含 めるこ と。

① プ ログラム名,機 能

② 作成 日,作 成者

③ 目的

④ 制限や制約

⑤ 障害発生時 の回復処理 手続 き

⑥ 修正変更の履歴

⑦ 入力 と出力

⑧ 処理方法 の説 明

⑨ 仮定,前 提条件

⑩ 当該 モジュールを呼んでいるモ ジュール,お よび呼ばれ てい るモジュ

ー ル

(4)個 別 に認識すべ き処理には,そ の 目的が 明確 になるよ うに適切 な説 明を

つける こと。

判断点 と継続す る分 岐は適切 に説 明す る。

異常終 了の条件はすべて説 明す る。

算術表現式は意味がわか るように コーディ ングす る。

1行 には1つ の代入文や実行文が書かれていること。

コメ ン ト文 の形式は全 モジュールで統一する。

あ る手続 きに制御が移 るもとの分岐がわか るよ うに コメ ン トす る。

1つ の算術式の 中に繰 り返 して,同 じ表現 を使わない こと。

繰 り返 し実行 しない命令は,ル ー プの外に書 くこと。

後で変更が予想 され る部分については,そ れが変更 され た場 合に影響 を

受 け る部分 につ い て の情 報 を書い て お く。

ω プ ログ ラ ムを修 正 した場 合 に は,い つ,だ れ が,ど の よ うな 修 正 を した

か 明確 に解 る よ うに してお く。

聞 コ ーデ ィ ング形 式 は全 モ ジ ュール で一 貫 して い る こ と。

㈹ 入 力 デ ー タ構 造 を定 義 す る と き に,将 来 の 増 加 にそ な えて 多 め に と って

お くこ と。

⑰ ラベ ル付 き共通 ブ ロ ックの組 は,空 行 や 注 釈 で 明確 に区 切 られ,理 解 し
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やす くな って い る こ と。

圓 全 プ ロ グ ラ ムで 共 通 な宣 言文 や 定 義 文 は,全 プ ログ ラムで 一 貫 した形 で

書 かれ てい る こ と。

⑲ モ ジL－ ルは,1つ の機 能 か ら成 って い る こ と。

⑳ プPグ ラ ムは,常 に上 か ら下 に制 御 が 流れ る よ うにな って い る こ と。

⑳PROCEDUREDIVISIONは 原 則 と して プ リンタ用 紙1枚 以内 と

す る こ と。

4.5.2保 守 に関す る契約上の要件

保 守に関す る契約上の要件 としては,開 発 ソフ トウェアの納入後あるいは

検収後 の保証 に関す る事項 と,納 入 ソフ トウェアに関 して常時 とる保守の体

制 に関す る事項の2つ が ある。

(1)納 入 ソフ トウェアのか し担保責任

契約書 には,か し担保 責任,保 証期間,保 証範囲について盛 り込まねば

な らない。 ア ンケ ー ト調査 によれば,こ れ らの点につ いては,約 半数 が明

確 に して いる。

① か し担保 責任

か し(ソ フ トウェアのエ ラー,パ グ)が 発見 された場合,開 発者(外

注)が 無償で修正す るこ とを明確 にす る ものである。

② 保証期間

契約書 には,責 任 をもって迅速 に,か つ,無 償 で修正す る期間を明確に

すべ きで ある。全工程の一括受注やそれに近い ものは1年,部 分工程の

場 合やか しの有無の判断が速や かな ものは6ケ 月 とす るこ とが多い。

③ 保証範囲

エ ラーの内容に はさまざまな ものが あ って,委 託側が エ ラーと考 えて

も開発 者は仕 様の変 更(有 償)を 受 け とった りして,そ の判断が難 しい

もの もあ る。発注者 と受注者の間で トラブル を防 ぐために,保 証の範囲

を明確に しておいた方がよい。

(2)保 守契約

納入 した ソフ トウェアの修正に対 し優先的に対応 した り,あ るいは修正

の有無 にかかわ らず常時保守サ ービスの体制を とるものであ って,有 償で

行われ る。契約 は上記の 開発 とは別途 に保守契約を結ぶ場合 と,必 要があ
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った都度 に契約す る場 合が ある。

なお,① の保 証期間中で も,か しでなか った場合(保 証の範囲を越 える

場合)は,有 償 の保 守 となる。

4.6ソ フ トウ ェア保守 の技術 とツー ル

4.6.1ソ フ トウ ェア保守技術

ソフ トウェア保守 に関す る技術は,新 規開発の時 に利用す る技術 とほ とん

ど同 じであ り,ツ ールの形で提供 してい るものが多い。

この節では保守技術 の分類を,構 成制御に関す る保守技術,運 用監視/評

価 に関す る保守技術,再 作成に関す る保守技術,文 書化 に関す る保守技術,

コー ド生成 と解析 に関す る保守技術,検 証 と確認 に関す る保守技術 ,そ して

テス トとイ ンテグ レーシ ・ンに関す る保守技術に分け,そ れ ぞれの区分 に ど

の よ うな ものがあるか を列挙す る。

(1)構 成制御 に関す る保守技術

① 支援 ライ ブラ リ

② 自動化再構成 、

③ 状況 レポ ーテ ィング

(2)運 用監視/評 価 に関す る保守技術

① 性能分析

② 障害 エ ラー情報

③ 性能監視

④ 自動回復

(3)再 作成に関す る保守技術

① 要 求決定

② 再設計分析

③ 設計 言語

(4)文 書化 に関す る保守技術

① 文書化支援

② 自動文書化

(5)コ ー ド生成 と解析 に関す る保守技術

① 構造化 プ ログ ラ ミング(SP)

② フォーマ ッテ ィング
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③ プ リプロセ シ ング

④ 再構造化

⑤ 標準化

⑥ コー ド比較

⑦ オ プティマイゼ ーシ ョン

⑧ 自動変更

⑨ コー ド・レビューイ ング

⑩ デバ ッギ ング

(6)検 証 と確認に関す る保守技術

① 静的分析

② パ ス構造分析

③ 変則分析

④ 変数分析

⑤ イ ンターフェイス分析

⑥ 到達性分析

⑦ 記号実行

⑧ 正当性証 明

⑨ 表 明チ ェック

⑩ 動的分析

⑪ 実行 分析

⑫ パス ・フロー分析

⑬ タイ ミング分析

⑭ 使用 カウ ンテ ィ ング

⑮ イ ンタラ クテ ィブ実行

⑦ テス トとイ ンテ グレーシ ョンに関す る保守技術

① テス ト記述言語

② テス ト・デ ータ生成

③ テス ト・ケース選択

④ 達成度分析

⑤ ドライバ/ス タ ブ

⑥ テス ト・フ ァイル管理

⑦ 出力分析
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⑧

⑨

⑩

⑪

テ ス ト状 況 レ ポ ー テ ィ ン グ

テ ス ト ・ ベ ッ ド

シ ミ ュ レ ー タ

回 帰 テ ス ト

4.6.2保 守 用 ツー ル

保守 用 ツール は,既 に 述 べ た ように,ほ とん ど が新 規 開 発 用 の ツ ール を保 守

に も利用 して い る もの で あ る。 そ の 中 で も特 に保 守 に有 用 と思 われ る もの の

例 を,図 表4-12に 示 す((社)ソ フ トウ ェア産 業振 興 協 会 ・ソ フ トウ ェア

流 通 促進 セ ンタ ーの プ ログ ラ ム調査 簿 に よる)。

¶
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図表4-12 ソフ トウ ェア保 守 関連 ツ ール

ツ ー ル 名 会 社 名 対象言語/シ ステム

TESTDATAGENERATOR S,RA UNIVAC1100

FORTUNEV1 富 士 通 FORTRAN/FACOMM

SDSSI～IV 富 士 通 FACOMM

FORTRANフ ローチ ャ一 夕 構造計画研究所 FORTRAN/FACOM,ACOS

MTS 富 士 通 FACOMM

DATAGEN マ イ ネ ス FACOMM

F-SCAN 構造計画研究所 FORTRAN/FACOM他

LIME/MLS 日 立 HITACM

MSPGENV10 富 士 通 FACOMM

LAXYM 三 菱 総 研 FORTRAN/IBM360他

CSP JSD COBOL∠ACOS

DYANA SRA IBM他

MAID 西武情報セ ンター COBOL/FACOM

PL/IINDT 東 京 ガ ス PL/1/IBM360他

SMART IBM IBM370

PAMAS 日本 タイムシ ェア ACOS

FIPS NTIS ACOS

GEMV1,V2 富 士 通 FACOMM

COBOL/SPA-4 NTIS COBOL/ACOS

FORTRAN/SDA-4 NTIS FORTRAN/五COS

ク ィ ッ ク チ ャー ト 構造計画研究所 COBOL/FACOM230

HIDOC 日 立 COBOI〆HITACM

COBAI.T 三 菱 総 研 COBOL/IBM370

FLOWAR 三 菱 総 研 FORTRAN/IBM370

ILIB NEC ACOS

CORAL 日 立 HITACM

SYSTEM-EAST JSD FORTRAN/FACOM他

PROPA 日 立 HITACM

PTSS 三 菱 総 研 IBM他

DREAM NBC COBOL/HITACM

C-QUAT イ ン テ ッ ク FACOMM他

MSF 電 力 中 研 COBOL

SDMS NEC ACOS

PAVES NTT DIPS

MSS 三 井情 報開発 UNIVAC

SMEF JSD FORTRAN他/ス ーパ ー ミニコン
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5.ソ フ トウ ェ ア 評 価

5.1評 価 と改善の枠組み

(1)開 発活動お よび ソフ トウェアの評価

評価作業は,開 発 活動の評価 と完成 した ソフ トウェアその ものの評価に分

け ることができる。前者 は,そ の結果 をつぎの開発活動に フィー ドバ ックさ

せ,よ り優れ た開発のや り方 を実現す るために行 うものである。 後者は,そ

の結果 に基づ き ソフ トウェアその ものを改良す ることと,そ の結果 をもた ら

した開発活動 にそ の原因 を深 り,よ り優れた開発 方法 を策定す るこ との2つ

の 目的を持 ってい る。 その概念を図表5-1に 示 す。

いずれに しろ,評 価 を行 う時 は,そ の結果 を何 に対 しどのよ うに フィー ド

バ ックするか を明確 に意識 しておか なけれぼな らない。

図 表5-1開 発 活動 お よび ソフ トウ ェアの 評 価

フィー ドバ ック

ソ フ ト

ウ ェ ア

動

報

活

情

(2)評 価の時点 による評価 目的の違い

評価 作業は,評 価 を行 う時点 によって,開 発過程で行われ るもの,開 発

完了時点で行われ るものお よび運用開始後に行われ るものに分け られ る。

3者 には大 きな違いが ある ように考 えられがちで あるが,そ の 目的,方 法

ともに本質的な違いはない。

開発過程におけ る評価 作業 は,各 工程でのア ウ トプッ トを評価 し,次 工

程 に不 良品 を渡 さない こと,お よび,作 業のや り方その もの を評価 し,作

業のや り方の改善 を図 ることを 目的 とす る。

開発完了時点で行 う評価作業は,製 品(ソ フ トウェア)そ の ものを評価

し,利 用者に迷惑を与 えるもの を市場 に出さない こ とであ り,ま た,開 発

活動全体 を評価 し,よ り優れた開発活動 を策定す ることで ある。
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運用開始後の評価 は,運 用中の ソフ トウェアの改善 を行 うとともに,改

善事項の原因 とな った開発活動にその根本原因を探 り開発活動 の改善 を策

定す ることで ある。

これ らの概念 を図表5-2に 示す。 なお,本 報告書の位置付けか ら考 え,

この章では,開 発完了時点お よび運用開始後の評価作業について触れ る。

図表5-2評 価 の 時点 と フ ィー ドバ ック

フ ィ ド パ ッ ク

/( /(
膓,膓

/()レ/

弘

(3)評 価項 目

評 価 を 行 う主 な 目的 は,ソ フ トウェ ア品 質 の 向上,開 発 コス トの 削減,

開発 期 間 の 短縮 で あ る。

ソ フ トウェ ア品 質 の 評価 項 目と して は,信 頼 性,処 理 効率,使 い やす さ,

保守 の しや す さ な どが あ る。 開発 コス トの評 価 項 目は,投 入 工数,使 用計

算機 時 間が 主 な もの で あ る。 開発 期 間 の 評 価 項 目は,各 工 程 の完 了 日の計

画 か らのず れ で あ る。

しか し,こ れ らの評 価 項 目の 評価 だ けで は,ソ フ トウェ アの 改 善 を行 う

ことは で き る と して も,工 程 改 善(開 発 活 動 の 改善)に 結 び 付 け る こ とは

で きな い 。 工程 改 善 を行 うため には,こ れ らの 評 価 項 目の代 用 特 性 に な る

と考 え られ る デ ータ を詳 細 に集 収 して お き,そ の 評 価 も必 要 で あ る。 代用

特 性 と して,プ ロ グ ラムサ イズ,工 程 別発 見 バ グ数,原 因 別 バ グ数,レ ビ

ュ ーで の指 摘 事 項 数,ド キ ュ メ ン ト枚 数,テ ス ト項 目数,コ メ ン ト率,G

OTO文 庫,テ ス トカバ レー ジ率,工 程 別 作 業 工数 な どが 考 え られ る。

5'2生 産性の評 価

(1)生 産性の尺度

ソフ トウェア開発の 計画立案時の重要 な項 目の一つ として投入予定工数が

ある。投入 予定工数 を策定す るためには,生 産性 の尺度 が必要で あるが,ソ
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フ トウェア開発におい ては,確 固た る生産性の尺度が ない のが実状である。

ソフ トウェアの規模 の尺度 として,フ ァンクシ ョンポイ ン ト(入 出力の

数 とその特性か らその ソフ トウェアの持つ機能 を定量化 した値)が 用い ら

れ てい る事例 もあ るが,ソ ース プログラムの行数 を用い るのが一般的で あ

る。

しか し,生 産性の基準値 につい ては極めて暖味な状態 にある。今回の調

査 では,新 規 ソフ トウェア開発 において も,生 産性基準値が あると回答 し

た企業は10%弱 であ り,プ ログラムの改造(基 準値 あ りは5%),プ ロ

グラムの再利用(基 準値あ りは3%)に おいて は,ほ とん ど基準 値が定 め

られていない。

この ような実状を考 えると,ソ フ トウェア開発完 了時点 で しっか りと生

産性の評価 を行い,生 産性の基準値 を策定 してお く必要が あ る。

(2)生 産性に影響 を与 える要因

確固たる生産性の基準値が存在 しない理 由は,ソ フ トウェアの場合 は生

産性に影響を与 える要因が非常に多いため,1つ の企業で は常 に異な った

条件 の下に開発 作業 を行 うことにな り,基 準値の設定 が困難 にな るか らだ

と考 えられる。

しか し,条 件 を同一 にす るか,非 常に多 くの データを集 めれば基準値 の

設定 も不可能ではないはず であ る。 それではその条件 を何 にするかが問題

になるが,そ の条件の設定事例 について以下に紹介する。 以下,そ の条件

の ことを生産性要因 と呼ぶ ことにす る。

生産性要因の事例 として,Boehm(rRW社)の 提唱 してい るCOCO

MO見 積 りモデルで採用 してい る生産性要因 とその影響度合 を図表5-3

に示す。 また,同 表中 に,COCOMO見 積 りモデルを 自社用に カスタマ

イズした宮崎幸生(富 士 通㈱)の モデルでの各要因の影響度合 を示 した。

さらに,今 回の調査 では,こ の生産性要因の うちどれが生産性 に影響を与 え

ると思 うかを回答 して もら ったが,そ の結果 も同表中に示 した。なお,1

人4項 目の選択回答方式 と したので全体が400%と な っている。
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図表5-3生 産性 に影響 を与 える要因 と影響度合

生 産 性 に 影 響 を与 え る要 因
影 響 度 合 ア ンケー ト

COCOMO 宮崎幸生 回答率

要 求 され る ソ フ トウ ェアの信 頼 性 33% 10% 22%

デ ー タ ベ ー ス の サ イ ズ 11 25 2

プ ロダ ク トの 複雑 さ 48 28 51

システ ムに 課せ られ た実 行時 間 の制 約 . 33 73 10

主記憶の制約 28 一 4

DBMSやOSの 変 更 頻 度(OSが 安定 して い るか) 22 一 2

プ ログ ラム開発 時 の コ ン ピ ュータ ・タ ー ンア ラウン ドタ イム 149 18 12

設計者の能力 38 一 86

開発作業環境 一 一 40

同様 な ア プ リケ ーシ ョ ンの経 験 の度 合 24 24 44

プ ロ グ ラマ の能 力 36 40 54

プ ロジ ェク ト・メ ンバ ーのDBMS,OSの 経 験 16 19 17

使 用 され る プ ログ ラム言 語 の経 験 10 10 10

生 産 技術(ス トラクチャー ドプログラ ミング技 法等) 21 19 28

使 用 ツー ル(ソ フ トウ ェアCAD等) 21 10 21

開発期間 17 一 一

(注)影 響 度合 二無影 響 を1と した場 合,± に与 え る影 響範 囲 の平 均 を 示 した。

図表5-3を 見 ると,プ ロダク トの複雑 さ,設 計者の能 力,プ ログラマ

の能力が,COCOMO,ア ンケー ト調査回答 ともに上位 とな ってい る。

宮崎幸 生の モデルでは設計者の能力が生産性要因か ら外 されてい るが,他

の2つ とシステ ムに課せ られた実行時間の制約が上位 とな っている。実行

時間の制約はCOCOMOで も4番 目にな ってい るが,そ れは,シ ステム

に よ ってはその制約が非常に大きい場合が あるか らである。 ア ンケー ト回

答でその値が低 い ことは,一 般 的にはその制約 を感 じる ことがない ことを

意味 してい る。

これ ら以外の生産性要因で各 データともに高い値 を示 してい るのは同様

なア プ リケ ーシ ョンの経験度合であ る。 これ らのデ ータか ら,生 産性 に影
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響 を大 き く与 えてい るのはやは り人的な要 因であることが裏付け られ てい

る。

(3)生 産性の見積式

生産性 を評価す るには,標 準工数を定 めるための正確 な見積式 が必要 で

ある。 その式 による見積値か らの差異 によ って個別の システムの生産性 を

評価す る ことができる。評価に当 っては,単 に生産性の高低 を論 じるので

はな く,標 準か らの差異の原因 を分析 してつ ぎの開発活動に役立 てる必要

がある。

代表的 な見積式の例 として,以 下 にCOCOMOの 見積 りモデルを紹 介

す る。

COCOMOで は,基 本COCOMO,中 間COCOMO,詳 細COC

OMOの3種 類の見積 りモデルを定めてい る。

基 本COCOMOは,ソ フ トウェアをつぎの3種 類のモ ー ドに分類 して

簡易見積式を定 めている。

。基幹 モ ー ド:普 通のOS ,コ ンパイラ,ア プ リケ ーシ ョン

工数=2.4(開 発Kス テ ップ)105

。一般 モー ド:新 規OS,新 規DBMS,簡 単な指揮統制 システム
、

工 数=3.0(開 発Kス テ ッ プ)112

。組 込 モ ー ド:複 雑 な 大規 模OS ,複 雑 な指 揮統 制 シス テ ム

工 数=3.6(開 発Kス テ ップ)1・20

な お,開 発Kス テ ップには,ソ ース プ ログ ラム,JCL,フ ォ ーマ ッ ト

文,デ ー タ宣 言 文 な どユ ーザに 引 渡 され る す べ ての 行 数 を含 めて い るが,

注釈 行 は除 いて い る。

基 本COCOMOは,見 積 値 が 実績 値 の ±20%に お さま る確率 が25

%で あ り,十 分 な 見積 式 とは 言 えな い。 そ の精 度 を 高 めた の が 中間COC

OMOで あ る。 中 間COCOMOの 見積 式 はつ ぎ の とお りで あ る。

工数=仮 工 数 ×係数1× … …… ×係数15

ここ で,仮 工 数 とは基 本COCOMOで 求 めた 工数 で あ る。 ま た,係 数

とは,図 表5-3の 各 生 産性 要 因 の レベ ル に よ って 定 め た値 で あ る。

中 間COCOMOで 求 め た見 積 値 が実 績値 の ±20%に お さま る確 率 は

68%で あ る。

詳 細COCOMOは,中 間COCOMOに 工 程 別 配分 や プ ロダ ク トレベ
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ル(モ ジ ュール,サ ブシステ ム,シ ステム)を 考慮 した ものであるが,中

間COCOMOと 精度において差が少ないので ここでは説明を省略する。

宮崎幸生(富 士通㈱)は,自 社 のシステム開発事例31件 を分析 してC

OCOMO見 積 りモデルのカス タマイズを行 った。

宮崎の分 析では,COCOMOと 同 じ15個 の生産性要因を使用 した場

合の見積式では,実 績値が見積値 の±20%以 内にお さまる確率は48.4

%で あ った。COCOMOの 生産性要因か ら,主 記憶の制約,DBMSや

OSの 変更頻 度,設 計者の能 力の3つ を除いた場 合の見積 式では,実 績 値

が見積値の ±20%以 内にお さまる割合 は67.7%と な り,ほ ぼCOCO

MOに 等 しい精 度が得 られてい る。そ の時の実績値 と見積値の差の31シ

ステムの平均は15.3%と な ってい る。

5.3信 頼性 の評価

(1)信 頼性評価 の必要性

近年 におけ る コンピュータ ・システムの高性能化,ネ ッ トワー ク化に伴 い,

その利用分野が急速 に拡大,多 様化 してい るとともに,シ ステムの大規模化,

高度化 が もた らされ てい る。 このため,そ こで用い られ る ソフ トウェアも大

規模かつ複雑 な もの とな ってお り,ソ フ トウェアの信頼性 を確保す ることが

技術的にます ます 困難 となる一方,コ ンピュータ ・システムにおい て障害が

発生 した場 合の社会的影響 も大 きな もの とな っている。 このため,ソ フ トウ

ェアの信頼性 向上が強 く求め られ てい る。

しか しなが ら,ソ フ トウェアの開発 は,従 来か らプログラマな どの労力に

大 き く依 存 してお り,ソ フ トウェア開発技術が必ず しも十分には工学化 され

ていない状況にある。 このため,工 学的 ア プローチによ りソフ トウェアの信

頼性を評価す るための技法,ツ ールの開発,実 用化が極 めて遅れ てお り,こ

れが基本的に ソフ トウェアの信頼性確保 を困難 なもの としてい る。 しか しな

が ら,こ の よ うな状況下 において もさま ざまな信頼性 評価の試み は行われ て

い る。本節ではその ような事例の幾 つかを紹 介す る。

(2)信 頼性 を直接的に評価 できるのは,運 用開始後に発見されたパ グ数である。

その尺度 には単位 ステップ中 に発見 されたパ グ数 を使用す るのが一般的 であ

る。

運用開始後の信頼性の評価 は,開 発活動全体 を評価 してその結果 を工程改
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善 に フ ィー ドバ ッ クす るの に 有効 で あ り,重 要 な こ とで は あ るが,そ の ソ フ

トウ ェアの 利 用 者 に と って は手 遅 れ で あ る。

それ 以 前 に や って お か な けれ ば な らな い こ とは,出 荷 直前 に信頼 性 を評 価

し,欠 陥 商 品 を市場 に 出 さない こ とで あ る。 従 って,本 節 では 出荷 直前 の 信

頼性 評 価 方 法 を中心 に報 告す る。

(3)パ グ成 長 曲線 に よる信 頼 性 評 価

出荷 直 前 の ソフ トウ ェ アの信 頼性 評 価 は,テ ス ト過 程 での発 見 バ グ数 の 収

れ ん 度 を 分 析す る こ とに よ りあ る程度 可 能 で あ る。

テ ス ト過程 に お け る 発見 パ グ数 は,ゴ ンベ ル ツ曲線(図 表5-4),ま た は,

ロジステック曲線 に従 って 成 長 す る こ とが 知 られ て い る。 各 々の 式 はつ ぎの と

お りで あ る。

・ゴ ンベ ル ツ曲線

y=k× αbtO〈a,b<1

・Pジ ス テ ッ ク曲線

夕==k/(1十m×e×P(一 αt))

こ こで,kはt→%の 収 束値,tは 時 間,yは パ グ数

テ ス ト過程 で発 見 され た パ グ数 を上 記 の 式 に 当 ては め る こ とに よ り,本 来

どの よ うな 曲線 で パ グが 成長す べ きで あ るか を推 測 す る こ とが で き る。 テ ス

ト後 期 に お け る発 見 パ グ数 が 成長 曲線 の下 に あ る時 は,テ ス トの 不 十分 さが

予測 され,テ ス ト項 目の 見 直 しを行 う必 要 が あ る。 また,発 見 パ グ数 が成 長

曲線 を上 回 る時 は,プ ログ ラ ムに 何 らか の 異常 が あ る こ とが 予 測 され,設 計

書 あ るい は ソー ス コ ー ドの再 レ ビュ ーが 必 要で あ る。
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図 表5-4ゴ ンベ ル ツ曲線 に従 った発 見 パ グ数 の 収 れん
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(4)ソ フ トウェア開発履歴 分析

中川徹(富 士通㈱ 国際研)の ソフ トウェア開発履歴分析 によるソフ トウェ

アの信 頼性評価方法 につい て紹介する。

開発過程にお けるパ グ数の収集は,非 常に根気のい る作業である とともに,

作業者の申告 によ ってバ グ数の把握 を行 うため信頼性の乏 しいデ ータとな り

が ちである。バ グ数以外の完成 ソフ トウェアの信頼性 を評価す る手段 を考 え

てみ る必要があ る。

本事例 では,プ ログ ラムの更新履歴 を自動的 に収集 ・分析す ることに よ り

ソフ トウェアの信 頼性評価を行 ってい る。 その手順 を図表5-5に 示す。
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図 表5-5ソ フ トウ ェア開発 履歴 分 析 の運 用
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プログラムの 更新履歴 を自動的に把握するための ライ ブラ リ管理 ツールは

数多 くあるが,そ の情報 を信頼性評価のためにいかに活用す るかは重要 な課

題 である。本事例は,分 析結果 をすべ てグラフ表現 して視 覚的にその結果 を

訴 えかけてい るところに特 徴がある。

分析の基礎 となるデ ータは,モ ジュールの機能分類,作 成者 な どのモジ ュ

ール属性情報 と,ど の モジュール を,い つ更新 し,そ の時に何行投入 して,

何行削除 したかを記録 したモ ジュール更新履歴 情報 である。 これ らの情報か

ら23種 類 の分 析グ ラフを作 成 している。その中か らつぎの2例 を紹介す る。

① 横軸 に 日付 をと り,縦 軸 にサ ブシステ ム別 に グル ープ化 したモジュー

ル番 号を と り,い つ どのモジュールに対 し更新が行 われたかを プロッ ト

した グラフ(図 表5-6)

② 横軸 にモジ ュール番号 をと り,縦 軸にモジ ュールの 歩留 り(当 初投 入

行数の何%が 未修正 で残 っているか)を とった グラフ(図 表5-7)
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図表5-6か らは,い つ頃 どのサ ブシステムに多 くの更新が行われたか,

また安定状態 にあるサ ブシステムは どれであるかな どが良 く把握 で きる。 図

表5-7か らは,ど のモ ジュール群 に多 くの更新が行われたか を一 目で把握

でき,こ の グラフも信頼性評価の一助 とす ることができる。

(5)信 頼性 の影響要因

本 当に ソフ トウェアの信頼性 を評価で きるデ ータは運用開始後に発見 され

たバ グ数 である。 しか し,ソ フ トウェアの信頼性評価が意味 を持つのは出荷

直前である。従 って,出 荷までに得 られ るデ ータか ら信頼性 を評価 しなけれ

ば な らない。 出荷 までに得 られ るデ ータの うちに信頼性 に影響 を与 えるデ ー

タがあれば,そ れ らのデ ータを評価す ることによ り出荷 ソフ トウェアの信頼

性 を間接 的に評価す ることができる。

そのような ソフ トウェアの信頼性の影響要 因を定量的 に分析 した一つの事

例 を紹介す る。

高橋宗雄(日 本電信電話㈱)は,22個 のモジ ュールについ て,発 見 され

たバ グ数 と信頼性影響要 因の相関を定量的に分析 した結果 を報告 してい る。

その結果を図表5-8に 示す。

図表5--8信 頼性影響要因 と影響度

信 頼 性 影 響 要 因 影響度(%)

開 発規 模
流 用 規 模(KS) 7.7

改 造 率(%) 29.9

設 計 ・製 造 経 験 年 数 の 平 均(年) 33.4

ソー ス コー ド中の デ ィバ ッ グカ ー ドの割合(%) 9.6

開発時の

信頼性

単体テス ト机上検出バグ数(件/KS) 7.2

結合 テ ス トマ シ ン検 出 バ グ数(件/KS) 12.2

(6)代 用特性の評価

効果的 な評価作業は,単 に製 品評価だけに終 るのではな く,そ の結果 を工

程改善 に結び付け ることので きる評価作業である。そのよ うな評価作業の う

ち特に重要で あると思わ れる ことは,信 頼性 の代用特性 を捜 し出す ことで あ

る。 もし十分確か な代用特性 を見つ けることがで きれば,開 発 活動 の過程で
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それ を管理 す る こ とに よ り信 頼性 の 高 い ソフ トウェ アを作 り出す こ とが で き

る。 そ の よ うな事 例 と して,宮 崎 幸 生(富 士 通 ㈱)のrU管 理 図 の考 え方 に

よ る品質 デ ー タの分 析 」 を紹 介す る。

本 事例 では,モ ジ ュ ール ステ ッ プ数 とバ グ発見 率,ド キ ュ メ ン ト枚数 とバ

グ発 見率 の相 関 を分 析 して,モ ジ ュール ス テ ップ数 や ドキ ュメ ン ト枚 数 が 信

頼 性 の代 用 特 性 と な り得 るか を評 価 して そ の 管理 限界 値 を求 めて い る。

図表5-9は モ ジ ュ ール ス テ ップ数 に よ って各 テ ス ト工程 で 発 見 され る バ

グ数 が どの よ うに 変 化す るか を グラ フ化 した もの で あ る。

図 表5-9ス テ ップ数 とバ グ件 数

/'
,日

合計
■

6

平
均

バ
グ
件
数

3

OtlT-一一ーーーーー －
t)

この グラ フか らつ ぎの こ とが 分 か る。

・モ ジ ュ ール ス テ ッ プ数 が300を 越 え る とモ ジ ュール テス トで 検 出 され

る パ グ数 が 余 り変 わ らな くなる

・結 合 テ ス トでは450ス テ ップ前後 で 同 じよ うな傾 向 に な る

・シス テ ム テ ス トで は単 調 に増 加す る

以上 の こ とは,モ ジ ュール が 大 き くな れ ぼ な る程 バ グの検 出時 期 が 遅 れ る

こ とを示 して い る。 これ は,運 用開 始 後 で も,大 き な モ ジ ュール には 単位 ス

テ ップ当 りに よ り多 くのバ グが 含 まれ て い る こ とを 意味 して い る。従 って,

モ ジ ュ ール の 大 き さは300～400ス テ ッ プ以 下 にす る こ とが 望 ま しい。

図表5-10は 運用 後 の 発 見 バ グ率(単 位 ステ ップ当 りの バ グ数)が ドキ

//

/二
二 ・ご=二_一 ゴ 　
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ユメ ン ト率(単 位 ス テ ップ当 りの設 計 書 枚数)に よ って どの よ うに変 化 した

か を グラ フ化 した もの で あ る。 この グラ フか ら,運 用 後 に発 見 され た パ グは

ドキ ュメ ン ト率 が平 均 以 下 の モ ジ ュール に偏 って い る こ とが 分 か る。

図 表5-10ド キ ュ メ ン ト率 と運 用 後 のパ グ率
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(7)グ ラフに よる代用特性 の総合的評価

以上 に紹 介 したよ うな事例 によ り代用特性 の有効性は明確で ある。 しか し,

1つ や2つ の代用特性で ソフトウェアの信頼性 を うんぬんす ることはで きない。

数 多 くの代用特性 を用いて総合的 に評価す る必要があ る。 そのよ うな評価を

行 うための グラフ化の事例 としてFPT(フ ァ コム ・ハ イタンク㈱ の作業標

準)を 紹介す る。

本事例では,シ ステ ム,サ ブシ ステムお よび モジ=一 ル単位に図表5-11

に示す よ うな グラフを作成 して,多 くの代 用特性 によ りソフ トウェアの信頼

性 を総合的に評価 してい る。
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図 表5-11グ ラ フ に よ る 代 用 特 性 の チ ェ ッ ク
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この グラフでは どの代用特性が管理限界 を外れているかが一 目で分かるよ

うにな っている。幾 つかの代用特性の評価 を同一 グラフ上 で比較す ることが

で きるので,特 定 の代 用特性 の問題の原因 を他の代用特性 の傾向に よって説

明できる場合 も多い。 また,あ る代用特性に問題 があ ったと して も,他 の代

用特性がそれを補 っていれば,総 合的には ソフ トウェアの信頼性に問題が な

い と評価で きる。

また,グ ラフ中の点線 は開発過程で評価 した ものであ り,実 線は開発完 了

後に評価 した もので ある。 この ように異な った時点で行 った評価を同一 グラ

フ上に多重化 して表示す る ことに よ りさらに多 くの情報 を得 ることができる
。

5.4処 理効率の評価

本節で取扱 う処理効率 の評価は,ソ フ トウェアの処理能力面お よびその原因

となる項 目に関す る評価 とす る。端末での入出力時間な どは広義には処理効率

に含め られる とも考 えられ るが,こ こでは対象外 とする。 コ ンピュータ資源の

有効利用に関す る評価 は,直 接 ソフ トウェアの処理効率に影響 を与 えるので,

本節の対象範囲 とす る。

5.4.1評 価項 目

ソフ トウェアの処理効率 の評価は,単 に評価のみ に止 まるのではな く,必

ず改善作業を伴 うことになる。そのために,評 価作業は,概 ねつぎの手順に

従 って,よ り根本的 な原因へ と問題を絞 り込み なが ら進 め られ る。'

(1)利 用者か ら見 た処理 効率 の評価

処理効率の面で第一優先 としなければな らない評価で あ り,レ スポ ンス

タイム,単 位時間の 処理件数 な どが評価対象項 目とな る。

② ソフ トウェアの資 源利用状況 の評価

利用者か ら見 た処理効率に問題が発見 された場 合にはその改善 を図 る必

要がある。 その問題の原因を探 るためには,ま ず,そ の ソフ トウェアの資

源利用状況 を評 価 して見 るのが良い。資源利用状況評 価は,上 記の問題 と

係わ りな く,ハ ー ドウ ェア資源 の コス ト削減 などを 目的 と して も必要が発

生する。

評価対象項 目は,CPU使 用時間,フ ァイルア クセス時間 な どである。
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(3)ソ フ トウェア内部構造の評価

資源利用状況 の評価 により,問 題 の原因の絞 り込みが行われ る。さらにそ

の根本原因 を究 明 して問題 の解決 を図るためには,プ ログラム自体の内部

構造あるいは デ ータ構造の評価が必要 である。

(4)コ ンピュータ資源の負荷評価

大規模 システ ムでは,ソ フ トウェア自体の問題 だけでな く,コ ンピュー

タ資源の負荷状態が処理効 率に大 きな影響 を与 える。従 って,コ ンピュー

タ資源の計画 も ソフ トウェア開発者の責任下 にある場 合は,ソ フ トウェア

内部構造の評 価 と共に,コ ンピュータ資源の負荷評価 を行 う必要がある。

評 価対象項 目は,CPU負 荷,入 出力装置負荷,メ モ リ使用率な どであ

る 。

5.4.2評 価作業の手順

評 価作業は,前 節で述べた各評価項 目についてつぎの手順で進め られ る。

評価 の結果 何 らかの対策 を とれば この手順が繰 り返 され る。

(1)評 価項 目の設定

何のために何 を評価す るのか を明確 にす る。 目的が不鮮 明だ と無駄な作

業 にな りがちであ り,つ ぎの環境設定作業 も不的確な もの とな り,測 定の

や り直 しな どが多発する。

(2)測 定環境 の設 定

実運用環境を想定 して測定環境を設定す る。 良い環境,平 均的な環境,

悪 い環境の3段 階程度の環境が必要 である。 操作不可能な外乱が入 らない

よ うに注意す る必要があ る。 その ような外乱の下で測定 した データは再現

性 がないため評 価不可詣である。

(3)測 定

マ ン ・マシ ンイ ンタフェースに係わる項 目以外の測定には ツールが必要

であ り,既 存 ツールの調査 ・開発が事前準備 と して必要 となる。バ ラツキ

のある評価項 目につい てはN件 のデ ータを取 る必 要がある。

(4)デ ータ分 析 ・問題の究明 ・対策の実 施

必要に よ りグラフ,層 別,散 布図な どを使用 して問題 の把握 を行 う。基

準値 な どがあれば評価 も容易であるが,そ の よ うな評価ができない場合 に

は,取 得 データ間で相対評 価を行 う。
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が,や は り,余 り大 きな記憶領域 を使用す るとプ ログラムの外部 記憶装置

への退避が発生 して処理効率 の低下 を招 く。 改善方法 と しては,テ ーブル

サイズの縮 小,デ ータの可変長化,セ グメ ンテーシ ョンな どがあ る。

メモ リの使用量は会計情報 または リンケージエディタの出力か ら把握で

きる。

(3)フ ァイル入 出力回数

フ ァイル入 出力回数 は処理時間に大 きな影響 を与 える。改善 方法 として

は,ア クセス方式の変更,デ ータベ ース構造 の変更な どが ある。

ファイル入 出力回数 は会計情報か ら大雑把 に知 ることができるが,フ ァ

イル単位 のア クセス回数 を知 るため には メーカ提供の特殊 なツールが必要

である。

(4)帳 表 出力枚数

バ ッチ処理の場合は最・も処理時間に大 きな影響 を与 える。帳表 の必要性

の見 直 し,印 刷情報の集約化 によって改善 を図ることになるが,必 ず しも

改善 できる とは限 らない。

(5)回 線伝送時間

回線伝送時間はオ ンライ ン処理の レスポ ンスタイムに占める比率が大 き

い。 会話数の削減,伝 送量の削減に よって改善で きるが,回 線 速度を上げ

る方 がて っと り早い。

5.4.5ソ フ トウェア構造の分析

(1)ソ ース プログラムの行単位の実行 回数

ソース プログラムの各行の実行回数 およびその比率を測定する ことによ

り,プ ログラム中の繰 り返 しの多い部分 を簡単 に把握 できる。 その部分の

最 適化 を図 った り言語 を変更す ることに より改善す ることがで きる。

コンパ イラ自体の持つ機能で測 定す ることが できるが,専 用 の ツールも

存在す る。

(2)ト レース

プ ログラムの命令の実行順番 を調べ ることによ り静的な実行回数か らだ

けでは得 られ ない プログラムの実行特性 を知 ることがで きる。

(3)デ ータ構造の分析

ファイルの編成 方法,デ ータベースの論理構造 の見直 しによ り処理時 間
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が大幅 に単縮 される ことが 多い。

5.4.6コ ンピ ュー タ資 源の負荷分析

(1)CPU負 荷

CPU負 荷が大き くなると レスポ ンス タイムの急激な低 下を招 く。 問題 ・

が ある場合には,CPUの 上位機種への レベル アップが必要で ある。

(2)チ ャネル負荷

問題が ある場合 には,チ ャネルの増設が必要である。

(3)DASD負 荷

特定のDASDに ア クセスが偏 ってい る場合 は,フ ァイル割 り当ての変

更が必要である。

(4)ペ ージ ング回数

メモ リ負荷 の代用特性 と して使用できる。 ペ ージ ング回数が多い場合 は,

実行可能 ジ ョブ数 の制限,各 ジ ョブの優 先順位の見直 しな どで最適化 を図

ることができる。

(5)回 線 負荷

回線 負荷はオ ンライ ン処理 の レスポ ンス タイムに大 きな影響を与 える。

問題 があれば,よ り高速の回線 に変更す る必要がある。

5.5使 い 易さの評価

5.5.1使 い 易さの評価項目

(1)使 い易 さとは

使い易 さを広義に捉 えれば,そ の評価項 目は品質評価項 目全般 に渡 る と

考 えられ る。それは概 ねつ ぎの項 目に分 け られ る。

・信頼 性:そ の ソフ トウェアに与 えられ た指命を誤 りな く遂 行す る度合

・処理時間:デ ータを投入 してか ら処理 が終 るまでの時間

・機能 の充足度:利 用者が必要 と している機 能を どの程度充 足 してい る

か

・携帯性 ・運用性:ソ フ トウ ェアを使 う上で,本 来の ソフ トウェアの 目

的以外で どの程度 手間がかか るか

・操作性:利 用者がいか に短かい時間 で操作方法を習得で きるか,利 用

者が抵抗な くその操作方法 を受け入 れ られ るか,無 駄な く効率的に 目
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的 を達成で きるかな ど

本節では,使 い易 さを狭義に把 え,操 作性を中心 にま とめた。 また,操

作性を使い方の学び易 さ,親 しみ易 さ,効 率の良 さ,誤 操作への強 さに分

けて,そ れぞれ の評価項 目につい て説 明 した。

(2)使 い方 の学び易 さ

使い方 の学び易 さとは,操 作方法 をいか に短時間で習得でき,覚 えたこ

とは忘れに くく,操 作時には混乱 な く正確 に操作 できるかな どの操作性 の

側面であ る。 これ らの側面を評価す るための チェ ック項 目としてつぎの も

のが ある。

・フニュアルが不要で ある

・利用開始時に操作方法の説 明があ る

・習得時間が短い

・自習機能が組み込まれ てい る

・HELP機 能があ る

・似た ような機能が複数存在 しない

・機能の異 なる コマ ン ド名が似てい ない

・コマ ン ド名は機能 を連 想で きる

・操作全体を通 じて思想が統一 され ている

・初心者 向けか ら熟練老向け まで,習 熟段階 に応 じた機能が準備 されて

い る

(3)親 しみ易 さ

利 用者が違和感,不 快感,抵 抗感 を感 じず に操作で きるかな どの操作性

の側面であ る。 この側 面を評価 するための チェ ック項 目としてつ ぎの もの

があ る。

・イ ンタフェースは一般 に使用され てい る常識的 な表現である

・メニ ュー選 択方 式のイ ンタフェ ースである

・図式表現の イ ンタフェ ースであ る

・自然文に近い表現 でのイ ンタフェースである

・エ ラーメッセージが親切で ある

・必要 な場合 は メッセージの詳細が見 られ る

・処理 の完了がポイ ン ト,ポ イ ン トで明確 に表示 され る

・表示 形式が統一 され てい る
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・人間の思考に沿 った操作手順 であ る

・応 答時間のバ ラツキが少ない

・利用者の注意を促すのに音を使用 してい る

(4)効 率の 良さ

短時間でいかに多 くの 目的を達成で きるか と言 う操作性 の側面で ある。

この側面 を評価するためのチ ェ ック項 目と してつぎの ものがある。

・応答時間が短い

・人の習性(指 の動 きな ど)が 考慮 され ている

・簡単 なメ ッセージである

・会話数が少ない

・キータ ッチが少ない

・コマ ン ドな どの省略形が用意 されてい る

・省略値が 自動的 に設定 される

・省略値 を利用者が設定できる

・利用者の レベルに応 じた操 作方法が準備 されてい る

・機能の切 り替 えが柔軟である

(5)誤 操作への強 さ

利用者 の誤操作に対 して どの程度の考慮 を払 ってい るか と言 う操作性 の

側面で ある。 この側面を評価す るためのチ ェ ック項 目としてつぎのものが

ある。

・単純 な操作 ミスが起 きに くい

・操作 ミスな どに よって誤動作を しない

・操作 ミスによ って操作手順が迷路 に入 らない

・利用 者の ミスを早 く検 出す る

・軽微 な入力 ミスの 自動修正機能がある

・操作 ミスを した場合,前 の時点 に戻 るこ とができる

・操作 ミスの原 因を詳細に指摘できる

・データの保護機能がある

・データのバ ックア ップ機能があ る

(6)利 用 者に よる評価基準の違い

使 い易 さはその ソフ トウェアの利用対 象者に よって大 き く異 なる。例 え

ば,不 特定多数 の多 くの人 を対象 とした ソフ トウェアと特定の人 によ って

一169一



ルーチ ンワーク的に使用 される ソフ トウェアの使い易 さは評価基準は異な

る。 また,初 心者 と熟練 者に よって も評価基 準は異 なる。

初心者 に とっては,使 い方 の学び易 さ,親 しみ易 さ,お よび,誤 操作の強

さが重要な評価 ポイントとな り,熟 練者 にとっては,効 率の良 さ,誤 操作へ

の強 さが重要 な評価ポ イ ン トとなる。 また,熟 練者 を対象 と した ソフ トウ

ェアで も最初は初心 者を相手 とす ることになるので,熟 練 度に応 じた イ ン

タフェースを持つべ きである。

この ような要素か ら,使 い易 さの評価項 目を一律に決 め ることは困難で

あ り,ソ フ トウェアに応 じて何 を評価項 目とす るか を選択 しなければ なら

ない。

5.5.2使 い易 さの評価方法

(1)官 能検査

使 い易 さを評価するためのて っと り早い方法は まず使 って見 ることで あ

る。 これ を官能検査 と呼ぶ。官能 検査 の効果的なや り方 として,木 村泉

(東 京工業大学)は つぎの4つ のポイ ン トをあげている。

① その場で書 き留め ること

大切 なのは 出会いである。始 め何 てひ どい ソフ トウェアだ と思 った も

のが,2,3度 使 っている うちに当た り前に見 え出す ことは よくあ る。

人の適応 力はすば らしい。 だか らこそ適応 し出 さない うちに思 った こと

をその場 で書 き留めておかなければ な らない。

② 予備知識 を前 もって仕込ん でお くこと

検査時 にその ソフ トウェア固有の問題でないバ ックグラ ン ドの知識

(例 えば計算機の知 識)に 始 めて出会 うと,そ れ らの出会いに よって

ソフ トウェアその もの との出会いが薄 められかねない。それを避 けるた

めには,バ ックグラ ン ドの知識を持 った人 を被検者にす ることが望 ま し

い。

③ マニュアルはな るべ く読 まない こと

あま り始 めか らマニュアルを しっか り読んで しま うと,そ こで出会い

が終 って しまい,肝 腎 な時にな って印象 の鮮 明さが失われかねない。 マ

ニ ュアルを読ん でいないために マニ ュアルに書いてある禁止事項に抵 触

してファイルを破壊 した と して も,そ れ も ソフ トウェアの品質の うちで
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ある。

④ その ソフ トウ ェ アを 使 わず には い られ な い 仕掛 け をす る

例 えば,ワ ー ドプ ロセ ッサ ーの場 合 は,そ の ソフ トウ ェ ア 自身 を使 っ

て記 録 を 取 る とい うふ うに,そ の ソ フ トウ ェア を実 用 的 な 目的 で使 用 し

てみ る こ とで あ る。

(2)チ ェ ッ ク リス トに よ る評 価.

使 い 易 さの定 量 的 評 価 は,チ ェ ック リス トを使 用す る こ とに よ って あ る

程 度 可能 で あ る。 そ の よ うな チ ェ ック リス トの 一 例 と して,斉 藤 修(富 士

通㈱)の 実 施 結 果報 告 を実 施 手順 に従 って報 告 す る。

① 使い 易 さの 要 因 を 洗 い 出 し,大 分類,中 分 類,小 分 類 に分 類 して,評

価 項 目一 覧 表(図 表5-12)を 作成 す る

図表5-12使 い易 さの評価項 目

大 分 類 中 分 類 小 分 類 評 価 項 目

親しみ易さ ・助け に な る ・構文の柔軟性一 ・曖 昧 な入 力に対 し

・人 間 工学 ・多様な指示方法 明確化な要求がある

● ● ●

● ● ●

・高 い生 産 性 ・作 業時 間 の短 さ ・実行時間が短い

効率の良さ ● ● ●

● ● ●

● ■ ●

使い方の学び ・容 易 な 習 得 ・習 得時 間が 短 い ●

易 さ ● ● ■

● ● ● 、

誤操作への ・シス テ ム の保 全 ・ リカ バ リ ●

強 さ ● ■ ●

● ● ●

② 各分類段階別に,全 体が100%と なる ように評価項 目の重み付 けを

行 う。 その方法は,ア ンケー ト調査で多 くの人 に重み付 けを行 っても ら

いその平均 を取 る

③ 重み付け を考慮 した採 点表を作成 し,そ の ソフ トウェアの使用者 に配

布 して,各 評価項 目の必 要度 と実現度を採点 して もらう
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④ 採点結果 を集計 して,各 分類段階別 にそれぞれの評価項 目の点数 を積

み上げ計算す る。

⑤ 採点結果 を レー ダーチ ャー トで グラフ化(図 表5-13)し て,操 作

性の各 側面の評価のバ ランス,現 状 と必要性の ギ ャップを評価す る。

図表5-13使 い易 さの評価
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5.6保 守性 の評価

5.6.1保 守性評価 の目的

開発 され た ソフ トウェアには必ずパ グが潜在 してお り(一 般的には10K

ステ ップ当 り数件),運 用中にそれが顕在化 した場合 にはその修理が必 要で

ある。 また,OSや ハ ー ドウェアな どの環境が変化 した場合 には,そ れに適

応 させ るための ソフ トウェアの変更が必要 であ る。 さらに,運 用を続 けてい

ると多 くの場合利用者か らの新 しい要望が発生 し,そ れ に対応す るために ソ

.フトウェアの機能追 加が必要 とな る。

この ような ソフ トウェア保守作業工数の ソフ トウェア開発総工数に占め る

割合は,一 般に50%を 超 してい ると言われ てお り,今 回の調査におい ても

SE・ プ ログラマの53.8%の 工数 が保守作業 に向け られている と回答 され

てい る。従 って,ソ フ トウェア開発の生産性 を高め るため には,い かに して

保守 を行い易い ソフ トウェアを開発す るかが重要 な課題 となる。

ソフ トウェアの開発者 と保守者が同一人 の場合は保守性の問題 はそれほ ど

顕在化 しないが,両 者が異 なる場合 には大 きな問題 とな る。長期的 に考 えれ

ば 両者が異 なるのは一般 的であ り,ま た,近 年 の ように ソフ トウェアが巨大
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化 して くる と増 々その傾 向は強 くなる。

従 って,開 発完 了時点 で ソフ トウェアの保守性 を評価 し,問 題があれぼ部

分的な作 り直 しを行 う必要が ある。 また,保 守の観点か ら ドキ ュメ ン ト類 に

不備が あればその修正 ・追加作成 も必 要である。

しか し,開 発完 了時点に保守面か らの大 きな問題が発見 され,そ れに対応

す るためには ソフ トウェアの全面作 り直 しが必要 とな り経費上実施で きない

場合 も考 えられる。従 って,開 発過程で常 に保守性 を考 えて設計 ・製造 をす

る必要が ある。保守性の評価作業に とって,次 回の ソフ トウェア開発作業で

は保守性 を高め るために どの ような ことを考慮 して設計 ・製造すれば よいか

を策定す ることも重要 な 目的の一つである。

5.6.2保 守性評価のポイン ト

保守性 とはいかに少ない手間でかつ短時 間で修正,変 更,機 能追加が行 え

るか示す尺度 であるが,直 接その よ うな特性 を表わす尺度は見当 らない。 従

って,保 守性 を評価す るにはその代用特性 を評価す る必要が ある。
ト

ー 般的につぎのよ うな点が考慮 された ソフ トウェアが保守 し易い と言われ

てお り,ソ フ トウェアの保守性は この ような観点か ら評価す るこ とがで きる。

(1)構 造化

開発者は ユーザ要件の実現 の し易 さか らソフ トウェアの構造 を設計 しが

ちで ある。 しか し,ソ フ トウェアのバ グは機能上 の問題 として露見 し,ま

た,ユ ーザ要件の変更は機能 上の問題か ら発生す る。

従 って,保 守者は まず テ ーマとな った機能 を実現 してい る部分 を特定す

る作業 か ら取 りかか らなければ ならない。 もしその部分が広範囲に渡 るな

らば,保 守者 はその ソフ トウェアを広範 囲に渡 って調査 しなければな らず,

ソフ トウェアはよ り概略的なユ ーザ要件か らよ り詳細 なユ ーザ要件へ と ト

ップダウ ンに構造化 してお くこ とが望ま しい。

(2)モ ジ ュール化

保守 を行い易 くす るには,機 能を実現 してい る部分を局所化すべ きで あ

ることは,ソ フ トウェアの非常 に小 さな構成単位(モ ジュール)に つい て

も言 うことができる。

あるモジ ュールの変 更が他のモ ジュールに影響をお よぼす ことは 度々あ

り,こ れが保守作業 を面倒 に してい る。 モジ ュールが 自己完結的 に一つの
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機能 を実現 していれば このよ うな問題は無 くなる。その ようなモジ ュール

であるか どうか を客観 的に評価す ることので きる尺度 と して,モ ジ ュール

の出 口数,外 部 とや り取 りす る情報の数な どがある。

(3)デ ータ名称の一元化

機 能は常 にデ ータ項 目と密接 な関係を持 っている。従 って,同 一の デー

タ項 目を取 り扱 ってい る部分は何 らかの関連を持 ってい る。 ソフ トウェア

の部分 によ って 同一デ ータの名称の付け方が異 なると保守が非常 に困難 と

なる。反対 に,名 称が統一 されていれ ば,デ ータ項 目を媒介 と して変更機

能の影響範囲 を洗いあげ ることがで き,保 守の手助け となる。

(4)ソ ース プログラムの読み易 さ

変 更の影響範 囲が特定 されれば,つ ぎに プ ログラムの具体的な変更作業

に移 るこ とにな るが,そ こで問題 とな るのが ソースプログラムの読み易 さ

である。一般的に,つ ぎのよ うな ことが読み易い プログラムの条件 とされ

てい る。

・機 能単位 に階層的に構造化 を行 ってい ること

・GOTO命 令が少 ない こと

・デ ータ名称は データの意味 を判別で きる名称 にな っている こと

・保守 者が理解 しに くい と考 えられ る部分には,保 守者への メッセージと

して,コ メ ン トが付 け られ てい ること

(5)保 守用 ドキ ュメ ン トの充実

開発を 目的 と して作 成 され た ドキ ュメ ン トは,保 守作業 に とって必 ず し

も充 分 とは言 えない。 それ らの ドキ ュメ ン トの中には,プ ログラムが完成

した後には不要 と考 えられ るものもある。 また,そ れ らの ドキ ュメ ントは,

開発 過程 におけ る度重なる仕 様変更 で,プ ログラムとの 同一性が保証で き

ない場合 も多い。従 って,ド キ ュメ ン トについてつぎの よ うな観点か ら評

価す る必要が ある。

・開 発過程 で作成 され た ドキ ュメ ン トの うち,プ ログラムの保守 のために

必要 であ り,将 来 とも保守 しなければな らないの は どれであ るか

・ ドキ ュメン トの プログラムとの同一性が保証 されてい るか

・開発過程では必要なか ったが保守 の手助 け とな る情報が,保 守者へ の メ

ッセージとして ドキュメ ン ト化 されているか

・流用 した プPグ ラムについ て,保 守 可能な レベルの ドキュメン トがあ るか
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⑥ 再 テス トの考慮

保守時に発生す る大 きな問題 の一つに テス トがある。 ある機 能の修正の

た めに行 った プログラムの変更 が他の機 能に影響 をお よぼ す ことは多い。

そのため,わ ずか な プログラムの変更であ って も,そ の変更の信頼性を保

証す るためには,開 発時 と等 しい程の テス トを必要 とす る。従 って,保 守

時の テス トを考 え,開 発時のテス ト環境 をそ のまま保存 してお く必要が あ

る。保存 してお くべ きテス ト環境 としてつぎの ものが ある。

・テス ト項 目表

・テス トデ ータ,テ ス ト結果

・テス トツール

・プログラム中のテス ト命令

5.6.3保 守性 評価 のため のツー ル

保守性 の評価 を目的 とした ツールは余 り多 く見 られないが,モ ジュール化

の評価 ツールについ ては幾つかの報告がある。 それ らの ツールの中か らIS

ES(富 士通㈱)とESQUT(㈱ 東芝)の2つ を紹介す る。

(1)総 合 的 ソフ トウェア評価 システムrISESＬ

ISESは 図表5-14に 示す よ うに,評 価 データベ ースを中心に各種

の分析 ・評価 ツール を統合化 したシステムで ある。評価 データベースは分

析情報 と評 価情報か ら成る。分析情報は各モ ジュールを分 析 して得 られ る

複雑 度に関す る基礎 データである。評価情報 は利用者 の指示す る評価基準

に従 って分析情報 を評価 した結果である。利用 者が評価項 目と表示形態 を

図 表5-141SESの 構 成

分 析

評 価

、〔 〉

ソースモ ジニール

履 歴 情 報

カラーグ ラフィック

デ ィスプ レイ

表 示

[[1>・ 〉一 ド・ピー

<コ

田
一175一



指示 す る と,結 果 が カ ラ ー グ ラ フ ィ ッ クデ ィス プ レイ また は 日本 語 ライ ン

プ リンタ ーに 出 力 され る。 例 えば,そ の サ ブ シス テ ムで あ るMETSは つ

ぎの よ うな機 能 を持 って い る。

① つ ぎ の3種 類 の 抽 出条 件 を組 み 合わ せ て 評 価対 象 モ ジ ュ ール群 を選

択 で き る

モ ジ ュール の属 性(命 令 規 則,プ ログ ラム種 別 な ど),プ ログ ラム

の階 層 レベル,世 代 。

② つ ぎの よ うな評 価 指標 で評 価 で き る

プ ロ グ ラ ムとデ ー タ間 の ア クセ ス関 係,プ ログ ラ ム相 互 の呼 び 出 し

関 係,ソ フ トウェ ア階 層構 造,呼 び 出 し ・ア クセ ス関 係 の ク ラス タ リ

ング,呼 び 出 し関 係 の 正 常 性 チ ェ ッ ク。

例 えば,プ ロ グ ラム とデ ー タ間 の ア クセ ス関 係 を指 標 と した 場 合 は,横

軸 に プ ロ グラ ム モ ジ ュ ール番 号,縦 軸 に デ ー タモ ジ ュ ール番 号 を と り,そ

の間 の ア クセ ス関 係 の存 在 を点 で表 わ した 図が 作 成 され る。 そ の図 で,プ

ログ ラ ムモ ジ ュール お よび デ ー タモ ジ ュ ール の並 び を調整 して も プ ロ ッ ト

した 点が 分 散 してい る場 合 は保 守 性 に問 題 が あ る とい える。

(2)ソ フ トウ ェア保 守 性 評 価 ツ ールrESQUTＬ

ESQUTは モ ジ ュール の 諸 特 性 を定 量的 に分析 して保 守 の し易 さを評

価す る ツ ール で あ る。 本 ツ ール は,保 守性 の 良 し悪 しを判 断 す るだ け で な

く,開 発 者 に改 善 方策 を メ ッセ ージ と して伝 える機 能 を持 ってい る。

本 ツ ールで は,保 守 の し易 さをつ ぎ の4つ の モ デル で 表 現 で きる と考 え,

各 モデ ル で有 効 と考 え られ る計 測尺 度 を設 定 してい る。

① モ ジ ュ ール機 能 サ イ ズ モ デ ル

モ ジ ュ ール の持 つ機 能 数 を定 量 化 す るこ とに よ り,機 能 の 過 度 な集 中

を発 見 す る。 計測 尺 度 と して,出 口数,変 数 ブPッ ク数,関 数 群 の 数 を

使 用す る。

② プ ログ ラ ム構 造 モ デル

モ ジ ュ ール間 の 関 連,グ ローバ ル デ ータの使 用状 況 を定 量 化す る こ と

に よ り,機 能 の 過 度 な集 中や 混 合 を発 見す る。 計測 尺 度 と して,外 部 変

数 の 使 用量,平 均 出 口数,モ ジ ュ ール呼 び 出 し数 を使 用す る。

③ 読 み 易 さモ デル

見 た時 の読 み 易 さ,コ メ ン ト文 に よる説 明 の量,位 置 の 適 切 さが ブ ロ
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グラ ムの理 解 を助 け る と考 え,読 み 易 さ と して 定量 化 す る。 計 測尺 度 と

して,コ メ ン ト率,コ メ ン ト位 置,変 数 有 効 範 囲,ス テ ップ数,内 部 変

数 密 度,外 部 変数 密 度 を使 用す る。

④ プ ロ グ ラム複雑 さ モ デル

モ ジ ュール の持 つ 複雑 さが保 守 時 の修 正 作業 量 に影 響 を与 える と考 え

られ るの で,複 雑 さを定 量 化 して評価 す る。 計測 尺 度 と して,実 行文 数,

VocabularySize,ProgramLength,ProgramVolume,Cycl-

omaticNumber,情 報 量 を使 用 す る。

これ らの尺 度 が保 守 の し易 さに対 しどの よ うに影 響 を持 た らす かが,具

体的 デ ータに基 づ い て つ ぎ の よ うに報 告 され て い る。

報 告 で は,主 成分 分 析 に よ り上 記尺 度 中の相 関 の高 い尺 度 同 志 を整 理 し,

つ ぎ の 合 成尺 度 を作 り出 し,そ の 合 成尺 度 と実 際 の 保 守 の し易 さの関 係 に

つ い て分 析 して い る。

・第1主 成分:ス テ ップ数 ,複 雑 さの 尺 度 か ら構 成 され た 規 模 の合 成尺

度

・第2主 成 分:出 口数 ,変 数 ブ ロ ック数 な どか ら構 成 され た 合成 尺度

・第3主 成 分:コ メ ン ト率
,コ メ ン ト位 置,外 部 変数 密 度 か ら構 成 され

た 合成 尺 度

保守 時 に出 現 した モ ジ ュ ール の 不具 合 件数 を デ ータ と し,モ ジ ュ ごル の

保 守 の し易 さ を4グ レ ー ド(良 い,普 通,悪 い,大 変悪 い)に 分類 して 第

1-3主 成分 平 面 上 に プ ロ ッ トした もの が 図表5-15で あ る。 この 図 表

よ りつ ぎ の こ とが 言 える。
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図表5-15ESQUT保 守性分析事例
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① 規模 を表わす合成尺度が大 きい所では保守性 が悪い可能性 が高い

② コメ ン ト率,外 部変数 密度 が小 さい所 では保守性が 良い傾向が高い

5.7開 発活動 自体 の評価

以上整理 してきた ことは完成 された ソフ トウェアの評価が中心であ ったが,

開発活動 を振 り返 り,開 発 のや り方 を評価 してお くことも必要 である。その結

果はつ ぎの開発 に役立て ることがで きる し,他 組織の開発活動の参考にす るこ

ともで きる。 その よ うな試み を行 ってい る事例 として㈱富士通の 「品質管理 パ

ラダイム」 について紹介する。

(1)品 質管理 パ ラダイム とは

品質管理 パ ラ ダイム とは,日 頃,実 作業の中で工夫 し,実 践 してい る 「品

質管理」の活動事例 を一定の形式で整理 して形あ るもの として蓄積 し,再 利

用 ・追体験可能 な ように した ものである。

品質管理 パラ ダイ ムは,QCス トー リーに似たQC手 順 に従 って ドキ ュメ

ン ト化 され るの で,そ れ を作成す ることに よって,自 分達の行 ってきた開発

活動を反 省す るこ とがで きる。

品質管理 パ ラダイムは,管 理 のサ ークル(PDCAサ ークル)の 各 フェイ

ズに対応 してつ ぎの3種 類のパ ラダイムに分 け られ る。
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① プ ロジ ェ ク トパ ラ ダイ ム

ー つ の ソフ トウ ェ ア開発 プ ロジ ェ ク トの 管 理 方式 の 全 体 像 を 記述 す る
。

す なわ ち,計 画 か ら開発 ・運 用 にい た る全 工 程 に渡 って,作 業 内容 ・生 産

物 ・生 産 技 術 ・ツ ール ・管 理 方法 ・組 織 形 態 な どの 諸 側 面 を記 述す る。

② チ ェ ッ クパ ラ ダイ ム

各 工 程 に対 して 固有 の 作 業 方 法 が必 要 で あ るの と同様 に,作 業監 視(チ

ェ ッ ク)の や り方 も工 程 に 即 した ものが あ るはず で あ る。 そ の よ うな作 業

監 視 の 事 例 を記 述す る のが 「チ ェ ックパ ラ ダイ ム」 で あ る。

③ ア クシ ョンパ ラ ダイ ム

作 業 監 視 の 結 果 判 明 した 問 題 に 対 して,根 本 的 な問 題 分 析 と解 決 を行 っ

た事 例 を 記述 す るのが 「ア クシ ョ ンパ ラ ダイ ム」 で あ る。

(2)品 質 管理 パ ラ ダイ ムの形 式

品質 管理 パ ラ ダイ ムは,図 表5-16で 示 す 文 書 体系 を と って い る。 ポ イ

ン トはQC手 順 図 に あ り,図 表5-17お よび 図 表5-18に 示 す ス トー リ

ーに従 って フ ォ ーマ ッテ ィ ン グされ た 用紙 に記 入 され る。

図表5-16品 質 管理 パ ラダイムの文書体系

(フ ェ ー ス シ ー ト)

パ ラダイム

紹介
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図表5-17「 チ ェ ックパ ラ ダイ ム」 のQC手 順

〔概要〕

データ収集 一[壷コー[==蓮==]

〔詳細〕
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目
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図 表5-18「 ア ク シ ョ ンパ ラ ダイ ム」 のQC手 順

〔概要〕
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〔詳細〕
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析
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・
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(3)QC手 順図の作 成方法

品質管理 パ ラダイムの作成は,基 本的には第三者が行 うのが望ま しい。そ

れは,当 事 者が作成す ると当事者が当 り前 と思 ってい ることが漏れ て しまい

が ちで あるが,第 三者が作成すれば当事者が気づかなか った事例の長所 ・短

所 に気づ くことが多いか らであ る。効果 的な品質管理パ ラダイムの作成方法

にはつぎの3つ がある。

① 第三者が事例 の当事者か ら ヒア リングを行い なが らQC手 順図 を作成す

る

② 複数 の聞 き手で当事 者に ヒア リングしなが ら模造紙上にポス トィ ッ トカ

ー ドを使用 してQC手 順 図を作 成す る
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③ 当事者が原案を作成 し,複 数の人で ヒア リングを行 う
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6.ソ フ トウ ェアの今 後 の課 題 と展 望

ソフ トウ ェア分 野 にお い て は,需 給 ギ ャ ップに対 す る対 策 が急 務 と な って い る。

BoehmやMartinの 報 告 に よ る と,労 働 者 数 と生 産 性 は そ れぞ れ 年 間4%し か

伸 び ない の に対 して,ソ フ トウ ェア需要 は年 間12%も 増 加 す る と言 う。

ま た,我 が 国 にお い て も,ソ フ トウ ェア需 要 の年 間 伸 び 率26%,生 産性 の年

間伸 び 率4%,ソ フ トウ ェア技 術 者 数 の年 間 伸 び率13%で あ り,昭 和65年 度

に おい て は約60万 人 の ソ フ トウ ェア技 術者 が 不 足す る と予 測 され て い る。(図

表6-1)

図表6-1我 が 国 に お け る ソフ トウェア需給 ギ ャ ップの予 測

ソフトウェア技術者敬

必要ソフ トウェア技術者予想数
(年率26%増)

.ノー
/

/

約60万 人の不足

ノL

実働ソフトウェア技術者予想数
(年 率17%増)

ソフ トウ ェア技術 者予 想 数

(年 率13%増)

この よ うな状況 のなかで,現 在の最緊急 課題は ソフ トウェアの生産性の向上 で

あると言 える。 ここで言 う生産性 の向上 には単 に開発効率の向上 とい う意味 だけ

でな く,出 来上が った製品の 品質 向上,保 守の効率向上の意味 も含 めてい る。

この章では,上 記の観点か ら ソフ トウェアの今後の課題 と展望につい て検討 した

いo
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6.1今 後 の 課 題

現在 の ソフ トウ ェ ア を取 り巻 い てい る環 境 を,ソ フ トウ ェ ア要 員,技 術・ツー

ル お よび ソフ トウ ェ ア品 質 ・評 価 の3つ の 側面 に分 け て,以 下 そ の 課題 につ い

て 述べ る。

6.1.1ソ フ トウ ェア要員に関する課題

(1)要 員面

冒頭で述べた よ うに,ソ フ トウェア需要 に対 す る ソフ トウェア要員の不

足は,不 可避的 なもの と して深刻 に捉 えな くてはな らない。いかに して ソ

フ トウェア要員 を確保 してい くかが緊急の課題 で ある。

ソフ トウェ ア要員の年齢限界 説が,よ く言われ る。確か にプ ログラマな

どには若年層が多 い傾 向にあ り仕事 の内容 も体 力が ものをい う部分が ある。

しか し,シ ステ ムアナ リス トな ど高度 な技術力や判断力を必要 とす る職員

に耐 え得 る人材 としては,む しろ年配者の方が向いている場合 もある。 こ

の ような既存技術者の適材適所 の配置 を図 りなが ら,必 要 に応 じて外注稼

働を活用 してい くことが迫 られて くるだ ろ う。

最近,各 分野へ の女性 の進出が取 り沙汰 されてい るが,ソ フ トウェアの

分野に も女性 プ ログラマが徐 々に増 加 してい る。一方,現 在 の ソフ トウェ

ア関連企業 は大 都市近 郊に集中 してお り,一 部の小規模 ソフ トウェア作成

業者を除い て都 市部以外 の労働力は余 り活用 され ていない。活用で きる分

野は限 られ るか も知れないが,今 後 増加が予想 され る,在 宅勤務やサ テラ

イ トオ フィス勤 務 とい った新 しい勤 務形態 の実施 を含め,こ れ らニ ュー ・

パ ワーの活 用 を図 ってい くのが得策 と考 えられ る。

(2)組 織 面

ソフ トウェアの設計か ら運用 ・保守にいた る一連の工程においては多数

の プロジェク ト・チームが存在す るが,各 チ ーム内外の コ ミュニケーシ ョ

ンが滞 りな く行われ るような仕組みが必要 である。

また一般 に,ソ フ トウェア開発におけ るプロジェク トチームの必要人数

は,ラ イ フサ イ クルに よって異 なる。 このため,要 員 の異動が容易に行 え

るよ う組織 的な配慮がな され てい ることが必要 であ る。 どくに,従 来 とか

く軽視 されて きた運用 ・保守サ イ ドを含め,質 と量 のバ ランスが とれ た要

員配置 を行 うこ とが大切であ る。
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今後組織面か ら見て注意 しなければ ならないのは,高 齢化問題で ある。

ソフ トウェア生産支i援ツールが整い,標 準化 も浸透 して来れ ば,職 人芸

で売 って来た プログラマは,依 然 としてパ ック ログに苦 しんでいる現状の

なかです ぐさまそ うな るとも思 えないが,相 対的 な存在価値が 下が る可能

性がある。 プログラマだけでな く,他 の ソフ トウェア要員 につ いても,5

年後,10年 後の 自分 自身 の存在価値 については,一 抹 の不安 を抱か ざる

を得ないのではないだろ うか。

高齢化問題では,高 齢化 した要員 に対 し,会 社が年齢 に見合 った役職 ・

ポス トを用意で きない ことが最大の問題であ り,専 門職制度 な ど有効 な対

策 を模索す る必要があろ う。

(3}教 育 ・訓練面

ソフ トウェア開発につい ては技術革新 が激 しく,こ れに供わ る技術者は

絶 えず新 しい技術に対応 した知識 を要求 され る。他方,実 際 に直面 してい

る作業に追われ る余 り,直 接関連す る知識以外は吸収 しに くく,ま た体系

的な教育が なされない傾 向がある。

この ような状況の中で,技 術者が新鮮 な知識 をタイ ミング良 く修得で き

るようにす るためには,作 業計画の中に訓練計画 を盛 り込み,定 期的な ス

キル ア ップを図 る必要が ある。 また,技 術者 をオペ レー タ,プ ログラマ,

プ ロジェク ト・リー ダそ して維持管理要員の順 に一定期間ずつ経験・させ る

とい う,ジ ョブ ・ローテーシ ョンによ り知識 と経験の巾を広げ ることも効

果 的である。

また,要 員個 々の技能管理 を徹底 し,適 材適所の要員配置 を行 うこ とは

もちろん,各 自の技能 に応 じた キ ャ リアパスを設定 し長期的な展望に基づ

く要員の養成に当たるべ きであ る。

61.2技 術 ・ツールに関する課題

技術 ・ツールについては,設 計,製 造,保 守の各工程お よび生産設備,生 産

支援 ツールの6つ の分野 に分類 して,以 下 に述べ る。

(1)設 計技術

設計 における問題点 としては,ユ ーザ要求の定義 ・分析 が十分でない こ

とによる稼働 の増大,設 計の再 利用手法が確立 され ていない ことによ る非

効率性 とい った点が指摘 されてい る。
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要求定義 ・分析 のための ツール としては,ミ シガン大学で開発 されたI

SDOS,TRWで 開発 されたSREMが 有名であ るが,何 れ も未完成度 は低

く実用には遠 いのが現状 である。

また,設 計の再 利用について も,ソ フ トウェアの設計内容 を蓄積 し検索

す る技術が未熟 であ るために,コ ー ドを再利用す るよ りもはるかに難 しく

現状では これ とい った有効 な対策はない。

② 製造技術

製造面の問題点 と して,既 製品の流 用がなかなか うま くいか ない こと,

製造 を支援す るツールが不十分な ことが指摘 され ている。

既製品の流用 については,プ ログラムの部 品化が有効である と言われて

い るが,対 象 を極 く一部に しぼ った上での部品化(バ ッチの事務処理 プ ロ

グラムな ど)を 除いては実現 され てい る例がない。 また,言 語 自体 につい

て も従来 か らCOBOLな どが広 く使用 されてい るが,言 語仕様が必ず しも

一致 していないため
,流 用できる範 囲が狭 くな っているのが実情 である。

対策 としては,記 述性に優れ,部 品化 も指 向 したAdaな どの新 しい 高級

言語に よる効率的な ソフ トウェア開発が期待 され る。

また,特 定業 務の アプ リケーシ ョンプ ログラムを対象に して,従 来 の手

続き型 言語 の枠 を超 える非手続 き型言語の開発 も進 め られてお り,そ の成

果が期待 され る ところである。

(3)保 守技術

保守 コス トが ソフ トウェア ・ライ フサイ クル ・コス トの中で大 きな割合

を しめている ことが報告 されてお り,保 守 コス トの低減,保 守作業の効 率

化 などが大 きな課題 となってい る。

現行の保守 について,ト ラブル発生時に解析情報が不十分で原因不明に

なる場合が多い,プ ログラム修正時の デ ィグ レー ドチ ェックが行い に くい,

遠隔地 での トラブルの場 合に迅速 ・省力化の点で改善が必要 であ るな どの

問題 が指摘 され てい る。

対策 としては,故 障情 報の 自動収集や解析 ツールの改善,デ ィグ レー ド

チ ェ ックツールの開発,遠 隔保守方 式の導入,保 守情報 データベースの構

築な どが進 められている。根本的には,設 計時点か ら保守を意識 した開発を

行 うと ともに,高 級 言語の実用化な どに よ り保守工程 におい ても手の掛か

らない プログラムが作 られ るよ うに な らなければ解決 しない と思われ る。
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〈保守情報 データベースの例 〉

① ドキ ュメ ン ト作成検索 デー タベース

②遠隔保守情報 デー タベ ース

③バ グ情報 デー タベース

④保守支援 ツールデータベ ース

⑤更新履歴情報 デ ータベ ース

⑥ システム情報管理 データベース

(4)生 産管理面

プロジェク トの計 画策定 や進捗,稼 動,品 質の管理 については,従 来個

々の プ ロジェク ト・リーダの経験や勘に頼 るこ とが多か った。 しか しソフ

トウェアの規模 が これだけ増加 し,ま たその内容 も複雑 化 して くると,人

手で はと うてい精度 の高い見積 りは行 えな くな ってきた。

そ こで ソフ トウェアの分野で もこれ ら生産管理 に関 して,工 学の基礎で

あるメ トリックス技 術を確立 し,各 管理項 目を客観的 に定量 化す る必要性

が指摘 されている。 当面 は製造規模,品 質情報,稼 動 などの基礎 チータを

蓄積 し,そ れ らを分析す るシステムを開発 してい くとともに,開 発 しよ う

とす る ソフ トウェアが必要 とす るコス トが把握 出来 るよ うな シス テムの出

現 が期待 され る。究極的には工程管理,コ ス ト管理,品 質管理,製 品管理,

要 員管理,組 織運営管理な どが一元的に行 えるよ うな管理 システムの構築

が望まれ る。

(5)生 産設備面

生 産設備 としては,以 前は実(タ ーゲ ッ ト)マ シンでの ソフ トウェア開

発が普通であ ったが,現 在 では ターゲ ッ ト・マ シンとは別の開発 用マ シ ン
へ

に よ り効 率 的 に 開 発 を行 うこ とが 主流 に な って きた。

今 の とこ ろ開 発 要 員 の 自由度 を高 め る リモ ー トデバ ッグ技 術,デ バ ッ,グ

・マ シ ンを 有効 に利 用 す るた め のVM(virtualmachine)技 術 な どが

導入 され て い るが,さ らに ソフ トウェア開 発 の 効 率 向上 を支 援 す るた め に

は 以下 の よ うな こ とが 必 要 と考 え られ る。

①WS(ワ ー クス テ ー シ ・ン)か らの会 話 形 態 に よ る設 計,製 造,テ ス

ト支 援

② 各 種 支 援 ツー ルの 充 実
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(6)生 産支援 ツール

ソフ トウェアの生産性 向上を推進す る上で,重 要 な役割 を果 たすのが各

種の生産支援 ツールであ る。'載 ・

現在 でも既に色 々な ツールが開発 されているが,単 発的に開発されるケー

スが多 く,そ のため使 用効 率が悪 くな っている。一連の生産過程 において

総合的 に使用で きるよ う徐 々に統合化 を進めて行かなければ な らない。

6.1.3ソ フ トウ ェア品質 ・評価 に関する課題

ソフ トウェア生産性 向上 に取 り組む課程で忘れ てはな らないの が,品 質管

理である。

(D品 質の造 り込み と評価

とか く品質の良否 は製造工程だけの問題 として捉 えられが ちであ り,他

の工程 では余 り強 く意識 されない ことが多いのが現状であ る。 また,製 造

工程において も納期 に間に合わせ ることに終始 し,と もすれば品質 に対す

る配慮 が失われて しま うこ,ともある。1

.ソ フ トウェアの よ うにオ ーダメイ ドの ものについてはむ しろ計画 ・設計

一・ 段階の方が品質に とつて重要 な意味 を持 っている。各工程 に携わ る要員1

・'・火1人 が品質に関す る意識 を持ち続け るよう,啓 蒙 してい くことが必要で

Ltlあ る。. ,1、 、1

ソフ トウェアの品質が各工程において造 り込 まれ るものである点は ハー

ドウェアや他 の工業製品 と同 じであ る。 したが って,各 工程の 中で品質の

造 り込み方を作業標準 と して確立 してお き,吹 工 程へ のバグの混入 を極力

防止 す る必要 がある。

具体的には,開 発開始 当初に品 質管理 目標値 を設定 し,各 工程 の中途 ・

終 了段階で品質 につ いての レビユ]を 行ない 目標値 を満足 したかをチ ェ ッ

クし,次 工程へ の着手可否 の判断 を徹底 しな くてはな らない。

また,ソ フ トウェアは完成 した製品 を目で見 ることがで きない。そのた

め,そ の品質 が ど うな っているのか把握 しに くい難点があ る。 この点,出

来上が った製品の検査 を どの ように行 うのか,ま たその ときの評価尺度 を

どのよ うに決め ど う評価す るのかが,非 常 に難 しい。

以下 に,試 験工程 で用 い られる評価尺度 を示す。1
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① 試験密度.一 ㌧,

プログラム規 模当た りの試験項 目数・

② バ グ検出密度 、.・ ∵ ∵

プ ログラム規 模当た りのバ グ検出数。

③ バ グ収束率

予測パ グ件数 の うち実際 に発生 したバ グ件数 の比 率。

(2)デ ィグレー ドの防止

運用 ・保守段階に入 って発生 した故障の修理や機能 の拡張 な どに よって

プ・グラムの修正 を行 った際,該 当箇所以外の部分へ の ティグ レー ドを引

き起 こす ことがあ る。 この影響範 囲の見極 めには,高 い技術 力を 必要 とし

てお り,ほ とん ど人手 に頼 ってい るのが実情で あ り,信 頼性 に問題があ る。

このデ ィグレー ドが起 こ らないよ うチ ェックす るための システムを構築

す る必要 がある。ただ し,こ の とき単にデ ィグ レー ドチ ェ ックのみ を 目的

としたものでは な く,開 発段階におけるテス ト支援 システムや保守段階 に

おけ るプログラム変更管理支援 システムと一体の シス テムづ くりを行 うべ

きである。

6.2今 後の展望,..㌧ 、、

ソフ トウェアに関 して,6.1に 述べた課題を解決す る技術,方 策 なと}につ い

て,そ の展望 を以下 に述 べ る。

(D標 準化

ソフ トウェアの生産 性 を向上 させ る上でその前提 条件 となるのが この標準

化である。 も う少 し詳 しく言 えば,標 準化は ソフ トウ■ アの複雑{ヒ,開 発規

模の増大,要 員の質的 ・量的不足 とい った最近の状況の中で,品 質の高い ソ

フ トウェアを効率的 に大量生産す るための方策で ある。,

標準化のね らいは,誰 が作 って も同様の ものがで きるよ うにす ることによ

って,組 み合わせが可能 な製(部)品 を効率生産す ることにあ ると言 える。

そのためには,従 来 ソフ トウェアの開発におい て巾をきかせていた個人技

による作業 ではな く,共 同作業 としての ソフ トウェア生産 を重視す ることに

なる。 具体 的には,ド キ ュメン ト記述方法や用語,プ ロジ ェク ト○チーム間

の コ ミニュケーシ ョンの方 法,、各工 程におけ る作 業方法 などの標準化を図 り

生産性の向上 に資す る ことが大切であ る。い 、・一,
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ま た,完 成 した 製(部)品 につ い て も,そ れ が の ち に流用 ・改 造 に よ り,

有効 に利 用 で き る よ うに,と い う観 点 か ら,今 後 は 使 用 言 語 や イ ン タフ ェー

スの標 準 化 が よ り積 極 的 に 推進 され よ う。

② 再 利用 技 術

く 方法 論 や ツ ール の 改 良 に よ る生 産 性 の 向上 に は限 界 が あ る。 よ り大 きな

改 善 をす るた め には,い つ も無 か ら作 って い ては だ めで あ り,プ ロ グラ ムが

知 識 で あ る こ と を最 大 限 に 活 用 し既 存 の もの を利 用 す る こ と,す なわ ち再 利

用 が 決 め手 とな る。 第5回 ソフ トウ ェア工 学 国際 会 議J.マ ンソ ン〉 この

よ うな考 え方 の 下 に,ソ フ トウ ェ アの 再 利 用 に よ る生 産 性 向上 の気 運 が 高 ま

って 来 た。

今 後 開発 す る ソ フ トウ ェア につ い て は,部 品化 を進 め再 利 用 す る方 向 に あ

る◎ 最 終的 な 目標 は,ソ フ トウ ェアの仕 様 を再 利 用 してそ こか ら プ ロ グ ラム

コー ドを 自動 的 に生 成 す る こ とで あ るが,極 く限 られ た一 部 の 応 用分 野 で こ

うい った ツー ルの 実 用 化が 試 み られ てい る程 で,全 般 的 に は まだ まだ仕 様 の

再利 用 が進 ん でい る とは 言 えず,現 状 で は未 だ 研究 段 階 の技 術 で あ る。

一 方 ,プ ロ グ ラ ム コ ー ドレベ ルで の部 品化 ・再 利 用 の試 み も盛 ん で あ り,

バ ッチの事務処理な ど処理 が規 格化 可 能 な 分野 で は,例 えばtt入 力 チ ェ ック",

"照 合 更 新"
,ttソ ー ト","報 告 書 作成"な どの 処 理 をあ る程 度 汎 用 的 に

標 準 パ ター ンと して 作 って お くこ とで,実 用 的 な レベ ル に達 して い る。 また,

よ り広 い 分 野 で の再 利 用 を図 るた め に,Adaを は じめ とす る新 しい 言 語や

ツ ール(Adaの パ ッケ ー ジ機 能,Smalltalkの ク ラスの 概 念)に よる プ ロ

グラム コー ドレベ ル の 部 品 化 ・再 利用 の 試み も始 め られ てい る。

今 後,再 利 用 技 術 を確 固 た る もの とす るに は,新 しい 言 語 に よ る ア プ ロー

チ,人 工 知 能(AI)技 術 の 実 用 化 を推 進す る必 要 が あ ろ う。

(3)ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの 活 用

ソフ トウ ェ アと ハ ー ドウ ェ アの価格 分 離(ア ンバ ン ド リング)に よ り,ソ

フ トウ ェ アが独 立 した 商 品 と しての 価値 を得 た。 さ らに,ソ フ トウェ ア開発

費 用 が 嵩 む こ と,開 発 に掛 け る ソ フ トウ ェア要 員 の 確 保 難 な どか ら,自 前 で

新 規 開 発 す る よ りも汎 用 化 され た既 製 品 を購 入 す るほ うが 経 済 的 な ケー スが

で て きた 。 こ うして,目 的 別 の 既 製品 で あ る ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジが1

つ の商 品 と して 流 通 す る よ うにな って きた 。 米 国 では 既 に この ソフ トウ ェア

・パ ッケ ー ジの 市 場 が 急 激 な 拡 大 を遂 げ てい る。
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ソフ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの種 類 と しては,制 御 プ ロ グラ ムや 言 語 処 理 プ

ロ グ ラム,デ ー タベ ー ス管 理 プ ロ グラ ムな どか ら業種 別 ア プ リケ ー シ ョ ン ・

プ ログ ラ ムに至 るま で,多 岐 に渡 ってい る。

ソフ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの活 用 につ い ては,(2)で 述 べ た 部 品 化 同様,

ソ フ トウ ェアの 有効 利 用 の観 点 か ら積 極 的 に推 進 され るべ き もの で あ る。 そ

の た めに は,ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジの標 準 化 ・汎 用 化 や,そ の 市 場 流 通

を促 進 す る ソフ トウ ェ ア流通 シス テ ムの構 築 な どが必 要 で あ ろ う。

また 日本 では 昭和54年 に汎 用 ソフ トウ ェア開 発準 備 金 制 度 が 設 け られ,

流 通 を 目的 と した ソフ トウ ェ ア ・パ ッケー ジの 開 発が 奨 励 され てい るが,こ

うい った政 策 的 なi援助 も当面 必 要 で あ ろ う。

(4)移 植 技術

コ ン ピュー タの 普及 に 伴 い,ソ フ トウ ェ アに対 す る需 要 が 拡 大 し,既 存 の

ソ フ トウ ェア資 産 を ドキ ュ メ ン ト,ま た は,プ ログ ラム ・レベル で 再利 用 し

よ う とす る動 きが 活 発 に な って き て い る。

以前 は機 種 更改 の際 に,旧 シス テ ムで 蓄積 した デ ー タや プ ロ グ ラムを 新 し

い シス テ ムで使 用 で き る よ うにす る た めに 移植 が 行 われ たが,現 在 で は 他 の

機 種 の プ ・グ ラム を互 換性 の ない 別 の機 種 にの せ か えて走 行 させ る 目的 での

移植 も行わ れ る よ うに な って きた。 この よ うな ソ フ トウ ェ アの生 産 性 を たか

め る再 利用 技 術 につ い て は,特 に異 機 種 間 で の プ ログ ラ ム再 利 用 を可 能 にす

る移 植 技術 が 有効性 ・適 用領 域 の面 か ら注 目され て い る。

しか し,使 用 言語 が 違 った り,同 じ言語 で も言 語 仕様 が 異 な った りし てい

るた め,完 全 な 自動 変 換 を行 うコ ンバ ー タの開 発 には経 済 性 お よび 汎 用 性 の

面 で 限界 が あ る。

この た め,主 として コ ンパ イ ラに おい て 汎用 中 間言語 方 式 の採 用,機 種 依

存 機 能 の局 所 化,ま た,ハ ー ドウェア機 種 仕様 を記 述 しそ こか らオ ブジ ェ ク ト

コー ド分類 表 や 処理 ル ーチ ンを 自動 生 成 す る方 式 が試み られ 再 利 用 促 進 が 図

られ ている 。

今 後 は設 計,製 造 段 階 にお い て,作 業標 準 の 整 備や 仕様 言 語,イ ンタフェー

ス の統 一 を図 ってい くこ とにな ろ う。

(5)ラ ピ ッ ドプ ロ トタイ ピ ン グ

ソ フ トウ ェ アの開 発 に は,従 来 試 作 品 を作 る とい う過 程 が なか った。 しか

し,開 発 の 初期 の段 階 で は ユ ーザ の 要 求 が 明確 で な く,出 来 上 が った 後 に な
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って変更 を余儀 な くされ るこ とも多い。

これ を解決す る方法 として,ラ ピ ッ ド・プロ トタイ ピングがあ る。実用化

の例 と しては,カ リフォルニア大学 アーバ イ ン校がRPL(RapidProto-

typingLanguage)と 呼ぶ プロ トタイ ピング用の言語(文 法はAdaに 類

似)を 作 り,試 行中である。 また,㈱ 富士通研究所では電子交換機用 ソフ ト

ウェアの プ ロ トタイ ピングツールを試作 してい る(言 語はAIFLS)。 要

求分析 ・定義技術 の飛躍的発展が期 待で きない現状では,ラ ピッ ドプ ロ トタ

イ ピング技術 の方が適用の可能性が高い と言 えよう。

(6)新 高級言語

①Ada

Adaは 考 え方 としては特 に 「革命的」 と言えるようなものはな く,従

来の手続 き型 言語に近い ものであるが,

④ パ ッケージ化機能(ジ ェネ リックパ ッケージ)・

◎ 並 列処 理,リ アルタイム処理機能(ラ ンテブ)

◎APSEと 呼 ばれ る充実 した 支援環境 もセ ッ トで開発

(∋'コ ンパイ ラの検定制度に よる標準化

◎ 仮想OSイ ンタフェースによるポータ ビ リテ ィ強化

な どの実現 を図 ってお り,現 状 で実用化 されている最新技術の集大成 と

い う意味で 有用で あろ う。

②LISP,PROLOG

従来の言語が プログラムを手続 きの集 ま りと して表現す るのに対 して,

LISPに 代表 され る関数型言語やPROLOGに 代表 され る述語論理型

言語 では,プ ログラムを処理 内容 を記 した関数 とそれ に与 える引数で ある

リス トの集合,あ るいは処理 の仕様 を記述 した論理式の集合 として表現す

る。 これ らは共 に記号処理 に適 してお り,か つ必要 なデータがすべてそろ

った時点で実行が なされ るとい うデータフ ロー型 にな じむ言語 であるため,

今後 の人工知能や知識処理に適 した 言語 として注 目されてお り,そ の結果

が期待 され る。

③ オ ブジ ェク ト指 向言語

これ も従来の手続 き型 とは全 く異 なる考 え方 をとってお り,デ ー タとそ

のデータに対す る操作 とをひ とま とめに したオ ブジェク トとい う概念で プ

ログ ラムを表現 する ものであ り(図 表6-2),代 表的 なものにXEROX
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社のSmalltalkが ある。処理速度が まだ遅 いため当面は プロ トタイ ピング

が主な用途 となろ うが,今 後汎用的 な言語 とな って くることも予想 され,

`ク ラスの概念 な どによ りプ ログラムの部品化技術 向上に貢献する もの と期

待 される。

図表6-2手 続 き指向 とオブジェ ク ト指 向の違い

デ ー タ 手続 き オ ブジ ェ ク ト メ ッセ ージ

手続 き指向 とオブジ ェク ト指向の違い。デ ィスプレイに表示 したウイ ンドウの位 置 を動 か

す場合 を例に とった。手続 き指向(a)で は,ウ イン ドウ(デ ータ)と その移動(手 続 き)が 分厚 き'

れてい る。オブジ ェク ト指向(b)は.二 の両者 を統」 したもの(オ ブジ ェク トう としてウイン ドウ

をとらえる.

(7)人 工 知 能(Al)

〈人工 知能(ArtificialIntelligence)と は,知 的 な 計 算 機 シ ステ ム の

設 計 に 関 係 した計 算機 科 学 の 一 分野 で あ る。 知 的 な 計算 機 シ ス テ ム とは,我

々が 知 的 で あ る と感 じる人 間 の 行 動(言 語 理 解,学 習,推 論,問 題 解 決 な ど)

を代 行 す る シス テ ムで あ る。Edward.A.Feigenbaum>と い う定義 に も

あ る よ うに,AIの 技術 とは知 識 を 蓄 える知 識 ベ ー ス と知 識 の 処 理 を行 う知

識 処 理 とを組 み 合 わ せ(図 表6-3),人 間 の 知 的 活動 を 支援 しよ うとす る

もの で あ る。

LISPやPROLOGを 用 い,ハ ー ドウ ェア と しては非 ノイマ ン型のデー

タ フ ロー マ シ ンを使 用す る こ とに よ って, .実 用 的 な シ ス テ ムを 作 ろ うとい う

研 究が 活 発 に行 わ れ て い る(㊥ 新 世 代 コン ピ ュー タ技 術 開 発機 構,マ サチ ュ

セ ッツ工 科 大 学 な ど)。
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AIの 応 用 分 野 と して,エ キ ス パ ー トシス テ ム,ソ フ トウ ェ アCADな ど

ソフ トウ ェアの生 産性 を飛 躍 的 に 向上 す る こ とので き る領 域が 考 え られ てお

り,こ の技 術 に期 待す る と ころは 大 きい が,人 間の 「知 識 」 の 抽 出方 法 ,新

図表6-3人 工 知能応用 システム

Ψ象

規則

…知 識抽 出
1

、技法1

!
コ

↓

知識

=LlSP=
【利 用 者 】

・診 断

・制 御

・教 育

・設81・

:

・

Z鶏雛 ぐ 1>
1

z勝9形

卿 蓄謝 蜘酬
知 識ベース

描築用

エデ ィタ

識
///

【知餓 表 現 】

・フ'ロダ ク シ ョ ン

・フ レー ム

・セ マ ンテ ィ ック

【AIツ 「ル 】

しい知識の発見方法とい った難問がひかえてお り,今 後よ り一層研究 ・実用

化に力を入れる必要がある。

(8)ヅ ・フ トウ ェアCAD/CAM..、t－

装置 設 計 な どの 分野 でCAD/CAM技 術 を確 立 しよ うとい う試 み が 活 発

に な って きて い る。 そ の状 況 は以 下 の とお りで あ るが ,最 終 的 に は人 工 知 能

(AI)の 成 果 に待 つ と,ころが 大 きい 。

① ソ フ トウ ェ アCADの 目標

④ 図 形 入 力 に よ る ソ フ トウ ェア設 計 ・製造(日 本 で の主 流)

,・ グラフィック表 示 機 能 を プログ ラム用 ワークステーシ ョン,お よび,シ ス

.テ ム設 計 者 用 ワー クス テ ー シ ョ ンに標 準 装 備 し,人 間 の パ タ ー ン認 識

能 力 の活 用 を図 る

'プ ログ ラム設 計 書 や シ ス テ ム設計 書 の 記 述 方法 を従 来 の 方 式 か ら大幅

に改 良 した グ ラ フ ィ ックチ ャー トにす る

● 単 に ドキ ュ メ ンテ ー シ ョ ンの 簡 易化
,正 確化 を行 うだ け で な く,設 計

図 か ら直接 ソフ トウ ェ ア を作 り出すCAMへ の方 向 を 目指 す

(b)自然 言 語 に よ る ソフ トウ ェ ア設 計 ・製 造(欧 米 で の主 流)
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② 技術 レベ ルお よび 現 状

レベ ル1(現 状)

プ ログ ラム設 計 に 関す るCAD

レベ ル2

シス テ ム設 計 に 関す るCAD

レベ ル3

人 工 知 能,知 識 工 学 の応 用 に よ る ソフ トウ ェ アオ ー トメ ー シ ョ ン

③ 具 体 的 な シス テ ム と して実 現 され る順 序

ステ ップ1

従 来 の 設 計作 業 を紙 の上 で行 うの で はな くグ ラ フ ィ ッ ク端 末 上 で 実 行 可

と し,設 計情 報 を収 集 して後 の 工 程 に役 立 て る。

ステ ッ プ2

非手 続 き的 な仕 様 入 力 に よ りプ ログ ラム を作成 す る。

ステ ッフ3

プ ロ グラ ミ ングの知 識,シ ス テ ム化対 象 領 域 の業 務 知 識 を知 識 ベ ース 化

し,必 要最 小 限の シ ス テ ム要 件 の 入 力に よ りプ ログ ラ ム を作 成す る。 こ

の際,蓄 積 され た知 識 に基 づ い て アル ゴ リズ ムの発 見 も行 う∵ この ス テ

ップの 実 現 に は ソフ トウ ェ ア製 品 におけ る部 品 の確 立 が 必 要 で あ る。 こ

の ス テ ップは と りも直 さずAI実 用化 の 段 階 で あ る。::t:'い

(シ ス テ ム化対 象 領域 を 極 く狭 い範 囲 に絞 れ ば,案 外 早 期 に実 現 され る

こ とも考 え られ ・る)

(9)PWB(Programmer'sWorkBench)

従 来,設 計 や 製 造 で 用 い る ツ ール 類 は,個 々別 々に 開発 され て お り,こ れ

ら断 片 的 な ツール の 導 入 には 限 界 が あ った。 とい うの は,ツ ール 類が 仕 事 の

流れ に即 して サ ポ ー トされ た もの で は な く,ツ ー ル毎 に そ の 使 用 法 を修 得 し

な くては な らなか った か らで あ る。

そ こで ツー ル を統 合 化 し,そ れ をTsS端 末や パ ソコ ンで 利 用 で き る よ う

に したの がWB(W6rkBench)で あ り,さ らに プPグ ラ マ 向 け に した の が

PWBで あ る。

PWBの 構 成要 素 と して は,OS,フ ァイル シ ス テム,開 発 支援 ツール群,

ユ ーザ イ ンタ フ ェ ース が あ る。 な かで も ユーザ に 直 接見 える,ユ ー ザ イ ンタ

フ ェ ース部 につ い て は 特 に操 作性 が よい よ う,念 入 りな設 計 を必 要 とす る。
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臣

⑩ ソフ トウ ェ ア ・テ ス ト

ソフ トウ ェア の 品質 を 高 め る には十 分 な テ ス トが 必 要 で あ るが,人 手 では

その た めの コス トも また 大 き な もの とな る。

現 状 で は,テ ス ト対 象 の プ ロ グラ ムを実 行 させ る こ とな くその プ ロ グラム

内の 制 御や デ ー タの 流 れ を解 析 す る静 的解 析,プ ログ ラ ムを実 際 に動 作 させ

その 結 果 をチ ェ ックす る動 的 解 析 の2段 階 で 効 率 良 くテ ス トを行 う方 法が 主

流で あ る。 ま た,テ ス トデー タの 抽 出,テ ス ト十 分 性 の チ ェ ックな どの た め

に,分 岐 箇 所 に着 目 した テス トデ ー タ生成 ツール,パ ス網羅 率測 定 ツール な

どが 開 発 され て い る。

さ らに,ど の 程 度 テ ス トを した らどの位 の品 質 が 期 待 で き るか とい う予測

技術 につ い て も ソフ トウ ェ ア メ トリッ クス技 術 の 一 つ と して 開 発 され つ つ あ

る。

ソフ トウ ェ ア テ ス トの 問 題 を 根 本的 に 解 決す る方 法 と して,プ ロ グ ラムの

正 し さを論 理 的 に証 明 しよ うとす る試 み(Programverification)の 研 究

も行 われ て き ては い るが,現 時 点 では 行 き詰 って お り実用 化 の 見 通 しは暗 い。

今 後 は テ ス ト支 援 ツー ルの 高 度 化(テ ス ト中 に バ グを検 出 した 場合,自 動

的 にそ の部 分 の ソース を表 示 し,エ テ ィ ッ トモ ー ドに な るな ど)を 進 め る こ

とが 必要 で あ る。

ω 開 発組 織 ・

ソフ トウ ェア を 開 発 す る プ ロジ ェ ク ト ・チ ー ム を運 営 して い くに あ た って,

留 意 して置 くべ き こ と と して以 下 の よ うな もの が あ げ られ る。

① プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ムの要 員数 が 多い と きは,チ ー ム をさ らに細 区分 し,

そ の 単位 毎 に チ ー フ を割 りつ け責 任 を持 たせ る

② プ ロジ ェ ク ト・ リー ダに はで き るだ け プ ロ グ ラム を担 当 させ ない よ うに

し,管 理 作 業 に 専 念 させ る

③ 他 の プ ロジ ェ ク ト・チ ー ム との意 志疎 通 が,十 分 に 図れ る よ うな体 制 を

組 む

④ 各 要 員 の 坦 務 の 分 界 点 を 明確 にす る と と もに,不 在 時 の代 行 者,対 処 方

法 を決 めて お く

'⑤ 品 質管 理 を行 うグル ー プを ,開 発 チ ー ムか ら独 立 させ る

⑥ 会 議 な どに よ り,定 期 的 に進 捗状 況 を報 告 させ る仕 組 み に してお く

⑦ 必 要 に応 じて,他 の メ ンバ ーが 開 発 に専 念 で き る よ う,プ ロ グ ラ ミング
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以外の事務作業や成果物 の整備な どを行 うライ ブラ リア ンを配置す る

(12)品 質管理(QC)活 動

ソフ トウェアの品質 は,開 発か ら保守 までの各工程 において一貫 して造 り

込 まれ るものであ り,ソ フ トウェア要員全体の意識 の高 さに比例す る,と 言

っても過言ではない。 したが って,日 々の作業 において,い かに品質 につい

て意識 を持たせ るかが重要 である。要は,担 当者1人1人 が意識 を高 めない

と品質 は向上 しない し,生 産性 も向上 しない,と い うことである。 このた め

の有効手段 と して,品 質 管理(QC)活 動が ある。

品質管理活動 は本来工業 製品の製造に関 して,実 施 されて来 たもので ある

が,標 準化 による ソフ トウェア生産 を行 うようになるにつれて,ソ フ トウェ

ア分野 において も上記の見地 か らます ます適用が進む もの と思わ れる。

以下に,そ の 目的 を示 す。

① 個人技術 力の 向上,動 機付け

② チーム技術 力の向上,円 滑 な コミニュケーシ ョンによるチームワーク

③ 品質意識,コ ス ト意識,問 題意識 改善意識 の高揚 による職場 の活性 化

④ 張 り合いの ある明るい職場づ くり

(13}要 員管理

ソフ トウ ェア生産 プ ロジェク ト・チームの構成員数は ソフ トウェア ・ライ

フサイ クルに よって,大 き く変化す る。

現状で は,必 要 とす る時期に,必 要 とす る要 員を質 ・量 ともに集 めるこ と

は,か な り難 しい。そ の とき,幸 いに して確保 し得た人材 をいかに有効 に活

用で きるか で,成 否が きまる。 このため,各 技術者の経験,ス キルな どにつ

いて木 目の細かい管理 を行 い,す きのない要員配置を実施す るこ とが必要で

あ る。

(14生 産支援 ツール

ソフ トウェア生産を支援す るツール として,以 下に示す よ うな色々なもの

が考 えられ てい る。既 に開発 され効果 を上げてい るもの もあ るが,今 後 は こ

れ らを統合化 し使いやすい もの にしてい く方向に進 む と思 われ る。

① 設計支援 ツール

要求仕様 化 ツール

② 製造支援 ツール

プログラムジ ェネ レータ
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③

④

プ ログ ラ ム部 品 デ ー タベ ース

構 造 化 エ デ ィ タ

テ ス ト支援 ツ ール

コー ドオ ー デ ィタ

パ ス解 析 ツー ル

環境 シ ミュ レ一 夕

デ ィ グ レー ドチ ェ ッ ク支 援 ツ ール

・ テ ス トデ ー タ生 成 ツール

・ テ ス ト環 境 生 成 管 理 ツ ール

・ テ ス ト実 行 検 証 ツール

・ 出 力 コ ンパ レ ー タ

保 守 支 援 ツ ール

バ グ原 因解 析 ツー ル

・ トレー サ

・ アハ ッ ガ

・ バ グ情 報 デ ー タベ ー ス

・ 故 障 情 報 自動 収 集 ツー ル

プ ログ ラム修 理 ツ ール

●

■

●

◆

●

エ ア イタ

パ ッチ 施 工 ツー ル'

影 響 範 囲 抽 出 ツール

更新 履 歴 デ ー タベ ー ス

デ ー タ フ ロー解析 ツ ール

性 能 評価 支i援 ツ ール

・ 多 端 末 シ ミュ レー タ

遠 隔 保守 情 報 デ ー タベ ース

④ 管 理 支援 ツー ル

■

●

■

品 質 管 理 ツール

進 捗 管 理 ツー ル

部 品 管 理 ツー ル

要 員 管 理 ツー ル

コ ス ト管 理 ツー ル
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・ ツ ー ル ァ ー タ ヘ ー ス

・ シ ス テ ム 情 報 管 理 ツ ー ル

⑤ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン 支 援 ツ ー ル

・ ドキ ュ メ ン トエ デ ィ タ

・ オ ー ト フ ロ ー チ ャ ー タ
4

6.3ま と め

以上述べ て きた よ うに,現 状ではこれ とい った特効薬は見 当た らず,地 道 に

できるところか ら積み上げ ることが必要で ある。

しか し,将 来的 に技術的 ブ レー クスルーが期待できるもの として,以 下の も

のが考 えられ,こ れ らの研究 ・実用化 を一層推進す る必要があろ う。

①AI技 術を駆使 した ソフ トウェアCAD/CAM技 術

多少のあいまい さを含む命令であ っても,推 論機能に よ って プログラムの

作成がで きるよ うになろ う。 自然言語 にかな り近 い レベルの高級 言語が発達

し,知 識ベ ース システム と相 まって生産性 を飛躍的 に向上す る ことがで き よ

う。

② 言語の高級化

標準化に適 したAdLa,AI用 言語のLISP,PROLOG,実 用化 が

見込 まれ るオブジェ ク ト指 向言語な どによ りソフ トウェア生産 の効 率化 が図

られ るで あろ う。

また,技 術面のみで な く,要 員育成面,組 織管理面でも従来の成 功例や効果

のあが った手法を継承 し,さ らに改善 してい くことによ り,ソ フ トウェア開発の

工業 化に1歩 ずつ近づい てい くであ ろ う。
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参 考

米国 におけ る動向

米国では ソフ トウェア産業 を第二の 自動車産業 に しない よ う,ソ フ トウェア分

野の技術開発に力を注いでいる。DoD(米 国国防総省)で は,新 たにSTARS

計画 とい うソフ トウェア開発支援環境構築 のた めの プロジェク トを開始 した。 そ

の概要 を図表6-4～6に 示す。

STARS計 画で対 象 としているのは ソフ トウェアの蓄積 ・再利用,Adaの

普及 ・高度化,知 識 ベ ース システ ムの構築,組 織論や人間の思考過程等人間工学

の研究等実 に幅広 い ものである。 日本においても,技 術的な面での研究 ・実用化

のみで な く,人 間工学の面においてももっと力 を入れ るべ きであろ う。
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図 表6-4STARS計 画 に お け る ソ フ トtlウ ェ7環 境 の 概 念

米 国DODに お け るSTARS計 画

*SoftwareTechqoiogy ,forAdaptable,ReliableSystems

自動化支援

環 境

(ASE)

㌔適 用 分 野 毎 の 固 有 ツ ー ル

特 定 方 法 論 向 け ツ ー ル

管 理 支 援 ツ ー ル
;1|

汎 用 自 動 化 ツ ー ル

i-i' lMAPSE司

システム

要求定義

ソフ トウェア

要 求定 義

ソ フ トウェア

仕 様作 成

ソ フ トウ ェア

設'計

ソフ トウェア

製 造

ツ フ トウェア

運 用 ・保 守

一 ー ー

ソ フ トウ ェア

ライ フサ イ クル
ー 一 一 ー ー ー ー 一

手 順

支 援

}

1●一 一
`

ソ フ ト ウ ェ ア 工 学 、、

管 理 運 営 手 順

シ ス テ ム 調 達 手 順

囲MAPSE:MinimalAdaProgrammingSuppOrt

Environment

図表6-5STARS計 画の 目標

専 門 知 識 の 向 上

人 的 資 源 の 向 上

専 門 知 識 の 底 辺 の 拡 大

環

境

の

高

度

化

ツ ール の 開発 ・改 善

管 理 運 営 ツー ルの開 発 ・改 善

適 用 分 野 に よ らない ツー ルの 開 発 ・改善

用 分野 毎 の 固有 ツー ルの開 発 ・改 善

事 務 処 理 の 改 善

ツ ー ル の 使 用 性 の 向 上

ツ ー ル利 用 の徹底

ツ_ル の イ ンテ グ レー シ ョンの向 上

ツ ー ル の 自 動 化 レ ベ ル の 向 上
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図 表6-6開 発 計 画

会計年度

8384858687888990

(準 備)
一 一

基盤整備期 拡充期 移行期

L

研 究 i開
t

発

向 こ う7年 間 に2億

ドル以 上 の投 資 を計

画 して い る。

第1段 階 第2段 階 第3段 階
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7.ま と め

一3年 間 の 調 査 研 究 を 終 る に 当 って 一

近年 における ソフ トウェア開発 は,以 下の点が特徴 としてあげ られ る。

① 開発対象分野が多部 門にわた ってい る

② 開発の対象が社会 システ ム,特 殊大型 システムな どの分野 にまで拡大 し大

規模化 してい る

③ 多 くの分野 に,よ り高度の システムが要 求され るようにな り,ソ フ トウェ

アも高度化 ・複雑 化 してい る

④ ハ ー ドウェア技術の著 しい進歩によって,各 種 ソフ トウェアの改 良が必 要

に なってい る

⑤ システムの規模の増 大や高度 化によって,開 発技術 の高度性が要求 され る

ため,開 発要員の不足が 顕在化 してい る

この ように,シ ス テムが大型 化,複 雑 ・高度化 し,社 会生活の 中で,一 つ のイ

ンフラス トラクチ ャーとして大きな位置 を占めるようにな り,そ のお よぼす影響

が計 り知れ ない ものになるにつれて,ま た,各 分野にわたる ソフ トウェア開発 ニ

ーズの高ま りに よる ソフ トウェア需給 ギ ャップの増大に伴い
,ソ フ トウェア開発

の高度化 ・効率化,生 産性 の向上 が大 きな課題 として クローズア ップされて きた

わ けで ある。

ソフ トウェア開発の効率化,生 産性の 向上に対す る取 り組みは,官 民 の別な く,

各組織の実態 にそ くして積極的に行 われてい るところで あるが,当 協会(JIP

DEC)に おい ても1つ の プロジェク トを設けて,官 民の協力の もとた,昭 和58

年度 よ り3か 年計画で調査 研究 を行 ってきた。す なわ ち,昭 和58年 度においては,

ソフ トウェアの開発計画段階,昭 和59年 度 におい ては,ソ フ トウェアの開発段 階,

昭和60年 度 は,そ の運用 ・保 守の段階を,そ れぞれ 中心 として行 ってきたところ

で ある。

3年 間にわ たる本調査研究 を終了す るに当 り,一 つ のまとめ と して,各 年度 に

おいて,民 間企業の コ ンピ ュータ ・ユ ーザを対象 に行 った ア ンケー ト調査結果 を

中心 に,ソ フ トウェアの ライフサイ クルにおけ る各段階,す なわ ち,開 発要求 ・

計画段階,開 発段階,運 用 ・保守段階の実態 を一括 して紹介 してお きたい。

なお,こ のア ンケ ー ト調査の実施に当 り,業 務 ご多用中にもか かわ らず,ま た,
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この種 の 調査 が 多 くの 機 関で実施 されてい るとい う煩わ しさ.にもかかわ らず,

積極的にご協力 をいた だいた民間企業(コ ンピュータ ・ユ ーザ)各 位 に対 し,厚

くお礼を申 し上げ る次第で ある。

7.1ソ フ トウェア開発計画段階の方策

7.L|要 求仕様の明確化

ソフ トウ ェア開発の計画段階において重 要なのは,要 求仕様の 明確化であ

る。 ソフ トウェアの 開発 は,要 求仕様に基づ いて行われ るものであるか ら,

必要かつ十分 な要 求仕様 を定義することは,ソ フ トウェア開発 を成功 させ る

第一歩である とい える。 この点に関 して,当 協会(JIPDEC)が 実施 し

・たア ンケー ト調査 「ソフ トウェア開発 ・運用の高度化,効 率化方法に関す る

調査(以 下 「ア ンケー ト調査」 とい う。)」 による と,要 求仕様 に関 しては

つ ぎの ような問題 がある としている。

① システ ム化 に関す る検討 が不十分

② ユーザの意 向が反映 され ない

③将来動向の見 極めが不十分

④技 法な どの活用がな されてい ない,な ど。1

,し たが
って,要 求仕様を明確化す るたφの方策 としては,つ ぎの点 を検討

してい く必要があ る。一'Ψ

(1)費 用対効果 を中心 とした システム化に関す る十分 な検討

.'あ る業務 をシステム化 しよ うとす る場合,最 も重要 なことは,、・システム

化 による効果の予測,っ ま り費用対効果の分 析である。 図表7-1は,効

果測定項 目体系 を示 したものであるが,こ の よ うに種 々の観点か らシステ

ムの効果 につい て十分 な検討 を行 うことが必要で ある。
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図 表7-1効 果 測 定 項 目体 系'

区 分.

影 響 局 面

測定項目
*

効 果`

寵 鱗 錫系認㍗)

マ イ ナ ス 効 果
.

(鞭鶯翻

管 理 局 面

業 務 処 理

迅 速 性 迅 速 化 遅 延 ・ 化

正 確 性 正 確 化 不 正 確 化

簡 易 性 簡 素 化 ・ 標 準 化 煩'雑 化

弾 力 性 弾 力,:'化 硬 直 化

デ ー タ の 利 用

適 時性 向 上 低'下

容 易 性 容 易 化 ・ 高 度 化 不便(読 みに くしなとう

利用範囲 拡 大
1

縮 少

デ ー タ の 管 理
容 易 性 管 理 、の 容 易 ・ 適 切 管理の困難 ・不適切

安 全 性 安全性(秘 密保護など)向 上 安1全 性 低 下

人 事 ・ 組 織

モ ラー ル
「

)

勤.務 環 境 改:・善 勤 務 環 境 悪 化

モ'ラ_.ル 向'上 モ ラ ー ル 低 下

連 携 :整 備 、・連 携 あ 円㍉ ヒ 連 携 の 祖 語 な ど

コ ス ト局 面 一 一

電算化前の事務処理方式を続けた場合

の経費と,現 在の方式での経費比較

経 費 減'少 経 費 増 大

*こ の項 目の 範 囲 は,「 コ ン ピ ュー タ技 術へ 直 接 的 な影 響 を及 ぼ した効 果 」 とす る。・

出典:「 電子 計 算 機利 用 の効 率 化 に関 す るガ イ ドライ ンω 」 行政 管 理庁

`

(2)ユ ーザ部 門 と の十 分 な コ ミュ ニ ケ ーシ ョ ン

ソ フ トウ ェア の開 発 は,ユ ーザ の意 同 を十 分 に反 映 させ た形 で進 め なけ

れ ば な らない が,ア ンケ ー ト調査(前 記)に よる と,コ ン ピュ ー タ部 門 が

自己 の 都 合 の よ い よ うに仕 様 を決 め て しま うこ とが多 い と して い る。・要 求

仕 様 は,原 則的 には ユ ーザ部 門 が独 自に作 成 す る べ きで あ るが元 コ ン ピュ

ータ部 門 が それ に関 与 す る場 合 は ,ユ ー ザ との十 分 な コ ミー ニ ケ ーシ ョ ン

を図 り,ユ ーザ の意 向 を正 し く反 映 す る よう に す る必 要 が あ るご また,こ

の場 合,将 来 の技 術 動 向や 企 業戦 略 とい った こ とも十 分 検 討 し,ラ イ フサ

イ クル の長 い シ ス テ ム作 りを 目指 す べ き で あろ う。
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2

(3)技 法な どの積極的活用

要求仕様 をよ り信頼性の高い ものにす るた めには,各 種技法や ツール を

積極的に活用 してい くことも方策の一つで あろ う。

ア ンケー ト調査に よると,各 技法 の利用状況は,図 表7-2の とお りで

ある。

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

1

図表7-2要 求定義技法の利用度

91.7%
一 ・竺・2/利 肌 たことがある

分析の中心として利用

∠%
55Z

6L5
%

一

414%406%
__38.8%

一

10ユ

z%
36

ワ1%

139

逐%

117%99%

階%碧%

126%
一

面
接
調
査

事
務
分
析

7.1.2開 発 計 画 の確 実な 立 案

プ

レ
ー

ン
ス
ト

ー
ミ

ン

親
和
図
法

そ
の
他
の
技
法

Y

S

法

P
D
P
C

系
統
図
法

関
連
図
法

ソフ トウェア開発計画の段階 において立案 され る計画には,① ソフ トウェ

ア開発 にお ける見積 り,予 算,ス ケジュールな どに関す る計画,② 開発 作業

の実施にお ける管理および支援な どに関す る計画,③ 移行,運 用,保 守な ど

に関す る計画 な どがあるが,ア ンケー ト調査 による と,そ の作成状況は図表

7-3の とお りであ るが,例 えば,工 程計画,予 算,要 員計画 移行計画 と

い った非常 に重要 な計画であ っても,そ の作 成状 況は70%程 度 とな ってい

る。少 な くともこれ らの計画 を確実 に作 ることが必要である。
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図表7-3開 発計画の作成状況

(開発 の都度作成)
304050%607080

移

工

運

要

予

外

設

拡

計

計

計

計

行

程

用

員

十

十

十言口

言
口

言
口

注

備

張

パ ッケージ購 入計画

工 程 管 理 計 画

開 発 支 援 計 画

検 査 ・ 検 収 計 画

要 員 教 育 計 画

費 用 管 理 計 画

品 質 管 理 計 画

保 守 計 画

(標 準的 に既 に作 成) 10

(78.9%)
83(72.8)

76(66.7)

75(65.8)

69(60.5)

63(55.3)

63(55.3)

53(46.5)

52(45.6)

48(42.1)

45(39.5)

44(38.6)

41(36.0)

40(35.1)

37(32.5)

35(30.7)

20% 30

要 員 教 育 計 画

要 員 計 画

設 備 計 画

工 程 管 理 計 画

31(27.2)

29(25.4)

29(25.4)

38(33.3%

予

運

保

工

移

外

拡

用 管 理 計

用

守

質 管 理 計

査 ・検 収 計 画

程

発 支 援 計

行

注

ッケージ購 入計画

張

計

計

計

計

計

計

画

算

画

画

画

面

画

画

画

画

128(24.6)

127(23.7)

126(22.8)

126(22.8)

121(18.4)

120(17.5)

118(15.8)

μ5(13.2)

115(13.2)

112(10.5)

19(7.9)

18(7.0)
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また,計 画立案の際 に利 用できる技法(WBS,TRM,PERTな ど)

につい ても積極的に活用 し,さ らに,開 発す る規模や必要 となる費用の見

積 り方法について も各企業 において データを収集 し,可 能 な限 り科学的 に

行 うことを考 えるべ きで あろ う。

7.1.3品 質に対す る意識 の向上

最近 では,新 規開発 よ りも既 に開発 した プログラムの保守 作業 にかか る割

合が大 きくな って きてお り,今 後ます ますその傾 向は高 まると考 えられ るが,

この保守 を容易にす るためには,プ ログラムが保守性 を中心 として高い品質

を有 していることが必要であ る。 つま り,正 確性や信頼性 とい った ソフ トウ

ェアが本来的に必要であ る品質特性の他 に,他 人 がみて も理解 しやすい プロ

グラムであることが重要 とな るのである。 この ような保守性 を含めた ソフ ト

ウェアの品質 を考 えると,品 質 を高めることは生産性 を下げ ることになると

い う見方 もあるが,高 い品質を持つ プ ログラムを作 るこ とが結果的に高い生

産性 を得る ことになる との観点か ら意識の 向上 を図 ってい く必要がある。

7.2ソ フ トウェアの開発段 階の方策

ソフ トウェアの生産性 を向上 させ るためには,種 々の方策 があるが,何 れの

方策 とい えども,そ の方法 を採用す ることに よって必ず しも同様 の効果 を期待

できるとは限 らない。

そ こで,こ れ らの方策 を効果 の面に視点 を置い て分類 してみ るとつ ぎの よ う

に グルー ピングされ る。

(1)生 産性 向上のための基礎的 な方策

生産性 を向上 させ るための前提条件的な もので,こ れが 不十 分であれば(2),

(3)の方策が期待 したほ どの効果を発揮で きないので非常 に重要 な役割を負 っ

てい る。

① 標準化

② 組織化

(2)生 産性向上 に即効的 な効果 を発揮 させ る方策

これ らの方策で も,十 分 な効果 を発揮 させ るためには,種 々の環境条件の

整備 などが必要で ある。

① 機械化 ヒ
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② 再利用

③ ソフ トウェア ・パ ッケージの活用

(3)生 産性 向上 に遅効性 の効果 を発揮 させ る方策

これ らの方策 を導 入 した ことによ って,直 ちに大 きな効果 を発揮す るとい

う性格のものではな く,そ の導入 によって着実に効果 を発揮 し,生 産性向上

に対 し安定 した効果を与 えるもの と考 えられる。

① 品質管理活動

② 開発環境

③ 要員管理

以上について,7.2.1項 か ら7.2.6項 でその概要を述べ る。

1

7,2.1標 準 化

標 準化 は,一 般 に 生産 活動 や 事 務作 業 に お け る生産 性 の 向上 や 互 換機 能 を

高 め るた め に用 い られ る能 率 原 理 の 一 つで あ るが,ソ フ トウェ ア開 発 の場 合

にお い て も,開 発 段 階 に お け る種 々の 局面 に おい て標 準 化 を行 うこ とに よ っ

て,ソ フ トウェ ア開発 の効 率 化が 期待 で き る。

ア ン ケー ト調査 に よ る と,図 表7-4の とお り標準 化 の推 進 に よ って,シ

ス テ ム開 発 の生産 性 の 向上 を あげ る ものが 多い こ とか ら,標 準 化 は,生 産性

向上 の た め の基 本的 な 手 法 とい えよ う。 標 準 化 は,開 発 工 程 にお け る プ ログ

ラム設計,プ ログ ラ ミング,ド キ ュ メ ン ト作 成 の各 段 階,用 語,フ ォ ーム シ

ー ト,コ ーデ ィ ングな どを対 象 と して行 われ てい る。

図 表7-4標 準 化 の 効 果

主な効果及び期待 10 20 3040 50%60 70 8090

シス テ ム開発 の生 産 性 の 向 上

シス テム メ ンテ ナ ンスの容 易化

ドキ ュメ ン ト管理 の容 易化

品質 の安 定 と向 上

人員 配置 の容 易化

教 育期 間 の短 縮

エ ラー及 び トラブ ルの 低減

シス テム管 理 の容 易 化

要 員 の 資質 向 上

lg6(74%)

164(49)

142(32)

140(31)

129(22)

115(12)

114(11)

==コ10(8)

コ6(5)

N=130
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7.2.2組 織化

ソフ トウェア開発 の効率化の ためには,固 有技術の高度化 だけでな く,組

織的 な対応 も重 要であ る。す なわち,ソ フ トウェア開発 を限 られた人数(要

員)で よ り多 くの開発要 求に対応 してい くためには,当 該組織 内における開

発 要員の能力(経 験)を 効率 よ く配分,活 用 して最大の組織的効果を確保で

きるような マネジ メン トが必要で ある。

組織化の問題 と しては,ソ フ トウェア開発 にお ける分業化 の考 え方,品 質

検査組織,要 員 不足 をカバ ーす るための対策(外 注利用,女 子 プ ログラマの

積極的活用,在 宅勤務制度の導 入,エ ン ドユ ーザ開発の推進 な どによる開発

パ ワーの増大)な どがある。

7.2.3機 械 化 ・自動 化

人間の能力には限 りがあるので,人 手でや ってい るものを機械 に行わせ るこ

とによ り,人 間が行 う以上 によ りよい 目的 を達成す ることが可能 となる。 ソ

フ トウェア開発は従来か ら職人芸 として手作業 による開発が中心であ ったが,

情報化 の進展 に伴 って,ソ フ トウェアの ニーズの増大 とそれ に応 えるソフ ト

ウェア技術者 の不足 による需給ギ ャップの増大 に対 処す るため,ソ フ トウェ

ア開発 の効率化対策 として,開 発工程への機械化,自 動化の導入が クローズ

ア ップされ てきてい る。

ア ンケー ト調査に よる と,開 発工程の中で機械 化 ・自動化 したい と考 えて

い る工程 と して,図 表7-5の とお り,プ ログラ ミングお よび ドキ ュメンテ

ーシ ョンの段階 をあげ てい る企 業が多い。 これ らの段階が最 も工数がかか り,

逆に,機 械化 しやすい工程であ ると考 えられてい る。 なお,機 械化 ・自動化

は,単 に生産性 向上のみ な らず,信 頼性,保 守性,汎 用性の 高い ソフ トウェ

ア開発をめ ざしてい る。

図表7-5機 械化 ・自動化 したい工程

機械 化 ・自動 化 したい工程 10 20 30 40 %50 607080 90

プ ロ グ ラ ミング

ドキ ュメンテーシ ョン

テ ス ト

管 理

設計 段 階

その他

「100(65%)

198(64)

174(48)

159(38)

158(38)

]3(2)

N=1
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7.2.4再 利 用

ソフ トウェアの生産性,品 質の 向上 のための有効な手段 として,既 存 ソフ

トウェアの再利用があ る。その利点 としては,再 利用 した部分 につい て完全

に生産活動を省略で きること,再 利 用 ソフ トウェアの品質が既 に検証 されて

い ることな どが考 えられ る。

再利用 ソフ トウェアの形態 としては,独 立 して実行できる汎用的 な プログ

ラムを蓄積 してお き共同利用す る独立 プログラムとそれ 自体 では独立 して実

行で きず,加 工 され るか,別 の プ ログラムに組み込 まれ るこ とによ って作動

す る部品 としての プログラムがあるが,最 近 では,プ ログラムのこの よ うな

部品化が注 目されてい る。 ア ンケー ト調査では,図 表7-6の とお り,独 立

プログ ラムの再利用 よ りも部品化 に関心 をもつ企業が多い こ とを示 してい る。

図表7-6再 利 用 ソフ トウ ェアの形 態 別利 用 状 況

再利 用 ソフ トウ ェアの 形体 10 20 30 40 50%'60 70 80

独立 プ ログ ラム 151%

部

品

ブ ラック ボ ック ス型 i77

パ タ ー ン型 164

手 本 型 128

7.2.5ソ フ トウ ェアパ ッケー ジの活 用

ソフ トウェア 開発 の生 産 性 向上 を 図 るた め の 効果 的 な方 法 の1つ は,ソ フ

トウ ェアパ ッケ ー ジを活 用 す る こ とで あ る。 ソフ トウェ アパ ッケ ー ジは,自

社 開発 よ りコス トが 安 い,開 発 期 間 が とれ ない,自 社 開発 の工 数 不 足,機 能 ・

性 能が よい,と い った よ うな場 合 に 導 入が 考 え られ る。.

7.2.6品 質管理活動,開 発 環境,要 員管理

これ らの方策の導入 によ って,直 ちにその効果 を期待 できるものではない

が,そ の実施 によって生 産に安定 した効果が期待で きるもの と考 えられ る。

(1)品 質管理活動

EDP部 門のか か えてい る多量のパ ックログを解 消す るには,ソ フ トウ
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エア開発 の生産性 向上は焦眉の課題であ るが,そ のための手段は品質 を無

視 した もので あ っては ならない。逆 に,品 質 向上 こそが生産性向上のため

の第1ス テ ップで ある。特 に,設 計工程 の品質 向上は ソフ トウェアサイ ク

ルにおけ る共産性 向上 に大 き く寄与 してい る。設計品質を向上 させ るため

には,検 査部 門に よる品質検査 の強化や テステ ィングの強化だ けでは対応

す ることができない。それ には,生 産活動全般 に亘 る作業改善や開発担当

者の モラル向上が重要 な要素 とな る。 その手段がQCサ ークル活動を代表

とす る小集団活動であ る。 ア ンケー ト調査 では,約800/・ の企業が品質管

理活動 に取 り組んでお り,そ の うちEDP部 門がその活動に参加 してい る

企業は50%で あ る。EDP部 門におけ る品質管理活動をいかに推進す る

か は重要な共通課題 と考 えられ る。

(2)開 発環境

ソフ トウェアの開発は,知 的で根気を要す る作業 である。最近では,開

発技 法や支援 ツールが整備 されつつ あるものの,ソ フ トウェア開発が基本

的に人間の能 力に依存 してい る状態 を脱 しき っていないのが現状である。

ソ フ トウェアの生産性 を向上 させ るため には,開 発に携 わる人間がその能

力 を最大限に発揮 でき るように作業 環境 につい ても改善に努めることが必

要で ある。また,こ れは,優 秀 な要員を確保す るため にもす ぐれた作業環境
;の 整備 が重要で ある

。 ア ンケー ト調査 では,多 くの企業が作業環境の配慮

の ポイ ン トを採光,換 気,机 の レイアウ ト,騒 音 な どにおいている。

(3)要 員管理

ソフ トウェア危機 の1つ の要 因 として,要 員確保の困難が あげ られてい

るがそのために,現 に在職す る要員の資質の 向上 を図 ることが必要 であ り,

そのための要 員管理体制の整備が重 要な課題 である。 アンケー ト調査では,

多 くの企業が何 らかの形で教育訓練 の体系的実施,モ ラール向上な ど処遇

改善策 な どを講 じている。

7.3ソ フ トウ ェア の運 用 ・保守 段 階 の方策

7.3.1運 用 の 効 率 化 方 策

現在 の コ ン ビ=一 タの稼 動 状 況 は,24時 間 フ ル稼 動 の ユ ーザ(25.6%),

お よび,20時 間 程 度 ま で稼 動 させ て い るユ ーザ(25.6%)で 過 半数 を 占 め

てお り,相 対 的 に 長 時 間 使 われ て い る。 この た め の オペ レー シ ョン体 制 も1
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～3シ フ ト制 の割 合 が 各 々30%程 度 とほ ぼ 同 じにな ってい る。 つ ま り,1

直 制 で10～15時 間,2直 制 で15～20時 間,3直 制20～24時 間 と

い った 運 用 パ タ ー ンが 考 え られ る。

この よ うな 運用 状 況 を,効 率 化 の側 面か ら,現 在 行 われ てい る方 策 と して

自動 化 ・無 人化,標 準 化,運 用 体制,運 用 管 理,教 育 に つい てみ てみ る と,

図表7-7の とお り運 用 管理 面 で の効 率 化 対 策 が比 較 的進 め られ て お り,稼

動 状態 の 収 集 ・把 握 は83%の ユ ーザ にお い て,ま た,資 源 利 用 状 況 の管 理

も .69%の ユ ーザ にお い て 効 率 化 な どが と られ てい る。 つ ぎ に,運 用体 制 の

面 では,オ ンライ ン化 お よび外 注 の 活 用が す す ん でい る。 標 準 化 の 面 では,

操 作,ス ケ ジ ュ ー リ ング,ジ ョブ内 容 の標 準 化 が 比較 的進 ん でい る。 教 官 の

面 で は,委 員 教 育 が 中心 とな って い る が,エ ン ドユ ーザ 教 育 に効 率 化 の焦 点

を 当 て て い るユ ーザ も約4割 み られ る。 自動 化 ・無人 化 につ い て は,ジ ョブ

の 起動,ス ケ ジ ュール以 外 は まだ 対 策 が進 ん で い ない 状 況 に あ る。

図表7-7現 在適用 している効率化対策

適用 している効率化対策 10203040 50%60 70 8090

自
動
化
■

無
人
化

ジ ョブの起 動

1118(73)

1108(67)

183(51%)

`72(44)ス ケ ジ ュ ー ル

操 作 149(30)

障害回復処理 123(14)

120(12)配 布

標

準

化

操 作

ス ケ ジ ュ ー ル

`80(49)ジ 。ブ 内容

配 布 ・39(24)

障 害 回 復 123(14)

運

用

体

制

オ ンラ イ ン化 `130(80)

外注の活用 lg6(59)

160(37)エ ン ドユ ー ザの 活用

運管
用

理

稼動状態の収集 ・把握

資源利用状況の管理

・134(83)

1112(69)

1108(67)教

育

要 員 教 育

171(44)エ ン ドユ ー ザ教 育

N=162
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以上 が現在行われ てい る運用面での効 率化対策 であるが,将 来適用 したい

効率化 対策 としては,図 表7-8の とお り,自 動化 ・無人化 を進 めたい と考

えてい るユーザが よ り多 くみ られ る。 自動化 ・無人化以外では,運 用体制面

でのエ ン ドユ ーザの活用や教育面での エ ン ドユ ーザの教育 を考 えてい るもの

がい ることを示 してい る。

図表7-8将 来 適用 したい効率 化対策

将来適用 したい効率化対策 1020 30 4050%60 70 80 90

自
動
化
●

無
人
化
一

標

準

化

配 布 `51(32%)

148(30)操 作

ス ケ ジ ュ ー ル ・43(27)

ジ ョブの起 動 143(27)

138(24)

132(20)

障害回復処理

配 布 コ16(10)

障 害 回 復 116(10)

ジ ョ ブ 内 容 113(8)

ス ケ ジ ュー ル コ7(4)

コ5(3)操 作

運

用

体

制

エ ン ドユ ー ザ ー の 活 用

外 注 の 活用 置16(10)

コ6(4)

コ6(4)

コ5(3)

オ ン ライ ン化

聾
資源利用状況の管理

稼動状態の収集 ・把握

教

育

エ ン ドユ ー ザ ー教 育 123(14)

コ9(6)要 員 教 育

N=162

7.3.2保 守 の効 率 化 方 策

保 守 作業 につ い て,全 体 の作 業 工数 に対 す る割 合 を職 種 別 にみ てみ る と,

図表7-9の とお り。SEお よび プ ログ ラマ ーが平 均53.8%,管 理 者 お よ

び オ ペ レ ー タが そ れ ぞ れ 平均13.80/。,13.1%の 工数 を保 守作 業 に振 り向

け てい る。 この 中 で,注 目され るの は,ソ フ トウ ェ ア開発 の 主 力 とな るSE

お よび プ ログ ラマ ーが 平 均 で53.8%,つ ま り総 工数 の半 分 以上 を保 守 作業

に費 され てい る こ ととで あ る。 保 守 作 業 の割 合 が70%以 上 とな る ユ ーザ は,
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全 回答企 業 の4割 近 くを 占めて お り,多 くの コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ が パ ッ ク

ログをか か え る要 素 を も ってい る こ とを示 してい る。

図表7-9職 種別の総工数 の中で保守作業の占める割合

割合(件数)
職 種 10% 20 30 40 50 60 70 80 90 100 平 均

SE及 び プ ログ ラマ 11 9 21 15 15 23 26 10 15 6 538

オ ペ レ ー タ 51 25 13 2 1 3 1 2 1 1 13.1

管理者 62 27 10 6 2 2 4 1 0 0 13.8

N=151

保守の種類別 では,完 全化保守の割合が高 く(平 均53.3%),修 理保守

及び適応保守は比較的少ない もの とな ってい る。

また,保 守を作業工程別 にみてみ ると,図 表7-10の とお り,プ ログラ

ムの修正,プ ログラムの追跡,プ ログラムの テス トなどの作業工程 に多 くの

工数 を費 してお り,保 守 における効率化は,こ れ らの点に焦点を当てて具体

的な方策の展開が必要 であろ う。

図表7-10保 守の工程別の作業 工程 の割合

割合件 数)
作業工程

10% 20 30 40 50 60 70 80 90 100 平 均

ドキ ュメ ン トを調 べ る 77 31 21 10 3 2 0 0 0 0 169

ドキ ュメ ン トを作 成 す る 86 40 13 2 0 0 0 0 0 0 12.7

プ ログ ラムを追 跡 す る 40 45 37 14 6 2 5 0 0 0 23.9

プ ロ グ ラムを修 正 す る 36 53 39 11 6 5 0 2 0 0 22.3

プ ログラムのテス トを行 う 43 52 42 9 5 1 0 0 0 0 21.4

N=152

ところで,ソ フ トウェアの開発は,自 社開発 と併せて,外 注 して行われ る

場合 も多いが,外 注す る場合の対策 としては,① 外注先に対 して保守性 を重

視 した プログラ ミングの注文,② 問題発生時の連絡体制の明確化,③ 契約時
り 　

の必須事項 として,か し担保 責任,保 守 に対す る保 証期間,無 償保守の範 囲
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な ど,そ れ ぞ れ 約50%の ユ ーザ が実 施 して お り,ソ フ トウ ェアの 保守 をい

か に効 率 よ く,コ ス トをか けず に 行 うか にユ ーザが 苦心 して い る こ とを物 語

ってい る。

図表7-11ソ フ トウ ェ アを外 注す る場 合 の 対 策

外 注 先 に対 して保 守 性 を 重視 した プロ グ ラ ミングを注

文 してい る。

問題 発 生時 の連 絡 先が 常 に 明確 に な って い る。

契 約 時 に保 守 に関 す る保 証 期 間 を 明 確 に して い る。

契 約 時 にか し担 保 責任 を明確 に してい る。

契 約 時 に無 償 で保 守す る範 囲 を 明確 に してい る。

保 守 用 の マニ ュアル 説 明書 を作 成 して も ら うよ うに し

て い るo

運 用 開 始後 しば ら くは外 注 先 のSEに 常 駐 して も ら っ
て い るo

社員 に対 し保 守 が 可能 なよ うに 外注 先 が教 育 す るよ う

に 義務 づけ て い る。

問題 発 生 時 に外 注 先 に提 示 す るデ ィフ ィカルテ ィ・レポ
ー ト(エ ラーの苦情 書)の 書 き方 が決 って い る

。

その他

1020304050%60708090

20(16)

20(16)

68(54%)

67(53)

N=126

ソフ トウェアの保守を行 う場合 の問題点 として,① 要員の問題,② エ ン ド

ユーザ関連の問題,③ 応用 システム関連の問題,④ その他 の問題 について,

ア ンケー ト調査では質問 してい るヵミ,要 員問題については,保 守要員の交替

や保守要員の数 に深刻 な問題が ある としてあげてい る。 また,エ ン ドユ ーザ

との関連につい ては,エ ン ドユ ーザ 組 織 の交 替 や システムに対す る不理解

を問題 としてい る。 その他 の問題 としては,保 守作業の効率 の悪い点や保守

工数 の見積 りの問題が深 刻である と指摘 してい る。
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